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　はじめに







序　章　第一次世界大戦の衝撃




　１　社会体制


　　■政治制度 ／ ■財界の構造 ／ ■戦後の社会 ／ ■対外関係──アジアと日本


　２　時代思潮


　　■デモクラシーから社会主義へ ／ ■革新派ナショナリズム


　３　原敬の内閣　　


　　■内閣の成立 ／■軍備拡張と積極政策 ／■社会政策と普選問題 ／■皇室問題──元老と原 ／■原敬の対外政策──ワシントン体制の成立 ／■ワシントン会議







第一章　ひよわなデモクラシー




　１　戦後恐慌の傷痕


　　■世界大戦ブーム ／■戦後恐慌 ／■戦後経済の特色


　２　第二次護憲運動への道


　　■中間内閣の時代 ／■政党内閣時代の到来


　３　関東大震災と都市化の進展


　　■大震災の惨禍と混乱 ／■震災の事後処理 ／■復興計画と都市計画 ／■都市の拡大


　４　憲政会内閣と政友会内閣


　　■普通選挙法と治安維持法 ／■財政赤字と金本位復帰への志向 ／■憲政会内閣の動揺 ／■北伐と「満蒙権益」の危機 ／■金融恐慌 ／■北伐と田中内閣 ／■第一回普通選挙と政局 ／■天皇の怒り


　５　左翼運動と軍部革新派


　　■日本共産党の成立と活動 ／■マルクス主義思想の普及 ／■陸軍内部の新動向──エリートたち ／■青年将校運動


　６　世界恐慌下の社会


　　■ロンドン海軍軍縮条約の波紋 ／■金解禁と昭和恐慌 ／■農村の不況と都市の失業 ／■恐慌対策と新産業 ／■三月事件 ／■関東軍の謀略







第二章　「非常時」から「準戦時」へ




　１　一九三一（昭和六）年秋


　　■事変の勃発 ／■ドル買い問題 ／■十月事件 ／■民政党内閣の崩壊


　２　最後の政党内閣　　


　　■満州国の成立 ／■血盟団と五・一五事件


　３　「非常時」日本の実態　　


　　■満州国承認と連盟脱退 ／■軍部・官僚勢力と斎藤内閣 ／■岡田内閣の苦悩 ／■その後の満州国 ／■連盟脱退後の国際関係


　４　景気回復下の社会と思想


　　■高橋財政 ／■経済と産業の発展 ／■右翼・革新思想の潮流 ／■転向／■「復古」派と「革新」派


　５　二・二六事件


　　■陸軍部内の暗闘 ／■真崎更迭と永田軍務局長刺殺事件 ／■二・二六事件の勃発 ／■二・二六事件の処理 ／■軍部支配体制の確立 ／■日中関係の緊迫化


　６　「準戦時」体制


　　■広田内閣の政策 ／■石原構想の発動 ／■林から近衛へ ／■近衛の思想







第三章　軍服と軍刀の時代




　１　日中戦争の勃発


　　■盧溝橋事件 ／■大山大尉事件と戦火拡大 ／■「国民政府を対手とせず」


　２　戦時国内体制の成立


　　■戦時経済統制 ／■国家総動員法の成立


　３　「複雑怪奇」な国際関係


　　■内閣改造 ／■平沼内閣の成立とドイツのポーランド侵入 ／■ノモンハン事件 ／■国内経済の悪化


　４　第二次近衛内閣──新体制と三国同盟


　　■近衛の新体制運動 ／■第二次近衛内閣


　５　北部仏印進駐と松岡外交


　　■南進の方針 ／■松岡外交と三国同盟


　６　日米交渉と独ソ開戦


　　■日米了解案 ／■独ソ開戦 ／■南部仏印進駐とアメリカの対日経済断交


　７　日中戦争期の社会と文化


　　■国民精神総動員から隣組まで ／■『土と兵隊』と『火山灰地』 ／■三木清の「東亜協同体」論


　８　日中戦争期の経済


　　■窮迫する経済状況 ／■経済新体制論議 ／■農業問題


　９　開戦への途







第四章　「大東亜共栄圏」の夢




　１　緒戦の勝利


　　■開戦当初 ／■戦勢の転換点──ミッドウェーとガダルカナル ／■「大東亜共栄圏」の状況


　２　「絶対国防圏」の崩壊


　　■戦局の悪化 ／■東条内閣の退陣


　３　小磯内閣とフィリピン決戦論


　　■レイテ作戦の誤算 ／■小磯内閣から鈴木内閣へ


　４　敗　　戦


　　■本土決戦の危機と天皇の決意 ／■原爆投下とポツダム宣言受諾


　５　太平洋戦争期の経済


　６　戦争下の社会と生活


　７　太平洋戦争とは何だったのか


　　■「帝国主義以後」の帝国主義戦争 ／■軍部支配の性格 ／■戦争被害












　　　（昭和史（下） 目次）


　　　第五章　占領・民主化・復興


　　　第六章　「もはや戦後ではない」


　　　第七章　成長を通じての変貌


　　　第八章　「大国化」と「国際化」


　　　むすび
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　は　じ　め　に










　日本の現代がいつはじまったのか、あるいは世界の現代がいつはじまったのかを考えるとき、この本を執筆している一九九〇年代はじめはまことに格好の時点であるように思われる。一九一七（大正六）年にロシア革命が起こり、ボリシェヴィキの共産党政権がソ連において成立した。その後、第二次世界大戦を機とし、「社会主義」圏は西は東ドイツやチェコスロヴァキアから、東は中国と北朝鮮に拡がり、世界のほぼ三分の一をおおうにいたった。ところが現代まさにその体制は、政治的にも、経済的にも、さらに思想的にも急転して、ついにソヴィエト連邦の消滅と国家共同体連合の成立という局面に立ちいたった。一九一七年にはじまったドラマは、ほぼ七五年を経て、世界史的にも一つの区切りを迎えたといえるだろう。日本の場合も、世界史的な変化とほとんど直接に結びついた歴史的な変貌を遂げてきた。大正中期の激動のなかから戦前のドラマがはじまり、これが戦争によって崩壊した後、戦後史がはじまるのだが、その一連の歴史過程の背景には、まさに世界史の巨大なうねりがあったといってよいであろう。


　したがって、日本の現代を考えるとき、ほぼ一九二〇年、正しくは一九一八年ごろにはじまって、戦時、戦後の計画化と窮乏を経験し、その後の連合軍の占領と「民主化」とを経て、一九五五（昭和三〇）年ごろに、ほぼ戦後の経済成長の条件が整うところまでを、一つの時代としてまとめることができるであろう。以後のいわゆる「一九五五年体制」の成立から現代にいたるまでの期間は、まさに成長と経済大国化の時代であった。そこで、現代史を大きく区切るならば、一九五五年がいちばん大きな区切りになると考えてよさそうである。


　もっとも一九二〇年から五五年までの期間も、さらに三つに区分される。ここでは便宜上、一九二〇年から三〇年代前半までを第一の時期と考えよう。それは大正デモクラシーから昭和初年につながる、混沌とはしているが、さまざまの可能性を秘めていた時代ということができるだろう。三五年から敗戦の四五年までは、陸軍の支配のもとに進められた、悪夢のような戦争と計画化と破壊の時代である。これからその後五五年までは、民主化と経済復興の時代であった。


　一九五五年以後の時期も、大きくいって三つに分けることができそうである。政治的には自由民主党の一党支配体制のもとで、高度成長が続く、一九七三年のオイル・ショックまでが第一の時期である。第二の時期は、オイル・ショック後の広い意味での調整の時代で、一〇年余り続く。一九八五年のいわゆるプラザ合意──円高容認にいたる時代がそれである。プラザ合意後の日本は新しい局面に踏み込んだようにみえる。それは、国際的に日本の地位が決定的に変わったことを意味していたが、同時に国内においても重要な変化がはじまりつつあるということができる。この最後の時期は実はまだ完結していないのだが、その前の時期と同一に論ずるのは不可能であろう。


　この本のもう一つの意図をあえて述べてみるならば、この時代を政治と経済との角度からだけでなく、なるべく複合的に、思想や文化の領域にまで多少触れて考え直してみることである。大それた試みであるにしても、それなしには日本の現代史が理解できないのも確かなように思われる。


　もう一つつけ加えれば、それは、ある時期における断面図と歴史的な流れとを交互に書き込んでゆくことによって、時代の変化を浮彫りにしたいという願望がある。さしあたり予定しているのは、一九二〇年前後、三五年前後、四五～四六年、五五年、七三年前後および八五年前後である。












序章　第一次世界大戦の衝撃










　ニコライ・レーニンの指導のもとに第二次ロシア革命が起こったのは、一九一七（大正六）年一〇月であった。この年三月（ロシア暦二月）の第一次革命のために、すでに皇帝は退位していたが、ボリシェヴィキの蜂起のためにケレンスキー内閣が倒れ、共産党政権が成立したのである。


　ロシア革命を好機としてシベリアに出兵した長州軍閥の寺内正毅内閣は、出兵直後の一九一八年夏、米価高騰のために生じた全国的な米騒動のために、退陣を余儀なくされた。そのあとをうけて、本格的な政党内閣・原敬の政友会中心の内閣が成立したのが一九一八年一〇月であった。同じ年の一一月、第一次世界大戦はドイツの敗北によって終結した。帝国主義と軍国主義のドイツは、連合国の前に屈服したのである。それはデモクラシーの勝利と喧伝され、とくに、無賠償、不併合の講和と、国際連盟の創設による国際紛争の平和的解決、民族自決をうたいあげたアメリカのウッドロー・ウィルソン大統領の主張は、世界を風靡した。


　経済的にいえば、第一次大戦にともなう異常ともいうべきブームがピークに達したのは一九一九年であり、二〇年には、その反動としてきわめて激しい戦後恐慌が発生した。一九一九年から、労働組合運動は、長い「冬の時代」から、ようやく花咲く春を迎えていた。この国際的・国内的な激動の時代がまさに原敬の時代だったのである。それまでの藩閥や軍閥を中心にした政治体制ではこの変化に対応することは不可能であった。すでに寺内内閣崩壊のあと、長州閥の大御所で元老首席の山県有朋は、キャビネット・メーカーとして、自分の息のかかった軍人や官僚のなかから首相候補者を見つけ出すことができず、気にはそまないが、第一党の党首であった原敬を首相に任命したのであった。


　原敬が引き継いだ問題はまことに多岐にわたっていた。一九一八年夏には、ロシア革命後のシベリア出兵計画が寺内内閣の手で陸軍と外務省を中心に強引に進められ、七万の軍隊が、チェコスロヴァキア軍救援の名分のもとに、事実上は、侵略の目的でシベリアに展開しつつあった。国内においては、米騒動はいったん静まったものの、米価の上昇とこれへの対策は焦眉の問題であった。第一次大戦の終結にともなう講和会議に参加して、大国としての地位を占めることも、当然重大な課題であった。アメリカのウィルソン大統領が大戦に参加する際に掲げた十四カ条の原則のうち、「民族自決」のスローガンは、とくに軍部の圧政のもとにおかれていた朝鮮の知識人たちを刺激し、やがて一九一九年三月一日の独立運動（三・一運動）に展開するのである。政権を握った原敬は当然、この難局に対処しなければならなかったが、同時に従来からかかげてきた政友会の政綱を展開することによってその支持者たちの満足を得なければならなかった。この難局にあたって、原敬はこれに巧妙に対応し、一つの時代をつくりあげていったのである。







１　社会体制







■政治制度




　具体的な過程に立ち入るまえに、この時期の日本の政治制度を一瞥しておかなければならない。この時代には、明治憲法にともなうさまざまな制約が日本の政治体制に課せられていた。現行憲法にくらべて明治憲法の特色は、さまざまの機関が直接天皇に結びつき、内閣の権限ははるかに弱いところにあった。大正天皇は、憲法の制定者であった明治天皇にくらべて、元来カリスマ性を欠くうえに、病弱であったから、政治上の統合力をもっていなかった。そのもとで憲法上の各機関がそれぞれの権限を主張して内閣を掣肘したのである。


　作戦用兵上の独立の権限──統帥権をもつ軍部、とくに陸軍は、天皇に直属し、国防計画の立案についても政府から独立していた。日露戦争後、国防計画は陸海軍のみの協議によって定められ、天皇の裁可ののち、はじめて首相に内覧を許される慣行が成立していた。政府はその具体化のための予算を計上しなければならない。軍部は天皇の裁可という錦の御旗をふりかざして軍事予算を要求し、日露戦争以後の歴代内閣は、つねに限られた財源から膨大な軍事費を捻出するのに苦しんできた。大正元年、第二次西園寺内閣は、二個師団増設を要求する陸軍と対決し、上原勇作陸相が単独辞職をしたために、ついに退陣を余儀なくされた。


　帝国議会も、衆議院は政党の支配下におかれていて、予算先議権、立法権を手中にしていたけれども、貴族院は官僚出身者と華族が主力となり、政党内閣に対峙してきた。原敬は、明治末期の西園寺内閣の内務大臣として、郡制廃止案と小選挙区制案を提出したが、貴族院の官僚出身者の壁に阻まれた苦い思い出をもっていた。


　枢密院という天皇の諮問機関も、政府にとって厄介な一大勢力であった。枢密顧問官の多くは官僚や軍人出身の老人である。外交、とくに条約の批准について天皇の諮問にこたえる権限は枢密院固有のものであった。国内の官制についても枢密院の承諾がなければ議会に提出することができない。ときの枢密院議長は山県有朋であって、議員の多くは山県の息がかかっていたから、山県の意にそまぬ提案はほとんど実現することができなかったのである。


　司法部も明治末以来、疑獄の摘発などの形で、政治上無視しがたい存在になってきていた。一九一五年、第二次大隈内閣の大浦兼武内相が、野党議員を買収したことが明らかになり、辞職隠居して刑事的な訴追を免れたのはその例である。のちに平沼騏一郎、鈴木喜三郎ら司法官出身の政治家が勢力を強めるのは、このためであった。


　要約すれば、現行憲法にくらべて、政府、陸海軍、貴衆両院、枢密院、司法部などはそれぞれに天皇のもとに固有の権限をもち、相互に牽制しあっていたといってよいであろう。制度上は強い力をもたない政府を率いて、それらをどこまで統合してゆけるかが、首相の政治力の見せどころである。しかし、そこにも限りがある。たとえば官僚出身の首相は衆議院に弱く、政党出身者は貴族院や軍部を苦手とする。そのうえ、内閣の内部においても首相の地位は弱かった。閣僚はそれぞれの担当の分野について天皇に直属していて、首相は閣員中の第一人者というにとどまり、閣員を罷免する権限をもっていなかった。閣議は全員一致の場合にのみ決定を行うことができるが、一人でも反対者があれば、閣内不統一の責任で総辞職を余儀なくされた。


　明治憲法におけるこのようなさまざまな権限の分立を事実において調整するものは、憲法に規定されていない元老という存在であった。明治後期における伊藤博文、山県有朋、大山巌、松方正義、井上馨らは、それぞれ天皇から特別の勅語をうけて元老として枢機に参画した。やがて西園寺公望と大隈重信がこれに加えられたが、一九二〇年には、このうち、山県、松方、西園寺、大隈の四名だけが生き残っていた。高齢ではあったが、頭脳明晰であり、かつ強い権力欲を保持し続けた山県がその首席であった。とくに、首相の選任は、天皇の諮問をうけて元老が行うことになっていたから、元老は文字通り内閣の死命を制する力を備えていたのである。西園寺以外の元老らは、政党政治を嫌い、デモクラシーを敵視する保守的な思想を抱いていたが、同時に、内閣対軍部、枢密院、貴族院等との摩擦を調整しうる強い力をもっていた。一九二一（大正一〇）年に原が暗殺され、翌二二年に山県が世を去るまで、山県中心の元老の支配力が強く生き残っていたのである。







■財界の構造




　目を経済界に転じると、この時期の財界の中心勢力は、三井、三菱、住友、安田をはじめとする財閥であった。大戦によって大膨脹を遂げた久原、鈴木商店などの力も侮りがたかったし、いわゆる二流財閥としては浅野、大倉、古河、藤田、川崎、松方などもそれぞれ強い力を保持していた。いわゆる四大財閥の覇権が確立するのは、一九二〇（大正九）年恐慌とそれ以後の不況によって新興財閥や二流財閥が打撃を受けたり、凋落した後のことである。各財閥はそれぞれに本社機構をもち、傘下企業を支配する体制を整えていた。その支配力は、経済界を超えて政界にも浸透していた。しかしながら、大小の財閥だけが経済界の覇王であったわけではない。大阪を中心にする鐘紡、東洋紡、大日本紡、富士紡、日清紡などの優良紡績会社、王子製紙、富士製紙、大日本製糖、台湾製糖などの大企業は、それぞれに独立して経済界に覇を唱えていた。九州を中心にする大炭鉱会社の安川、貝島、麻生などや、製糸業界の大手であった片倉工業などの力も大きいものがあった。さらに個人としての富豪が、経済界において活躍するものも稀ではなかった。出版社博文館の大橋新太郎は、数十の株式会社の重役を兼ねていた。穀物商岩崎清七は大商店の主人でありながら、日清紡、日本製粉などの重役を兼ね、昭和期に入ってから東京ガスの社長となった。これら大小の富豪たちは一流企業の非常勤重役として多数の会社に勤務し、企業の政策決定に参与すると同時に、株価の変動にともなう利益を享受しようとした。このころになると、企業の中で育てられた生え抜きの社員が重役に昇進することは珍しくはなくなっていたけれども、なお社外重役の地位が高く、大株主の発言力が大きかったのである。企業は株主のものだという考え方はまだ一般的であったから、利益金の大部分は配当されるべきもので、企業の内部に留保されるべきものではなかった。重役賞与も利益金の五分ないし一割という高率が常識とされていた。古典的な自由経済あるいは自由経済の建前のもとにおける個人としての資本家の優位はなお生き残っていたのである。当時最優秀企業といわれた鐘紡社長武藤山治が、社則を改正して、重役となる資格は五年以上同社に勤務したものでなければならぬと定めたのも、大株主のエゴイズムに苦しめられた自己の経験からのことである。要するに昭和初期にいたるまで、現代の大企業において株主の支配力がきわめて低いのとは対照的に、大株主の企業支配が一般的に続いていたのである。


　政府の保護は海運業界や造船業界などに厚かったが、同時に、大阪を中心とする紡績業界は政府依存のこれらの産業を嘲り、古典的な自由競争の論理を主張した。その代表的な例は鐘紡の武藤山治であって、彼はやがて実業同志会を組織し、古典的な自由競争の論理を政綱として衆議院に進出するにいたるのである。


　この時期はまた、ようやく労働運動が一般化する時期であった。それまではほとんど無視されてきた労務管理が、企業にとって重要な課題になったのは、まさにこの時期である。大学出の社員が炭鉱の現場に派遣されて労務管理に当たるようになったことは、その事情を象徴する。あるいは鉱山などにおいて、飯場制度や納屋制度が残存し、労働者の供給をつかさどっていたのが廃止され、労働者が企業直轄とされたのもまたその例である。







■戦後の社会




　思想的にいえば、デモクラシーの発想がようやく若い知識人たちに浸透しはじめていた。吉野作造の民本主義の議論が一世を風靡した。フランクリンも、ジェファーソンも、ミルも、マルクスも、バクーニンも、ひとしく新しい思想家として尊敬の的である。しかしすぐに、ロシア革命の衝撃から、マルクス主義が若い世代をとらえるようになった。東大法学部を中心とする新人会や早稲田大学の建設者同盟の青年たちが、やがて労働運動や農民運動に飛び込んでいくのは、まさにこの時期にはじまる。労働争議がにわかに活発化したのもまたこの時期である。労働争議の件数は、一九一八（大正七）年四一七件（参加人員六万六〇〇〇人）、一九年二三八八件（三三万五〇〇〇人）、二〇年一〇六九件（一二万八〇〇〇人）。もって労働運動の急激な台頭を知ることができよう。


　マルクス主義的な世界像は、この時期の社会を理解するためにきわめてぴったりしたものであった。個人的な大資本家たちが巨額の富を蓄える一方で、米価は上昇し、実質賃金はむしろ下落し、貧富の差が拡大して、米騒動が引き起こされるような状況のもとで、若い知識人も労働運動の指導者たちもマルクス的な階級闘争の発想を素直に受け入れたことは当然のことだったといっていい。しかも、かつての繊維産業の時代から、ようやく重工業や化学工業が展開し、成年男子の労働者が京浜、阪神、北九州などの工場地帯に住み着くようになったことは、労働運動を発展させる条件になった。


　工場地帯が成立したことは、近代的な都市が形成されはじめていたことを意味する。この時期の東京や大阪の都心部は、なお古い江戸や大坂の面影を残していたかもしれないが、都市は私鉄網の成立によって外延的に延びていった。大都市には市内電車が走るようになり、都市計画が施行されて公園や街灯が整備されていたけれども、都市の外側には、工場やサラリーマンや労働者の住宅街が無秩序に形成されつつあった。京浜間や阪神間の海面は埋め立てられ、工場地帯が形成され、菜っ葉服の労働者で充たされはじめていた。都市の中心部は依然として昔ながらの商人や職人の世界であったが、都市の外側は近代工業とサラリーマンや労働者の街に変容しつつあった。


　大戦による農産物価格の上昇は、農家の経済を一時的にもせよ改善した。とくに米作技術の改良、現金収入源としての養蚕の普及、日雇い労働の機会の増大などによって、農家は一時的なブームを満喫した。しかし、全国の農地の半分近くは地主のものであり、自作農も一部は小作を兼ねる場合が多く、小作農は収穫の約半分を物納しなければならなかった。農村や地方の小都市における地主をはじめ、質屋、醸造業者など名望家の支配力は、ブームのもとにおいても依然として変わらなかった。


　一般化していうならば、農村や地方都市には、物持ちや旧家として知られる名望家たちの社会層が存在した。彼らの多くは地主であり、米穀商、肥料商、呉服店、酒造業などを兼ねる場合が多い。彼らはまた、各地方の銀行、私鉄をはじめとする企業の重役であり、密接な姻戚関係にある。政治的には、多くの場合政党に所属し、地方議会の議員であり、場合によっては衆議院進出を狙う。政党の対立によって名望家たちは複数のグループに分かれ、しばしば激しい対立を生ずる。中央政党、とくに政友会は、これら地方の名望家に対して、鉄道の敷設をはじめ、道路、港湾、橋梁、教育機関などを国費で建設するという好餌を与え、これによって政党化を促進し、勢力の拡張を企てる。憲政会もこれに対抗して名望家を組織する。


　このような地方への利益の供与によって政党勢力を拡張する政策は、政友会の星亨によって明治三〇年代に開始され、原敬によってうけつがれたが、大正期になると知事の任免すら党派的に行われ、内務官僚は事実上、政友会系と憲政会系とに色分けされる状況が生じていた。日露戦争後、三たび内務大臣を務めた原敬は、若手官僚を政友会に引きつけて優遇、抜擢し、これに対し伝統的な官僚機構は、山県有朋と桂太郎を首領と仰いでこれに対抗する状況であった。以上のような社会状況は、まさに大戦の結果発生した激しい変動を象徴する。伝統的な軍人や官僚がこれに対処できなかったのは当然であった。そのなかにあって原敬の内閣がいかに対処していったかをみなければならない。







■対外関係──アジアと日本




　原敬が対処しなければならなかった焦眉の対外問題は、まずシベリア出兵と中国問題であった。一九一八（大正七）年七月、寺内内閣はロシア革命後の混乱に乗じ、イギリスとフランスから要望されたのを好機として、シベリア経由で帰国しようとしていたチェコスロヴァキア軍の救出を名目に、七万余の大兵をシベリアに送り込んだ。レーニンが指導するボリシェヴィキ政権に対抗しようとする帝政ロシアの軍人たちを援助し、侵略の目的を達成しようとしたのである。アメリカのウィルソン大統領ははじめ出兵に否定的であったが、やがて英仏両国の要求に抗し切れず、日米共同でウラジオストクへの出兵を承認した。寺内内閣はこの機会に七個師団の軍隊をシベリアに送り込んでしまったのである。しかしながら、大戦が終結し、チェコ軍が帰国し、帝政ロシア軍の敗北がたちまち明らかになったとき、出兵の名目は失われた。原は、山県の推薦で陸軍大臣となった田中義一と協議のうえ、ひそかに兵力を削減し、撤兵の努力を開始した。シベリアからの撤兵が終結するのは一九二一年のことであるが、出兵後半年ほどで兵力は約半分に削減されたのである。ほとんどの国はボリシェヴィキ党政権を承認せず、日本ももちろん国交をもたぬままに出兵を強行したのであった。


　シベリア出兵と絡むもう一つの問題は、日本の権益であった南満州鉄道（旅順─長春間の鉄道。満鉄）の権益を少なくとも哈爾賓（ハルビン）まで延長することであった。この時期において、アメリカもまた満州における鉄道権益に対する強い期待をもっており、日米間にそれをめぐる暗闘が展開されていたのである（服部英里子「シベリア出兵と東支鉄道管理問題──一九二一～二二年を中心に」原朗編『近代日本の経済と政治』山川出版社、所収）。


　原敬自身も、帝国主義を通念としていたこの時代の政治家であったから、けっして領土の拡張や海外における権益の獲得を嫌うものではなかった。ただ、軍部や一部の外務官僚があまり露骨に侵略政策を展開することに対しては批判的だったのである。イギリスやアメリカとの関係を円満に維持しつつ、それと協調し、あるいはその承認のもとに帝国主義的な政策を展開することは、原の望むところであった。しかし、シベリア出兵は、イギリスやアメリカを納得させる名分さえ怪しい露骨な軍事行動だったのである。


　原敬にとってもう一つ重大な課題は中国政策であった。一九一一年の辛亥革命の後、日本はつねに中国における権益の拡張をはかり、一九一五年には旅順・大連の租借期限の延長をはじめとする二十一カ条要求をつきつけて、列国の批判をまねいた。その大隈内閣は、ついで帝位に就こうとした袁世凱反対運動をはじめ、資金や武器弾薬を供給して各地に暴動を惹き起こさせ、袁の死にいたるまで反対運動を継続した。陸軍においてこの政策を指導したのは、当時の参謀次長、のちに原内閣の陸軍大臣となった田中義一であった。大隈内閣を引き継いだ寺内内閣は、前内閣の方針を改めると称して、袁世凱の後継者、段祺瑞を首班とする北京政府に対し繰り返し借款を供与し、それによって鉄道、鉄鉱、森林などに権益を確保しようとした。欧米諸国が大戦のために中国を省みるいとまがないうちに、権益をひとり占めにしようとしたのである。それはまた、軍閥中心の北京政府に肩入れし、南方に拠る国民党を抑圧する姿勢を意味していた。寺内の懐刀であった西原亀三は、しばしば中国と往復し、結局、合計一億四五〇〇万円のいわゆる「西原借款」を調印した。寺内内閣は一九一八（大正七）年九月末に倒れたが、最後の三つ（満蒙四鉄道、山東二鉄道、参戦）の借款は、原内閣成立の前日、九月二八日に成立している。総辞職を決めたのちにあえて調印したことは、寺内らの執念のあらわれといえよう。


　このようなアグレッシヴな政策は、日本と中国との関係を、取返しがつかないほど悪化させつつあった。







２　時代思潮







■デモクラシーから社会主義へ




　原敬の時代の内政は、大戦以来の急激な社会構造の変化にともなって多くの問題を抱え込んでいた。すでにみたように当時の日本は伝統的な階層社会のおもかげを多く残していたが、ようやく労働運動や社会主義思想が強い勢力をもち、若い世代たちは西方から流入する新しい思想の洗礼をうけつつあった。たくさんの青年たちが、ナショナリストからデモクラットに、デモクラットから社会主義者に、思想的な急変を経験しつつあった。


　その一例は、たとえば加藤勘十である。苦学して日本大学に学んでいた加藤は、内田良平、大竹貫一、佃信夫らナショナリストグループの「国民議会」に近づいていた。一九一八（大正七）年、仲間の橋本徹馬らと『一大帝国』という雑誌をつくり、内政面では政友会を与党とする寺内内閣に反対だが、シベリア出兵や満蒙権益の確保を主張する立場をとっていた。加藤の意識のなかでは、普通選挙推進と対外膨脹とは、矛盾なく結びついていたのである。それが転向するのは、シベリア出兵に際して衛生兵として召集されたとき、仲間の召集兵たちが戦争を恐怖するのをみて、はじめて戦争の恐しさを悟ったときであった。召集解除の後、『労働世界』の記者になるが、『労働世界』は労資協調的だというのでやめてしまい、やがて鉱山の労働運動に打ちこむようになる。二年足らずの間に加藤はすっかり変わってしまったのである。


　加藤の例は時代思潮の転換の一例にすぎない。同じような経験をした若い人たちは東大の「新人会」や早稲田大学の「建設者同盟」などに集まった。新人会に集まったのは東京帝大法学部の学生たちで、吉野作造を師と仰ぐグループである。宮崎龍介、赤松克麿、石渡春雄らの主唱によって集まった新人会は、波多野鼎、佐々弘雄、平貞蔵、新明正道、嘉治隆一、林要、三輪寿壮、[image: ]山政道、石浜知行らが結成当初のメンバーであった。結成は一九一八（大正七）年一二月である。彼らより少し先輩の麻生久、棚橋小虎、山名義鶴、岡上おかのうえ守道（筆名黒田礼二）、佐野学、慶応卒業の野坂参三らがこれに参加して、急速に活動を開始する。


　彼らの思想ははじめは混沌としたものであって、たとえば岡上の筆名黒田礼二は、無政府主義者アナーキストのクロポトキンとマルクス主義者のレーニンの合成だといわれている。彼らの頭のなかには、吉野作造の民本主義思想やトルストイの人道主義がアナーキズムや各種の社会主義と同居していた。彼らの尊敬する人物はトルストイ、マルクス、リンカーン等々であったし、紹介するのはツルゲーネフ、ホイットマン、ゴーリキーの文学であり、マルクス、エンゲルスからクロポトキン、レーニン、カウツキー、トロツキーの政治論文であった。しかしそれは一年足らずのことで、やがて自由主義や民主主義は社会主義にとってかわられ、やがてレーニンやブハーリンの愛読者、紹介者に変わっていくのである。


　民本主義を鼓吹する吉野作造が一九一八（大正七）年一一月、右翼──伝統的な国粋主義団体の「浪人会」と対決演説会を行ったとき、吉野の親衛隊の役割を果たしたのをきっかけに、彼らは積極的な活動を開始し、やがて言論だけではあきたらなくなって、社会主義と労働運動の実践に傾斜していく。翌一九（大正八）年四月からは合宿して雑誌の編集刊行と労働組合運動の支援と、座談会や研究会への出席、出版計画などに参加した。


　いちばん先輩だった麻生は、新聞記者を辞職して「友愛会」に入り、雑誌『解放』を創刊するかたわら、友愛会鉱山部の責任者を兼ね、全日本坑夫総連合会を結成して総理事となった。棚橋小虎は、司法官試補を辞めて、同じ年に友愛会に入り、月島の労働者調査に従事し、後に一九二二（大正一一）年以後欧州に旅行、ソ連でプロフィンテルン（赤色労働組合）の仕事をし、帰国して、労働農民党、日本労農党の政治活動に従事する。宮崎龍介は、弁護士のかたわら、社会民衆党、全国労農大衆党、社会大衆党に参加する。盟友の赤松は、やがて第一次日本共産党に入るが、社会民衆党を経て国家社会主義に傾斜していく。三輪寿壮は、弁護士として労働運動を支援するかたわら、労働農民党、日本労農党書記長、日本大衆党中央執行委員等を経て、一九三二（昭和七）年には社会大衆党中央執行委員となり、労農政党の中心となった。


　東大出のインテリだった彼らは、共通して左翼運動に入っていき、多くの場合、労働運動を経て左翼政党の中心になっていくのである。直接労働運動に加わらなかった平貞蔵、[image: ]山政道、嘉治隆一、林要らは、大学、新聞社、調査機関などに勤めるかたわら、新聞、雑誌に社会主義思想の筆陣を張る道を選んだ。


　早稲田大学の学生たちも、一九二〇（大正九）年二月、「民人同盟会」を組織する。会員は渥美鉄三、高津正道、佐々木修一郎、和田巌、稲村隆一、浅沼稲次郎、三宅正一らであり、指導者は高橋清吾、大山郁夫両教授であった。しかし高津は同年、日本社会主義同盟発起人常務となった後、第一次共産党に加盟し、稲村、浅沼、三宅らは、平野力三らとともに、北沢新次郎教授を指導者とする「建設者同盟」をつくる。三宅正一は「わずかの間に単なるデモクラシー団体が社会主義的な生き方（建設者同盟）と共産主義的な路線（高津ら）とに分裂するに至ったのを見ても、このころの時代の潮流の激しさがわかる」と書いている（三宅正一『私の履歴書』日本経済新聞社、一九七一年）。分離後の民人同盟会のメンバーは、堺利彦、大杉栄、山川均らの講義を聞いて本格的にマルクス主義者となり、ロシア革命を公然と賛美し、「暁民会」を組織して、社会主義の研究とその普及、啓蒙、争議の応援、闘士の養成を行うようになった。一方、建設者同盟は、社会民主主義思想に傾斜し、共産主義運動とは一線を画しつつ、三宅や浅沼らは新潟県の農民運動に飛び込んで農民組合を組織し、小作争議を指導していくようになった。すでにみたように、一九一九（大正八）年、二〇年が労働運動の一つのピークであったことを考えると、時代思潮が英米型のデモクラシーから社会主義に急転しつつあったことが知られるであろう。


　もちろんそれへの反動として、右翼思想活動もまた活発になった。東大にあって天皇主権の憲法学説を奉ずる上杉慎吉教授を指導者とする「興国同志会」、早稲田では青柳篤恒教授らの指導する「縦横俱楽部」などがその主なものである。東大のグループには岸信介らがおり、事ごとに新人会との対立を繰り返した。


　大学の外の右翼イデオローグたち、たとえば北一輝、大川周明、満川亀太郎、鹿子木員信らを中心とする「猶存社」の影響のもとには、東大の「日の会」、拓殖大学の東洋協会の「魂の会」、慶応大学の「光の会」、日本大学の「東会」などが生まれた。このころ法学部から独立した東大経済学部の雑誌『経済学論集』に森戸辰男助教授の「クロポトキンの社会思想の研究」が発表されたとき、興国同志会は無政府主義の宣伝をするものとして森戸の処分を求め、ついに森戸および編集人大内兵衛が起訴されるにいたったのはその活動の一例である。大内はのちに大学に復帰したが、森戸は太平洋戦争期まで大原社会問題研究所に勤務し、大学に戻ることはできなかった。


　以上のような左右対立の思想のなかで、もっと若い学生たちは、思想的な遍歴を経験することなくマルクス主義者ないし共産主義者として育っていく。当時の大学と高等学校、専門学校では、人道主義からデモクラシーへ、さらにマルクス主義からアナーキズムへと、急激な思想の嵐が吹き荒れた。その洗礼をうけた者たちの一部が労働運動や農民運動に、さらに政治的な実践に飛び込んでいったのである。その一例として、志賀義雄の回想を聞いてみよう。


　山口県萩の中学校から一高、東大の道を歩いた志賀は、学生時代柔道部に入っていた。「どういうものか一高の柔道部というのは、ずっと左翼運動に入っていく。はじめは吉野作造さんのところに接近する人たちが多かったんですが、私のときからまっすぐに共産主義のほうに接近するようになりました。東大に入らない前に新人会へ入ったというのは、私が最初だったそうです。尾崎秀実（一九四四年、ゾルゲ事件で死刑）は、クラスが違いますけれども、同じ階段教室なんかで講義を聞いておりました。そのころ尾崎はべつにそういう気配はひとつも感じなかったんです。その尾崎を後年近衛に紹介してブレーンの一人とした牛場友彦も尾崎と同じクラスでした。また尾崎に死刑を宣告した高田正裁判長は私と同じ部屋にいたことがあります。三好重夫とか水池亮（いずれも後の内務官僚）も私の親友でした」。私的な友情を底流に持ちながら、一方は反体制的実践運動に飛び込んでいき、一方は体制の中でのエリートコースを歩んでいく。その分かれ道がはっきりするのもまた、大正デモクラシー期の特色だったといえよう。しかし、若い日の思想は、体制内で栄達してゆくものにとっても全く消え去ってしまうわけではない。一九三〇年代の中堅指導者たちが、この種の心情に動かされていたことには、やがてふれるときがあるであろう。


　志賀は続ける。新人会は沈滞していたが、「そのころ暁民会のやっている研究会がありましたので、その会合へわれわれも出席しました。そこに佐野学も講師で来る。暁民会の指導者とそこで知合いになりました」。


　こうして志賀は、いわば純粋培養の共産主義者として育っていく。その背後には、折から結成された国際共産党（コミンテルン）の活動があった。一九二〇年から二二年までに世界各国で国際共産党支部としての共産党が誕生する。日本の場合は一九二二年であった。このころの空気は、少なくとも高等学校や大学ではかなり自由で大胆なものがあった。一九二二（大正一一）年、東大の社会学科に進学した志賀は、やがて医学部からこの運動に加わってきた国崎定てい洞どうや小宮義孝などと知り合い、同じ年に「共産主義青年同盟」がつくられ、外郭団体として学生連合会が結成されて、高野実、黒田寿男、志賀らが中心になる。東京では慶応、明治、日本、女子医大、東京医大、歯科医大、上智大など、全国的には京大、同志社、三高、六高、五高、七高などが参加する。


　当時、マルクス主義文献の翻訳本はまだ少なかったが、英語やドイツ語でなら簡単に入手できた。共産党に接近すると、幸徳秋水、堺利彦訳の『共産党宣言』だけがこっそり配られる。本郷の小さな本屋には英訳のレーニンの『国家と革命』や、まずドイツ語で、続いて英語でブハーリンの『共産主義のＡＢＣ』が入ってくる。志賀はこれらの文献を手に入れて、全国の学生連合会支部に送りつけるのが仕事の一つであった。「当時の熱心な青年は、『共産主義のＡＢＣ』がボロボロになるまで読んだ。私のところにも、この間探したら、やっぱりボロボロになって糸のちぎれたようなのが出てきました」。高畠素之の『資本論』の翻訳が世に出始めたのもこの時期であった（完結は一九二四年）。多くの青年たちには、あらゆる思想も学問も、マルクス主義の前に一時に色あせてしまったと思われたであろう（中村・伊藤・原編『現代史を創る人びと』[image: ]、毎日新聞社）。


　京都帝国大学教授河上肇にとっても、長い学問的遍歴の末に辿り着いたマルクスの『資本論』は最終至上の真理と考えられた。フェビアン主義やロバート・オーエンなどに魅力を感じ、『貧乏物語』で社会改良主義を説いていた河上は、一九二七（昭和二）年に『経済学大綱　上』（改造社）として大学におけるマルクス経済学の講義を公刊した。その序文において、自分は経済原論の講義ノートを毎年書き改めてきたが、この数年、もはや改訂の余地がないと考えるようになった。自分は「たとひ火に炙らるるとも」この立場を改めることはできない、と書いたのであった。


　河上のような例は稀であるにしても、若い経済学者たちが滔々としてマルクス主義に傾斜していったのは驚くに当たらないであろう。帝国大学の教授たちのなかでマルクス主義を教壇で講ずる者たちが現れ、文部省や議会の問題になったのも一九二〇年代の特色である。その代表的な教授が、大森義太郎、向坂逸郎、石浜知行、有沢広巳、山田盛太郎、平野義太郎らであった。マルクス、エンゲルス、レーニンをはじめ、ブハーリン、プレハーノフ、カウツキーらの著書の翻訳が先をあらそって出版された。高畠訳の『資本論』がベストセラーになり、やがて『マルクス・エンゲルス全集』の刊行が二つの出版社から企画され、一方が完結した。







■革新派ナショナリズム




　一方、右翼もこの時期に大きな変化を遂げつつあった。おおまかで粗雑な国体論や大陸雄飛論だけでこの時代の荒波に対処することはもはや不可能であった。デモクラシーと左翼思想に対立するだけの理論的武装が必要とされたのである。浪人会と吉野作造の論戦が浪人会側の敗北に終わったように、右翼もまた理論武装を必要とした。その代表的論者として、北一輝、大川周明、高畠素之らがあげられる。


　北や大川を中心とするグループは「老壮会」と呼ばれた。老壮会は、当初は新聞記者や退役軍人、中国浪人らの放談会であったが、やがて当面する政治問題が話題となり、北や大川や満川亀太郎らの議論がその主張となった。たとえば一九一九（大正八）年一月には高畠素之が「富の平等配分」を主張し、国家社会主義を推奨する講演を試み、北原龍雄が「生産機関の公有」を主張する講演を試みたのはその発端である。旧来の老壮会のメンバーも社会主義研究の必要を感じ、やがて国家社会主義に踏み切っていた高畠素之らの講演を傾聴するようになった。高畠自身、「吉野博士らのだらだらした民本主義などよりは、錦旗を奉じて社会主義に驀進するを辞せざらんとする佐藤（鋼次郎）中将、宮島大八氏らの国家主義者により多くの共鳴を感ずる」ようになっていったのである。ここに後の「革新右翼」の原型を見出すことができる。高畠は同年四月、堺利彦、山川均らと袂を分かって、雑誌『国家社会主義』を創刊し、かたわら『資本論』の翻訳を続けていたのである。


　国家社会主義のもっとも代表的な著作としては、やはり北一輝の『国家改造法案大綱』をあげなければならない。一九〇六（明治三九）年、二三歳の北は『国体論及び純正社会主義』を自費出版して、福田徳三らの賛辞を浴びながらも、発売禁止処分を受けた後、中国浪人のグループに入り、中国革命の渦中に投ずる。こうして北の浪人生活がはじまり、やがて第二次の国民党革命の挫折を体験して、一九一五（大正四）年、『支那革命外史』を書く。その後、上海に居住していた北は、中国軍閥の争覇戦と寺内内閣の中国進出政策を横目に見ながら、朝夕法華経を読誦する生活に入っていく。一九年、ヴェルサイユ会議後の五・四運動の排日の波が上海にわき起こったとき、北は『国家改造法案』の筆を起こすのである。







　　「ヴェルサイユから全世界に漲れる排日熱、支那全土を洗ひ流がす排日運動の中に在りて、……苟も『唯我一人能為救護』の大責任感を有する者、日本国に対する排侮を日[image: ]自らの排侮に感じ、皇帝の蒙りたる恥辱を唯我一人の恥辱に受取るのは当然の事である。……さうだ、日本に帰らう。日本の魂のドン底から覆へして日本自らの革命に当らう。其れには雑多に存在し行動して居る本国の革命的指導者にだけなりとも、革命帝国の骨格構成の略図をでも提供する必要があらう。然り、全亜細亜七億万人を防衛すべき『最後の封建城郭』は太平洋岸の群島に築かるべき革命大帝国であると。斯くして此の法案を起草し始めたのである」。







　北独特の躍動するような文体で書かれた法案の内容は、ほぼ次のようなものであった。


　まず天皇大権を発動して、三年間憲法を停止し、両院を解散し、戒厳令をしく。神武天皇の創業、明治天皇の革命にならって、宮中の一新を図り、天皇を補佐する顧問院を置き、議員を五〇名とする。華族制と貴族院を廃し、衆議院の決議を一回だけ拒否し得る審議院を置く。衆議院は二五歳以上の男子による普通選挙によって構成される。国民の自由を拘束する文官任用令、治安警察法等を廃止する。国家改造内閣を組織し、その下に後述する生産諸省を置く。皇室財産は国家に下付する。


　この戒厳令下において、北独特の国家社会主義的構想が展開される。


　一家族の私有財産限度を一〇〇万円とし、それ以上は無償で国家に納付する。戒厳令下にあっては、在郷軍人団をして秩序の維持と財産の調査納付に当たらしめる。私有地の限度は時価一〇万円とし、それ以上は国家に納付させる。納付された土地は、土地を持たぬ農業者に分割し、年賦で購入させる。都市の土地はすべて市有とし、三分利公債で補償する。私人の生産業の限度は資本金一〇〇〇万円以内とし、それ以上の生産業はすべて国営化する。国営化された事業は、銀行省、航海省、鉱業省、農業省、工業省、商業省、鉄道省によって経営される。この収入により、国民の生活保障を行い、また悪税を廃止する。さらに労働省を置いて、労働者の権利を保護し、労働争議の裁決を行う。賃金は自由契約、八時間労働制、私企業（地主を含む）に雇傭される労働者はその純益の二分の一の配当を受ける。株式会社の労働者は企業の株主となる権利を持つ。小作人保護立法の制定。満一六歳以下の幼年労働の禁止。婦人労働は男子とともに自由かつ平等であるが、大方針としては婦人に労働を負荷しない方針をとる。満一五歳以下の父母または父のない児童は国が養育し教育する。満六歳からの一〇年間は男女同一の義務教育とし、学制を改革し、英語を廃してエスペラント語を第二国語とする。財産は長子相続を廃して均分相続とする。婦人の人権を尊重し、蓄妾者には姦通罪を課する。朝鮮においても日本内地と同様の行政法を施行し、約一〇年後には地方自治権、二〇年後には参政権を与える。


　社会主義の発想を基礎としながら、在郷軍人団をして改造の実務に当たらせようという、ナショナリズムや武断主義が交錯して現れる。北はヴェルサイユ会議におけるイギリス、アメリカの日本に対する態度に憤りを感じていたのである。以上が法案第一から第七までの社会主義的改造の部分である。


　しかし、第八「国家ノ権利」において、北は一転してその膨脹主義を余すところなく展開する。いわく、徴兵制は永久に維持する。徴兵猶予等の恩典は一切廃止。兵営、軍艦内での物質的生活の差別の廃止。そして突如として「開戦ノ積極的権利」が主張される。







　　「国家ハ自己防衛ノ外ニ不義ノ強力ニ抑圧サルル他ノ国家又ハ民族ノ為メニ戦争ヲ開始スルノ権利ヲ有ス」。


　　「国家ハ又国家自身ノ発達ノ結果他ニ不法ノ大領土ヲ独占シテ人類共存ノ天道ヲ無視スル者ニ対シテ戦争ヲ開始スルノ権利ヲ有ス」。







　インドの独立や中国の保全のために、あるいは日本の将来の人口を養うために、オーストラリアや極東シベリアを奪うのは正当な権利だというのである。


　こうして「結言」において北はいう。マルクスもクロポトキンも「躍進セル現代日本ヨリ視ル時単ニ文化的価値ヲ有スル一二先哲ニ過ギ」ない。世界史は文明の交代の歴史であり、東西の文明は「茲ニ日本化シ更ニ近代化シ世界化シテ来ルベキ第二大戦ノ後ニ復興シテ全世界ヲ照ス時往年ノ『ルネサンス』何ゾ比スルヲ得ベキ」というのであった。北は、社会主義の発想のうえに強烈な国権論を重ね合わせ、雄渾な文章で「剣の福音」を説いた。満川や大川やその周囲の青年たちや、さらに当時の青年将校たちが聖典視したのも不思議ではない。その独断と強引を批判することは容易であるが、その明晰性とカリスマ性のゆえに、北は畏敬され、影響力を持ち続けてきたのである。大川周明は上海にある北を訪ね、改造法案を一読して、熱烈な北の信奉者となった。


　一九一九（大正八）年はまさにこのような思想運動が右からも左からも巻き起こってくる時期であった。原敬の内閣はこの変動に対処して政権の舵をとっていこうとしたのである。







３　原敬の内閣







■内閣の成立




　原敬は一九一四（大正三）年、西園寺公望のあとを受けて政友会総裁となって以来、一貫して政友会内閣の樹立を目指して行動し続けてきた。しかし、原の姿勢は、時の元老や官僚や軍部と対抗して打倒するのではなく、むしろ彼らと協調して政権を穏やかに譲り受けようとする現実主義の態度で一貫してきた。その原も、一九一八（大正七）年、寺内内閣がシベリア出兵直後に米騒動に遭遇して退陣を余儀なくされたとき、さらに官僚内閣が出現する場合には、反対党である憲政会と提携して公然と内閣を打倒し、政党内閣を樹立する覚悟をひそかに決めていたのであった。しかしながら、寺内が米騒動の後、政権の委譲を考えていることを知ると、避暑先の郷里盛岡にとどまって何の政治的行動もとらず、内閣の崩壊を待ち続けた。


　これからもわかるように、原の政治姿勢は、藩閥勢力との公然たる対立を回避しつつ、政党内閣への道を開くところにあった。しかしながら、政党内閣制度を一貫して維持し、自らが退いた後は憲政会に内閣を委ねようと決意していたわけではない。むしろ、加藤高明の憲政会が政権をつくるのを忌避して官僚内閣のほうを選び、政友会と官僚内閣の交代を期待していたと思われる。そのほうが政友会にとって好都合と考えていたのであろう。したがって原は、原則としての議会制民主主義を奉じていたのではなかった。けれども、東北出身の原は、藩閥への敵愾心を終生燃やし続けた。晩年俳句を趣味としたとき、俳号を「一山」としたのは、戊辰戦争以後、「白河以北一山百文」といわれた屈辱を忘れないためだったそうである。


　一九一八（大正七）年九月成立した原内閣は、陸軍大臣には山県の推薦で田中義一を据え、海軍大臣に加藤友三郎の留任を求め、外務大臣に旧友の外交官内田康哉を選んだほかは、すべて政友会員のみで構成された。世論は平民宰相を戴く本格的政党内閣の出現を歓迎した。原自身、いつまでも自分の内閣が維持できるとは思わず、むしろ大胆にその政策を実現することを意識していたと思われる。原は、前政友会総裁の西園寺公望に対して、「内閣組織成らば、その日より反対も起こることと思い、また山県らにもできるだけ交歓を図るべきも、これも当てにはならず、ゆえに世のいわゆる太く短くやる決心」で、「断固たる政策を行わん」とその決意を述べていたのである。


　政友会は明治三〇年代以来、いわゆる積極政策をかかげ、国防の充実、教育の振興、交通機関の整備、産業の奨励の四つの綱領をかかげてきた。日露戦後に政権を取って以来、政友会の論理は、産業の奨励のためには政府の手で交通、通信機関を整備することが必要である、産業が発達すれば輸出も増加し、国際貸借（国際収支）の均衡を図ることもできるという成長を通じての均衡の主張であった。公債の増発もそのためならば差し支えない。この発想は原敬と、その盟友であり大蔵大臣となった高橋是清の、日露戦後における一致した結論である。それが地方の利益を誘導し、政友会の党勢拡張に好都合だったことはいうまでもない。これに対し、財政と国際収支の均衡を第一義とする官僚、とくに大蔵省や日本銀行の論理は、政友会につねに対立するものであった。その制約のために、日露戦争後の政友会の政策は、原や高橋が主張するほど大胆には展開されなかったのである。


　しかしながら、原内閣が成立した一九一八（大正七）年には、財政と国際収支の天井は第一次大戦後のブームによって非常に高くなっていた。たとえば、財政収入は一九一四（大正三）年には七億三〇〇〇万円であったが、一八年一五億円弱、一九年一八億円、二〇年二〇億円と急激な増加を示した。税収はもちろん、鉄道、郵便等の官業収入も急増したのである。貿易も同様で、一九一四年には輸出入はともに六・七億円であったが、一七年には輸出は一七・五億円、輸入は一二・一億円であり、貿易収支の黒字は五・五億円にのぼる。これに貿易外収支の黒字を加えれば、一七年だけで経常収支黒字は九・六億円に達した。実際この時期の数年間に債務国であった日本は一転して債権国となった。一九一四年には日本の債務超過は約一一億円の多きに達していたのに、二〇年には約二八億円の債権超過に転じていた。財政支出は、一八年には一〇億円に達し、一四年を三・五億円上回っていた。異常なブームのもとで、政友会はその積極政策を十二分に展開する機会を得たのである。







■軍備拡張と積極政策




　もちろん財政支出の増加の最大の原因は軍備の拡張であった。一九一七（大正六）年六月には陸海軍によって改定された「帝国国防方針」がつくられており、内閣はその実現に努力しなければならなかった。陸軍の要求は、第一次大戦の経験にもとづいて、銃砲、飛行機、通信機関、自動車などを整備することであって、比較的実現しやすいものであった。客観的には陸軍の最大の仮想敵国であったロシアが革命の結果弱体化したために、陸軍の負担は軽くなっていたのである。ところが海軍は、艦齢八年以内の戦艦または巡洋戦艦八隻から成る二隊を主力とするいわゆる八八艦隊から、同様の艦隊三隊を主力とする八八八艦隊を目標とすることになった。現実には一七年にすでに八四艦隊の予算が成立し、一八年には八六艦隊の予算が、二〇年には八八艦隊の予算が成立した。この結果、二〇年度には、陸軍においては一四年継続の四・九億円の計画に対し、海軍については八年継続八・六億円、うち軍艦製造費六・八億円の大予算が成立したのである。当時アメリカにおいてはさらに大規模な建艦計画が進行中であって、日本海軍は対米七割を基準とする建艦を企図していた。七割の水準は防御側の海軍が互角の海戦を挑み得る最低限と考えられていたのである。


　しかし、この膨大な軍事費予算は財政に対して異常な圧迫要因となった。一般会計歳出に対する軍事費の比率は、大戦勃発当時においては三〇％であり、これに戦費を加えても四〇％以下であった。しかし、シベリア出兵が行われた一八年には、常時軍事費だけで三五％を超え、戦費を加えると六〇％に達した。二〇年予算では、常時軍事費だけで四七％、戦費を加えれば六九％で、戦時インフレーションのもとで経済の規模が膨脹し、税収も増加して、公債発行も容易になったとはいえ、この負担はあまりにも大きすぎた。「八八八艦隊を備えようとすれば、毎年三万トン級の戦艦三隻ずつを永久に建造し続けなければならない」ことになる（野村実『歴史の中の日本海軍』原書房）。大戦ブームのもとならばとにかく、一九二〇年恐慌によってブームの夢が去ってみれば、ワシントン会議による軍縮の必要が生じたのはむしろ当然であった。一九年当時にあっては、財政危機はなお水面下に隠れており、軍備拡張によって、世界の五大強国ないし三大強国の権威を保つことが期待されていたのである。


　政友会本来の積極政策としては、まず公共投資、なかでも交通機関の整備があげられる。政友会は明治以来、鉄道建設を公約にかかげ、政友会の勢力拡張の手段として活用してきた。鉄道官僚は幹線の整備充実を優先し、採算の合わぬローカル線建設を好まなかったのに、政友会はローカル線の延長を公約にかかげ、これと対立してきたのである。したがって、政友会が政権を握れば鉄道政策は新線建設にはしり、反政友会の官僚および憲政会が政府に立てば、広軌拡張案を含む幹線充実論が勢を得る、という歴史が繰り返されてきたのであった。実際、原内閣は一九一九～二一年の間に、交通機関の整備政策として、鉄道をはじめ、港湾、道路、電信電話などの大拡張を計画した。まず鉄道について政友会の方針は、一九一九（大正八）年度において建設費を大拡張し（一九～二〇年度までの従来の継続費四・八億円に、新たに三・四億円を追加）、既定計画一二線の繰上げ速成を決定したほか、新たに七線を追加して、一〇年計画で完成を図った。かつ複線化その他の改良費一・三億円が計上されたので、鉄道予算はほぼ倍増した。二一年度の議会には、政友会はさらに大規模な鉄道敷設完成法案を提案し、翌年度に成立をみた。二〇年一二月における国有鉄道は、既成線六四二二マイル、未成線三二九一マイル、合計九七一三マイルであったが、これに六三四九マイルを追加し、地方鉄道を合わせて二万マイルの鉄道網を、三〇年計画、総経費一二億円で張り巡らそうとしたのである。このときの建設計画は、結局その一部が現在にいたるまで未成のままとなっている。


　港湾については、一九一九（大正八）年度から神戸港、門司港の修築、以下、青森、長崎、清水、横浜、下関等の修築を行う。道路については、一九年にわが国ではじめて道路交通法が制定された。主として軍事目的の国道の新設で、改築等の費用は国庫が負担し、その他は地方団体の負担と定められていた。新設の道路会議の答申にもとづき、国費二・九億円と地方予算を合わせて、国道二〇〇〇里、府県道四〇〇里の改良を図り、また六大都市の街路改良に国から補助金を与えることが定められた。道路・橋梁関係費は一八年度の二六〇〇万円から二二年の一・一億円に増加した。わが国の道路の改良がやや緒についたのはこのとき以後というべきであろう。とはいっても、はるか後年の一九五五（昭和三〇）年当時まで、国道といえども非舗装の道路がきわめて多かったのであって、幹線国道を自動車が本来のスピードで走れるようになるのは一九六五年前後のことだったのである。河川改良について、一九二〇年には、二〇年計画、総工費三・七億円の事業が出発した。日清戦争以来の懸案であった大河川の改良が、このときから発足したのである。


　教育制度についてみよう。一九一九（大正八）年には高等諸学校創設並びに拡張計画が発足した。六年計画により、帝国大学に四学部、医科大学五校、商科大学一校、高等学校一〇校、実業専門学校一七校、専門学校二校を新設し、帝国大学の六学部と実業専門学校二校を拡張する計画で、全国道府県にすべて一校ずつ国立の高等教育機関を設置するのが骨子であった。経費総額四四五五万円で、皇室からも一〇〇〇万円の下賜金を得た。第一次世界大戦による成金たちも、学校新設のために寄付を行った。旧制水戸高校が船成金内田信也の寄付によって建設されたのはその一例である。一方、小学校教員俸給の国庫補助金一〇〇〇万円、地方に対する教育費財源補給として国税付加税の増税が承認され、これによって道府県立の中等学校の新設が進み、一九二〇～三一年に一八八校が新設された。これまで、国立の高等教育機関はきわめて乏しかったが、このときから、たとえば秋田鉱山専門学校、長野県の上田蚕糸専門学校など、特色のある学校も新設されるにいたったのである。学制の改革によって、従来は専門学校のみに限られていた私立の高等教育機関が六年制の大学を設置することを認められ、早稲田、慶応、明治、法政、立教、同志社、立命館などが昇格したのもこのときである。


　軍備、公共投資および教育機関の充実は、政友会の積極政策の眼目とされてきたところであった。原内閣は、世界大戦ブームによる財政収入の増加に助けられて、念願の政策を実現したのである。いったん拡張された財政の規模は一九二〇年代にいたっても簡単には縮小しがたいものになり、着手された事業は、曲折を経ながらも実現に向かって進まざるをえなくなった。大正末期から昭和初期にかけての財政は、以上にみた大規模な事業を完成する責任を負わされる結果になった。







■社会政策と普選問題




　ところで、一九一八～一九（大正七～八）年には、ようやく顕在化したインフレーション対策と米騒動後の食糧確保が問題となった。しかし、原も高橋も金融の引締めを好まなかったうえ、外貨の保有は潤沢であり、国際物価も上昇を続けていたために、結局一九二〇年恐慌にいたるまでインフレ対策はほとんどとられなかった。日本銀行はこの間に公定歩合を引き上げ、行き過ぎた投機に対して警告を発したけれども、ブームに浮かれた経済界はほとんどこれを意に介しなかったのである。


　しかしながら、食糧問題だけは、米騒動後の社会政策として重大な課題であった。一九一九年度には外米輸入が大きな問題となり、陸軍の資金で中国からの米輸入が図られたほどである。二〇年度予算には六〇〇万円の開墾助成金が盛り込まれた。さらに米穀法が制定され、政府が米を買い上げて貯蔵し、価格変動に応じ市場に放出する方式で米の供給の安定を図ることになった。米の国家統制がここにはじめられたのである。内地の産米に悪影響があるとしてむしろ抑圧されていた台湾、朝鮮の産米も、一九年からは一転して奨励に転じ、大正末期から昭和初期を通じて産米増殖政策が展開されることになった。


　「協調会」が成立したのもまた原内閣のイニシアチブのもとにおいてであった。原内閣は労働組合運動の激化と労働争議の多発にかんがみて、内務省に社会局を設け、労働問題を所管させることになった。労働組合法は、財界の反対もあって、ついに戦前においては成立しなかったが、社会局においてはその立案が真剣に始められていた。一方、渋沢栄一らを中心として、労使協調のための機関として「協調会」が創設された。原と内務大臣床とこ次なみ竹二郎は、そのための援助を惜しまなかった。しかし、政府と財界が創立したこの団体に対して、労働組合の大部分は反発し、協調の成果はあがらなかった。


　大正デモクラシーの盛り上がりのなかで全国的な運動になったのは、一定額（国税年三円）以上の納税者にのみ選挙権を認めるのを廃止せよと叫ぶ普通選挙の要求であった。野党憲政会はこれを政綱に掲げ、即時実現を迫った。普選要求の国民大会もしばしば開かれ、一九一九年から二〇年にかけて運動は頂点に達した。ところが、原はこれを逆手にとって衆議院を解散した。解散の論拠は、さきに選挙法が改正され、納税による選挙権制限を大幅に緩め、小選挙区制を採用したばかりであって、まだ一度の選挙も行われていないのに、さらに改正せよというのならば、国民の審判を仰ぐべきだというのであった。原は、多年培った政友会の地盤を活用し、小選挙区制のもとで一挙に議会の大多数を占めようと考えたのである。事実、選挙の結果は、政友会が二七八（定数四六四）議席を得て、圧倒的な勝利をおさめた。政友会政権は磐石の基礎をつくりあげたかにみえたのである。







■皇室問題──元老と原




　ところが、この時期の原には別の深刻な悩みがあった。脳を病んでいた大正天皇の病状が重くなり、勅語の朗読も難しく、議会の開院式に出席もできぬ状況が続いていたのである。皇太子裕仁親王はようやく一八歳の成年に達し、摂政となる条件がととのったのがわずかな救いであった。原は山県以下の元老と密接に連絡し、皇太子の外遊を実現し、そのうえで摂政の設置を企図していた。


　ところが、皇太子をめぐる問題がさらに発生した。一つは、皇太子妃に予定されていた久邇くにの宮良なが子女王は島津家の色盲の血統をひいており、男系の子孫に色盲が発生するおそれがあるという懸念が伝えられたため、山県は久邇宮家に婚約を辞退するように迫った。このことは、長州系の山県が薩摩の血を引く皇后の出現を嫌ってのことだとして、薩派を中心として反対運動が盛り上がった。皇太子の倫理教育を担当していた杉浦重剛は、いったん婚約した以上は、いかなる理由にもせよ、これを破棄することは人倫にもとると強い反対論を唱えた。このために、婚約破棄を唱えた山県は激しい攻撃にさらされ、これを支持する原や西園寺も苦しい立場に立たざるをえなかった。結局宮内大臣の責任で婚約は履行することが公表され、山県は枢密院議長の辞表を提出する騒ぎとなった。


　天皇の病状が世間に知られると、皇太子の外遊についても非難が集中した。それは、天皇の病中に外遊することは孝道にもとるという議論であり、また海外において身に危険が及びはしないかという憂慮も多かったからである。しかし原は、やがて摂政になり天皇になる皇太子が、海外の見聞を広めることは大切であると主張し、批判を抑えて外遊を実現した。一九二一（大正一〇）年春から同年秋にかけて約半年英仏を巡遊した皇太子が帰国したとき、原と山県は摂政の設置のための根回しを開始し、同年一一月に裕仁親王の摂政就任が実現した。


　かつて政敵の関係にあった元老山県と原とは、これらの協力関係を通じて、最も密接な信頼関係に入ることになった。原はしばしば山県を訪問し、政界の問題や、国際関係や、宮中の秘事について懇談することを怠らなかった。原としては政友会内閣を持続し、党勢を拡張することが目的だったのに対し、山県は的確な判断力と鮮やかな政治手腕にほれこんだのであって、その立場には大きな開きがあったが、これらの表沙汰にできない事件の処理を通じて両者は密接な協力をつづけたのである。


　原はまた、従来独立の一王国の感をなしていた陸軍を事実上内閣の支配下に置こうとつとめていた。とくに明治憲法第一一条のいわゆる統帥権のもとに、参謀本部は内閣に対して独自の地位を保持し、作戦用兵はもちろん、国防計画の立案についても内閣の容喙を認めない立場を貫いていた。しかし原は、陸軍大臣田中義一と内談し、やがて参謀総長上原勇作を更迭して、事実上陸軍大臣が参謀本部を支配しうるようにする計画を進めていた。なお、海軍においては、海軍大臣と軍令部長とが両立していたものの、軍令部に対しても海軍大臣は強力な発言権を保持しており、いわゆる軍令の独立は事実上存在しなかった。原は陸軍をも海軍とほぼ同様の制度にあらためて政府の支配力を強化しようとしていたのである。







■原敬の対外政策──ワシントン体制の成立




　原は大隈内閣や寺内内閣のアグレッシヴな対中国政策に対して批判的であった。彼の主張は、北方の軍閥政府と南方の国民党政府との妥協を求め、統一的な中国の成立の後において本格的な援助を行おうというものであった。もちろん原自身も安定した政府がにわかに成立するとは考えていなかったが、北方政府を援助し、南方を圧迫することによって、国際的な批判を受けることを恐れたのである。


　ナショナリズムにわきたつ中国との間にはさらに重大な懸案が存在していた。より長期的には、旅順、大連を中心とする関東州返還の要求があるが、とりあえずは、第一次大戦によって日本が占領した山東省のドイツ租借地の処理が問題であった。日本側は、ドイツの権益をいったん譲り受けた後に、改めて日本から中国に返還するかたちをとり、それと引換えに新たな権益を確保しようとする方針をとっていたが、中国側は一貫して、ドイツから直接に権益を回収することを目標としていた。ヴェルサイユ講和会議にあたって、両国代表が相譲らなかったために、日中関係は急激に悪化した。一九一九年五月、講和会議で日本の主張が容れられたとき、中国では北京、上海をはじめとする大都市を中心に、学生を先頭とする嵐のような対日抗議の国民運動が展開された。五・四運動がこれである。このとき以後、中国のナショナリズムは公然と日本の対外政策に対立し、排日、排日貨の合言葉は、日本にとって大きな負担となった。日本はいかにして満蒙をはじめ各地の権益を守るかに汲々とせざるをえなくなったのである。旧ドイツの山東の諸権益は、結局その二年後のワシントン会議の際に中国に返還されて決着をみた。


　もっと緊急な課題が突然持ちあがった。それは一九一九（大正八）年三月一日のいわゆる万歳事件──朝鮮の独立運動である。この運動は、ウィルソンの十四カ条の宣言のなかに「民族自決」の一項があったことに勢いを得て、朝鮮におけるキリスト教団体や在米朝鮮人団体、東京における留学生のグループなどの間に連絡がつけられ、折から亡くなった李朝最後の国王・高宗の国葬を機に、ソウルのパゴダ公園に集結した団体が朝鮮独立宣言を読み上げ、万歳を叫んだ事件である。運動はやがて各都市に、三月下旬には全土に波及して、こん棒、竹槍あるいは拳銃をもったグループが軍隊や警察官に抵抗する事態が四月はじめまで続いた。参加者はキリスト教徒、天道教徒、学生であったが、やがて一般民衆も参加し、結局日本軍は憲兵の武力をもってこれを鎮圧せざるをえなくなった。現代の韓国における研究によれば、この間の死者は七五〇〇人、負傷者は一万六〇〇〇人といわれる。日本軍の加えた弾圧によって運動が圧殺されたことが朝鮮各地に住むキリスト教の宣教師によって世界に伝えられると、日本に対する反感が各地でわき上がった。これ以後、原敬の日記にはしばしば、朝鮮在住の外国人宣教師と面会し、日本の政策を説明したという記述が繰り返されている。原は宣教師たちに、「自分の政策は、内地と朝鮮を完全に一体化し、将来は帝国議会にも代表者を選出することを認めて、完全な同化を図ることだ」と説明を繰り返した。


　軍事行動が一段落した後、原は田中陸軍大臣と協議のうえ、それまで、「朝鮮総督は陸海軍大将に限る」とされ、実際は現役の陸軍大将だけが任命されていたのを改めて、文武官いずれでも任用できることにし、予備役の海軍大将斎藤実を現役に復帰させて起用して、政策の転換を示した。従来の憲兵および警察官による弾圧的支配を、表面だけでも改めようとしたのである。斎藤が赴任する直前、原は斎藤を主賓とする午餐会を首相官邸で開いたが、同席した西園寺公望は乾杯の音頭をとり、「閣下、文明の政治を願います」と挨拶したといわれている。もちろんこれで問題が片づいたわけではない。朝鮮における独立運動の動きは絶えなかったし、また朝鮮に内地の地主が大きな土地を買収して高率の地代を定めて農民の生活を脅かし、あるいは窮乏した朝鮮からの移住者たちが内地に流入してさまざまの問題を発生させ、ついに関東大震災の際に朝鮮人虐殺事件を引き起こすことになったのもまた忘れがたい事実であった。


　対外政策のもう一つの課題はヴェルサイユ講和会議への対応であった。西園寺公望、牧野伸顕らを全権とする日本代表団にとって最大の課題は、さきに述べた山東問題であったが、同時に、ドイツの旧領土であった南洋群島を国際連盟からの委任統治地として獲得すること、および人種差別撤廃の宣言を行うことも、ともに難航した。とくに人種差別撤廃宣言は、オーストラリアその他による反対のために、ついに発出することができなかった。


　原敬は、政府と全権の無能を攻撃する世論に対し、外交転換の必要を説いて次のようにいった。原によれば、いまやわが国は非常の窮境に陥っている。大隈内閣の対中国二十一カ条要求以来、日本は中国に対して辛辣を極めたとの印象を欧米諸国はもっている。山東問題が面倒になったのもこのためである。アメリカの政界は日本を第二のドイツとみている。さらに朝鮮独立宣言問題が起こって局面はいっそう拡大された。このような状況を転換するためには、英米との協調によって、日本の政策転換を事実のかたちで示さなければならない。そのためにとりあげられたのは、中国に対する国際借款団、いわゆる新四国借款団の再建に進んで参加することであった。ただし、日本は、満蒙に対する地理上、歴史上、特殊の感情および利害関係を主張し、満蒙をこの借款団の対象から除外するよう主張した。しかし、アメリカもイギリスもこれに対しては反発し、結局満鉄をはじめとする既設鉄道と、それ以外の若干の未設鉄道についての権益のみを留保することを条件として、新四国借款団への参加が決められた。このようにして原は、中国をめぐる対外政策を転換し、英米との関係の改善にいちおうの成果をおさめたのである。







■ワシントン会議




　一九二一（大正一〇）年七月、アメリカのハーディング大統領はワシントン会議の招集を提案した。太平洋に関係ある諸国を招き、平和回復にともなう軍備の縮小を取り決め、同時に中国問題の根本的な解決を図ろうとするためであった。原はこの提議を受けて、海軍大臣加藤友三郎を首席全権とする代表団を選任した。原は、海軍の軍備縮小と、中国との関係の安定を期待したのである。摂政の設置を機として内閣退陣を決意していた原は、ワシントン会議終了までは政権を維持する決意を新たにした。


　しかし、同年一一月四日夕刻、関西への出張のために東京駅に着いた原は、突如短刀を持った青年に襲撃され、腹部をえぐられて即死した。享年六四歳。強固な政治力と統率力とを兼ね備えた原が急逝したことは、以後の政局を大きく変える結果になるのである。さらにそのあとを追うように、翌一九二二（大正一一）年二月、信頼する原を失って落胆した山県有朋も、病のために世を去った。政界は二人の実力者を失って、新しい局面を迎えるのである。


　原敬がお膳立てをしたワシントン会議への全権団が開会式に出席した一九二一年一一月一二日には、原はすでにこの世の人ではなかった。しかし政友会内閣は、大蔵大臣高橋是清が首相となり、大蔵大臣を兼務することによって存続された。そして、この会議が成功するまでは、原の敷いた路線が引き継がれたといってよい。ワシントン会議の焦点は、海軍軍縮、日英同盟の解消、中国問題の三項目であった。海軍軍縮では、主力艦（戦艦）保有量の比率を、イギリス、アメリカ五、日本三、フランス、イタリア一・七五とする軍縮が成立した。その規模は総トン数によって抑えられたから、事実上、イギリス、アメリカは戦艦一五隻、日本は九隻の保有となることになった。


　この提案が、会議の劈頭、アメリカの国務長官ヒューズによってなされたとき、全権加藤友三郎は激しい衝撃をうけたけれども、これに反対すれば、日本は「非ひ道どイ目ニ遭フ」から、「主義ハ賛成セザルベカラズ」と考えた。さらに軍備の拡張のためにも「民間工業力ヲ発展セシメ貿易ヲ奨励シ真ニ国力ヲ充実スルニ非ズンバ如何ニ軍備ノ充実アルモ信用スル能ハズ。平タク言ヘバ金ガナケレバ戦争ガ出来ヌト云フコトナリ。」……しかも、将来戦争の可能性があるのはアメリカ以外にはない。ところが戦費を外債でまかなうとして、外債に応じうる国はアメリカ以外に見当たらない。「自力デ軍資ヲ作リ出」す覚悟がない限り戦争はできない。そこで「結論トシテ日米戦争ハ不可能」である。ここまで考えたうえで、加藤は五・五・三の比率をのんだのである（「加藤全権伝言」『太平洋戦争への道』第八巻資料編、朝日新聞社、一九六三年）。これまで対米七割を基準としてきた日本の建艦計画は、そのために大きな変更を余儀なくされることになった。たんなる軍人である以上に良識あるステーツマンであった加藤友三郎とは異なり、次席全権であった加藤寛治以下海軍の随員たちは大変不満であった。この不満はやがて一〇年後のロンドン軍縮会議の際に爆発することになる。しかし、この決断によって、日本の財政は果てしない建艦費の支出から解放されたのである。


　第二の重要な決定は、一九〇二年に締結され、日本の外交の柱となってきた日英同盟が解消されたことである。イギリスはこのときになると、日英同盟によるアジアにおけるイギリスの安全保障効果がアメリカの反発を招き、全体としてマイナス化したと判断し、同盟の解消を望むようになっていた。そして、太平洋の安全は、この地域に利害を有する中国、イギリス、アメリカ、フランス、日本、オランダなど九カ国が、太平洋地域の現状維持を約する九カ国条約によって維持すればよいと提唱するようになっていた。日本はこれに不満であったが、結局この提案を受け入れ、九カ国条約に調印せざるをえなくなった。


　第三に、ヴェルサイユ会議の際に五・四運動を引き起こす結果となった山東半島の旧ドイツ植民地の還付問題もワシントン会議において決着をみた。いったん日本が引き継いだかたちとなっていた山東半島の諸権益は、このワシントンでの協定によってほとんど全面的に中国に返還される結果となった。


　ワシントン会議の決定は、いわば第一次世界大戦の後始末として重要な意味をもち、長期的には日本のためにもむしろ有利な結果をもたらすと考えられた。たとえば、シベリア出兵もこの会議によってようやく撤兵の段取りになったのである。ヴェルサイユ会議の結果つくられた国際連盟と、ワシントン条約とは、第一次大戦後の世界の状況を固定させることによって、戦後の平和を維持しようとするイギリスやアメリカの発想の実現であった。とくに太平洋諸国の現状維持を定めたワシントン条約の体制は、西園寺ら親英米派にとってはきわめて歓迎すべきものであって、これによって、日本は英米に協力して世界政治の采配の柄を握ることができるようになったと考えられた。ただし、中国における権益の拡大を望む軍人や政友会の一部の大陸進出論者（森恪など）は、ワシントン会議の結果、日本は全面的にイギリスおよびアメリカに屈伏させられた、という意識を強くもつようになった。客観的には当時の日本の国力にふさわしい決定がなされたにもかかわらず、帝国主義的な膨脹論者には耐えがたい不満が残る結果になったのである。












第一章　ひよわなデモクラシー















１　戦後恐慌の傷痕







■世界大戦ブーム




　原内閣の時代に、日本経済は第一次大戦終結後のブームから、一転して戦後恐慌とその後の鎮静期へと急転換を遂げた。大戦ブームは、国際物価が騰貴し、しかもアジアから欧米の商品が姿を消し、代わって広大な市場を日本品が独占して輸出が急激に拡大するなかで発生した。船価と海上運賃の高騰により、いわゆる船成金が相次いで出現した。貿易の神戸の鈴木商店、日立鉱山の久原房之助のような成金が相次いで出現したのも、この時期の特色である。大企業六〇社の使用総資本利益率は、一九一七（大正六）年から二〇年上期までつねに二〇％を上回り、配当率は二六％から三五％に高騰した。配当率が五割、七割という例もけっして稀ではなかった。農村も米価の上昇によって好況となった。しかし、賃金上昇が物価に立ち遅れた都市の労働者をはじめとする低所得階層はこのブームから取り残された。そこに一九一八（大正七）年には米価が暴騰し、生活はいっそう困難になった。この年の八月から九月にかけて、全国的に発生した米騒動の原因はここにあった。


　大戦が終結した一九一八年一一月から翌一九年春にかけて、経済界は半年近くの間沈滞した。大戦の終了とともに、軍需品の需要が途絶え、アジアの市場に欧米各国が再参入してくることも必至と予想されたからである。事実、製糸業をはじめとする輸出産業は、たちまち価格の低落に悩み、救済措置を希望したくらいである。しかし、この不況はごく短期間で解消した。一九年の春も半ばになると、ヨーロッパの復興需要が増大して、世界貿易がふたたび活発化する傾向が明らかになったからである。経済界はこの状況をみてにわかに活気づき、空前のブームがこの年の秋から翌二〇年初頭にかけて実現した。この時期のブームを象徴するものは、株価の高騰と、これに見合う企業新設ブームとであった。いわゆる銀行会社の新設、増資、社債発行などの事業計画資本は一七年一六億円、一八年二七億円、一九年四一億円とうなぎのぼりに急騰していく。あらゆる産業で商品の先物取引が活発化し、それはやがて完全な投機に流れていった。たとえば綿糸の場合、半年から一年先の先物取引が大規模に行われ、取引額は現物取引をはるかに上回った。


　その一方で、一九一九（大正八）年後半になると、日本の貿易の基調は変化しつつあった。大戦中の大幅な輸出超過から、輸入超過の傾向が明らかになってきたのである。一つには国際商品価格の上昇がその理由であるが、もう一つは、大戦中輸入不可能であった金属、機械類、化学製品その他、アメリカとヨーロッパの製品がようやく流入するようになったからである。しかもブームのもとで企業の社債・株式の払込額は非常に増加し、一九年後半には一三億円に達し、二〇（大正九）年上期もこれを上回る規模になった。一九年後半には、輸入資金や払込資金の手当のため、金詰りが激しくなり、金利は急騰し、金融市場は繁忙を極めた。日本銀行総裁井上準之助は一九年末と二〇年一月に銀行業者に演説して投機の行過ぎを警告したが、ブームはおさまる気配がなかった。







■戦後恐慌




　一九二〇（大正九）年三月一五日、株式市場が暴落したのが戦後恐慌のきっかけになった。同年はじめから、生糸をはじめ、物価の一部は値下がりに転じていたが、株式市場の投機はなお燃え盛り、強気が支配的だったが、突如株価が崩壊したのである。それをきっかけに綿糸をはじめとする商品市場は一斉に崩落に転じ、以後、東京、大阪の株式取引所や大阪の三品取引所はしばしば休会を重ね、株式市場は結局三〇日以上、三品取引所も一二日の休会を余儀なくされるにいたった。あらゆる産業はそのために打撃を受け、投機に走った企業は大損を出した。同年四月からは中小銀行の取付けが相次いだが、五月二四日には横浜の生糸輸出商茂木惣兵衛商店とその関係銀行七四銀行が破綻を暴露したのをはじめ、二一の銀行が休業に追い込まれた。こうして商品価格の崩落は同年の夏から年末にかけて進行し、大戦ブームは一時に消滅したのである。一、二の例をあげるならば、綿糸相場（先物二〇番手一梱）は三月の六二八円から一〇月の二五〇円に、生糸（上一一梱）は一月の三九五八円から八月の一一九五円に、米（定期先物一石）は三月の五二円から一二月の二三円に、株価指数（一九二五年七月一〇〇）は一月の二五一から六月の一一三に落ち込んだ。


　この恐慌の処理は、後々大きな問題を生んだ。とくに株式市場、綿糸布市場では、投機的な先物売買が行われていたため、とりあえず売買契約の解消（解け合い）を図るほかはなかった。解け合い自体も難航を重ねたが、銀行その他の介入によって、同年夏にかけてほぼその処理がついた。生糸の場合には、生産制限を行うと同時に、帝国蚕糸株式会社という滞貨買入機関を創設して、ようやく恐慌の後始末がつけられたのである。


　異常なブームの後の大恐慌の結果、経済界の様相は一変した。大戦中に大胆な取引を行い、巨利をおさめた企業は、戦後も強気を持続したものが多かったから、恐慌によって損失を蒙ったのである。この結果、比較的堅実な経営方針をとっていた企業と強気一点張りだった企業との間の格差が拡大した。四大財閥（三井、三菱、住友、安田）が経済界に覇を唱えるにいたったのは、大戦中においても投機を戒め、比較的健全な経営を持続していたために、経営の困難を生じないですんだからである。反対に、たとえば久原房之助の主宰する久原鉱業、久原商事等は、投機の失敗によってほとんど立ち直れないほどの打撃を受けた。鈴木商店は大量の在庫品の暴落のために大きな損失を受けたが、なお砂糖の輸出などによって、このときは損失をある程度に食い止めることができた。古河財閥も大連における投機の失敗のために、大損失を計上し、以後は沈滞を余儀なくされた。大紡績会社の場合は、日本での価格崩落をみて、ニューヨークにおいて原綿の先物売りを行ってかなりの利益をあげ、損失を埋めることに成功した。当時の大紡績会社は、いずれも比較的堅実な経営方針をとり、巨額の秘密積立金を維持していたうえ、このような方法で損失をカバーすることができたから打撃は少なかったのである。以上のほか、不慣れな貿易や海運業に手を出していた多くの企業は、いずれも大きな打撃を受けた。古河、浅野などの小型財閥が四大財閥に決定的に水をあけられたのは、このときの損失のためである。







■戦後経済の特色




　しかしながら、大戦後の経済を不況一色で割り切ってしまうのも正しいとはいえない。大戦後の経済は恐慌後の整理に追われていたけれども、そのなかにも国内に需要を回復させるいくつかの要因があった。一つは、すでにみた原内閣の財政政策であって、政府投資が大幅に拡大され、不況の底を支える効果をあげた。いま一つは、一九一九（大正八）年から二〇年にかけて、従来立ち遅れていた賃金、給料が大幅に引き上げられたことである。第１－１図にみるように、一八年までは、賃金の上昇はかろうじて物価に見合う程度であって、実質賃金は不変であった。しかし、一九年以後は賃金上昇は明らかに物価を上回り、一八年から二〇年にかけて、実質賃金はほぼ五割の上昇を示したとみることができるだろう。増加した都市人口は、このようにしてようやくインフレーションをカバーすることができ、それは国内の消費を支える効果をもった。さらに、戦時中に企画された重化学工業と電気事業の設備投資はこの時期にも継続された。このように考えるとき、さきに輸出によって発展した大戦中の経済にくらべて、大戦後の経済はむしろ国内需要の拡大によって支えられたということができる。
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　なお大戦後の経済は、一転して、貿易の赤字が続くことになった。欧米諸国との国際競争が再開されて、日本の輸出は不振におちいった。一方大戦中から設備投資のために発注されていた機械類などの輸入は活発であった。しかし、少なくとも一九二〇年から二二年ごろまではなお戦時中に蓄積された正貨が比較的潤沢に存在していたから、そのため対外支払いに頭を悩ます必要は少なかった。その意味で原内閣は、恐慌後も積極政策の建前を維持していくことができたのである。







２　第二次護憲運動への道







■中間内閣の時代




　原敬の死後は、高橋是清が首相となった。自ら蔵相を兼務しただけで、閣員もそのままに内閣を引き継いだ高橋の仕事は、まずワシントン会議をとりまとめ、摂政を設置することであったが、それらは原の路線に従って決着をみた。ところが、その直後から政友会の内部分裂が激化する。


　原の生前から、内閣を改造し、新しい政策を採用しようとする横田千之助を中心とする若手のグループおよび野田卯太郎、小泉策太郎らと、これに反対し、内閣非改造を唱える床次竹二郎、中橋徳五郎らの勢力とが対立していた。横田は、原の指示でワシントン会議に随行し、欧米における行財政整理の資料を集めていたが、原の凶変を聞いて急いで帰国した。原に将来を期待されていた横田は、この時期に「積極政策」による地方利益のばらまきが、財政収入の伸び悩みなどのために限界に達したと考え、それに代えて都市の中間層や労働者たちにとっても魅力のある「社会政策」の実現を期していたといわれる（伊藤之雄『大正デモクラシーと政党政治』山川出版社、とくに第二章）。高橋は横田のシナリオに従って内閣を改造し、山県系の官僚政治家田健次郎を閣員に迎え、非改造派を切り捨てようと企図したが、非改造派の反対にあって、閣内不統一の理由で内閣を投げ出さざるをえなくなった。高橋内閣の寿命はわずか六カ月余りで、総理大臣としては落第点をとった結果になった。


　原内閣のころから、高橋はその放胆な行動のために原を困らせたこともしばしばあった。たとえば、大蔵大臣在職中に意見書を印刷して、文部省と参謀本部を廃止するというような大胆な「私見」を述べたこともある。意見書は原の指示で公表を見合わせたが、高橋は、軍部などに多くの敵をつくる結果になった。高橋が横田の考え方に共鳴したのは、そのような大胆な発想法のためかもしれない。


　高橋内閣の後は、元老松方正義の推薦でワシントン会議から帰ったばかりの海軍大臣加藤友三郎が後を引き継ぐことになった。加藤友三郎が引受けに難色を示したとき、松方は憲政会の加藤高明を第二候補とし、加藤高明を自邸に招いてそのことを示唆した。びっくりした政友会は閣外にあってあらゆる協力をすると加藤友三郎に約束し、憲政会内閣の出現を防いだ。結局加藤内閣は、貴族院の議員と官僚出身者を中心に組織された。


　この時期の政界は、政友会が圧倒的な多数を持続していたけれども、その内部は分裂して政権から遠のいた感があり、一方経済界は不振がつづき、加藤内閣はむしろ引締め気味の方針を持続せざるをえなかったために、与党政友会の積極政策は加藤内閣のもとで一部後退を余儀なくされた。ただし、この内閣のもとで、陸軍軍縮が緒についたことは特記されるべきであろう。明治末以来の軍部の専横に対する批判が高まっていたところに、海軍軍縮が成立したこともあって、議会においても軍部大臣文官制や陸軍軍縮が公然と叫ばれるにいたったのである。山梨半造陸軍大臣が、将校一八〇〇名、准士官以下五万六〇〇〇名、馬匹一万三〇〇〇頭、年間予算四三一〇万円を節減し、兵役年限を四〇日短縮するむねの発表を行ったのは、一九二二（大正一一）年七月である。この案は不徹底といわれ、世論はなお満足しなかったが、とにかくこれだけの軍縮が陸軍自らの手で実施されたことは、やはりこの時代の平和と軍縮の風潮の産物といわねばなるまい。加藤首相は健康が思わしくなく、翌二三年八月末、現職のまま死去した。


　後継内閣は、政友会の内情に不満を抱いていた元老西園寺の推挙によって薩派の長老山本権兵衛が指名された。加藤、山本と、二代にわたって官僚内閣が出現したために、政友会が憤慨し、非協力を決議するその最中に、一九二三（大正一二）年九月一日、関東大震災が発生した。山本は官僚出身の大物政治家を集め、首相官邸の庭に張られたテントの中で、急遽組閣を完了したために、山本〝地震内閣〟とよばれている。


　この内閣の中心は内務大臣後藤新平であった。後藤は官僚出身者にはちがいないが、「大風呂敷」とあだなされたように、新規事業にあたり、巨大な計画を立案し、長期的な視野に立って政策を進めようとする、異色の性格の持ち主であった。かつて台湾が植民地となったとき、民政長官として台湾の旧慣調査その他を行い、長期政策を立案し、満鉄が成立したときには初代の総裁として大調査部をつくりあげたのはその成功例である。原内閣時代、後藤は原と同じ岩手県出身でもあり、原はしばしば政友会への入党と入閣を勧めたことがあった。しかし後藤は、この勧誘を退けると同時に、世界大戦後の政治経済に対処するために、膨大な調査機構をつくり、政策立案を行いたいと繰り返し主張したが、原は、ついに後藤のプランを容れなかった。しかし後藤は、東京市長のポストの人選が難航したとき、推されて市長となり、「帝都」にふさわしい膨大な都市計画を構想し、アメリカから都市問題の権威ビアードを顧問として招いて、総額約八億円の都市改造の立案を行った。後藤の都市計画はやがて大阪、名古屋、札幌等々に普及し、大正末期から昭和初期にかけての都市計画の時代が訪れたのである。


　震災後の山本内閣で後藤が内務大臣となったことは、まさに後藤が平素考えていた「帝都改造」を実現する好機会と受け取られた。焦土と化した東京、横浜に理想的な都市計画を実施して都市を改造することを企て、五カ年継続事業一二億円余の膨大な計画をつくりあげ、自ら帝都復興審議会の会長となり、復興院を設置してこの計画を実現しようと期したのである。


　しかしながら、都市の地主層をはじめ、利害関係者は激しく反対したし、政党に基礎をおかない山本内閣に対しては、既成政党側から猛烈な反撃が生じた。復興院設置は否決され、復興予算は半減された。さらに火災保険は、約款上ではこのような大震災に当たっては保険金を支払わないことになっていたにもかかわらず、政府の補助金を交付して保険金の一〇分の一を支払おうとする内閣の計画も、議会の反対で崩壊した。山本内閣は満身創痍の状況となり、同年一二月二七日の皇太子狙撃事件（虎の門事件）の責任をとって総辞職するにいたった。







■政党内閣時代の到来




　一九二四（大正一三）年一月、さらに官僚出身の清浦奎吾の内閣が成立した。西園寺は、総選挙も近づいている折から、官僚出身者による超然内閣のもとで選挙の公平を期したいと考えたのである。しかし、三たび政権に素通りされた政友会と憲政会とは提携して清浦内閣に突撃し、いわゆる第二次護憲運動が展開されることになった。横田千之助や小泉策太郎のプランに賛同した高橋是清総裁が、隠居して故原敬の選挙区盛岡市から衆議院に出馬するというさわぎである。ところがこのとき、高橋内閣以来くすぶっていた政友会の内紛が爆発し、政友会から代議士一六〇名が脱党して、床次竹二郎を総裁とする政友本党を創立して清浦内閣の与党となった。一方、一三〇名ほどに激減した政友会と一〇〇名の憲政会と犬養毅の少数会派、革新俱楽部とが野党として清浦内閣に対抗したのである。議会は直ちに解散され、同年五月の総選挙にいたるまで、激しい政争が展開された。選挙の結果は、憲政会が一五二名で第一党となり、政友本党が一一一名の第二党、政友会は一〇二名で第三党という結果となった。政友会の分裂が憲政会に漁夫の利を与えたのである。


　西園寺は、加藤高明を首相に推した。かつて第二次大隈内閣の外務大臣として、山県以下の元老と対立し、政権から遠ざかっていた加藤高明は、いま山県以下の元老が世を去って第一党となった機会に「苦節十年」にしてようやく政権を手中にしたのである。そして原内閣以来の本格的な政党内閣が、政友会と犬養毅らの革新俱楽部との連立ではあったが実現した。それは、以後ほぼ八年にわたって続く戦前の二大政党の交替の時代の出発であった。







３　関東大震災と都市化の進展







■大震災の惨禍と混乱




　一九二三（大正一二）年九月一日午前一一時五八分、震度七・九の強震が東京、神奈川の諸県を襲った。たとえば、労働総同盟の鈴木文治は、東京市外上大崎に住んでいたが、激震の模様を次のように活字にしている。







　　「ドドドドッといふ何者とも名状し難い、恐しい物音がしたかと思ふと、瞬間にして壁は崩れ瓦は落ち、皿、茶碗、小鉢類の棚の上より落ちる音凄じく、身内の血も一時に凍りつくかと許りの恐怖に襲はれたのである。幸ひ家族は皆玄関に居ったし、玄関の硝子戸を半間丈け明け放して居たので、私は忽ち『地震だ！　みんな出ろ[image: ][image: ]』と連呼しつつ立ち上った。女中は五歳の長男の手を取り、妻は次男を懐に抱き、私は祖母を負うて、門外まで──といっても僅か一間内外──飛び出した。私は門柱に縋すがって立って居ると、家族は皆私に取り付いて居る。附近は皆屋敷町で、石塀、[image: ]瓦塀は見る[image: ]中に崩壊した。屋根瓦は一瞬に落ち尽くして、裸かとなった。電柱はその尖端に于て一二間かとも思ふ程揺れた。私は電柱の倒壊を恐れて、家族に警戒した。暫くして止むだらうと思ったに中々止みさうもない。家族は皆裸足はだしのままで道路の砂利の上に立ってゐる。そこで私は危険を冒して屋内に引返し、雨戸一枚を外して路上に敷き、更に茣ご蓙ざと座布団を持ち出して、これに座らした。餘震は幾十百回となく繰返して寄せ来って、人皆生きた心地はしないのである（『労働運動二十年』三三二～三三ページ）」。







　この大地震に大火災がともなった。三十数時間の火災のために、東京の下町はほとんど灰になった。とくに本所深川の惨状は目もあてられず、本所被服廠跡地に避難した人たちは、ほとんどすべて焼死した。地震の数日後、本所に住んでいた女弟子長野初の消息をたずね歩いた内田百[image: ]は、次のように書いている。







　　「餘燼のまだ消えない幾日目かに、私は橋桁の上に板を渡したあぶなかしい廏橋を渡って、本所石原町の焼跡を探した。川沿ひの道一面に、真黒焦げの亜鉛板が散らばり、その間に焼死した人々の亡なき骸がらがころころと転がってゐた。道の左寄りに一つ、頭を西に向けて、ころりと寝てゐる真黒な屍体があった。子供よりは大きく、大人にして小柄であった。目をおほって通り過ぎた後で、何だか長野ではないかと思はれ出した。歯竝びだけが白く美しく残ってゐたのが、いつまでも目の底から消えなかった。長野は稍小柄の、色の白い、目の澄んだ美人であったから、そんな事を思ったのかもしれない」（「長春香」随筆集『鶴』所収）。







　横浜、鎌倉、小田原など、神奈川県下の被害は、東京よりもいっそうはげしかったかもしれない。横浜などは、全市ほとんど全滅で、東京では四分の三の損害だったのである。とにかく、震災の被害を第１－１表にまとめておこう。一府六県をあわせて、五五万戸が半潰以上の被害をうけ、全焼三八万戸に達した。死者・行方不明者九万五〇〇〇人、罹災者合計三四〇万人、その大部分は東京、横浜においてである。損害総額は五五億円と推算された。日本銀行の推算も四六億円なので、この数字はほぼ妥当であろう。一九二四（大正一三）年の国富総額は、一〇二三億円（土地を除けば六九一億円）と内閣統計局によって推計されているので、国富に対する被害率は五・四％（土地を除けば八・〇％）に達する。後年の太平洋戦争の被害が人口三〇〇万人、国富の四分の一であったことを考えても、一瞬の天災によって、これだけの物的被害をもたらした大震火災の規模を想定することができるであろう。その復興が大きな政治問題になったが、それもこの大被害を生じたからこその話である。
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　震災にともなうパニックのなかで、多くの不祥事が発生した。その最大のものは、朝鮮人虐殺事件である。この事件は、京浜地方において、朝鮮人が放火、掠奪、暴行、井戸に毒薬の投入、はては集団をなして襲撃してくるなどの流言が飛びかったことにはじまる。戒厳令を発布し、軍隊の出動を要請し、非常徴発令を発するなど、興奮していた警察や軍隊までがこの流言を信じ、流言は広範囲にひろがり、軍隊や警察のみならず、在郷軍人団や青年団を中心とする自警団までが朝鮮人をとらえて拘束し、暴行を加え、殺害に及んだ例も多数みられた。東大教授上杉慎吉も、同年一〇月一四日付『国民新聞』夕刊に次のように書いている。







　　「当時警察官は人民に向って〈不逞鮮人〉の検挙に積極的に助力すべく自衛自警すべきことを極力勧誘し武器の携帯を認容したのであった。而して手に余らば殺しても差支えなきものと一般をして何となく信ぜしめたのである」（姜徳相『関東大震災』中公新書、一〇八ページ）。







　異常な状況下における集団ヒステリー状況の帰結とはいいながら、この事件は大震災にまつわるまことにいまわしい、弁解しようもない事件であった。その犠牲者数はもとより正確に知ることはできないが、当時上海から東京に入って調査を行った金承学によれば、六千余名とされている。吉野作造によれば二七一一名。いずれにしても、当時京浜地区に居住した朝鮮人は二万名弱とされているので、異常に大きい数字といわねばならない（姜徳相、前掲書）。


　もう一つの不祥事は、軍隊と警察による社会主義者の殺害であった。無政府主義者大杉栄と内妻伊藤野枝とは、その幼い甥橘宗一とともに、九月一六日、憲兵大尉甘粕正彦らによって惨殺された。また、左翼として知られていた南葛労働組合の河合義虎ら七名、純労働組合員でプロレタリア作家として知られていた平沢計七は、亀戸署に検束され、殺害された。このとき、社会主義者として知られていた多くの者も、麻生久、浅沼稲次郎らも警察や憲兵隊に連行され暴行をうけた。大杉事件が新聞にスクープされ、内相後藤新平は軍に抗議し、思想家や運動家を予防検束して保護したほどであった。戒厳司令官福田雅太郎は更迭され、甘粕大尉は軍法会議で有罪となり、憲兵司令官以下の責任者も処分をうけた。しかし、その後無政府主義者和田久太郎らは福田暗殺を企てたし、陸軍将校らは、上官の命で行動した甘粕の処分に憤慨するなど、事件は長く尾を引くにいたった。







■震災の事後処理




　目を経済的な損害にもどそう。当然のことながら、京浜地区の経済界は収拾のつかぬ混乱におちいった。建物も工場も商品も焼失し、火災保険金も支払われる見込みがないとすれば、ほとんどの企業は立ちいくことができなくなるであろう。その救済は当然の急務であった。震災直後に成立した山本内閣は、ただちにこれらの問題に取り組まねばならなかった。まず九月七日には、「債務者が震災地（東京府、神奈川県、静岡県、埼玉県、千葉県）に住所または営業所を有する場合」にはすべてその金銭債務の支払いを三〇日間延期する、という支払延期令（モラトリアム）を施行した。また同日、暴利取締令が公布され、つづいて臨時物資供給令により、政府が震災地の必需物資の供給に直接関与したこともあって、震災地の物価も意外に落ちついた。そこで、正常な経済活動を再開するためにも、「支払延期令」を九月末で打ち切り、同時にいわゆる「日本銀行震災手形割引損失補償令」を公布して、九月一日以前に銀行が割引した震災地発行の手形、もしくはその書替手形等（いわゆる震災手形）を、向こう二年間に限って日本銀行が再割引することを決定した。二年間に企業が再建されて手形が決済されることを期待したのである。実際には、日銀による再割引が必要な震災手形は約五億円と見込まれ、そのうち一億円が回収不能になる危険を考えて、日銀に対して一億円を限度とする損失補償が規定されたのである。一九二七（昭和二）年の金融恐慌の直接の原因は、この措置のうちに潜んでいた。けれども、このときは、預金部資金七〇〇〇万円余が各種の名義で復興資金として放出されたし、日本銀行も貸出金利を引き下げ、担保の条件を緩和するなどの方針をとって金融の流通につとめた結果、パニックは回避され、金融はむしろ緩慢に推移したのであった。







■復興計画と都市計画




　東京と横浜の復興はどのように行われたであろうか。復興計画に反対して山本内閣に突撃した政友会も、復興をおろそかにしていいと思っていたわけではなかった。実際には、加藤高明内閣は一億五〇〇〇万円の復興費予算を追加し、また政府関係機関のための震災復興費五億七三〇〇万円を計上している。復興院を非認したといっても、東京、横浜の復興の行政主体がおもに府県や市に移行し、内務省がそれを監督するようになっただけで、内容がそれほど変化したわけではなかった。都市計画のマスタープランは後藤市長時代のものを生かし、東西の亀戸─新宿、南北の品川─上野の大道路を建設し、既成密集地域内の焼失面積（東京七一〇万坪、横浜七九万坪）の一五％程度を区画整理のために道路、公園、広場などのために確保する。公共用地一五％のうち一〇％は、特別都市計画法により無償提供させ、残余についてのみ補償金（総額三七五〇万円）を支払うことによって、震災都市の近代化が遂行されたのであった。山手を住宅地域、下町を商業地域、江東と大崎、品川、大井、大森地区を工業地域と区分して、これに必要な施策を行うことも、またこのときに決定された。区画整理は厳格に実施され、従来の場所に再築したものに対しては立退きを命じたほどであった。東京、横浜の道路や区画は、このときに骨格が定められ、戦時の空襲による焼亡の後にも大きな変化はなかった。一九六〇年代以後、道路の拡幅や高速道路の建設によって、相当の変貌が加えられたが、市区の区画の多くはなお震災後の整理のままになっている。東京下町の小・中学校はすべて鉄筋コンクリート造り、スチーム暖房付きになった。グランドピアノを備えた音楽室や、ガス・水道をテーブルごとにそなえた理科室などが出現したのである。いちおうの復旧が成ったのは一九二九～三〇年であり、東京、横浜はこの改造によって大きく生まれかわった。もっとも、下町の横町や郊外の新開地には、小さな貸家や四戸建て、六戸建ての長屋がたち並んで、昔ながらの貧しい職人や、行商人や、工場労働者や、日雇労働者や、薄給のサラリーマンが住んでいたのは、震災前と変わらなかったけれども。


　この時期の復興・復旧予算をとりまとめれば第１－２表のとおりである。この数字は、東京、神奈川の両県に、八年間に一六億円の財政資金が投入され、それは中央・地方合計の歳出の七～一〇％に達する巨額であったことを物語っている。しかし、都市近代化を進めたのは、震災地だけではなく、北は釧路から大阪、神戸、京都をふくみ、鹿児島にいたる全国一一五都市に及んだ。大阪でも、市内と郊外を結ぶ道路の拡張と、橋梁の不燃化が進められた。京都の事業の中心は区画整理と郊外道路の整備であった。名古屋では、基幹街路計画を立て、また懸案であった運河開削が実行にうつされた。これら都市計画事業の総経費は、一九三一年現在で、三八億円余に達した（以上、持田信樹「後藤新平と震災復興事業──慢性不況下の都市スペンディング」東京大学社会科学研究所『社会科学研究』一九八三年八月、による）。





[image: ]


　都市化の進行は、第１－３表に示すような人口の都市集中の数字からも読みとられる。それはこの期間における市町村合併の結果を反映して誇張されているので、人口五万人以上の市町村について一九三五年の境域に統一した数字（高木尚文推計）をもかかげたが、それによっても、人口の都市集中は顕著である。





[image: ]


　人口が都市に集中するのには、もちろん、それだけの理由があった。大戦ブームによって、各種の産業が発展したとき、農村の労働力は、都市に吸引された。大戦中に都市人口は増加した。彼らは都市に定着し、家族をもつようになった。大戦後の恐慌にさいして、その多くのものは解雇されて職を失った。ちょうどそのころ、貴族院書記官長を辞した柳田国男は、朝日新聞社の客員となって、沖縄、東北、中部地方の長い旅に出た。その紀行『秋風帖』のなかで、離職した労働者たちを「帰農」させようとする資本家たちの手前勝手に反発して、柳田は次のように書いている。







　　「新進気鋭の浜松の市でも、」「口に離れた職工たちを国に還す為、町の有力者が旅費の金を、慈善家から集めて居ると云ふ噂である。旅費も無いやうな貧乏な家族に、還って来たぞやれ楽やと云ふやうな、結構な故郷があらうとは一寸信ぜられぬ。送還は果して彼等の救済であるや否や。……」（「武器か護符か」『秋風帖』所収、『定本柳田国男集』第二巻、筑摩書房、一五一ページ）。







　この文章は、事業家たちの手前勝手を批判するとともに、また「帰農」された故郷にも、もう安住の場所はなくなっているのが普通だと指摘しているのである。別の場所では、越前の山村で、大阪の工場に働きに出た若い娘が、結核にかかって死ぬために帰村して、日向の障子を一枚あけて蒼白い顔をしているのを見たことをも、柳田は語っている（「雪国の春」、前掲書、六九～七〇ページ）。実際、「女工と結核」の関係は明治の末から社会問題になっていたのである。


　したがって、流出した人口は、流出先の都市に住むよりほかはなく、生計のために職業を選ぶ余裕もない。不況が長びけば、人員整理と新規求人減とがあいまって、労働力は過剰化するが、直ちに失業者が表面化するわけではない。失業者に、無収入でもしばらく食いつなげるほどの蓄えがあるはずはない。遊んではいられないから、目についた仕事にとびつくのである。露店商、行商、日雇労働者、女性であれば内職、賃仕事などはその代表的な職業であった。不況下にあって、常用雇用の可能性はほとんどなかったから、低賃金でも不安定でも、人びとは職業に飛びつくほかはなかったのである。この状況は、大戦前にもみられたが、人口が都市に集中したのち、さらに大規模化し一般化したのであった。







■都市の拡大




　都市の中心部は、明治以来の面目を改めつつあったが、下町に住む人には、なお旧態を多分に残していた。大震災後の区画整理を経た後にも、「細民」が減少したわけではなかったし、郊外の田畠には小さな貸家が立ち並んで中流以下のサラリーマンの住家となった。人口増を反映して、無秩序に近郊への都市の拡張が進みはじめたのである。それを促進したものは、都市近郊の私鉄の普及であった。市内電車は明治の末年には、すでに大都市はもちろん中都市にまで行きわたったが、やがて郊外に私鉄が進出しはじめる。とくに大阪を中心とする関西では、一九一〇年に箕面有馬電気軌道（現在の阪急宝塚線）が開通し、沿線に住宅地を開発して分譲を開始した。宝塚少女歌劇を創設して客集めをしたり、梅田の駅にターミナル・デパート（白木屋）を開くなど、小林一三の卓抜なアイデア商法が展開され、やがて郊外私鉄経営のモデルになったのである。同じ一九一〇年に、関西では、兵庫電気軌道（現在の山陽鉄道）、京阪電鉄、大阪電気軌道（現在の近鉄奈良線）が開業し、関東では一九一二年に京成電気軌道、一三年に京王電気軌道が開業した。一九一一年には、博多と小倉を結ぶ九州電気軌道も開通する。そして、第一次大戦後には、東京近郊で私鉄ラッシュがはじまる。池上電気鉄道（現在の東急池上線）は一九二二年、目黒蒲田電鉄（東急目蒲線）は二三年、東京横浜電鉄（東急東横線）は二六年の開業である。古くからの武蔵野鉄道（西武池袋線）、東武鉄道も電化して、郊外電車の仲間入りをした。小田急（東京─小田原）が一挙に開通したのは、一九二七年である。湘南電気鉄道（現在の京急）は一九三〇年に完成。私鉄ラッシュは、免許や補助金交付をめぐって政党の利権と結びつき、しばしば疑獄事件を引き起こすにいたったが、巨大都市の外延的拡張に大きな役割を果たしたのであった。阪神間の芦屋、東京の田園調布、成城学園など代表的な高級住宅地が形成されたのもまたその余波である。一九二〇年代は、都市化の時代であったといえるであろう。


　バスやタクシーが、都市の交通機関として登場したことにもふれておきたい。従来の市電や人力車に加えて、自動車が都市計画で幅広くなった道路を走るようになったのである。震災直後、とりあえずの都市交通手段として、フォードのＴ型トラックを輸入してバスに改装したのにはじまり、一九二四年にはフォード社が横浜に、二五年にはＧＭ社が大阪に、部品を輸入して組立てを行う、ノック・ダウン方式の工場を建設し、日本市場の開発に乗り出した。郊外ではバス路線だけが住民の足になる地域も多くなったし、東京市内どこでも一円という「円タク」が、人力車を駆逐した。地方でも、バスが次第に普及していった。一九二〇年から三〇年にかけて、乗用車数は七〇〇〇台から五万八〇〇〇台に、トラックは九〇〇台から三万一〇〇〇台に増加した。それとともにガソリンの輸入がふえ、太平洋岸に精油所が建設されたことも、この時代を象徴するできごとといえよう。


　都市は新しい文化や風俗を生む。この時代を象徴するようないくつかの例を、アト・ランダムに数えてみよう。一九二〇年代には、ロシアやイタリアのオペラや、エルマン、クライスラー、ジンバリストなどが来日して、本物のバイオリンの妙技を聞かせたし、海外の新しい芸術的傾向の紹介も活発になっていたが、その気運のなかで、日本の音楽や演劇史にエポックを画するような団体が相次いで結成されたのである。音楽や演劇の分野では、はじめて、日本人の手による本格的なクラシックの演奏団体（日本交響楽団、ついで新交響楽団、山田耕筰、近衛秀麿指揮）や、新劇の常設劇場として築地小劇場が誕生した。築地小劇場は、震災後の復興のために、建築規則が特例として緩和されたので、土方与志が小山内薫を誘って急いで建設したものであった。開場の際は、ドイツ表現派のゲーリンクの「海戦」を上演し、異常にテンポの早いセリフで観客をアッといわせた。築地は以後欧米の古典や新作を相次いで上演し、新劇という新しいジャンルを定着させていったのである。東京浅草に大衆化されたオペラやオペレッタが「カルメン」などで人気を集め、若い学生たちが田谷力三のテノールに熱狂したのもこのころである。のちの榎本健一（エノケン）もその出身で、歌えるスターが誕生したのである。


　ラジオ放送がはじまったのは一九二五年三月であった。受信機は鉱石式で一台一〇円、真空管式だと一二〇円と高価であったが、たちまち大都市に普及した。新しいマスコミの手段が出現したのである。アメリカ映画やジャズが、新しい風俗になったのもこの時代であった。ダンスが流行し、カフェーという名の酒場が、盛り場をいろどる。講談社の『講談俱楽部』、『キング』や主婦之友社の『主婦の友』に代表される大衆雑誌が全国に普及したのも、『日本文学全集』や『世界文学全集』などが一冊一円のいわゆる「円本」ブームをおこし、改造社、新潮社、春陽堂などが競い合ったのもこの時代であった。これに対抗して、岩波文庫や改造文庫が古典をあつめて、都市化と、高等教育の普及によって増加した若い読者をひきつけたのもこのころである。マルクス主義の書物も、ぞくぞく翻訳され、若い学生たちを魅了したことはすでにみた。







４　憲政会内閣と政友会内閣







■普通選挙法と治安維持法




　加藤高明内閣には、政友会総裁高橋是清が農商務大臣、横田千之助が司法大臣として、また少数派の革新俱楽部を率いていた犬養毅は逓信大臣として入閣したが、それ以外の要職はすべて、憲政会の幹部の占めるところとなった。内務大臣若槻礼次郎、大蔵大臣浜口雄幸である。外務大臣は加藤の義弟幣原喜重郎。したがって、重要政策は憲政会の方針によって進められたことはいうまでもない。


　加藤高明内閣の出発とともに、懸案の普通選挙が実現した。憲政会は長く普通選挙を政綱にかかげており、当然その実現を図らなければならない立場にあった。憲政会と提携して選挙を戦った政友会も、もはや普通選挙に反対する根拠を失っていた。しかし、枢密院等の官僚出身者は、二五歳以上の男子のすべてに選挙権を与えることに強い難色を示し、「他人の救助」を受ける者を除外せよと主張した。学生など親の仕送りを受けているような者には選挙権を与えたくない、というのが反対者の真意であった。若槻内相は枢密顧問官を戸別訪問して説得につとめたが賛成者はなく、ようやく「他人の救恤」を受ける者を除くということで承認を得た。議会提出後も貴族院の反対は強く、「救恤」を「救助」にあらためるよう修正されたが、かろうじて「貧困のため公私の救助を受ける者を除く二五歳以上の男子」に選挙権を与えることで妥協が成立した。


　しかし、それとともに、悪名高い治安維持法も成立した。枢密院顧問官であった平沼騏一郎は、欧州では共産党の結社を認めているけれども、日本では法律で厳禁することが必要と考えていた。そこで平沼は、共産党の結社禁止をやらねば普通選挙に同意できないと述べて、国体の破壊と私有財産制の廃止を意図する者を処断するための治安維持法を抱き合わせに成立させたのである（平沼『自叙伝』）。治安維持法は後の田中内閣時代に死刑を含むように改められ、後々まで左翼の弾圧のために利用されたことはよく知られている。







■財政赤字と金本位復帰への志向




　憲政会内閣の財政・金融政策は、若槻、浜口の両名が大蔵省出身であったことからも知られるように、政友会とは対照的に、オーソドックスな均衡財政と金本位復帰とを目標として進められた。ただし、東京、横浜の復興だけはどうしても成しとげなければならなかった。帝都復興計画は、一九二三（大正一二）年度以降二七年度にいたる五カ年継続事業として、修正および追加分を加減して五億七三〇〇万円、ほかに地方負担の分が二億二四〇〇万円、また復興計画（官庁その他の政府造営物）の予算は二四年度以降総経費七億五〇〇万円であって、結局政府支出の震災関係費は、継続費として一二億七八〇〇万円、地方費を含めて一五億五〇〇〇万円の規模に達した。したがって、憲政会の考える財政の均衡がにわかに達成されるというわけにはいかなかった。


　震災の善後策として重要なことは、外貨の補[image: ]であった。一九一九（大正八）年以来、毎年、国際収支の逆調が続いており、この時期までにいわゆる在外正貨は枯渇に瀕していた。在外正貨とは、ポンド建てあるいはドル建ての為替手形をロンドンに置き、一面で日本銀行の保有正貨として扱うと同時に、海外における支払いに充当するという、明治以来行われていた制度である。日本の金本位制が遅れて出発したことと、ヨーロッパから遠く離れているという地理的理由とがあいまって、正貨のうちのかなりの割合を在外正貨のかたちで保有するという慣行が続いてきたのであった。


　震災にともなって輸出が大きな打撃を受けたうえ、国内的にも復興費その他の政府資金が必要となる。そこで、震災直後に、欧米に財務官森賢吾らが派遣され、外債発行の下話がはじめられ、二四年二月、清浦内閣のもとで五億五〇〇〇万円の外貨債の発行が決定された。ただし、この公債は表面利率六分、手取金に対する利回り年八分という異常な高利率であったため、「国辱公債」と非難を浴びた。それまでの外債は手取り利回り五ないし六分であった。第一次大戦によっていったん好転した外貨事情は、これ以後急激に悪化したのである。


　憲政会内閣として固有の政策目標は金本位への復帰であった。一九一七（大正六）年、大戦のもとで世界の主要国が相次いで金本位を停止したために、金兌換を続けていた日本は異常な円高が発生し、結局各国にならって金本位を停止したのは同年九月一二日である。大戦の終結とともに、一九年にはアメリカはいち早く金の兌換を復活し、金輸出の自由化を行った。日本においても、この当時ならばこの処置をとることに困難はなかった。しかしながら、蔵相高橋是清は、当時の原内閣は、中国に対する大規模な投資の必要が生ずるかもしれないと考えて、あえて金本位に復帰しなかったと回想している。ところが、一九二〇年恐慌とその後も国際収支の逆調が続いたため、金本位への復帰は見送られざるをえなかった。加藤友三郎内閣時代、市来乙彦蔵相は、旧平価（一〇〇円につき四九ドル）近くまで為替が回復したのをみて金本位復帰を構想したといわれるが、内閣の崩壊と関東大震災の結果、その実現はふたたび遠のいてしまっていたのである。正統派の経済政策を主張する憲政会は、震災によっていったん困難となった金本位復帰を近い将来に実現することを期していた。そのためにも経済政策は慎重に進められなければならなかった。しかし震災によって、一九二四（大正一三）年春には、対米為替相場は一時一ドル二円六〇銭ていどにまで下落した。目前の急務は、震災のために生ずる大幅な国際収支赤字対策であった。「国辱公債」の発行も背に腹は替えられなかったからである。以後も、貿易の逆調はつづき、外貨不足がつづいた。政府は以後外債を発行しなかったが、東京、横浜の復興市債や、電力会社の外債を発行させ、その手取外貨を買い上げるという方法で、外貨を補充してゆかねばならなかった。それでも、一九二五年に為替相場が回復してくると、浜口蔵相は金本位復帰のために、財政整理を企てた。







■憲政会内閣の動揺




　このような厳しい環境のもとで、憲政会は思い切った税制改革を提案した。主要な内容は、所得税、酒税を増税する一方で、通行税、営業税、[image: ]油税等々の従来から不評であった諸税を廃止するというのである。政友会はこの機に乗じて内閣を揺さぶることを考え、地租の地方税移譲を提案して対抗した。政友会は政争の具として税制改革を利用しようとしたのである。


　加えて高橋是清は政界引退を声明し、政友会の後任総裁には陸軍大将田中義一が就任した。高橋は、政友会総裁となってから、私財を党に注ぎ込み、資産を失っていたといわれている。田中を総裁にかついだのは横田千之助や小泉策太郎らの策士であった。その陰には床次竹二郎の政友本党と合同して大政友会を再建し、政権を奪おうとする狙いが秘められていた。


　一九二五（大正一四）年六月、税制改革をめぐる閣議が決裂したとき、政友会出身の三閣僚は辞表提出を拒んだため、閣内不統一の責を負って加藤内閣は倒壊した。しかし、元老西園寺は政友会の策動によって内閣が交替するのを好まず、直ちに加藤高明に再度組閣を求めた。憲政会は自党出身者で欠員を埋め、第二次加藤内閣が誕生する。しかし、加藤首相は心身ともに疲れ切っており、二六年一月、急逝した。西園寺はさらに、後継総裁となった若槻礼次郎を首相に推し、第一次若槻内閣が成立した。


　第二次加藤高明内閣および若槻内閣の時代は、ふたたび衆議院において野党勢力が過半を超える変則の時代になった。しかし、政友会、政友本党ともに、倒閣を実現するほどの力はなく、次々に問題をみつけだしては内閣をいじめることしかできない状況にあった。たとえば朝鮮人朴烈夫妻が皇太子の暗殺を企図して逮捕された後、検事が取調室で朴烈と内妻金子文子が抱き合っている写真を撮影したという事件で若槻内閣を揺さぶろうとしたことなどはその一例である。怪文書が飛び交い、司法部を非難する声は大いに高まった。もう一つの問題は大阪の松島遊廓の移転をめぐる疑獄事件である。憲政会の筆頭総務箕浦勝人はその事件に関わって起訴されたが、移転については若槻内相の内諾があったと称して獄中から告訴したのも、政府攻撃の手段になった。政策の争いではなく、このような問題しか政争の手段にならなかったことは、当時の政党のレベルの低さを示すものともいえよう。


　一九二六（大正一五）年一二月二五日、長く病気であった大正天皇が崩御し、皇太子裕仁親王が即位した。これを機会に、「諒闇（天皇の喪中）中政争を避ける」という名目で、憲政会と政友会、政友本党、三党の妥協が、貴族院の青木信光、水野直ら策士たちによって実現した。野党は政府不信任案を議会に提出するが、政府は議会を停会にし、その間に三党首が会談して妥協を遂げるというのがその筋書である。諒闇中の政争を避けるというのが表向きであるが、裏面においては、六月ごろまでに内閣が退陣して野党に政権を譲るという含みで政友会を納得させたのである。当時、元老西園寺はひそかに解散を望み、妥協による政争回避を好まなかった。しかし若槻は政治資金の調達力がなかったため、選挙に勝てる自信がなく、妥協に踏み切ったのであった。


　妥協が成立したあと、憲政会の策士たちは政友本党と提携してこの議会を乗り切る方針をとった。政友本党は、憲政会に協力することで次期政権を夢見ていたのである。政友会は激怒して議会は大荒れになった。後にみるように、震災手形法案がこの時期の議会に提出されていたから、政友会はこれを材料にして政府を激しく攻撃した。三月一四日の片岡直温蔵相の「失言」をきっかけに第一次の金融恐慌が勃発し、台湾銀行と鈴木商店の癒着が表面化し、鈴木商店は倒産のやむなきにいたった。台湾銀行も日本銀行の救済を受けなければとうてい立ち行かないことが明らかとなった。議会閉会後に台湾銀行の危機が表面化したとき、若槻内閣は緊急勅令のかたちで「日本銀行が台湾銀行救済のために損失を生じた場合には、一億円を限って保証すること」を決定しようとした。しかし、枢密院は政友会と結託して緊急勅令案を否決した。若槻内閣はこのために倒壊し、西園寺公望は野党第一党である政友会の田中義一総裁を次期首相に指名した。







■北伐と「満蒙権益」の危機




　枢密院が若槻内閣を攻撃し、緊急勅令を否決するにいたった背景には、当時の中国問題の急展開があった。それまでの日本は、満蒙における「特殊権益」を主張し、奉天（現瀋陽）を根拠とする軍閥張作霖を支援して、満蒙を事実上独立の状況に置き、権益の確保をはかってきた。陸軍は中国本土においても、割拠する諸軍閥に軍事顧問を送り、その抗争を支援して、「分割統治」の方針をとり、強力な中央政権の成立を妨げることによって、権益を守り、さらに拡張することを期待してきた。しかし、中国においては第一次大戦後に急激な変化が生じつつあった。南北妥協のために北京を訪れた孫文は、一九二五年、北京において病死した。五・四運動以後、中国の若い世代をとらえたものは、ナショナリズムの潮流であり、旅順、大連、台湾の返還要求が目標にかかげられた。日本が大戦後に上海や青島を中心に建設した紡績工場においては、左翼系労働組合の指導によるストライキが繰り返された。その最大のものは、一九二五年の五・三〇事件に端を発する大争議である。この争議はやがて広東（広州）と香港に飛び火し、二七年一〇月にいたる香港大ストライキのきっかけになった。国際共産党（コミンテルン）の指示によって成立した中国共産党は、モスクワの指令をうけ、当時広州にあった国民党と連[image: ]し、共産党員が国民党に入党して国民党の左翼化を進めつつあった。国民党の中心となったのは[image: ]介石であった。[image: ]は共産党勢力の拡張を好まなかったが、これを全面的に排除することを避け、それを利用しながら国民党軍を増強して全国統一の機会をうかがっていた。機が熟したとみた[image: ]が北伐を声明し、国民党軍が北上を開始したのは一九二六年のことである。[image: ]介石を校長とする黄埔軍官学校で育てられた若い将校たちに率いられた国民党軍は、広州を出発して旧軍閥の兵力を追いはらいながら、一九二七（昭和二）年二月には揚子江の線に到達し、武漢には共産党員の影響力の強い政府が樹立された。他方、[image: ]介石に率いられた軍隊は、この年三月に上海に入城する。上海においては、北伐軍の接近とともに、共産党員に指導された労働者の武力蜂起が発生した。中国は共産党の影響を強くうけた国民党軍によって統一される形勢が強まった。コミンテルンは、世界の資本主義のもっとも弱い環としての中国において、国民党をかくれ蓑として革命が実現することを期待していたのである。


　このとき南京事件が発生した。国民党軍が南京に入城したとき、各国の領事館は勝ち誇った国民党軍によって蹂躪された。在留邦人は領事館に避難していたが、そこでも軍隊による掠奪が行われ、女性が暴行をうけるような事件が発生した。当時日本の砲艦は南京にあり、派遣された陸戦隊が領事館の警備に当たっていたが、国民党軍と武力衝突すれば皆殺しにされるから抵抗しないでくれと頼まれて、やむなく武装を解除された。そのためにこの事件が発生したのである。


　野党と枢密院とは、南京事件に象徴されるような国威の失墜は、時の憲政会内閣、なかんずく国際協調を重んずる幣原外務大臣の責任だと主張した。南京事件が発生したのが三月二四日、台湾銀行をめぐる緊急勅令が議題となったのは四月一七日である。議場においては、緊急勅令よりも、南京事件に対して派兵しなかった政府の弱腰に対する攻撃がくり返された。枢密院の平沼騏一郎、伊東巳代治らは、直接南京事件を議題にして政府を追及することができなかった鬱憤を晴らしたうえ、緊急勅令を否決して、若槻内閣を倒したのである。


　[image: ]介石は上海入城後、クーデターを断行して共産党員を逐い、実権を手中にした。辛亥革命以降分裂していた中国は、こうして国民党のもとに再統一に向おうとしつつあった。それは若槻内閣の倒壊に当たって日本の政界を揺さぶったが、やがて次の田中内閣以後の国内政治に大きな影響を及ぼすことになる。







■金融恐慌




　さて、成立した政友会内閣は、高橋是清に大蔵大臣就任を請い、田中は外務大臣を兼摂して発足した。とりあえずの課題は金融恐慌のあとしまつである。ここで、それまでの経過について簡単にまとめておくことにしよう。大震災の後、日本銀行によって再割引された震災手形は四億三〇〇〇万円にのぼったが、大正末年までには半分以上は決済され、二億円が残っていた。その大口債務者は、秘密にされていたが、鈴木商店、久原商事など、従来から経営不振が取沙汰されている大企業がおもであった。金本位復帰にともなう経済界の動揺に備えて、未決済の二億円を回収不能とみなし、日本銀行に対しては法律に定められた一億円の損失を補償し、残る一億円については、当事者銀行に公債で貸し付け、あとは一〇年年賦で債務者から償還させることにしようというのが、このときの震災手形善後処理法案である。この案によれば、たしかに震災手形を解消することができるが、震災手形を利用して資金繰りをしていた鈴木商店や、その資金を供給していた台湾銀行などを国費によって救済する意味をもっていたことは否定できない。実際、台湾銀行はその貸出総額の約半分、三億五〇〇〇万円を鈴木商店と関係会社に注ぎ込んでいた。野党側はこの点を衝いて質問を重ね、震災手形の大口債務者名の公表を迫った。政府は当然これを拒んだが、この間に経済界の不安が高まり、小銀行は経営困難となり、三月一四日、東京渡辺銀行は翌日の資金繰りが不能となって、そのむねを大蔵省に報告した。片岡蔵相がこのことを議会で発言し、このため東京渡辺銀行はのちに資金の見通しがついたにもかかわらず、休業のやむなきにいたった。片岡蔵相の「失言」とはこのことである。とにかく、法案は成立したが、小銀行六行が破綻を暴露し、鈴木商店と台湾銀行の関係も公になってしまった。台湾銀行は鈴木商店との絶縁を声明したが、ただちに債権者が殺到し、日本銀行からの援助を求めざるをえなくなった。日本銀行は政府の損失補償を求めた。議会閉会後だったために、政府は枢密院に補償のための緊急勅令案を提出したが否決されて、若槻内閣は倒壊したのである。


　緊急勅令が否決されて内閣が倒壊したのをみて、各銀行には一斉に取付けさわぎがはじまった。台湾銀行は内地の支店をすべて臨時休業とした。三井銀行専務であった池田成彬は、内閣倒壊の翌日、日本銀行総裁の土方久徴が、現在大量の貸出しに応ずるための紙幣の準備がないと語ったと回想している。そのなかで新内閣は、全国の銀行に対して二日間の自発的休業を命じ、その間に再度緊急勅令のかたちで三週間の支払停止（モラトリアム）を実施した。枢密院はあっさりと緊急勅令を承認した。日本銀行はこの猶予期間に大量の紙幣を印刷して全国の銀行に貸し付け、取付けに備えた。片面刷り裏白の二〇〇円紙幣が印刷されたのはこのときのことである。五月一〇日、紙幣を山と積んで各銀行が支払いを再開したとき、もはや取付けの嵐は去っていて、金融恐慌はようやくにして鎮静した。しかし、この嵐のなかで、松方正義の長男松方巌を頭取とし、宮内省金庫であった十五銀行と、大阪の繊維業界と関係が深かった近江銀行をはじめ、左右田、中井、村井、第六十五、福島商業など、四四の銀行が休業のやむなきにいたった。高橋はこのとき、日本銀行に対して五億円の政府による支払補償を定め、これによって恐慌の鎮静を図ったのである。


　金融恐慌は、いくつかの爪痕を残した。中小銀行の預金は引き出されて、三井、三菱、住友、安田、第一、第百などの大銀行に集中した。大財閥の支配力がさらに強まったのは事実である。鈴木商店は解体し、その傘下企業は各財閥に吸収された。松方系の川崎造船所も崩壊に瀕した。久原はもちろん、渡辺、左右田などの小型財閥は没落した。中小銀行の力が弱まったので、中小企業の金融はかえって不自由になった。


　金本位復帰は、また遠のいた。田中内閣としては、ひとまず政友会の積極政策路線を展開できるわけである。しかし、この時期の財政にはすでに余裕がなく、大規模な政策を展開することはむずかしかったが、それでも、一九二八（昭和三）年度の財政支出は、憲政会時代の二六年度にくらべて、約二・五億円増の一八億円台に達し、公共投資も再開された。それとともに忘れられないのは、この時期の地方、とくに市の支出の膨脹である。一九二七、二八年度は、その前後を通じて市の財政支出の増加が目立っていた。それは、すでにみた都市計画が、ようやくピークをむかえ、それぞれの都市が、区画整理、道路の拡張改良、上下水道などの整備にとりくんでいたからである。一九二〇年代は、まさに都市化の時代だったのである。







■北伐と田中内閣




　田中内閣の次の問題は中国問題の処理であった。いったん揚子江の線で停止した北伐軍は、やがて北上を再開した。北伐軍が華北に近づくならば、在留日本人や日本の権益の保護が大きな問題になるし、満蒙の権益にも危険を及ぼしかねない。


　田中の方針は、幣原とは逆で、在留邦人をあくまで現地で保護し、日本の権益を確保するという強硬な姿勢に終始した。そのために、政府は五月二八日山東半島に、やがて済南に一個師団派遣を声明し、関東軍が出動して、北伐軍との間で戦闘の危険が発生した。第一次山東出兵がこれである。このときは北伐軍が済南にいたる以前に敗北して戦闘にはいたらず、七月以後関東軍は撤兵したが、翌年には国民党軍との間で戦闘が行われる結果になった。要するに田中は中国に対して強硬な姿勢をとり、それによって自己の外交姿勢を明示しようとしたのであった。


　いわゆる東方会議が開催されたのは一九二七（昭和二）年六月二七日からの一一日間である。ときの外務政務次官森恪は、田中兼摂外務大臣のもとに、事実上の外相であるかのように振る舞い、七月末には、大連に出張して、現地の官吏を召集して会議を開き、東方会議の決定の趣旨の徹底をはかった。満蒙の権益を確保することを政策の主眼に置いたのである。東方会議の決定自体は、日本側の従来の方針の確認が大部分で、懸案の鉄道建設交渉の促進、満鉄沿線の商埠地の拡大、本渓湖鉱山の契約期限の延長などであった。ただ、「必要に応じ断固として自衛の措置」をとるという強硬姿勢と、動乱が満蒙に波及して日本の特殊地位と権益が冒されるならば、機を逸せず適当の措置に出ると宣言して、田中の姿勢が明示されていたことが注目される。しかし、当時の奉天総領事吉田茂は、鉄道問題などについて、奉天において交渉を命ぜられるや、強硬な態度で終始し、満鉄と中国側の京奉線が交差する地点で京奉線を遮断するとおどしをかけた。中国側の排日運動は盛りあがった。結局交渉は、九月には北京の芳沢公使に引きつがれ、吉田は帰朝を余儀なくされた。こうした背景のもとで、東方会議開催の事実そのものが注目を集め、やがて有名な「田中上奏文」なる怪文書が国際的に喧伝されるようになった。いわゆる田中上奏文は、「満州を日本の領土とし、やがてアジア諸国に武力進出を図る」という方針を述べた文章であって、上奏文としての形式も整わず、今日では偽作と断定されているが、国際的に田中首相の評判を落とす結果になったのである。また田中は、三井物産出身の政友会代議士山本条太郎を満鉄総裁に任命し、張作霖と交渉させ、満蒙五鉄道建設についての密約を締結させた。山本は反対者の買収資金として五〇〇万円を張に贈ったといわれている。密約はやがて漏洩し、反日運動はいっそう激化した。


　北伐が、日本の出兵のためにいったん挫折した結果、[image: ]介石は下野し、この秋には日本を訪れて田中と会見したが、やがて帰国して北伐を再開した。一九二八年五月、第二次山東出兵の結果、在留邦人の大部分は青島に引き揚げていたが、なお済南に居残っていた十余名の邦人が殺されたのをきっかけに、北伐軍と日本軍とは済南で衝突した。いわゆる済南事件である。このために日中関係は決定的に悪化した。しかも、北伐軍が済南を迂回してさらに北上して北京に迫ったとき、当時北京にあって華北を支配していた張作霖は、各国外交団の示唆もあり、また自らも軍事的な劣勢を自覚して、根拠地奉天への帰還を決意した。ところが、当時の関東軍の幕僚らは、張作霖の列車を満鉄線と京奉線の交差点の鉄橋上において爆破した。計画を立案したのは高級参謀河本大作大佐であり、爆薬を供給したのは朝鮮軍の工兵隊である。約一〇年にわたって事実上満州の主権者であった張作霖は、日露戦争当時から日本の陸軍と親密で、日本軍の傀儡──あやつり人形の役を果たすと期待されていた。しかし張はけっして日本の思うままには動かず、関東軍はいらだっていた。ここで張を爆殺すれば、満州の支配者は失われ、群雄割拠の状態になるだろうと考えた関東軍は、その機会に治安維持を口実として出兵し、満州全土を制圧するつもりであった。しかし、張作霖の死は厳秘に付され、長男張学良が後継者となって、奉天政権は動揺を示さなかった。そのために関東軍の計画は水泡に帰したのである。象徴的な事実は、同じ一九二八年末、日本側の説得に応じないで、張学良が南京の国民党政権への忠誠を誓い、青天白日旗をかかげたことである。それは日本に深い怨みを抱く張が満蒙における独立政権の地位は弱まっても、高まってくるナショナリズムの一環として存続する道を選んだことを意味していた。このことはさらに日中関係を悪化させる重要な要因となった。







■第一回普通選挙と政局




　憲政会内閣が崩壊し、田中政友会内閣が成立したあと、政友本党は憲政会と合流して民政党を結成した。田中義一は、少数与党を率いて政局に臨むことになった。一九二八年一月の通常議会で、田中は内閣不信任案上程の先手を打って解散し、わが国最初の普通選挙に突入したのである。有権者数は、それまでのほぼ四倍の一〇〇〇万人を上回るにいたり、選挙区割はふたたび中選挙区制にもどっていた。大多数を占める新有権者の向背の見当がつかないうえ、新たに進出した無産政党の得票見通しもたたないので、選挙の予想は困難であった。しかし、ふたをあけてみると、与党政友会が二一七名、野党民政党が二一六名の僅差であって、無産党五派が八名、鐘紡社長武藤山治の率いる実業同志会四名、革新党三名、中立一八名。結局既成政党の地盤の強さを見せつけた形になったが、同時に、政、民両党ともに過半数を確保できなかったから、無産党を含む小会派がキャスティング・ボートを握る結果になったのである。


　田中義一は金を党につぎ込んだ。田中自ら八〇〇万円、ほかに親友の久原房之助が二〇〇万円を調達して選挙に臨んだと、政治評論家馬場恒吾は述べている。当時民政党も、従来は加藤高明が出していた資金を、浜口が集めなくてはならなくなった。浜口をバックアップしたのは仙石貢であったが、彼は浜口内閣時代に四、五〇〇万円の私財を蕩尽したそうである。選挙に金がかかるのは、一九一五年の大隈内閣時代からのことだといわれるが、そこでは選挙ブローカーが暗躍し、地方のボスの懐柔合戦が展開され、末端の有権者に至るまで金がばらまかれる。金持ちの財界人が政界入りすれば、金づかいは一層荒くなる。それは平成の現代にいたるまで変わらない現象である。田中はこの傾向をいっそうはげしくさせた張本人の一人であった。さて、金権選挙を行ったにもかかわらず、過半数を制することができなかった田中は、中立や少数党の抱込みにつとめた。そのうちに、司法畑出身の鈴木喜三郎内相が、選挙の前日、議会政治を否認するような意味の声明を発表したというので、内相弾劾決議案が通過しそうになり、鈴木は五月三日に辞職に追い込まれる。結局、鶴見祐輔らの明政会を傘下にいれて内閣不信任案の採決を回避し、内閣は延命に成功したが、多数を得るには程遠い。同年七月、政界の策士松本剛吉や横山雄偉らが暗躍して、民政党にはしった床次一派を民政党から脱党させ、政友会の別動隊としての新党俱楽部を結成させた。床次は田中の次の政権を夢見たのである。しかし床次に従うものは二七名に過ぎず、結局一九二九年九月、二一名を率いて政友会に復帰する羽目になった。床次は政権をめざし、政界を放浪して笑いものにされてしまったのである。


　田中内閣の人事も、とかく物議を醸した。久原房之助を、一九二八年の内閣改造の際に逓信大臣に起用したのなどはその例である。久原は、大戦中に大成金になったが、その後大損失を出して、経営する日立鉱山をはじめ日本産業を義兄鮎川義介に譲り、政界入りを志して田中の資金集めを後援していたのである。田中は久原を外務大臣に起用することを考えたが、党内の反対で逓相としたのであった。この例からもわかるように、田中の人事は、総裁就任当時も神戸の高利貸乾新兵衛から三〇〇万円を借り、その代償として利権供与を約束したとか、さらにさかのぼって陸相就任当時にも、機密費の取扱い上不正があったと告発されるなど、資金集めと結びつき、とかくのうわさがたえなかった。その真相はもとより明らかではないが、少なくとも首相としては慎重を欠いたところがあったことは否定できない。その軽率さがやがて張作霖爆死問題の処理を誤ることになるのである。







■天皇の怒り




　田中内閣は張作霖爆殺事件の真相を知って驚愕した。現地の浪人から鉄相小川平吉に知らせがあり、陸軍も調査した結果、河本らの行為が明らかになったのである。陸軍はもちろん閣内からも公表反対の意見が強く、この事件について日本陸軍の現役軍人が関与したことを厳秘に付し、[image: ]かぶりのままに済まそうとした。しかし、その真相はいつの間にか政界の常識になってしまい、「満州某重大事件」という名で新聞紙上を賑わすようになった。当時、民政党総裁浜口雄幸は、その事情を満州視察に行っていた松村謙三ら民政党の議員から聞かされて、愕然としたけれども、これを政争の具に供することを堅く戒めていた。しかし、一九二九（昭和四）年春の議会において、当時の若手代議士であった民政党の中野正剛が議会において満州某重大事件をとりあげて、激しく政府を追及したのは、むしろ当然のように受け取られた。けれども野党側も政府側も、張作霖の名も日本軍人の関与という事実も公には口から出さなかったために、迫力が乏しい論戦になったのはやむをえなかった。


　元老西園寺公望は、田中首相からこの事実を聞き知ったとき、直ちに徹底した調査を行い、全貌を公表し、責任者を軍法会議にかけて厳罰に処することを要求した。その結果、日中関係に一時悪影響が生ずるかもしれないが、長期的には日本の国際的信用を高め、中国との関係についてもよい影響が現れると考えたのである。田中もこの西園寺の考えに同調し、河本大佐以下を軍法会議にかけて処断する旨を天皇にも上奏した。


　しかし、田中のこの考えに対しては猛烈な反対が陸軍部内と内閣の内部から起こった。もし田中のような行動をとるならば、日本の国際信用は地に落ち、中国における日本の地位も危うくなる、というのである。後にみるように、陸軍内部にあっては、河本とほぼ同世代の佐官級の将校が激しい反対運動を展開したし、閣内にあっては、鉄道大臣小川平吉らが激しく田中に抗議した。小川平吉は西園寺を訪ねて公表の不可を説いたけれども、西園寺は承諾せず、後日、書面を送って、熟考したが「改説の余地を見出し難く候」とこたえた。白川義則陸軍大臣も、部内の突上げにあって、真相を公表しないまま、関係者を免官や停職の行政処分に付することで事件を落着させようと田中を説得した。


　この一連の過程を経て、一九二九（昭和四）年六月二七日、田中首相はその結論を天皇に上奏した。天皇はきわめて不興であった。小川平吉の手記によれば、六月二七日、田中首相が村岡関東軍司令官以下の行政処分を上奏したところ、天皇はつねならぬ面持で、声を励まして、「さきの上奏と矛盾する、深く考慮する」と発言した。田中が「この儀については御説明申上ぐれば分明すべし」と述べたとき、天皇は「説明を聞く必要なし」と発言し、書面を留め置くように命じ、田中は恐れ入って退出したという。また、『昭和天皇独白録（寺崎英成御用掛日記）』（文藝春秋）によれば、田中がこの問題はうやむやのうちに葬りたいと述べたのに対し、天皇が「それでは前と話が違ふではないか、辞表を出してはどうかと強い語気で云った」ために、田中内閣は総辞職にいたったとされている。いずれにせよ、天皇自らのちに「若気の至り」と回想するほどはげしく田中に迫ったのであった。その後、天皇が自己の意思を明らかにすることを極力差し控えるようになったのは、この事件の反省のためであったのかもしれない。いずれにせよ、田中に対する天皇の親任が失われたことを侍従長鈴木貫太郎が田中に告げたことは明らかである。


　この事実を田中が閣議に報告し、総辞職の決意を表明したとき、小川鉄道大臣らは天皇が「説明を聞く必要なし」と述べたのはよくない、天皇に過ちがあれば諫めるのが臣下の道だとして抵抗したけれども、すでに気力を失っていた田中は総辞職の道を選んだ。西園寺公望は野党第一党民政党の党首浜口雄幸を後継首相に選任した。こうして浜口民政党内閣が成立するのである。







５　左翼運動と軍部革新派







■日本共産党の成立と活動




　ロシア革命以後、明治以来の社会主義者たちがマルクス主義と国家社会主義とに分かれていった事情はすでに述べた。しかし、レーニンに指導されるソヴィエト共産党は、従来のドイツ社会民主党を中心とする第二インターナショナル（国際社会主義連合）にあき足らず、第三インターナショナルを創設する。第三インターの特色は、モスクワに本部を置く国際共産党（コミンテルン）を創設し、世界各国にその支部としての共産党を設立し、活動させようとするものであった。レーニン、トロツキーらはいずれも、ソ連だけが資本主義諸国にとりまかれたまま長く存続することはむずかしいし、経済発展のためにも、西ヨーロッパの社会主義化した友邦の援助がなければ不可能と考えていた。それには、まずドイツ、ついでヨーロッパ各国に革命が起こることを期待した。コミンテルンは、世界革命の総司令部の役割をになっていたのである。各国の共産党はモスクワの指示に従って活動することになっていた。


　コミンテルンの密使は一九二〇（大正九）年一〇月に東京に現れ、資金援助を約束し、コミンテルン日本支部としての日本共産党を設立するように呼びかけた。堺利彦、山川均ら、明治以来の社会主義者たちは大逆事件の記憶もなまなましく、慎重だったが、気軽に応じた者もあった。はじめはアナーキスト大杉栄が上海に赴き、次いで近藤栄蔵が資金を獲得して「暁民共産党」を創設した。近藤は上海からの帰途、下関で遊興していたために汽車に乗り遅れ、そのために秘密が漏れるなどの不祥事もあって、同志から軽んじられていた。結局、堺、山川らも重い腰を上げて、一九二二年七月、中央委員八名を中核とする「日本共産党」が創立された。


　間もなく開かれた一九二二年一一月のコミンテルン第四回大会に日本共産党の成立が報告されると、この大会の綱領委員会で「一九二二年テーゼ」が作成され、二三年三月、石神井で開かれた会議で検討された。このテーゼには君主制の廃止の一項が含まれており、これにふれることは、堺、山川、吉川守圀以下、明治以来の社会主義者のもっとも好まないところであった。彼らは一九一〇（明治四三）年の大逆事件の記憶から、この問題を本気で取り上げれば多数の死刑宣告は免れないと考えていたからである。石神井会議においては、若手の党員がこれを論じることを主張し、事実上かなりの議論が展開されたらしい。ただし、このとき議事録をつくっていた高瀬清は、君主制論議の部分をわざと記録しなかった。党員は間もなく検挙されたが、そのために重刑を免れたのである。しかし、やがて保釈で出てきた党員たちは、もうこりごりだという気分が強く、解党の機運がみなぎって、一九二四年三月に解党が決定された。


　堺、山川、荒畑寒村らは、今後コミンテルンの指導のもとに共産党活動を続けることに強く反対し、共産党に参加することを拒否した。モスクワは当然はげしい不満を表明し、党の再建を指令してきた。そのため、一九二六（大正一五）年一二月、雪深い山形県五色温泉で、会社の慰安旅行をよそおって正式の党大会が開かれ、再建が決定された。中央委員は徳田球一、福本和夫、鍋山貞親ら七名である。


　山川均はこれより先の一九二一（大正一〇）年八月、「無産階級の方向転換」という有名な論文を書いていた。その内容は、「これまでのところは、少数の前衛分子がマルクス主義を学び、自己の思想を純化することを目標としていたが、そのために前衛が大衆から遊離して、本体から断ち切られてしまったかたちになっている。いまや前衛分子は、純化された思想をもって、もう一度大衆の中に帰っていかなければならない。そうしなければ、大衆運動としての労働運動を社会主義的な理念で指導していくことはできない」というのであった。山川の言葉によれば、「方向転換論は第一に私自身の自己批判と清算であり、私自身の方向転換の踏み切りをつけるということであり、同時に過去の社会主義運動の清算だったのです」（山川均『私の自叙伝』岩波書店）。


　ところが、再建共産党は、福本和夫をイデオローグとして、激しく山川のこの理論を批判した。一九二四（大正一三）年一二月から、雑誌『マルクス主義』に山口高商教授福本和夫が発表した論文は、はじめは学術論文のかたちをとっていたが、やがて山川の方向転換論批判に進んでいった。福本によれば、「山川の見解は、マルクス主義の立場に立つにしても、方法論は唯物弁証法的ではなく、俗学主義とマルクス主義の混合であり、折衷である。したがって、実行的・政治的方面における氏の所論も、また必然的に混合物であり折衷物である」という立場に立っていた。福本によれば、山川のような折衷主義を切り捨てて、理論的立場を純粋化することがまず必要だというのである。「結合の前の分離」が福本のキーワードであった。山川や荒畑は、福本の議論はレーニンの『何をなすべきか』の引写しであって、新しいものはないと批判したが、若いマルクス主義者たちはこの理論に傾倒した。再建共産党のイデオロギーはいちおう福本によって樹立されたといってよい。


　徳田、福本は福本イズムをもってモスクワに出向いたが、コミンテルンからは激しい批判を受けた。運動の分裂を主張する福本の主張は否定され、徳田も福本も中央委員を解任された。その一方、ブハーリンを委員長とする日本問題委員会が作成した「一九二七年テーゼ」が指針として与えられた。「二七年テーゼ」の骨子は、「日本の社会は色濃く半封建的な色彩を残している。すなわち、地主とブルジョアジーの連合のもとに支配されているけれども、資本主義的な要素は急速に発展しつつある。したがって、日本ではブルジョア民主主義革命の客観的前提条件はすでに備わっており、さらにそれは社会主義革命への急速な転化の客観的条件も備わっている」というのであった。しかし同時に、「革命的大衆闘争がなければ議論は役に立たない。共産党は、目的においても構成においても、労働者の党とならなければならない」ときびしく実践活動の必要を強調していた。コミンテルンはこの時期において中国における革命の急速な進展に期待し、中国においてもまた、ブルジョア革命を達成し、それを社会主義革命に転化させることが重要とされていた。そのために中国共産党は国民党との合作を指令されていた。「二七年テーゼ」も同じ線にそう内容になっていたのである。


　「二七年テーゼ」の実施は労働者出身の渡辺政之輔を中心とする新中央委員会に委ねられた。彼らは、理論闘争を打ち切って大衆を獲得し、共産主義運動を急速に展開しなければならないという任務を帯びていたのである。非合法の機関誌『赤旗』が創刊されたのは一九二八（昭和三）年二月であった。


　折から、田中内閣のもとではじめての普通選挙が一九二八年二月に実施され、共産党は候補者を立てて選挙に参加した。日本共産党を名乗るわけにはいかないから、合法政党の労働農民党の名で立候補したのである。労働農民党候補者のうち、一一名が共産党員であったが、全員が落選した。しかし、このとき君主制廃止のステッカーが日本共産党の名前で街頭に張り出され、政府は文字通り震撼させられた。同年三月一五日、共産党の第一次一斉検挙が行われ、一五〇〇余名が逮捕された（三・一五事件）。田中内閣が、小川平吉らの強硬な主張によって、緊急勅令のかたちで治安維持法を改正し、罰則に死刑を加えることになったのはその直後のことである。「日本共産党」の名前は、選挙とその後の三・一五事件によって喧伝された。


　共産党は屈しなかった。執行部が逮捕されれば、新しい執行部が再建された。三・一五事件のあとは、市川正一、三田村四郎、鍋山貞親らが執行部をつくり、モスクワに留学していた若手党員を呼びもどして党活動が再建される。だが、一九二九（昭和四）年四月一六日以後、ふたたび検挙の嵐が党幹部をおそい執行部は壊滅する。逮捕を免れた二三歳の東大生田中清玄、二四歳の京大生佐野博を中心に三たび執行部が成立し、三〇年に武装メーデーを指導するが、またとらえられる。以後、モスクワ帰りの風間丈吉、経済学者野呂栄太郎、紺野与次郎、文芸評論から出発した宮本顕治らが、つぎつぎに党中央を再建し、そのたびに逮捕の憂き目をみた。この時期の党活動は、当然のことながら、次第に非合法化され、地下活動に追い込まれてゆく。地下に潜ることは、さまざまの危険と困難をともなうのはもちろん、鉄の規律のもと、執行部の指令には絶対に従わなくてはならない。表向きはサラリーマンの夫妻として、小さな貸家に住み、男は党の仕事をし、女は主婦の仕事をするかたわら、連絡係や党外の同シ情ン者パの援助を頼む役目を務める。党の指令のままに妻の役目を果たす女たちは、ハウスキーパーとよばれ、夫としてきた男がスパイだったと知ったり、自分を警察に売ったことを知るなど、悲劇的な運命に追い込まれることが多かった。一方、男たちは、指令のままに労働者や農民の組織、機関紙の編集、印刷、配布などの業務を行うが、身の危険をつねに警戒し、いざとなれば着のみ着のままで引越さなくてはならない。このような日常をつとめて明るく描いた小林多喜二の『党生活者』は、その明るさのゆえに、かえって、きびしい生活の実情をのぞかせる思いがある。


　党中央といえども、誤りを犯すことがないはずのモスクワの指令に対しては絶対の服従を強いられた。一九二七年テーゼは主張する。日本の「政治権力は封建的要素たる大地主、軍閥、皇室の手中」にあるけれども、ブルジョアジーの力が急速に伸びている。しかし、「ブルジョアジーは、封建的諸要素と多くの差異を有しているにも拘らず、労働者および農民運動に対して彼等と協同して行動しているのである。それ故に日本国家の民主主義化、君主制の清算、現在支配閥の権力よりの駆逐等のための闘争は、かくの如く資本が高度のトラスト化の水準に達した国においては、不可避的（に）封建的残存物に対する闘争が、資本主義それ自体に対する闘争に転化するであろう。日本のブルジョア民主主義革命は急速度に社会主義革命に転化するであろう」。ひらたくいえば、フランス大革命のような民主主義革命をまず行って、それを直ちに社会主義革命に転換させようというのである。それは一九四〇～五〇年代に、毛沢東の中国においてとられた革命のコースであった。


　ところが、一九三一年の「政治テーゼ草案」は、来るべき「革命の推進力はプロレタリアートである」とし、貧農をその「同盟軍」と位置づけ、当面の闘争目標は「金融資本を先頭とする天皇制のブルジョア地主権力の転覆─プロレタリア独裁の樹立」においていた。目標は一段階、プロレタリアによる社会主義革命である。ところが、満州事変勃発後の一九三二年の「テーゼ」は、天皇制の転覆、半封建的な地主の収奪をくつがえすブルジョア民主主義革命を越えなければ社会主義革命は達成されないという二段階革命論にもどってしまった。「天皇制」という言葉は、三一年テーゼにはじめてあらわれたが、三二年テーゼにおいてもっと明白に、第一の戦略目標にかかげられたのである。


　この変遷は、主としてモスクワ内部の権力闘争のなかで生じたようである。当時はスターリンの独裁が確立していく過程であった。二七年テーゼはおもにブハーリンによって作成され、ブハーリンが批判された後に三一年テーゼがサファロフらによって作成されたが、サファロフ批判の後、クーシネンを中心に三二年テーゼがつくられたといわれている。モスクワの内部抗争が日本の党に戦略目標の変更を指示する。わずかに、三二年テーゼ発表ののち、クーシネンが「政治テーゼ草案」について、「若干の同志の、日本の若干の同志をも含めての或る誤謬」──「金融資本」の発達を重視しすぎたこと──の存在を認め、急転換について釈明したのが、日本側にとっての救いであった。それでも、日本共産党は警察の弾圧のもと、組織の連絡も絶えだえの状況のもとで、なお革命のために献身した。その一途な活動の断片は、たとえば次のような非党員の「反戦同盟」のシンパ学生の回想からも読みとられる。昭和六年八月のことである（北山重一「もう一人の『三四郎』」、東大経済学部内『経友』一九九一年一〇月）。







　　「八月の或る日、指令を受けて、御茶の水の聖橋の上で人に会うことになった。私は湯島の側から右掌にハンカチを巻きつけ、相手は神田小川町の方角から同じく左掌に巻きつけて、定められた時刻に橋の中程で出合ったのである。相手は意外なことに女性であった。二十歳代前半かと思われた。


　　我々二人は湯島側の橋の袂の階段を下に降りた。下は川沿いの電車道である。現在の外神田辺りから飯田橋を経て新宿に至る市電角つの筈はず線である。電車に乗って飯田橋で早稲田行きに乗換え、石切橋の電停で降りた。


　　橋を渡って小石川の小こ日ひ向なた台町の高台に上がって行った。閑静な通りを左に曲ると、右側に一軒の仕舞屋しもたやが目指す家であった。木戸の表札には「Ｄ・Ｎ」とあった。私には見覚えがある。築地小劇場の俳優の名である。後年広島の原爆で亡くなった丸山定夫と同じ頃のメンバーである。


　　余談はさておき、木戸の合鍵も玄関の鍵も彼女は持っていた。家の中は勿論無人。


　　我々は直ぐに二階に上がった。六畳程の部屋が一つ、そこには謄写盤と用具一式、インクと用紙も揃えて用意されていた。[image: ]引きの原紙は既に反戦のアジ文が切られたものを彼女が持参していた。


　　私共は早速作業にとり掛った。没頭する内にやがて二人共汗みずくになって来た。何しろ窓が西側にただ一つ、その高窓から西日が差し込んで部屋の中は室むろと云うかまるで温室よりもひどい暑さである。私はワイシャツもズボンも脱いで肌着だけとなり、彼女の方もブラウスとブルマーだけになった。羞じらう風情も無かった。


　　更に作業を続けてどの位の時間が経ったか、漸く刷り上がると風呂敷に包んで銘々が持った。私のぶんには真っ白の用紙を、彼女の方には刷ったアジビラを包んだ。万が一捉まった場合先ず私が捕えられ、その間に彼女を逃がす為の用心である。


　　アジトを出てからの彼女の行動はまことに慎重そのものであった。ポリスボックスのある所は全て暗んじている様子で、私自身は何処をあるいているのか、そしてどこで二人は別れたのかもさっぱり判らなかった。実を云うと私の方は気もそぞろの有様であったから。


　　それでも道みちで二人は若干の言葉を交わしたように思うが、相手が党員なのか或いは女子大生か、それとも劇団員か又はどこかの女子工員なのか正体は全く不明であった。


　　年頃の割りには顔色が冴えず、やや栄養不足の感じであった。碌な食事をしていないのではと思われて、私自身貧しい苦学生であったが持ち合せの五十銭ギザ一枚をカンパして別れたのである。


　　あれから六十年、もとより二度と再び遇うことは無いが、一生の間に只一度の而もまことに重い中味をもつ数時間を共に過ごした相手であった」。





■マルクス主義思想の普及




　一九二七（昭和二）年一一月、モスクワ直輸入の共産党運動に批判的な山川、荒畑らは、雑誌『労農』を創刊した。『労農』の立場は、「マルクス主義は正しいけれども、レーニン主義はロシアの革命運動の特殊な条件にふさわしいものであって、日本には直ちに適用できない。コミンテルンの指導する画一的な戦略、戦術は、運動をかえって衰退させる。各国はそれぞれの条件に応じた運動を展開すべきだ」という発想に立っていた。いわゆる労農派は、このときに結集した山川、荒畑、猪俣津南雄、大森義太郎、向坂逸郎らを中心とするものであった。


　共産党員らは労働運動に食い入り、労働組合評議会を結成したが、やがて結社禁止になると、非合法の全国協議会（全協）を設置して、激しい運動を展開した。しかしながら、事実において共産党の政治的勢力はほとんどゼロに等しかったといってよいであろう。しかし、その存在がクローズアップされたのは、アカデミズムのうえで、あるいはジャーナリズムのうえで、マルクス主義が時代の寵児となったからである。高畠訳の『資本論』は一九二〇（大正九）年に出版され、やがて新潮社から、さらに改造社から出版されたが、増刷が間に合わないほどよく売れた（大森映『労農派の昭和史』三樹書房）。改造社の山本実彦社長はこれに気をよくして、やがて『マルクス・エンゲルス全集』全二〇巻の発刊を発表した。その編集の中心になるのは、東大経済学部助教授（翌年三月辞職）の大森義太郎と、その親友九州大学助教授（翌年三月辞職）の向坂逸郎である。労農派系の学者を揃えて改造社版が出るのに驚いた共産党系のグループは、希望閣、同人社、弘文堂、岩波書店、叢文閣の五社連盟を結成し、同じくマルクス・エンゲルス全集の刊行を企画した。五社連盟の企画は結局一冊も出版されることなく終わったが、世界で最初のマルクス・エンゲルス全集が同時に二つのグループによって企画されたこと自体、当時の若い世代がどれほどマルクス主義に傾斜していたかを示すのに十分であろう。改造社は廉価版の全集を出すことによって十分に利益をあげることができたのである。なお、改造社版は、五年を費やして全三一巻で完結した。ただし、『共産党宣言』だけはついに刊行不可能であった。


　若いインテリたちは、直接運動に参加するかどうかは別として、ほとんどすべてがマルクス主義の洗礼をうける結果となった。以後、戦時、戦後の官僚や財界人は、学生時代にマルクス主義の洗礼をうけ、資本主義に対する批判的な思想にある程度の理解と共鳴を覚えつつ、それぞれの業務に従事したのであった。たとえば戦時中の計画経済を指導した稲葉秀三、毛里英[image: ][image: ]、迫水久常、美濃部洋次らはすべてこの世代であり、戦後の財界活動で大きな足跡を残した湊守篤などは大内兵衛のゼミナール出身であった。


　その雰囲気は、やがて文学や演劇などの方面に浸透していく。いわゆるプロレタリア文学の勢力が強まってくるのは大正一〇年代からのことで、葉山嘉樹、小林多喜二、徳永直らの作品が総合雑誌の誌面を毎月飾るようになっていく。


　すでに述べたように、関東大震災の直後に東京・築地につくられた築地小劇場は、小山内薫、土方与志の二人を指導者として、西欧の近代劇を上演することを目的とした。しかし、その内部から左翼運動に走る者が続出し、脱退してプロレタリア演劇に走った者に千田是也、小野宮吉ら、多くの名をあげることができる。一九二八（昭和三）年一二月に小山内が急逝して後は、土方自身が急激に左傾してゆき、劇団は「左翼劇場」と「新築地」に分裂したが、築地小劇場は左翼演劇の本拠になってしまった。小作争議や労働争議の芝居、「西部戦線異状なし」のような反戦劇が上演される一方、労働争議の現場に、五、六名の俳優がトランクを下げて乗り込んでゆき、寸劇やシュプレッヒ・コールを行って声援するようなことはあたりまえになっていた。日本の時代映画でさえ、かなりはっきりと左翼的な思想を匂わせる「傾向映画」が出現した。


　いわゆるプロレタリア芸術を代表するものとしていまも読み継がれているのは、小林多喜二の『蟹工船』や葉山嘉樹の『海に生きる人々』などの労働者生活と労資対立を正面から扱ったもの、小林の『一九二八・三・一五』や『党生活者』のような共産党運動そのものを描いたもの、共同印刷の争議に参加して解雇された徳永直の体験から生れた『太陽のない街』など、一連の作品がある。いまこれらの作品を読んだ感想は、率直に言って時代離れの感じは否めないが、同時に、その作者たちのひたむきな運動への熱情だけは生き生きと伝わってくる。若かった宮本顕治が芥川龍之介を批判した「『敗北』の文学」を書いたのもまたこの時代であった。







■陸軍内部の新動向──エリートたち




　一九二〇年代がデモクラシーと社会主義だけで彩られると考えるのは早計であろう。この時代は確かに軍縮の時代であり、陸海軍の地位は相対的に低下した。それはたとえば財政支出の中に占める軍事費の低下や、師団数や艦船保有量の削減や、軍人に対する尊敬の念が薄れたことなどからも明らかである。とはいえ、軍の内部に新しい勢力が台頭したことは見逃せない事実であった。陸軍の内部にもいくつかの新潮流が生じつつあった。その第一は国家総動員思想の台頭である。


　第一次世界大戦はヨーロッパ主要国の国力を傾けつくす大戦であり、従来とは異なって、第一線の軍事力だけではなく、国内の経済力もすべて戦争に集中されたし、前線のはるか背後にある都市も空襲の被害を免れがたかった。そのことから、陸軍内部において「国力を戦争に向けてすべて動員しなければ、今後の戦争には耐えられない」という「国家総動員」の思想が生じたのはむしろ当然であった。一九一八（大正七）年に軍需工場動員法が制定され、戦時においては、工場、鉱山等を管理・使用・収用することができると規定されたのは、その目的のためである。この法律は陸軍の強い希望によって成立したが、折から大戦は終結し、平和ムードが強まるなかで、その実施に関する法律は日中戦争がはじまった一九三七（昭和一二）年まで制定されず、事実上空文になっていた。


　原内閣時代の一九一九（大正八）年には国勢院が創設され、その第一部においては国家総動員計画を取り扱い、第二部は内閣統計局を吸収して国勢調査をはじめとする統計調査を所管することとなった。しかし、ワシントン条約の成立後の一九二二年、国勢院は行政整理のために解体され、その第一部はいったん消滅し、統計局だけが独立機構として存続する結果となった。陸軍の不満は著しく、一九二七（昭和二）年、新たに資源局が創設された。資源局は軍需動員のための期間計画の立案を取り扱うこととなり、陸海軍の軍人が背広を着て事務官として勤務することになった。その業務は戦時における資源充足の計画を立案することであって、以後二年にわたって五カ年の期間計画が立案された。また、あまり知られていないことだが、一九〇九（明治四二）年以来行われていた工業統計が、二九年以後は資源局の所管する資源調査法によって行われることになり、工場の設備やレイアウト等までが個別に申告され、戦時における利用計画の資料とされることになった。このような一連の事実は、平和と軍縮に彩られた二〇年代において、一部の少壮軍人たちが戦時に備えての準備を進めていたことを物語っている。


　陸軍の動向の中心になったものは、当時佐官クラスであった比較的若手の軍人であった。後に首相となった小磯国昭は、第一次大戦中の少佐時代に参謀本部において『帝国国防資源』と題する小著を編纂し、日本の軍需資源の賦存状況とその入手についての検討を試みている。ドイツにおいて国家総動員計画をもっとも本格的に調査したのは永田鉄山であった。永田の報告に基づいて、第一次大戦の教訓を日本において具体化しようとしたのも、軍事的な立場から経済・社会の「統制」を志向したのも、永田以下の世代であった。


　ところで問題は、この時期の陸軍将校である。満州事変から太平洋戦争にかけて指導的な役割を果たした陸軍の組織と将校たちについて、ここでややまとめて述べておきたい。陸軍は中央に陸軍省と参謀本部（以下には省部という）をもち、一九二六（昭和元）年当時、全国に二〇師団を配置していた。その中心となるものは陸軍士官学校出身の将校である。将校の養成は、旧制の高等小学校もしくは中学校一年で陸軍幼年学校に入校し、士官学校に学び、見習士官としての隊付期間を経て、連隊に勤務するところからはじまる。幼年学校の教育は、軍隊同様、内務班に起居を共にして、学科と術科が並行して進められる。語学は独仏露の三カ国語に限られ、英語は教えられない。英語は中学校を卒業して士官学校に入校する者があるので、それで十分と考えられたのであろう。けれども陸軍の主流を占めるものは幼年学校出身者であったから、そこからドイツ崇拝・英米軽視の風潮が陸軍のなかに植えつけられる結果になった。


　将校に任官し、連隊付きとなった後も、歩兵学校、砲工学校、通信学校、戸山学校などで随時専門の再教育をうける機会が与えられる。彼らは原則として、最初に配属された部隊にあって兵の教育に当たり、実兵指揮官の道を歩む。その隊付若手将校の中から、厳重な試験を経て陸軍大学校への入学者が選ばれる。大学校出身者のみが、陸軍省や参謀本部の要員、あるいは海外勤務、師団旅団の参謀等となって、エリートの道を進むのである。


　陸大受験の資格は、士官学校卒業後、一定の年限の者に限られ、三年間の教育をうける。大学校の教育内容は語学のほかは戦術ばかりが中心で、人文科学や社会科学を欠き、その知識はきわめて偏っていた。陸大卒業時の成績で将来のポストが定まり、軍人としての一生を支配する。陸士卒業だけの将校は普通は佐官止まりであるが、陸大出身者は先輩を抜いて昇進し、将官の地位がほぼ約束されていた。胸に天保銭と呼ばれる徽章をつけ、急行列車で栄達の道を歩む陸大出身者と、無天組といわれる一般将校の差別があまりにもはっきりしていたから、そこに反目が生ずるのもやむをえないところであった。


　陸大出身者の中にも不満は募っていた。その最大のものは長州閥支配への反感である。山県有朋が終身現役の元帥としてにらみをきかし、後輩の桂太郎、寺内正毅、田中義一らを首相、陸相に据えて軍政の中心を押さえた結果、他地方の出身者の昇進にはおのずから限度があった。明治期には長州閥に対抗するものとして大山巌、川上操六らの薩州閥があったが、この時期には薩摩出身者は上原勇作があったのみで、佐賀、大分等、九州の出身者を加えて第二の派閥を形成していたけれども、長州の支配力には遠く及ばなかった。東条英機の父・英教は、秀才のほまれが高かったにもかかわらず、盛岡の出身だったために中央の要職に就くことができず、少将で退役を余儀なくされた。東条英機の藩閥への反感は、幼い日から培われたそうである。


　第一次大戦後、陸大出身のエリート将校は軍事研究にヨーロッパに旅立った。一九二一（大正一〇）年一〇月二七日、陸士一六期の永田鉄山、小畑敏四郎、岡村寧次の三名がドイツのバーデンバーデンに集まり、派閥の解消、人事の刷新、軍事改革、総動員体制について協議して意見が一致し、翌日には一期下の東条もこれに加わった、と岡村は記している（高橋正衛『昭和の軍閥』中公新書）。ここでいう「派閥の解消」が伝統的な長州閥支配の解消を意味していたのは当然である。また「人事の刷新」とは、彼ら若い世代が陸軍省部中央の要職を占めることを意味していたであろう。彼らはまだ少佐であったが、一〇年後の陸軍の中枢をおさえることを考えていたのである。


　それからの数年の間に、バーデンバーデンの密約は次第に実現に向かった。藩閥中心人事の改革は、具体的には陸軍大学校に長州出身者を入校させないようにしてその勢力を削ぐことからはじまった。陸軍大学校の教官となる者は永田の世代であったから、それも可能であったのである。また帰国した永田ら四名は、陸士一五期から一八期の陸大出身者の一部を集めて「二葉会」をつくり、渋谷のレストラン「二葉亭」に会合した。これには河本大作らも加盟した。張作霖爆殺事件の際、河本をかばい、軍法会議の処断を回避するために岡村寧次らが活発に運動したのは、彼らの結束を物語る事実である。それより一世代若い鈴木貞一、石原莞爾、横山勇、根本博、坂西一良、土橋勇逸らがのちに「一夕会」と名づけられた定期的な会合をもつようになったのは一九二八（昭和三）年八月ころからであった。はじめは戦術の研究会のはずであったが、やがて永田鉄山が顔を出すようになり、毎月一回の会合で満州問題などが活発に論じられた。以後、陸士一五期から二五期までの秀才たちがこのグループに加わって中堅エリートたちの結合が成立したのである。


　その会合の目的は次の三項であると土橋は聞かされた。一つ、現在の陸軍人事は公正でないから、これを公正ならしめて、重要なポストにわが党の士を配置し、力強く仕事をしていく。二つ、満州問題を解決する。三つ、この会合は林銑十郎（八期）、荒木貞夫（九期）、真崎甚三郎（九期）の三将軍を守り立てて強力に国事を推進する（土橋勇逸『軍服生活の思い出』）。


　中心人物はやはり永田、小畑、岡村の三名であったが、メンバーからは長州閥、宇垣閥、石川県出身者、大分県出身者を排除し、また幼年学校を出ていない（中学校出身）者も鈴木貞一、岡田資以外は加えられなかった。昭和前期の日本の運命を支配した陸軍将校の勢力は、このようにして結集されたとみてよいであろう。若くして死去した者を別にすれば、彼らのほとんどは陸軍の中心に位置し、太平洋戦争期の日本を支配したのである。







■青年将校運動




　エリートグループよりもはるかに若いいわゆる「青年将校」の動向も次第に活発になっていった。いかに世間から隔離された幼年学校や士官学校に学んでいるといっても、この時代の嵐のような社会思想や社会運動に無関心でいられるわけはない。二・二六事件に関係した佐々木二郎は、市ヶ谷上の士官学校生徒時代を次のように回想する。







　　「日英同盟破棄、ワシントン会議、関東大震災、虎の門事件、第二次護憲運動、軍備縮小、普選、治安維持法公布など、内外多事の時代で、これらの影響は無視できぬものがあった。（士官学校生徒の中にも──引用者）北一輝、大川周明に接近する者、修養団（平沼騏一郎、竹内賀久治らの指導する右翼思想団体）に入る者もあれば、日曜下宿で軍服を私服に着替えて労働者の行進の中に紛れ込む者もいたようだ。私は山田（洋）、磯部（浅一──二・二六事件の首謀者の一人）とよく土曜の夜、構内を散歩し、脚下を走る自動車の台数を数え、その燃料はどこから来るか、石油のない日本の将来はどうなるか、ワシントン会議の結果はどうなるか、東京という大都会に住む人々は何で生活できるのか、貧窮に悩む農民はどこへ行くのかなど、よく話題になった」（佐々木二郎『一革新将校の反省と磯部浅一』芙蓉書院）。







　青森の歩兵第五連隊に配属された末松太平は、少尉になったばかりの大岸頼好から国家革新思想を吹き込まれた。二年先輩の大岸は士官学校時代、社会主義、共産主義、無政府主義混在時代の社会主義者の会合に出席して学校の問題になったり、見習士官時代、兵隊が敬礼すると「そんな価値はないから敬礼しなくていいよ」といったり、兵隊に敬語を使って練兵をしたりしていたらしいが、やがてマルクスから本居宣長に転向したのである。大岸は末松らに西田税みつぐや北一輝や画家の木村荘八などを訪ねるように勧めた。末松が北の『国家改造法案大綱』に感激したのはその訪問の後であろう。末松はその後も友人を誘って北、西田を訪ね、士官学校の中に国家革新の同志が形成されていく。こうして陸士三七期から三九期のグループには北や西田の影響を受けた者が多くなった。卒業して任官し、全国の連隊に散っていった彼らの多くは、その後革新運動に深入りすることはなかったが、少数はその情熱を持ち続け、革新運動の火種をつくっていったのである。


　西田税は秩父宮と同期の陸士三四期生で成績優秀であったが、病気のために予備役となり、北一輝や大川周明のグループに加わり、後に北と大川がたもとを分かった後は北との関係が深まった。北から『国家改造法案大綱』の版権を委ねられて復刻し、軍隊内部での普及に努めたのは西田であった。西田に連れられて北を訪れた末松は、北から「軍人が軍人勅諭を読み誤って政治に没交渉だったのがかえってよかった。おかげで腐敗した政治に染まらなかった。いまの日本を救い得るものは、まだ腐敗していないこの軍人だけです」といわれて感動する。「軍人勅諭を読み誤って」というのは、明治天皇の軍人勅諭の一節に、軍人たるものは「兵力の消長は是国運の盛衰なることを弁わきまへ世せい論ろんに惑はず政治に拘らず只々一途に己おのれが本分の忠節を守り」という部分に関している。ここで「政治に拘らず」とは、「政治に関係することなく」ということであるが、北は一流の強弁によって、「現実の政治はどのようであろうとも」、ないし「現実の政治から独立して」という意味なのだと説き、軍人の革新運動への参加をそそのかしたのであった。


　病のために軍隊を退いた西田が、自宅にあってガリ版刷りの「天剣党規約」なるものをつくり、同志のリストを添えて全国に発送したのは一九二七年七月のことである。国家改造の秘密結社を組織し、『国家改造法案大綱』を教典として実行するという規約に同志のリストまで添えて全国に発送するというのは、まことに軽率で児戯に類した話である。末松は、西田はそんなことでもしなければいられないほど寂しかったのであろうと推測している。末松らは、この西田の行動にあきれて一時関係を断つが、やがて満州事変の前ごろからふたたびその関係が蘇ってくる。


　以上から知られるように、陸軍の内部には、省部の中堅にすわり、国政を自分たちの望む方向に引っ張っていこうとする一部のエリート将校たちと、北一輝の改造法案大綱に基づく国家改造を意図する若い隊付将校との、二つの「革新」グループがあった。国家改造を目的とする限りでは、両者はあまり差がないようにみえる。しかし、実際の距離は想像以上に大きいものがあった。地方連隊の若い将校たちが、昭和初期の貧農出身の兵に接して、その家庭の苦しみに同情し、ラジカルな手段を用いてでも社会改造を行おうとしたのに対し、エリート将校たちはむしろ、省部を掌握して、合法的に軍国的な政治体制の樹立を意図したのである。そのために、上級者たちは青年将校が指揮系統を無視した非合法行動に出ることに対して厳しく批判的であった。陸軍内部の反目は、やがて昭和史のうえで重要な役割を果たす結果になっていくのである。


　




６　世界恐慌下の社会







■ロンドン海軍軍縮条約の波紋




　田中内閣のあとを受けた民政党の浜口内閣は、一九二九（昭和四）年の年頭に民政党が発表した十大政綱をその政策としてとりあげた。もっとも緊急なものは、翌三〇年初頭に迫ったロンドンにおける軍縮会議への対処であった。いま一つは、数年来、懸案になっていた金解禁を行って金本位に復帰するという方針であった。金解禁問題は世界恐慌および昭和恐慌と結びつけて後に述べるほうが便宜なので、まずロンドン軍縮条約をとりあげよう。


　すでにみたように、ワシントン会議においては海軍主力艦の軍縮が決定され、英米五に対して日本は三、六割の保有が認められていた。しかし、当時の海軍部内にあっては、「太平洋を侵攻してくるアメリカ艦隊に対抗するためには、最低七割の兵力がなければ勝算はない」とする意見が定説になっていた。ワシントン会議当時は加藤友三郎海相の声望によってこの批判は抑えられていたけれども、加藤が首相となり、死亡した後、海軍部内においては、ワシントン条約は英米への屈伏である、一九三〇年における補助艦に関する協定においてはぜひ対米七割を確保すべきである、との主張が強まっていった。その一方で、海軍部内においても、加藤友三郎の考え方を受けついでいる者も少なくなかったし、浜口以下の民政党幹部も、西園寺を中心とする宮廷グループ──牧野伸顕内大臣、鈴木貫太郎侍従長らも、対英米協調の立場から、比率にこだわることなく、協定の成立を望んでいた。


　海軍における七割の主張の中心となったのは、軍令部長加藤寛治、軍令部次長末次信正らであった。軍令部は御前会議を開いて補助艦合計で対英米七割の比率を確保すること、大型巡洋艦の保有量を対米七割とすること、潜水艦の現保有量（七万八〇〇〇トン）確保のいわゆる三大原則を決定するように要求したが、西園寺は、外交交渉の際に譲れない一線をあらかじめ定めることはよくないとして、御前会議の開催を認めなかった。訓令は対英米七割となっていたが、事実においては譲歩の余地を意識していたのである。


　ロンドン会議の全権は、さきの首相若槻礼次郎、海軍大臣財部たからべ彪たけし、駐英大使松平恒雄（のちに駐ベルギー大使永井松三が参加）であった。軍縮交渉は一月から開催されたが、果たせるかな、日本の七割要求に対しては英米からの強い批判があった。しかし、アメリカのリード上院議員と松平大使の辛抱強い交渉の末に、三月一二日、若槻は米代表スティムソンを宿舎に訪ね、六割九分七厘五毛というきわどい水準で、七割の目標がほぼ達成される数字がまとまった。この案のミソは、大型巡洋艦の対米比率を対米ほぼ六割に抑えるが、アメリカ側は保有可能な一八隻のうち三隻の起工を一九三三年以後とし、条約の期限である一九三五年までは、日本が対米七割以上を確保するという苦心の妥協案であった。首席全権若槻は自ら電文を作成し、これ以上の成果は望めないので、この水準で妥結したいと東京に打電した。ただし、海軍側には、容易ならぬ不満があった。日本の要求する潜水艦の保有量は大幅に削減されており、大型巡洋艦の保有量も長期においては対米七割から六割に下がることになっていたからである。しかし、浜口内閣では、浜口首相が海軍大臣事務管理を務めていた。浜口は条約成立を希望する天皇の意向をよく知っていたから、「作戦用兵上軍令部長として責任は取れません」という加藤軍令部長の反対意見をも聴取したうえで、政府の責任で妥協案を承認し、調印するよう訓令を発したのは四月一日のことであった。過去の軍縮会議においても、明治憲法第一二条によって、条約上の兵力量を決定するのは、海軍省を含む政府の責任とされていたから、軍令部の意見は参考にすればよいと考えられてきたのであって、正規の手続きがふまれていたのである。


　ロンドン条約はこのようにして締結されたが、末次軍令部次長は、新聞記者に反対の趣旨を述べて印刷物を配布して問題を引き起こした。ロンドンにおいても、海軍側の随員は激しく反対し、日本全権団のホテルの雰囲気はただならぬものがあった。随員であった賀屋興宣（大蔵省主計官）は、ホテルで何人かの海軍将校と酒を飲むうちに、殴り合いをしたらしく、部屋に戻ってみたら鼻血を出していたという思い出を語っている。強硬な随員団の中には山本五十六も含まれていた。ともあれ、浜口内閣は海軍の要求を抑え、対英米協調の幣原外交路線を貫いた。しかし、この結果、国内では大きな政治的波乱が起こった。野党政友会と海軍の強硬派とは結束して、政府が軍令部の意に反して条約に調印したことは、明治憲法第一二条に含まれている統帥権を政府が侵害したことになるという、激しい批判を展開したのである。


　また海軍部内においても、この条約が批准されないようにしようとする動きが活発化した。すなわち、この条約が軍事参議院会議に付議されたとき、議長をつとめた東郷元帥は、加藤や末次の説を吹き込まれて批准反対であった。そこで、天皇に対する奉答文の原案には、この条約の結論では「兵力に欠陥を生ずる」という一文が付け加えられていたので、そのままでは条約の批准は不可能になる形勢も生じた。結局、「欠陥を生ずる」が、軍縮条約の枠外である航空兵力その他を増強することによって「国防用兵上略ほぼ支障無きを得る」と結論づけることによって、軍事参議院会議の了承をとりつけることができるまでには、岡田啓介大将ら海軍上層部において多くの根まわしと妥協とが必要であった。加藤軍令部長も財部海軍大臣も辞職することによって、東郷元帥以下の了承をとりつけるという非常手段がとられたのである。


　条約の批准のためには、さらに枢密院の議を経なければならない。枢密院においては、政友会と結託した伊東巳代治、金子堅太郎ら、反政府的な顧問官の策動があり、審議は難航した。とくに軍事参議院会議の奉答文を示すようにという要求を政府が拒否したことから、論議は難航し、いまにも内閣は倒壊するとウワサされるほどであった。このとき、西園寺は政府に対し、あくまで枢密院が反抗するようなら、枢密院の議長、副議長を罷免してでも、この条約を成立させるようにと強く働きかけ、浜口首相もその決意を固めたため枢密院が折れて、批准しかるべしという結論が導かれたのは、同年の九月であった。


　浜口内閣はその政策の第一をこのようにして貫徹したけれども、「統帥権干犯」というキャンペーンのために、軍部、在郷軍人、右翼などの内閣批判は激しくなり、同年一二月、浜口首相は、右翼の佐郷屋留雄に東京駅において狙撃されて重傷を負い、療養に専念しなければならなくなったため、幣原外務大臣が臨時首相代理を務めることになった。


　海軍部内も、この波乱のために、二つの派閥が生じた。条約を推進するいわゆる条約派と、条約反対の艦隊派である。条約派とみなされた海軍次官山梨勝之進、首席随員左近司政三、軍務局長堀悌吉は間もなく現役を退かされ、海軍の主流は以後、加藤、末次らの人脈である艦隊派の握るところとなった。このため、以後の海軍の軍縮はもはや望めないことになったのである。







■金解禁と昭和恐慌




　浜口内閣が成立したとき、民政党はその政策としてかかげてきた金本位への復帰（金解禁）の実施に踏み切り、大蔵大臣にはとくに党外から井上準之助が起用された。日本銀行出身で、横浜正金銀行頭取や日本銀行総裁を長く務めた井上は、日銀の先輩高橋是清に信頼され、つねに経済界に波乱を起こさない方針をとってきた、財界の信用の厚い人物であった。金解禁についても、井上は時期尚早を主張し、入閣直前の一九二九（昭和四）年六月当時にも、いま解禁するのは、「肺病患者にマラソンをさせるようなものだ」と公言してはばからなかった。その井上が金解禁を意図する浜口内閣に入閣したことは、世間一般の意外とするところであった。事実は、浜口雄幸、安達謙蔵ら民政党の幹部たちが、やがて内閣組織の場合、金解禁を実施することを考えて、ひそかに井上に連絡し、内諾を得てあったのである。当時の井上は、政治家への転身を決意し、この難事業を成功させることによって、将来の首相の地位をかちとりたいと考えていたものと思われる。また、金解禁が避けられないとすれば、自分以外にはこれを成し遂げられる者はないという自負心を抱いていたのかもしれない。蔵相となった井上は、準備のない解禁は危険であるが、準備のうえで実行するのなら金解禁にともなう不況を招くおそれはない、自分はその準備を行うと明言して、金解禁に向けて経済政策を大胆に変更した。その一つは、横浜正金銀行に指示して、意識的に為替レートを旧平価に近づける方針を進めることであった。一九二九年第二・四半期には一〇〇円につき平均四四・六ドルであった対米レートは、第三・四半期には四六・五ドル、第四・四半期には四八・五ドルと急激に上昇を続けた。井上はまた、日本銀行に内命して、金利を高目に誘導し、金融を引き締めるようにさせた。その一方で、実行予算を組んで財政支出を約九〇〇〇万円削減して、一六億八〇〇〇万円とした。削減の対象は主として公共投資であって、折から進められていた国会議事堂、警視庁などの建設工事をはじめ、鉄道の新設などは全面的に中断された。官吏の減俸も企図されたが、これは司法官や中堅官吏が反対運動をおこしたりして挫折を余儀なくされた。反対の先頭に立ったのは、商工事務官岸信介である。なお減俸政策は、結局二年後の一九三一年には実現をみた。一方、井上は消費節約、国産品愛用、産業合理化を訴えて全国を遊説した。この傾向をみて国内の卸売物価は一九二九年後半に五ポイント方低落し、株価指数は一〇ポイント、綿糸相場は一三ポイントの低下を示した。銀行、会社の計画資本（新設増資、社債発行等）は、同年第二・四半期の約四億円から第四・四半期の八六〇〇万円に落ち込んだ。物価も低落の方向に向かい、二九年後半は不況の色が濃くなった。この不況は世界恐慌の影響がまだ表面化しないうちのことで、いわば「金解禁準備不況」であったから、井上財政のもたらしたものとみることができる。逆にいえば、貿易赤字の状況のもとで、むしろ円レートを切り上げて金本位に復帰しようという計画を実行に移すためには、思い切って国内需要を収縮して物価を引き下げ、輸入を削減し、輸出ドライブをかける以外には手段はない、と井上は考えていたにちがいない。


　金本位への復帰については、このときまでに激しい論争が繰り返されていた。経済学者や経済ジャーナリズムの大勢は、伝統的な教科書通りの考え方に従って、一も二もなく金本位に復帰すべきだというのであった。三井、三菱など、大銀行の首脳も、海外投資の便宜などを考えて、金解禁に賛成であった。いわゆる新平価解禁論者として、石橋湛山、高橋亀吉、小汀利得、山崎靖純ら、いわゆる新平価解禁四人男をはじめ、少数ながら旧平価解禁に反対するグループの存在は無視しえないものがあった。石橋、高橋らの議論はケインズの『貨幣改革論』や「チャーチル氏の経済的帰結」などに基づいて、インフレーションが好ましくないにせよ、デフレーションもまた好ましくない、物価水準は安定させるべきものであり、もし金本位に復帰するのなら、現実のレートに見合うように円の金価値を切り下げるべきだ、というのであった。当時の重工業、化学工業等、国際競争力の弱い産業の経営者たちも、口にこそ出さないが同じ考えであったであろう。高橋是清もこの時期の談話のなかで、金解禁を行うためにもっとも必要なことは、産業の国際競争力を強化して、国際収支の均衡を回復することであり、その努力なしに金解禁を急ぐことには反対の意向を表明していた。鐘紡の社長であった武藤山治は、大正末期には即時旧平価解禁論であったが、石橋らの説を聴いて新平価解禁論に転向し、論陣を張るようになった。東京海上火災専務の各務かがみ鎌吉も、「金解禁の弁」の一文を『ダイヤモンド』誌にのせて、金解禁による不況はおそらく三年ほどは続き、社会不安を引き起こすだろうという見解を表明していた。しかし一般には、井上の金解禁政策はむしろ経済政策の正道であるという見解が支配的だったのである。


　井上はそれと同時に、ロンドンとニューヨークにおいてクレジットを設定し、必要に応じて一億円の引出しを契約し、その一方、横浜正金銀行に命じて、ロンドンにおいて約三億円の在外正貨を蓄えた。こうして一九三〇（昭和五）年一月一〇日、金解禁が実施されたのである。







■農村の不況と都市の失業




　ところが、一九二九（昭和四）年一〇月二四日、ニューヨークの株式の暴落をきっかけとして世界恐慌が勃発した。アメリカの景気はその年の初夏をピークにして反落に向かっていたが、金融の逼迫から株価の暴落が発生したのである。しかし、この恐慌が以後四年余りも続く未曾有の不況の序幕になろうとは、当時何人も予想しえなかった。日本でも、恐慌の発生により欧米の金利が低下して日本の資金の流出が抑えられるから、金解禁には好都合だと考えられていた。


　しかしながら、恐慌はたちまちヨーロッパに波及した。一九二八年以来、アメリカの株高が進むにつれ、アメリカの資金がヨーロッパから回収されていたから、ヨーロッパでは金融が逼迫し、不況の色が濃くなりかけていたのである。世界の物価はつるべ落としの惨状を呈し、貿易は急激に縮小した。このために、金解禁のための緊縮政策と海外からの不況とが重なって、日本の恐慌は異常な激しさを呈したのである。その状況は第１－２図の物価指数、輸出等の規模によって知られるであろう。卸売物価は一九二九年から三一年までに三割以上、横浜の生糸相場は同じ期間に約半分、株価は約三割の下落を示した。
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　とくに不況が著しかったのは農村であった。農家所得はこの三年間に半額以下に落ち込んでいる。当時の農家の現金所得の柱であった繭価は、ニューヨークの生糸相場の下落にともなっていち早く落ち込んだ。米価の落込みはやや遅かったが、一九三〇年が豊作であることが明らかになると、急に低落し、そのために三一年には農家所得が急落したのである。当時の内務省社会局の調査「農山漁村に于ける生活困窮状況」（昭和七年八月）によれば、農村、漁村、山村の生活状況は、地域的にみれば東北地方の困窮がいちばん甚だしく、東海道より西ではその度合いはやや緩和されるが、山陰地方がまた惨状を極めているといわれた。とくに困窮の甚だしいのは自給自足が不可能な山村であって、農産物の値下がり、繭価の下落、労働需要の減退等のために「住民はほとんど糊口に苦しみ、米を食するを得ずして、アワ、ヒエ等を常食とするの状態なり。漁村の窮乏は山村に次ぎ甚だしく、漁獲物の価格低落、近年の天候不良による不漁等のために、ひいては魚族の乱獲をなしたる結果、その禍根を将来に残すがごとき事態を招きたり。しかもそのうえ、農漁山村の負債の逐年的増加、金融の拘束等、農漁民の生活を脅かすもの枚挙にいとまあらず」とされている。


　一例として青森県の状況をみれば、一九二四（大正一三）年以来、数度の凶作があったために、極度の生活脅威を受け、ほとんど再起を望みがたいといわれるほどの困窮状況にあった。一戸当り約七〇〇円程度の負債を抱え、消費水準は極端に落ち込んで、同県南部においては、コメ、アワ、ヒエ等の混食および馬鈴薯、ソバ、豆腐粕、豆粕などの混食をみるとされている。家庭貧窮のため子女の前借（身売り）をした者は、一九三一年において二四二〇名、三二年五月末日においてすでに一五〇三名という数字があげられている。「これら子女の前借により目前の負債の重圧を逃れんとする農家の苦境は真に想像するに余りありというべし」。


　この種の事実は各県において共通であるが、もう一つ、島根県の例をあげておこう。県下随一の養蚕村であった八束郡八束村の場合、好況期には繭だけで一年一〇〇万円の収入があるとされていたが、現在（一九三二年）においては二〇万円に満たず、住民の負債はかえって一〇〇万円、一戸当り一〇〇〇円に及び、その四分の一は勧業銀行等からの低利資金であるが、四分の三は普通銀行あるいは個人の高利貸しからの借金であった。税金の滞納は二万五〇〇〇円に及び、その整理の見込みは全く立たないので、生産された繭まで差し押さえられてしまう状況であった。


　窮乏したのは農村ばかりではない。製造工業の分野でも打撃は著しく大きかった。代表産業であった紡績業ですら、急に製品価格が低落したために赤字に転落するものが多く、六大紡の一つであった大阪合同紡は、創立者でワンマン社長であった谷口房蔵の死去の後、東洋紡と合併せざるをえなくなった。良好な労使関係を誇っていた鐘紡においても、大戦以来支給されていた臨時給与をカットしたために未曾有の大ストライキが勃発した。他産業の不振は推して知るべし、たとえば鉄鋼業などでは、各企業がいずれも数年続きの赤字を背負い、役員の給与はほとんどゼロに等しいといわれるありさまであった。日本鋼管の場合、一九三一年当時の正規従業員は三〇〇名程度に落ち込んでいる。機械工業も打撃のもっとも著しい分野であって、倒産するものが相次いだ。その結果、失業者が増加したことも当然で、内務省の「失業状況推定」によれば、失業者数は二九年以後、三二年までに一九万五〇〇〇人増加して四八万九〇〇〇人に達したといわれる。しかもこの数字は特定の工業地帯のみを対象とする調査であるから、その実態はもっと深刻であったと考えてよいであろう。


　この時期の不況を一言で特徴づければ、価格恐慌であったということである。第１－２図にみたように、すべての価格がそれぞれ大幅に下落して、平均すれば約三割落ち込んだ。しかし、生産量は減少せず、むしろ若干強含みの感じであった。そのために、後年のＧＮＰの推計は、名目ＧＮＰの大幅な下落と実質ＧＮＰの若干の下落、以後の急上昇という、特徴ある動きを示している。アメリカと比較すれば、アメリカでは名目、実質、ともにＧＮＰが相当の下落を示している。その点からみれば、日本の不況はなお軽かったという議論も成り立つかもしれないが、同時に、日本においては大企業の寡占による支配力がいまだ強いものではなく、生産を調節し価格を支持する力がなお弱かったことを反映しているとみることもできる。







■恐慌対策と新産業




　不況に対して、もちろん何の対策も打たれなかったわけではない。しかし基本的には、財政支出による公共事業を拡大して失業者を吸収すべきだという要求に対して井上蔵相は、この種の政策の効果は一時的にすぎず、恒久的な成果をあげえないとしてこれを拒否した。そこで考えられた政策が産業合理化運動である。


　一九二〇年代において、アメリカにおけるテーラー・システムやフォード・システムは生産の流れをスムーズにし、大量生産によるコスト・ダウンが展開された。ドイツにおいても同じく合理化が叫ばれ、工業製品の規格を統一し、作業工程の改善、作業時間のムダを省くタイムスタディなど、あるいは経営組織の改革等々が、着々と実現された。ドイツにおける合理化のもう一つの特色は、トラスト化とカルテル化によって、産業全体の協調のもとに発展を図ろうとする動きがみられたことである。合同製鋼株式会社のフェラインニクテ・シュタールベルケ・ＡＧは製鉄企業七〇社を統合し、クルップ以外の主要製鉄会社を合同することに成功した。化学工業においても、六つの大企業の合併によってＩＧが成立している。合同のほかにカルテル化が重化学工業を中心に進められ、生産量の八〇％以上を占める企業がカルテルのもとに統合されるという結果になった。当時のマルクス経済学者たちが、独占資本の成立を強調し、産業と銀行の癒着・結合としての金融資本を重視し、カルテルやトラストを分析したのは、このような事実を背景とするものである。この時期のドイツにおいては、この種の独占体の支配力が有効に機能して生産を調節すれば、恐慌を未然に回避することができるという「カルテル新学説」が学界を風靡していた。


　商工省のもとに産業合理化の旗振り役として「臨時産業合理局」が設置されたのは、一九三〇（昭和五）年六月のことであった。同年一月には、「臨時産業調査会」が財界のリーダーと政治家、官僚を集めて組織され、経済の統制を審議した。同年一二月の審議会の答申は次のようである。「わが産業界の極めて無統制なる実情にかんがみ、……まず生産者に重点を置き、その同業者の組合団体または協定によるを適当とする」。すなわちカルテル化を勧めているのである。しかし、それだけではなく、現行法の改正のみではなお不足なので、新法制定がとくに必要であると述べていた。


　この答申に沿ってつくられたのが、「重要産業統制法」である。この法律の中心点は、カルテル政策を一般化したものであった。すなわち、政府の指定する重要産業（紡績、鉄鋼、セメント、製糖、製粉、製紙、カーバイドなど）に属する企業の二分の一以上が加盟してカルテルを結んだ場合、政府に届け出ること、その加盟企業の三分の二以上が申請した場合には、カルテル未加入のアウトサイダーにもその統制を及ぼすことができる、というのであった。カルテル未加入企業にもカルテルの決定に服せしめるというのは、企業の自由を否定するものである。たしかに当時の産業にはそれぞれ有力なアウトサイダー企業があり、カルテルの統制力はしばしばかき乱されて、実効があがらない事例が多かった。この新法律は、この抜け穴を否定しようとしたのである。実際に強制カルテル条項が発動された例はなかったが、この条項があるだけで、アウトサイダーの活動は規制された。その意味でこの法律は、昭和恐慌のもとにおける重化学工業の危機を支える役割を果たしたといってよいであろう。


　以上はこの法律の第二条の規定であるが、いま一つ、最近注目されているのは、この法律の第三条、すなわち、カルテルの規制によって価格等が不当に高められたり、供給が制限されたりして、公益を害すると認められる場合には、政府はこれに勧告してカルテル行動を規制することができる、という条項である。事実、一九三三（昭和八）年以後、新聞用紙等について政府はこの第三条によって価格の上昇を抑える方針をとっている。そこで、この法律はたんなる不況立法であるとはいえず、政府による産業統制の恒久化をねらったもので、経済政策史上の大きなエポックである、という評価が最近強まってきている。しかし、筆者は、昭和恐慌なしにはこの法律は実現しえなかったと考える。第三条は、当面は発動する余地はないが、この法律は産業保護だけを目的とするものではない、という姿勢を示す目的でつくられたが、景気回復期に実効を表わすようになったとみるほうが自然ではないであろうか（橋本寿朗『大恐慌期の日本資本主義』東京大学出版会、および宮島英昭「昭和恐慌期のカルテルと政府──重要産業統制法の連用を中心として」原朗編『近代日本の経済と政治』山川出版社等を参照）。


　ともあれ、この法律の制定の影響もあって、不況カルテルは以後続々と形成された。一九三二（昭和七）年当時、中央業界のカルテルは八三あったが、そのうちの四八は三〇年以後の結成である。たとえば洋紙の一九三〇年以後の減産率は三割五分、三一年末には五割五分の操業短縮を行うという状況であった。価格協定は同年はじめから実施されたが、スウェーデンのダンピングによってたちまち崩壊し、企業の利益はほとんどゼロとなった。硫安業界では、各社が競って一九二〇年代にヨーロッパの新技術を取り入れ、世界恐慌下になお増産が続いていた。ところが、この時期にドイツのＩＧ、イギリスのＩＣＩを中心とする国際窒素カルテルがダンピングを試み、日本の市価は急激に低下した。このために日本の大手メーカー三社（電気化学、日本窒素、大日本人造肥料）は窒素協議会を結成して、一九三〇年末、国際カルテルの代表者ヘルマン・ボッシュと協定を結んだが、これは日本の硫安輸出の抑制、外国硫安の年二〇万トンの輸入、新企業発生の阻止など、屈辱的な条件を含んでいるというので調印にいたらず、翌年、国際協定が成立した。藤原（銀次郎）─ボッシュ協定がこれである。この協定の成立とともに、業界は国内カルテルを結成し、価格の維持に努めた結果、国内相場ははね上がった。一九二九年に、トン当り一〇〇円、三〇年九〇円、三一年一二一円、三二年一七〇円というのが、カルテルの効果であった。


　個別企業の合理化ももちろん真剣に進められた。紡績業の場合、一九二九年に懸案の工場法が実施され、女子の深夜業が禁止されたために、生産技術は不況がなかったとしても大幅な合理化を迫られていた。とくに不況下の操業短縮で、減産を進めながら労働生産性を高めなければならない。精紡機のハイドラフト化、標準動作の採用、恒温恒湿装置の設備など、新技術が次々に工場に持ち込まれた。その先鞭をつけたのは、当時新興の呉羽紡であった。しかし、伝統ある各社ももちろん必死に合理化を進めた。日清紡の桜田武は、「自分の一生のうち、昭和恐慌の時代ほど真剣に合理化に取り組んだことはない」と語っている。実際、紡糸の速度を高め、しかも糸切れを生じさせないために、工場内はかなりの高温で、しかも高い湿気を維持したために、労働者の疲労は著しいものがあったといわれている。


　別の例をあげれば、わが国における炭鉱業の労働生産性が最高を記録したのもまたこの時期であった。当時の炭鉱業界はやはり、女子の入坑禁止が実現されたこともあって、伝統的な採炭方法の改善を迫られていた。そのために、従来の親方による請負制度（納屋制度、飯場制度）や親子、夫婦などの家族による小規模な採炭が否定され、長壁式採炭が普及した。採炭は有利な炭層の存在する場所に集約され、そこに多数の労働者が入坑して、運搬も合理化された。くもの巣のように張り巡らされていた坑道は整理され、その延長は短縮された。労働者も、ほとんど会社の直轄となった。そのために、昭和三〇年代まで破られなかった労働者月当り出炭三三トンという記録が一九三三（昭和八）年に達成されたのであった。


　合理化の物語は昭和恐慌の一面である。しかしながら、もう一つつけ加えておくべきは、この恐慌の時期に、新しい産業がひそかに発展を続けていたことである。その一例は人絹である。第一次大戦中に鈴木商店の資本によって創立された帝国人絹（テイジン）、喜多又蔵、野口遵したがうらの創立した旭絹織をはじめ、三井系の東洋レーヨン、大日本紡系の日本レイヨン、東洋紡、倉敷絹織等は、一九二七年までに相次いで創立されていた。当初の製品は粗末であって、組紐等にしか使えなかったが、やがて傘地、肩掛け、帯地に使用され、やがて着尺から輸出向け広幅織物に発展しつつあった。人絹の生産量は恐慌の最中にも三年間に三倍ないし四倍に増えていくというすさまじい伸びを示し、輸出産業としての地位を確立していったのである。


　別の例をあげるならば、自動車関係の新産業の発展も特筆に値するであろう。久留米のゴム靴の生産者であったブリヂストン社は、一九二〇年代にゴム底を布と張り合わせる技術を採用して急成長を遂げ、一九三〇年には自動車タイヤを発売するにいたった。ブリヂストンという社名は、タイヤへの進出に際して、創業者石橋正二郎の苗字を逆転して英語にしたものである。ブリヂストン社は、アメリカのグッドリッチ社と提携した横浜護謨および外資系のダンロップ社と三つどもえの競争を展開しつつ、生産を急増させていく。


　毛織物の場合には、一九二〇年代に和服地としてのモスリンや着尺セル地（サージ）を中心に生産を行っていたが、二〇年代後半にその需要が伸び悩み、二九年には有力企業三社の倒産をみるにいたった。そこで昭和恐慌期以後、この部門では合理化を進めるとともに、製品を和服地から洋服地（ラシャ、サージ）に切り替えた。そのために紡績機械のモスリン用の細糸紡績用のミュール機からリング機へ、織機も二幅物から四幅物に変換された。毛織物業は恐慌のもとにあって逆に輸出産業として脱皮したのである。


　いま一つ、輸出缶詰工業の例をあげておこう。小林多喜二の『蟹工船』で有名になった北洋漁業は、一九二〇年代にソ連領のカムチャツカ等の沿岸漁場において展開されたものであった。ところが一九三〇年代には、まさに北海道水産試験場によってサケ・マスの沖どり漁法が研究され、とくに流し網漁法によるカムチャツカ沖のサケ・マス沖どりが発達し、また北千島のオンネコタン海峡を集中通過するサケ・マス魚群を漁獲する方法が開発されて、生産額は急増し、このために、カニ缶詰のみならず、サケ・マスの缶詰が輸出産業として急激に発展するにいたった。


　この時代の新産業は探せばまだ多いことであろう。たとえば真空管式ラジオが急激に普及し、真空管の生産者としては東芝や日本電気のような大企業があったが、家庭用ラジオを組み立てる企業はむしろ中小の電気メーカーであり、ラジオは当時の都市の家庭に急激に普及して、新しいマスコミ手段として定着していったのである。比較的小規模だが、成長力の強い産業が一九二〇年代に誕生し、大不況のもとにおいても、根強く生きのびて次の飛躍に備えていたのである。







■三月事件




　昭和恐慌の展開につれて、日本の社会は次第に不安定になっていった。一九三二～三三（昭和七～八）年にかけての急激な政治的・社会的変動は、やはり深刻な恐慌のもとで準備され、実現したといわざるをえない。さきに述べたように、浜口内閣は海軍軍縮の実現と金解禁を主要な政綱にかかげて、組閣後一年以内にこの二つを実現した。その意味で、この内閣は政党内閣として強力な内閣であったと評価してよいであろう。しかし、この一年の間に、軍縮がいわゆる統帥権干犯問題を発生させ、海軍部内の動揺を来し、条約派の良識ある幹部──海軍の最高の知性の退職をもたらしたことは、すでに述べたとおりである。一方、金解禁準備のための緊縮政策、さらに解禁後における世界恐慌の深刻化がもたらした昭和恐慌が、社会的不安をいっそう激しくさせたことは否定できない。


　また、野党政友会は、田中義一総裁の死後、引退していた犬養毅を総裁に戴いて、民政党内閣の批判を活発に展開した。その際、金解禁政策を批判して金輸出再禁止を叫ぶとともに、海軍艦隊派に同調して統帥権干犯論を展開したことは、政権を取り戻すために手段を選ぶ余裕がなかったためではあったが、それは両刃の剣であって、軍部の政治的進出を容認し、議会政治の墓穴を掘る結果となったことは否定できないであろう。加えて、失業者の増大と都市における在来的な小営業者の生活不安とが重なって、この時期の社会体制全体に対する不満が次第に表面化してきたことはきわめて危険な事実であった。


　その第一の現れが、一九三〇（昭和五）年一一月一四日、浜口雄幸総理大臣が東京駅駅頭において右翼の一青年、佐郷屋留雄に狙撃されて重傷を負い、長期の療養を必要とするにいたり、幣原外務大臣が総理大臣臨時代理として内閣を維持するにいたったことであった。議会において政友会は民政党内閣に突撃した。ロンドン条約問題に対する質問に対し、幣原が「天皇の批准を得たことが、この条約の正当性を示している」と答弁したとき、責任を天皇に負わせるのは不敬であるという理由で、二週間近く審議を中断してもみにもんだ。政友会はあくまで病床にある浜口の出席を要求し、浜口が蒼白な顔でやせ衰えた姿を議場に現したのは三一年三月のことである。


　この時期における農村では、政治的な動きが次第に高まりつつあった。社会主義政党を中心にする農民組合の活動が活発化したのは一九二〇年代初頭からのことであったが、この時期になると、のちにみるような右翼の動きも無視できないものになり、長野県などでは、養蚕不況によって農家の生活が困窮したのを背景に、右翼的な農民運動も激化した。茨城県においては、後の血盟団事件や五・一五事件につながるような運動も次第に準備されつつあった。このような状況はすぐに表面化しなかったが、これを敏感に察知したのは陸軍の中堅幹部であった。三一年三月のいわゆる三月事件は、その雰囲気を巧みに利用したクーデター計画だったといえよう。


　参謀本部のロシア班長橋本欣五郎中佐の動きは、これを象徴するものであった。トルコの駐在武官として現地にあって、ケマル・アタチュルクの独裁政治を見聞してきた橋本は、手っとりばやく有効な国家改造の手段は、議会政治を打倒して、ケマルが実行したような軍部の独裁に移行することであると考えはじめるようになっていた。そのために、陸軍省参謀本部の中堅将校を組織して、自らが中心となって結成したのが「桜会」である。


　桜会は一九三〇年に結成され、以後、国家改造についての議論を闘わせていたが、三一年初頭から、橋本を中心に、長勇ら、急進派が中心となって陸軍首脳部を抱き込み、民間右翼の大川周明のグループとも連[image: ]して、宇垣内閣結成を目標に、クーデターを実行する計画を推進しはじめた。この時期においてすでに三度陸軍大臣を経験した宇垣一成陸軍大臣は、民政党はもちろん、一部の政友会の政治家とも親しく、政権担当の野心を燃やしていた。そのために、宇垣は橋本・大川らのクーデター計画が参謀次長二宮治重、陸軍次官杉山元、参謀本部第二部長建川美次、軍務局長小磯国昭らも承知のうえで、とくに建川、小磯を中心にある程度具体化しつつあることを知りながら、放任しておいたというのが、おそらく事実であったらしい。


　この計画は、右翼的な労働組合の一部を大川周明らの手で動員し、議会を取り巻くなかで一陸軍中将が議会に入り、「国民はすでに現議会に愛想を尽かしている。即時内閣は総辞職し、議会を解散すべきものである」と宣言して一挙に宇垣内閣をつくりあげるねらいであった。ところが、いったんは大川にも会い、はっきりしたことはいわなかったにせよ、暗黙の了解を与えたと思われていた宇垣が、同年二月ごろ、非常手段によらないでも自ら首相となる機会がめぐってきそうだと思ったとき、この計画を差し止めたというのである。この事件は一切表面化することなく、何人も責任をとることもなくもみ消されてしまったため、真相はいまにいたるまで闇に包まれている。ただし、宇垣が「変心」した後も、大川周明らと組んだ橋本以下の若手将校はクーデター実現の意図を変えなかったらしく、侯爵徳川義親の資金援助を得、空砲弾を準備してクーデターへの道を突き進んだ。しかし、徳川義親が、陸軍幹部の説得をうけて大川をなだめ、事件はついに未発に終わったのである。


　この事件は闇から闇に葬られたが、右翼の手に渡った練習用の爆弾三〇〇発はなかなか取り戻すことができず、陸軍部内はこのために動揺した。また、中途「変心」した宇垣に対しては陸軍内部の批判が激しく、以後宇垣はついに首相の座をかちとることはできずじまいになったのである。







■関東軍の謀略




　この一方において、満州における日本の地位も著しく動揺を重ねつつあった。満州の支配者は、張作霖爆殺後、その長男・張学良であった。張学良は一九二八（昭和三）年末、いわゆる易幟を行い、形式上にもせよ南京の国民党政府への忠誠を誓い、翌年春にはひそかに野心を抱いていたとみられる親日的な楊宇霆らを暗殺して、実質的に満州の支配権を掌握することになった。


　関東軍はこれ以後、張学良の対日政策が強硬となり、日本の利権が次第に侵食されていくことについて激しい不満を感じつつあった。河本大作の後任として関東軍参謀となった板垣征四郎と石原莞爾は、まさにこのような状況のもとで満州の事態を兵力の発動によって打開しようと決意したのである。


　その頭脳となったのは石原莞爾であった。若くして俊才をうたわれた石原は、ナポレオンとフリードリッヒ大王の戦史に通暁し、陸軍大学校においては欧州古戦史担当の教官であった。同時に彼は若いころから日[image: ]宗の信者となり、法華経を熟読していた。明晰な科学的分析力と法華経信者としての直観とが、石原のなかに同居していたのである。彼は法華経の解釈によって、世界的な大戦争と一国による世界の統一がごく近い将来に起こるということを確信していた。第一次大戦はその現れであり、その結果として世界は四つのブロック──アメリカ、ヨーロッパ、ソ連および日本に分かれたと考え、この四ブロックが互いに覇権を争うのは必然で、日本とソ連の戦争が近い将来に発生し、日本がこれに打ち勝ったとき、ヨーロッパを制覇したアメリカとの、世界最終戦争が発生する──というのが石原の信念であった。同時に石原は、戦争は、次第に「進化」していくと考えた。二〇世紀の第一次大戦は、長期消耗戦となり、土地が目標とされるようになったが、全健康男子を動員する総力戦となった。この傾向から将来戦を予想すれば、飛行機の発達の結果、「全国民を挙げ全力を尽して一挙に決戦を求める殲滅戦略が行われ在来の海軍は殆ど其影を没し陸軍亦現在の要塞の如きものになり終るべし」。攻撃目標は「老若男女山川草木を問わず真に全国民全国家となる」であろう。この発想はのちの第二次世界大戦をかなりはっきり予想したものであった。


　第二次世界大戦が遠くないとすれば、日本はこれに備えなければならない。一方「我国情は殆んど行詰り人口糧食其他の重要諸問題皆解決の途なきが如し。唯一の途は満蒙開発の断行」のほかはない。「日本の力によりて開発せられたる満蒙は日本の勢力による治安維持に依りてのみ其急激なる発達を続くることを得るなり」。……「我国の正当なる既得権擁護の為且つは支那民衆の為遂に断固たる処置を強制せらるるの日あることを覚悟」しなければならない（石原莞爾「現在及将来に于ける日本の国防」『太平洋戦争への道』別巻資料集所収）。


　石原の思想は関東軍の参謀部を支配し、上司の板垣もこれに共鳴した。参謀本部、陸軍省においても石原に共鳴する者は少なくなかった。また、さきに述べた永田鉄山、今村均ら、陸軍省の中堅将校たちも、満蒙の権益が次第に侵されていくことに対する危機感を強く抱いており、このために、兵力の発動もやむをえないと考えるようになっていた。一九三一年夏、省部の中堅課長が作成した対策要綱は、一年間、国民に対して軍部の危機感を訴えたうえ、必要があれば武力を発動するとしていたのである。


　このような雰囲気のなかで、一九三一年五月、板垣征四郎は、新たに満州に駐箚することになった第二師団の高級将校に次のような要旨の講演を行った。「国防上また産業資源の確保上、世界の大国に伍して進んでいくためには、ぜひとも満蒙をわが領土としなければならない。……中国の現状は内乱続きで、地方ごとに実力者（軍閥）が割拠して、国家としての統一はみられないし、民衆は安んじて生活することができない。満州をわが領土とすることは、民衆のためにその生活を安定することにもなる。もちろん、この政策を行った場合、アメリカが強い干渉をする可能性があるが、わが海軍はこれを撃破する力をもっている。ロンドン条約の結果、海軍力の差は後になるほど開いていくはずだから、開戦するのなら早いほうがいい」というのであった。


　このような陸軍内部の状況に対して、やがて宇垣に代わって陸軍大臣となった南次郎は、軍司令官・師団長の会議において、軍部の要求が不当であるというものがあるのはけしからぬ、満蒙問題はますます悪化の方向をたどっているので、軍人はますます奉公の誠をつくすべし、と訓示した。これとともに、陸軍省からは現役軍人に対し、あらゆる機会をとらえて軍部の主張を一般国民にアピールするようにという指令が出された。当時地方選挙があり、野党政友会の演説会などがしばしば行われたが、この会場を借用して現役軍人がこの種の演説を繰り返したことは周知の事実であった。当時、浜松の連隊長であった佐々木到一は、一年間に六十余回の演説を繰り返したと回想している。


　このような軍部の動きは当然内閣を刺激した。一九三一年四月、病中の浜口に代わって首相に復帰していた若槻礼次郎は、まず南陸相の演説に驚いたが、閣内の統一を破ることを恐れて、公然とこれを批判することはなかったけれども、陸軍の行動は政治的な波紋を呼んだ。事実、元老・西園寺公望は天皇の側近と連絡し、陸海軍の両大臣を天皇が個別に呼んで、厳重に軍規の弛緩を注意するように手はずをした。九月二日、天皇の注意をうけた南は、軍規を正しくし、外交批判を行わない、軍人の演説は取り締まりますと弁解を重ねた。しかし奉天においては関東軍の動きが次第にあわただしくなり、浪人の金遣いの荒さも目立ち、奉天総領事からはその状況が刻々に外務大臣に電報される状況であった。


　実際、さきの軍司令官・師団長会議の際には、板垣や石原も本庄繁関東軍司令官に随行して上京し、このときに参謀本部内の永田鉄山や橋本欣五郎らと連絡がとられたのは事実であった。永田鉄山も、この年の春には、二八センチの巨砲をひそかに奉天の関東軍の兵営内に運び、これを中国軍の兵営に向けて照準するという戦備を重ねていたのである。もちろん兵力をいつ発動するかについてはなお未定であった。天皇の南陸相に対する注意の直後、関東軍の行動が心配され、参謀本部の建川美次第二部長は、関東軍の行動を抑制するように命ぜられて、満州に旅立っていったのである。


　一九三一年九月一八日の夜、板垣、石原らの計画によって奉天（現瀋陽）郊外柳条湖に近い満鉄線路が爆破されたのをきっかけに、関東軍は中国側の兵営（北大営）を襲ってこれを占領した。満州事変はこうして勃発したが、それはまさに建川が奉天に到着し、料亭で盃を挙げていたその日の夜のことであった。












第二章　「非常時」から「準戦時」へ















１　一九三一（昭和六）年秋







■事変の勃発




　奉天で火をつけられた満州事変は、たちまちにして南満州一帯に拡大した。居留民保護を名目として、関東軍はまず吉林に出兵し、さらに長春方面にも兵力を進出させた。奉天が手薄になるのを応援するという名目で、朝鮮軍の一部が司令官林銑十郎中将の独断で鴨緑江を越えて満州に進出するという事件が起こったのはこのときのことである。以後も関東軍は兵力の進出をやめず、長春を越えて北満州の哈爾賓（ハルビン）まで迫ろうとした。関東軍は、南満州はもちろん北満州をもその支配下に収めようとしていたのである。事変のはじめには、関東軍は、さきの板垣征四郎の講演にもあったように、満州を日本の領土とする計画だったが、最初から謀略を察知して、その発起を黙認した建川美次の意見もあって、これを独立国とし、実権を掌握する方向にその意図を変更していたもののようである。


　一方、東京においては、事件の第一報が入り、関東軍が出動したことを聞いたとき、若槻内閣は閣議を開いて不拡大方針を定めた。幣原外相は、閣議の席上、奉天における軍と浪人の不穏な行動を報ずる総領事からの電報を披露したから、南陸相は旗色が悪くなり、閣議は関東軍が原駐屯地に速やかに帰還するように決定した。天皇もこの方針を了承し、陸軍大臣もこれに異議を唱えることはできなかった。


　続いて朝鮮軍が越境して満州に入ったことを聞いたときは、天皇の命なくして兵を動かしたということで、朝鮮軍への非難が高まった。陸軍は事態が危険であったことを説得し、結局閣議も出兵を了承し、戦費を予備費から支出することにして、満州事変は政府の承認をうけたのである。ただし、政府は不拡大方針を放棄したわけではなく、事態の速やかな解決を強く望んでいた。







■ドル買い問題




　満州事変勃発直後の一九三一（昭和六）年九月二一日、イギリスにおいて金輸出が突如禁止された。イギリスはフランス、スイスなどヨーロッパ各国から流入する資金をかねて金融が逼迫していたドイツに融資していたが、ついに金融恐慌が勃発し、その資金が凍結されてしまった。これをみた大陸諸国は、イギリスからの投資の回収を急ぎ、その支払いに窮したイギリスは、ついに金輸出の禁止を余儀なくされたのである。金本位制度の祖国であったイギリスが突如金輸出を禁止したことは、国際金本位制度の崩壊につながる出来事であった。カナダ、オーストラリア、南ア連邦をはじめとするスターリング・ブロック各国も、相次いでこれにならって金輸出を禁止した。


　日本においても、イギリスのこの動きに対応して、早晩金輸出を禁止せざるをえなくなることが予想され、在日外国銀行をはじめとし、一部の日本企業（財閥系銀行、商社等、および個人）の円をドルに換える、いわゆるドル買いの動きが急に高まった。一九三一年九月下旬以後の日本は、満州事変の勃発とドル買いの激動によって一気に激動の時を迎えた。


　当時、若槻内閣内部には亀裂が生じつつあった。時の内務大臣であり、次期首相を目指していた安達謙蔵は、その自叙伝の中で次のように当時の心境を語っている。安達は、満州事変とイギリスの金輸出禁止に対応するには、日本も金輸出を再禁止するほかはないと考えて、九月二二日午前、若槻に思い切って再禁止するほかはあるまいと申しいれた。安達によれば、このとき若槻は、「右手を振り、声を低くしていわく、これは秘中の秘だが君の意見のとおりと思う。ただしこのことは当分秘密にしておいてもらいたい」と答えた（『安達謙蔵自伝』）。


　若槻首相は動揺していたのである。しかし、井上蔵相はあくまで金本位制度の持続を企図し、ドル買い筋に対抗する方針をとった。井上は横浜正金銀行に命じて、需要のままにドル買いに売り応じさせる一方、日本銀行の公定歩合を二厘（〇・七三％）ずつ二度引き上げさせ、金融を逼迫させて、ドル買い筋を資金面で圧迫し、ドルの買戻しを求めさせようとした。いわゆる解け合いにもちこもうと企図したのである。金利の引上げは、不景気をいっそうはなはだしくした。しかし井上は、民政党内閣のもとにおいて金本位を持続することに自己の政治生命を賭けていたかのように思われる。


　その一方で満州事変は拡大を続けた。南陸軍大臣は閣議においてこれ以上は軍事行動に出ないと繰り返し言明するが、翌日には事実がそれを裏切った。たとえば一〇月八日、関東軍は錦州を爆撃した。アメリカのスティムソン国務長官は駐米大使出淵勝次に警告を発した。ただし、石原莞爾が見通したとおり、アメリカは対日戦争の決心はなく、関東軍は東京の規制を振り切って北満に進出し、一一月四日には北満の嫩のん江付近で日本軍と満州軍が衝突し、これを機に事変は北満に飛び火した。同じころ、関東軍の意を受けた土肥原賢二大佐は天津に隠棲中の清朝最後の皇帝溥儀を訪れ、ひそかにこの地を脱出して大連に伴った。やがて来るべき満州国の独立の日に備えたのである。







■十月事件




　一方、国内においては、さきに三月事件を計画した橋本欣五郎中佐らは、連日待合で豪遊しつつ、新たなクーデターを計画した。十月事件がこれである。橋本、中国駐在の長勇少佐ら陸軍中央の佐官クラスが中心になって、一〇月二〇日前後の某日を期して軍隊を出動させて首相官邸を襲撃し、首相以下を殺害するとともに、政界、財界の有力者をも一挙に暗殺して、革命政権を樹立しようというのである。参加者は将校のみで一二〇名、一部の軍隊と大川周明ら民間右翼である。首相官邸、警視庁を占拠し、陸軍省参謀本部を包囲し、東郷元帥が参内するという計画である。新内閣は、首相兼陸相荒木貞夫、内相橋本欣五郎、外相建川美次、蔵相大川周明、警視総監長勇という顔ぶれであった。この資金は侯爵徳川義親その他の手から出たといわれる。


　橋本らの計画はやがて、橋本の同志の一部が軍務課長今村均に通報したことから陸軍上層部に漏れ、教育総監部本部長荒木貞夫の説得によって橋本はいったんその企図を中止すると約束したが、事実においては、決行の日取りを一〇月一七日未明に繰り上げて実行するプランを立てていたといわれる。結局憲兵隊は一七日未明に橋本以下を一斉に検束し、クーデターは挫折した。橋本ら十数名は、「重謹慎」の名目で二〇日間ぐらい各地の憲兵分隊長官舎や旅館に分宿させられ、その後、目立たないように地方に転出させられた。「謹慎中」の彼らは、各地において酒色に明け暮れたといわれている。


　橋本らの真意ははっきりしない。計画を実行しないでも、政財界および軍部の首脳部を震撼させれば事が足りると考えたのかもしれない。軍部のテロ行為が、当時の政財界を恐怖のどん底に陥れれば、あとは軍部の要求は何でも通るはずだからである。この動きに対して陸軍首脳部は、事件の首謀者を正式に処分することもできず、不問に付した形となった。若槻内閣はこの情報を入手するや陸軍大臣その他を詰問したけれども、あいまいな返事しか得られないままに終わり、事実においては参謀総長金谷範三らがやがて更迭されたにとどまった。







■民政党内閣の崩壊




　一一月に入ると、いったん鳴りをひそめていた民政党の安達内相らは、この非常時局を乗り切るためには、もはや民政党一党の力では対処し切れないと主張し、政友会の久原房之助らと連携して、両党の連立内閣によって危機を乗り切るべきだと主張するようになった。これに対して井上蔵相、幣原外相ら、若槻内閣の首脳部は結束してあくまで反対の意思を表示した。安達の自叙伝によれば、若槻はこのときも、「もはや自分は政権を維持するに耐えないので、安達の意向に賛同する」と述べながら、井上、幣原らの反対にあうと、態度を一変して安達の主張を抑えにかかった。安達は当然これに対して不満であり、事実において安達の意を受けた民政党の幹事長富田幸次郎と政友会幹事長久原房之助の間で連立内閣についての覚書が交わされる事態に立ちいたった。


　その一方で、ドル買い問題もやがて大詰めを迎えようとしていた。九月下旬に売られたドル為替は、多くは三カ月物であったから、一二月末までに金輸出が禁止されない場合には、ドル買い側は大きな損失を被ることになる。一九三一（昭和六）年一二月一一日の閣議において、安達内相は病と称して出席を拒み、辞表の提出を求められても、これを受け付けず、内閣は閣内不統一の理由で総辞職を余儀なくされるにいたった。若槻内閣は満州事変とドル買い事件で完全に行き詰まり、崩壊のやむなきにいたったのである。


　この時期になると、井上にもっとも近い人たちでさえ、金解禁政策を維持することの困難を思わざるをえなかった。当時大蔵省の国庫課長であった青木一男は、特命を受けて満州に出張し、現地の事情をみて、軍の謀略を抑さえ切れないと感じ、「金問題についても、事ここにいたっては問題を再検討すべきであると思う。大臣は残念でもあろうが、すべて予期しない外部事件の突発によるものであって、仮に政策を変えるとしても、大臣や内閣の責任ではないと思う」と直言した。井上は、「君までそんなことを考えるのか」と言って、あとは沈黙した。青木は「ブルータス、おまえもか」と言われたように感じ、二度とこの件を口にしなかったという（青木一男『聖山随想』）。


　日本銀行の副総裁であった深井英五は、井上の方針に協力してきたけれども、事実においては金本位維持の方針が無理であることを痛感していた。そのため、一〇月四日、井上の私宅に招かれたとき、「大勢一覧のために作成していた計表を携え、これを井上氏に示して考慮を促した。二人対座約二時間、雑談と沈黙とのほうが長く、その間互いに含蓄をもって意見を交換した。私の意のあるところが果たして通じたるやいなやを知らない」と回想している（深井英五『回顧七十年』）。財政・金融当局の責任者たちも、金本位維持の不可能を悟りながら、井上の意思を変えることはできなかったのである。







２　最後の政党内閣







■満州国の成立




　若槻内閣の崩壊の後、西園寺公望は次期内閣の推薦に苦慮した。西園寺は、この時期にはいかに不評であっても、井上財政の継続が望ましいと考えていたようである。しかし、あえて民政党内閣を継続することは、不評の民政党に対する批判が、軍部、政友会、官僚出身の政治家などによる天皇の側近に対する攻撃につながり、皇室に累を及ぼすおそれがあると考えたらしい。一方天皇は、参内した西園寺に対し、ファッショに近い者は絶対に不可であり、国際協調を旨とするように、という意向を伝えていた。そこで西園寺は結局、野党政友会の総裁犬養毅を次期首相に推薦したのであった。


　犬養内閣の成立は当然、民政党内閣の諸政策、とくに経済政策の一八〇度の転換を意味した。犬養内閣は、大蔵大臣にふたたび高橋是清を迎え、内務大臣中橋徳五郎、司法大臣鈴木喜三郎を中心として組閣された。内閣書記官長は森恪である。高橋蔵相は組閣とともに金輸出の再禁止を決定し、あわせて金兌換をも停止することにした。日本も、このときをもって管理通貨制に移行し、一八九七（明治三〇）年以来の金本位制と完全に訣別したのである。この決定に当たっては、日本銀行副総裁深井英五の進言によるところが大きかった。犬養内閣成立の前日、深井はひそかに次の蔵相と目される高橋を訪ね、当時の経済と金融の状況を事細かに報告した。高橋はその話に緊張し、やがて用紙とペンを持ち出して、深井の談話の要領を自ら筆記した。


　その一方で犬養は、自ら外務大臣を兼摂し、満州事変の平和的解決に努めようとした。古くから中国国民党との関係が深かった犬養は、ひそかに特使萱野長知を派遣して満州の支配者であった張学良や南京の[image: ]介石と交渉し、既成事実をある程度認めさせながら、中国の主権を承認して事を収めようと考えていたようである。しかし、この時期になると、関東軍を中心とする満州国独立の方針はもはや動かしがたいものになっていたために、犬養の企図は水泡に帰した。


　国際連盟における日本批判も活発になっていた。日本軍のとめどもない軍事行動の拡大に対し、連盟は強い不信感を抱くようになって、日本の立場はきわめて不利になりつつあった。中国本土における反日感情は高まり、日貨排斥の動きは全土に広がった。


　こうした雰囲気のなかで、一九三二（昭和七）年一月二八日、上海事変が勃発した。一月一八日、日[image: ]宗の僧侶が暴行を受けて殺害されるという事件が起こり、これをきっかけに、上海にあった陸戦隊と中国軍の間に戦闘が発生した。上海を守る十九路軍の抵抗は頑強で、ついに白川義則を司令官とする陸軍二個師団が派遣されて、上海事変に発展した。各国の利権が錯綜して存在する上海を戦場とする事件が起こったために、各国の対日批判がいっそう厳しくなったのである。後に田中が自ら語ったところによると、この事件は上海にあった日本陸軍の田中隆吉少佐の仕組んだ謀略であった（『知性』別冊『秘められた昭和史』所収）。天皇はこの事件に憂慮し、司令官白川義則が出征する際、とくに国際関係に配慮して事件を拡大せしめないようにと注意した。事件は結局三月五日に停戦協定が結ばれ、軍隊も撤収して大事にいたることなく終わったが、陸軍の企図は、国際的な関心を上海に集中させ、満州国の独立をその間に達成しようとしたものであったといわれている。


　事実、熱河省を除く満州を占領した日本軍は、一九三二年三月一日をもって満州国の独立を宣言した。その建前は、五族協和（漢、満、蒙、日、朝の五族が平等の立場に立つこと）を旗印とし、執政として清朝の旧皇帝溥儀をいただき、国家機構を整備しようとするものであった。しかし内実においては、日本がその実権を掌握することは当然のように思われていた。


　満州事変に当たっては、在満日本人の協力が大きかった。満鉄の青年社員を中心につくられていた満州青年連盟や、笠木良明を中心とする「大雄峯会」などの協力は積極的であった。満鉄の首脳部も、江口定条副総裁ら、一部軍部に批判的なグループもあったにせよ、大勢は関東軍がつくりあげた既成事実を承認し、その動きに協力した。時の満鉄総裁内田康哉は、事変勃発後間もなく関東軍司令官本庄繁らと会見した後、内地に帰って満州国の独立に対して積極的な進言を行った。また満州国の建設計画の樹立に当たっては、満鉄理事十河信二を長とする「満鉄経済調査会」がつくられ、国家建設計画が関東軍参謀部との協力のもとに立案された。


　満州国成立の直後においては、現地にあった在野の日本人グループの活躍が目立ち、満州国の日系官吏となった者も多かった。彼らの少なくとも一部は、真剣に理想国の建設に力を尽くそうとした。中央において権力を求めるよりもむしろ、地方官となって地方行政を改善し、農民の利益のために力を尽くそうとする人たちも存在した。満州国の地方官として終始し、終戦時に処刑された岸要五郎の遺書は、自らの生涯を次のように要約している（衛藤瀋吉「ある無名の先駆者──岸要五郎小伝」同『日本の進路』所収）。







　　「渡満の動機。


　　一、日本と中国が絶対に共同的運命にあるにもかかわらず、双方が真に理解しあえず、盟友たり得ぬことを心から残念に思っておった。満州建国を機に、満州の中国人民衆に満腹の赤心を披瀝し、真の友人をつくり、彼らとともに農民の苦を除くため、一生を捧げる決心で県奉職を志願して、同志の者と渡満。りっぱな県・農村をつくりあげ、満州建国を通じ、四百余州の有識者に日本人が侵略者ではないことを示し、心から握手のできるようお手伝いする気であった。多難のみちでも一生やりぬく覚悟であった。したがって、満州人になりきるつもりで渡満したのだ。


　　渡満後の現実。


　　あまりにも自分の考えておったこととかけ離れた方向に進む満州国に憤激。憂慮に堪えず建国後今日迄老百姓の味方になり、それらの日本悪と闘争することがすべてであった。今日のこの悲惨な日本の姿は自分で蒔いた種と諦めねばならないのだろう。しかし自分は真誠の日本人として友邦たるべき中国民衆のため悔ゆることなき努力を捧げてきたことだけ良心に恥ずることなく公言できる。渡満の際の夢も二つだけ実現した。その一つには日本・満州・中国のかけ橋となり得る家庭をつくり、十四年間を経たこと。美しく咲け娘たちよ。いま一つは立身出世を眼中におかず、建国以来、県参事官・副県長で終始したこと。そして明哲保身的な、難を避け易きに就くの行動は一度たりともなかったこと。最後まで県の老百姓のため、働き得たことに心から満足している」。







　このような理想主義は、関東軍参謀部の板垣や石原にも通じる一面があった。彼らは五族協和の基幹として「協和会」を設立し、そこに民意を反映させて、満州国の政治と行政を動かしていこうと考えていたようである。







■血盟団と五・一五事件




　一九三一（昭和六）年一二月に設立した犬養内閣は、三二年一月に桜田門で天皇が狙撃されるという事件もあって、一時は動揺したが、非常時ということで天皇から留任を求められ、同年一月、議会を解散して総選挙に臨んだ。このときの政治選挙資金は政友会五〇〇万円、民政党三〇〇万円といわれた。その資金は政友会には三井、民政党には三菱がおもな財源であったとみられる。政友会の中橋徳五郎内相は西園寺の秘書原田熊雄に、「自分が大蔵大臣になれば特殊銀行（興銀、勧銀等）の首脳部をすっかり代えてしまって選挙資金を出させようと思ったが、高橋さんではそれは出来ん」と語った。一票一円として、一〇〇〇円で一〇〇〇票とれるはずだが、途中で消える分を考えると、三〇〇〇円で一〇〇〇票。不景気とはいえ、選挙にはそれだけの金が必要だったらしい。しかし民政党政権下の不況に苦しんでいた国民の投票は大幅に政友会に流れ、政友会は議席三〇一を数える記録的な大勝を博し、民政党は一四六におちこんだ。


　しかし、選挙の間に血盟団事件が発生した。中国浪人であった井上日召が茨城県大洗海岸の草庵にこもり、座禅と南無妙法[image: ]華経の唱題を繰り返すうちに「ニッショウ」と叫んで大悟したのは、一九二四（大正一三）年のことであったらしい。こうして日召は大洗の立正護国堂において、当時の近隣の青年を集め、その思想を徹底的に植え付けた。井上の目標は、田中智学の日本国体論と日[image: ]主義の融合に立つものであったが、同時に「財閥、政党、特権階級の野合」に激しい憤りを覚え、これを打倒して国家改造ののろしをあげるところにあった。彼とてもはじめからテロを志したのではなく、数万の同志を集めて議会を包囲し、政権を委譲させることを考えていたのだが、十月事件当時の経験から、右翼グループの「大同団結」も容易ではないことを知り、「一人一殺」にかたむいていったのである。元小学校教員の古内栄司、東大生四元義隆、池袋正釟郎、農民出身の黒沢大一、小沼正、菱沼五郎らが井上の門下であったが、これに土浦の海軍航空隊にあった藤井斉ら海軍将校、彼らとつながりをもつ農本主義の農業指導者橘孝三郎らのグループが順次合流していったのである。藤井斉らはロンドン軍縮条約に不満であり、海軍将校によるテロによる改造運動を考えていた。橘は有畜大農経営をめざす愛郷会の指導者であって、政治的色彩をもたぬ人物であった。やがて自ら愛郷塾をひらいて農村青年の育成につとめていたが、恐慌下に急激に政治色を強め、後に述べる権藤成卿や和合恒男らに近づき、やがてテロ活動にかたむいていったのである。


　一九三二年一月、十月事件の挫折をみて絶望した井上らは、拳銃一〇丁を入手して、元老西園寺公望、内大臣牧野伸顕らの特権階級、元大蔵大臣井上準之助らの政界指導者、三井合名理事長団琢磨ら財界代表者を対象とする暗殺計画を練り上げた。はじめは二月一一日の紀元節に一斉に実施されるはずの暗殺計画は、上海に藤井斉が出征したことなどによって変更され、建設計画などは考えないで破壊を行えばあとには国体に即した改造を行う者が現れるだろう、という立場に立って、一人一殺の行動に出ることになった。二月九日、小沼正が民政党の選挙演説会場で車をおりた井上準之助を射殺し、三月五日には三井銀行表玄関で菱沼五郎が団琢磨を射殺した。井上日召をはじめ、血盟団の一味はやがて逮捕されたが、生き残った海軍側同志は次の五・一五事件を計画した。


　藤井が戦死した後、生き残った海軍将校らは、茨城県の橘孝三郎主宰の愛郷塾の青年らをも動員して、再度テロを計画した。将校らは五月一五日、ピストルを手に首相官邸に侵入し、「話せばわかる」と制止する犬養首相を「問答無用」と射殺した。愛郷塾生らは東京中心部の変電所を襲撃して東京を暗黒化し、一気に新政権を樹立する手はずであったが、この計画は失敗に終わり、結局、一同は逮捕されたのである。


　浜口にはじまり、三月事件、十月事件、井上、団、犬養と続くテロ活動は、日本の社会を文字どおり震撼させた。政財界の要人たちはいつ我が身にふりかかるかもしれぬテロの影におびえ、軍部や右翼をおそれるようになった。右翼と近い国体論者の平沼騏一郎の組閣が、軍部はもちろん政友会の森恪らによって画策されたのはこのときである。圧倒的多数をとった政友会も、それまでのさまざまの疑獄事件や政策の不安定によって、ジャーナリズムからも見捨てられた形だったからである。それでも西園寺は、犬養首相の死後、政友会の後継総裁に推戴された鈴木喜三郎への大命降下を考えたけれども、結局、異常な政治状況を考えて、政党内閣をあきらめ、同時に右翼に近い平沼や陸軍軍人を排除して、海軍大将斎藤実を推薦した。斎藤は軍人出身ではあったが、英米との関係も深く、国際協調に理解があり、この異常な状況のもとで政局を安定させるのにふさわしいと考えられたからである。


　斎藤内閣は政友会、民政党の両党からの入閣を要請し、官僚出身者をも閣内にとりいれて、いわゆる挙国一致内閣をつくりあげた。犬養内閣の陸軍大臣荒木貞夫は、五・一五事件に陸軍士官学校の生徒が参加したため、当然責任をとるものと思われたが、陸軍部内の強い支持もあって留任した。高橋蔵相は首相の懇請で留任した。しかし、高橋の所属する政友会は、閣僚を送りはしたものの、政権は当然政友会が引き継ぐべきものとして当初から斎藤内閣に冷たかった。







３　「非常時」日本の実態







■満州国承認と連盟脱退




　一九三一年末、国際連盟理事会は調査のためにイギリスのリットン卿を委員長とする調査団を任命した。また三二年一月七日、アメリカの国務長官スティムソンは、中国の主権、独立、領土はもちろん、門戸開放の原則を逸脱し、既成の諸条約上の諸権利を侵すような、状態を認めないという、いわゆるスティムソン・ドクトリンを発表した。これ以後、太平洋戦争にいたるまで、アメリカのアジア政策はこの原則にしたがって運用され、日本がつくりだす既成事実を認めようとしなかった。しかし、日本は当然これに反発したし、世界恐慌のさなかにあったアメリカは、武力を行使してまで日本を制裁する意思はなく、他の諸国も積極的にアメリカに同調するものはなかったから、日本は既定方針どおり、三月一日満州国の独立を強行した。斉藤孝は、ワシントン体制はこのときをもって崩壊したと評価している（斉藤孝『戦間期国際政治史』岩波全書）。


　アメリカにおいても、ニューヨークのモルガン商会の実力者ラモントは、満州事変勃発後も井上蔵相に対する信頼を揺るがさず、日本に対して好意的な態度を維持し続けた。しかし、三二年に入って日本が犬養内閣のもとでも既定方針を改めず、上海に出兵し、加えて後述する血盟団事件によって井上が暗殺されたのを聞いたとき、決定的に対日態度を硬化させた。以後、ウォールストリートは日本に対する金融援助を打ち切る姿勢を固めたのであった。


　上海事変が拡大しつつあるなかで、国際連盟はジュネーヴで一般軍縮会議を開催した。この会議には連盟非加盟国であったアメリカ合衆国およびソ連が参加して進められた点でとくに注目に値する。軍備の平等を要求するドイツと安全保障の優先を要求するフランスの対立によって行き悩んだのであったが、同年一二月にいたって、ドイツの軍備平等権を原則として認める「英米仏伊四国宣言」が出され、ドイツはこれを受諾した。斎藤孝はこのときヴェルサイユ体制もまた事実上崩壊したと評価している。


　さて、リットン調査団の来訪以前にあわただしく満州国をつくりあげた日本は、調査団を迎え、日本側に有利な説明を行ったが、調査団はもちろんこれを承認することなく、しかしながら、日本の立場を考慮して、一〇月二日、ある意味では玉虫色ともいえる報告を提出した。リットン報告の要点は、ワシントン体制に合致しない解決は認めがたいとしながらも、満州における日本の権益の存在を容認し、満州における自治が確保されることを勧告していた。具体的には満州国に代わる東三省自治政府の樹立、同地域における唯一の軍事力として憲兵隊による秩序維持、「大部分は日本人」の外国人顧問の任命などが提案されていたのである。


　一方、日本政府の前満鉄総裁内田康哉外相は、議会において、国を焦土としても満州国承認を達成すると答弁し、ついで九月一五日に日満議定書に調印し、満州国を承認して、外交関係を樹立した。連盟の報告が出る前に、日本は既成事実をつくりあげてしまったのである。


　こうして連盟との関係が悪化するなかで、関東軍はさらにそれまで手をつけずにいた長城東側の熱河省に兵を進め、一九三三年一月、小さな武力衝突にかこつけて長城線を越えて山海関に侵入した。中国側との小競り合いの末、さらに同年四月からは中国本土に侵入し、五月、北京、天津を望むところまで到達し、やっと塘タン沽クー協定によって兵をおさめた。その結果、この協定によって万里の長城の中国本土側のほぼ三角形をなした地帯を非武装地帯とし、この地域の治安は中国の警察が当たるが、中国軍はここに入るべからずという地域が緩衝地帯として設定された。中国側が撤退すれば日本軍も撤退するが、時々空中査察を行ってこれを監視するというのである。中国の武力警察力が及ばないこの地帯は、冀き東とう地区とよばれたが、結局、関東軍は、中国本土の一部にまでその勢力範囲を拡張したものといっていいであろう。


　満州国承認の一方、内田外相は松岡洋右を国際連盟の日本代表に任命した。アメリカのオレゴン大学を出て、外交官となり、のちに満鉄理事を経て政友会の代議士になっていた松岡は、代表就任を求められて思い悩んだ。満州国の成立は譲れないが、連盟から脱退すべきではない。松岡はリットン報告書の討議には参加するが、連盟の決議には拘束されないという立場をとることでその使命を果たそうと決意した。さらに、連盟においては、大国と小国の間に立場の相違がある。少なくともイギリスとフランスは日本に同情的であろうと考えられた。ジュネーヴに着いた松岡は、満州国承認の取消しを求められるならば、連盟脱退が避けられないことを、イギリスとフランスの外相に説明した。連盟総会は三二年一二月に開催され、英、仏は日本を弁護する姿勢を示したが、アイルランド、スウェーデン、ノルウェー、スペイン、チェコスロヴァキアなどは連盟規約にもとづいてリットン報告を採択し、日本の行動を否認する決議を行うように主張した。英、仏は懸命に妥協案を作成しようとし、リットン報告に手を入れて「満州国否認」という言葉を省いた案文を作成したが、中国代表の反対にあって流産に終わった。一方、日本軍は三三年一月には熱河から中国本土に侵入し、日本国内では軍部や内田外相の強気に押されて、連盟脱退方針が決定された。


　一九三三年三月二四日、リットン報告にもとづく決議の採択では、タイ一国が棄権したほかすべての加盟国が賛成し、日本のみが反対する孤立状態におちいった。松岡は、心ならずも大見得を切って総会の席から退場する役割を演ずることになったのである。連盟脱退は松岡の志ではなかった。強い姿勢を示しつつ、話をまとめるのが彼の本心だったのである。ところが失意の松岡の帰国を迎えたのはジュネーヴの英雄への歓迎の嵐であった。それが以後の松岡の人生を変えていくのである。なお、日本が国際連盟から脱退した後、一九三三年にはソ連が国際連盟に加盟した。その一方、ドイツは同年一〇月、軍縮協定案を不満として国際連盟から脱退した。このようにして、国際連盟を中心とするイギリス、フランス、アメリカ、ソ連などのブロックと、日本とドイツを中心とする反国際連盟ブロックとの色彩がようやくはっきりしはじめたのである。







■軍部・官僚勢力と斎藤内閣




　斎藤内閣時代は、政党の権威が凋落した時期であった。高橋蔵相の入閣自体が、政友会として不満であったが、内閣成立当初は、政友会は社会的動揺の一段落を待って政党内閣制が復活し、政友会が政権を回復しうると期待していた。しかし、一九三二（昭和七）年末になっても、斎藤内閣が存続しているのに対して、政友会は不満の意を露骨に示し、高橋の辞任を期待するようになった。高橋自身もみずからの辞任と政友会への政権譲渡を考えたが、斎藤も反対し、元老西園寺の意向もあって、斎藤内閣が続く限り留任する意向を固めた。政友会は絶対多数を擁しながらも、鈴木喜三郎総裁の首相就任に懐疑的にならざるをえなかった。


　他方、政治勢力としての官僚の力が次第に強まったこともこの時期の特色であった。政党政治のもとで、政党、とくに政友会の利益のために内務省の人事が露骨に左右され、内閣交代のたびに知事や部長から警察官までが交代させられる。選挙になれば、警察は時の与党のために働く。買収も見て見ぬふりをする。それに憤慨した休職知事たちが選挙監視隊をつくって選挙干渉の摘発に当たるというような事実さえみられた。中間内閣の成立とともに、官僚の勢力が強まったのも当然であろう。内務官僚の有力者たちは「国維会」をつくった。ときの農相後藤文夫は、その中心人物で、もと台湾総督伊沢多喜男が彼らの総帥であった。官僚たちには、天皇の官吏としての特有の正義感があった。選挙の腐敗にメスをいれたり、政党の堕落を摘発したりすることは、それにもとづくものであった。内務官僚と共通の発想をもつものに司法官僚があった。斎藤内閣成立のとき、すでに斎藤の有力な対抗馬と目された司法界の大御所、枢密院副議長平沼騏一郎は、次の政権を期待してのことかもしれないが、はじめは比較的穏やかな態度でこの内閣に接していた。


　斎藤内閣は一九三二年九月、文官分限令を改正し、官吏の身分保証の強化を企図した。それは政党内閣時代に、県知事その他の高級官僚が政党の一存でしばしば任免され、地方行政が政党によってかき乱されたのを改めようとしたものであったが、官吏の身分保証がいっそう強化され、政党から独立した官僚の地位が確保される結果になった。斎藤内閣自体が外交面で満州国を承認し、国際連盟を脱退する政策をとったことも平沼の好意をもたらしたものといえよう。


　他方斎藤内閣は、強化された陸軍の政治的態度を部分的には受け入れながらも、全体としてはこれを抑制する姿勢を維持しつづけた。犬養内閣以来、陸軍大臣の地位にあった荒木貞夫は、とくに陸軍省と参謀本部（省部）の中堅である佐官級の将校や地方の隊付の青年将校の期待の的であった。しかし、斎藤内閣に留任した後、斎藤首相や高橋蔵相に対しては、荒木の議論は歯が立たなかった。一九三三年一〇月には、陸軍が起案した「皇国国策基本要綱」なるものが五相会議で葬られ、農村、漁村の救済案も、高橋蔵相と後藤農相の自力更生政策にすりかえられてしまった。しかも、三四年度の予算決定に際しては、海軍があと三〇〇〇万円を要求したとき、荒木は政治的に陸軍予算のうち一〇〇〇万円を海軍に譲って妥協したことがあった。こうした事情は、省部の中堅将校の間で荒木の人気を下落させずにはおかなかった。一方、困窮した農村出身の兵に対する同情心から、農村救済を叫び、ひいては国家改造運動に情熱を傾けていた青年将校たちの失望をもよびおこした。陸軍の政治的要求がいれられず、声望を失墜した荒木は、三四年一月、病気のため林銑十郎と陸軍大臣を交代し、林の後任の教育総監には荒木の盟友真崎甚三郎が就任した。


　海軍においてもこの時期には艦隊派の主導権がいっそう強まっていった。それまで、陸軍においては陸軍省と参謀本部とはほぼ対等の関係にあったが、海軍においては、海軍省と軍令部の関係は、海軍省の優位が確立しており、海軍大臣の威信はきわめて強いものがあった。軍令部に拠る艦隊派はロンドン条約事件以来、この体制に不満をもち、軍令部長に伏見宮の就任をみたのを機会に、一九三三年から三四年にかけて、権限の拡張とともに、軍令部長を軍令部総長と改称し、人事面においても、条約派の将官をあいついで現役から逐うにいたった。


　このようにみる限り、政党内閣時代に比べて、斎藤内閣のもとでは官僚や軍部の強硬派の勢力が拡大し、政党勢力の退潮には歯どめがかからなかった。しかしながら、斎藤内閣は、軍部強硬派の要求を最低限度に抑えたし、連盟脱退後の国際関係が多少なりとも改善に向かい、景気も回復し、国内の社会的安定が進みはじめたことなどの業績をあげ、国民の信頼は揺るがなかった。


　ところが、一九三四年に入ると、帝人事件のためにこの内閣は退陣を余儀なくされるにいたった。帝人事件とは、台湾銀行が保有していた帝国人絹の株式一〇万株を買い受けようとした若手財界人グループが、その便宜を得るために、台湾銀行や大蔵省の関係者に贈賄したといわれる事件であって、贈賄側として長崎英造、河合良成、小林中などが検挙され、同時に収賄側として台湾銀行理事高木復享、黒田英雄大蔵次官、大久保偵次銀行局長らが検挙された事件であった。高橋蔵相も子息がこの事件にかかわりがあったといううわさが流れ、やがて前商工大臣中島久万吉、三土忠造鉄道大臣らへも波及したからである。なお、この事件は三年余の審理の末、東京地方裁判所において被告全員の無罪が言い渡された。その際、裁判長はとくに、この事件は全く犯罪の事実が存在しなかった──水中の月を掬するがごとき事件であったと発言し、検事側が強引に事件を捏造し、起訴を強行したことを明らかにした。このために、事実、検察側は控訴することなく、全員の無罪が確定したのであった。この事件の背後には、司法省、とくに検事局を抑えていた平沼閥の勢力が強く働いたものといわれている。これまでにも、政治的な汚職事件によって内閣が動揺したことはあったけれども、とくにこの事件は、斎藤内閣を倒すために、平沼やその盟友であった政友会の鈴木喜三郎らの系統の検事たちがつくりあげた「検察ファッショ」とみるべき節が大きい。







■岡田内閣の苦悩




　さて、斎藤内閣の後任には、いわゆる革新系からは平沼騏一郎、艦隊派の巨頭加藤寛治大将らが取り沙汰され、政友会は当然鈴木喜三郎総裁の擁立を企て、民政党や政友会の一部は朝鮮総督宇垣一成に期待するなど、さまざまの候補者が話題にのぼっていた。しかし、西園寺は牧野内大臣らと密議し、岡田啓介前海軍大臣を候補者として、斎藤辞任の直後、一気に岡田の推薦を決定した。ロンドン条約問題の際岡田は条約とりまとめのために良識ある行動をとったことが、西園寺の信頼を得ていたのである。なお、このときの後任首相の推薦は、内大臣の手で前首相すべてを集めて開催された重臣会議で、西園寺が議長となって決定された。元老である西園寺が一人で次期首相を推薦するのではなく、重臣会議において協議するという形式はこのときから実現したのである。


　岡田内閣は基本的には斎藤内閣の継続とみるべき節が多かった。外務大臣広田弘毅、陸軍大臣林銑十郎、海軍大臣大角岑生はいずれも留任し、大蔵大臣には高橋前蔵相の推薦する大蔵次官藤井真信が抜擢されたが、病が重くなって、約半年で高橋是清と交替した。政党からは政友会から三名、民政党から二名入閣したが、そのポストは内務大臣や大蔵大臣ではなく、政党の地位は低下したといわれている。また、内務大臣には前農林大臣後藤文夫が就任したのは、官僚の地位の上昇を物語るものといえよう。


　岡田内閣が当面する課題は、一つには翌年に迫ったロンドン軍縮会議への対処であった。海軍内部で勢力を強めた艦隊派は対英米対等の海軍軍備を要求し、それが認められない限りはワシントン条約およびロンドン条約の廃棄を強く要求していた。一九三五（昭和一〇）年に開かれた予備交渉には、山本五十六が全権として参加したが、対英米対等の要求はもとより容れられるはずもなく、結局、暗礁に乗り上げた。翌年の本会議には永野修身大将が全権としてロンドンに赴いたが、事態は進展せず、三六年末をもって海軍軍備は一切無制限の無条約時代を迎えることになった。海軍主流は、これによって対英米対等の名分を得た。しかしながら、財政面でも、建艦能力のうえでも、はるかに有力な英米と軍備拡張競争をする不利を悟らなかった。そこにも太平洋戦争の遠因と敗因がひそんでいたのである。


　しかし、岡田内閣が当面した重要な政治課題としては、天皇機関説問題をあげなければならない。天皇機関説とは、東京帝大名誉教授美濃部達吉の憲法学説が国体を否定する思想であるという批判が前から行われていたのが議会において大問題となり、ついに政府が美濃部学説を否定する声明を発表するにいたった事件である。


　天皇機関説なるものは憲法学の上ではすでに定説になっていた学説であって、宮沢俊義によれば、天皇機関説とは法律上、日本国家は法人であり、したがって、天皇はその機関であると説明するものである。この解釈は、立憲主義的、自由主義的な解釈であり、神権的絶対主義に反対し、公選議会の権利を重視する解釈と解せられていた。これがこのとき突然大問題になったのは、これを手段として岡田内閣および天皇の側近にある一木喜徳郎枢密院議長らを攻撃しようとする政治的意図からであった。機関説排撃ののろしは、貴族院の井田磐楠、衆議院の江藤源九郎らの質問によってあげられた。彼らは、機関という言葉を「法律学の法人理論にいう機関の意味ではなくて、人に使われる機械とか道具とか、さらに使用人とかいう意味に理解し、天皇機関説は天皇がみずからの意思に基づいて、主体的に行動することができず、常にその助言者の助言どおりに行動すべきものと主張すると解する。この意味の機関説は、天皇を虚器ないしロボットとしようとする説である」（宮沢俊義『天皇機関説　上』有斐閣）。


　機関説批判者たちは、その材料を雑誌『原理日本』による蓑田胸喜、三井甲之らの東京帝大、京都帝大教授への批判から得たものと思われる。蓑田、三井らは異常に偏執的な文章で帝大教授らの自由主義的、マルクス主義的な言説を攻撃するので知られていた人物であった。続いて在郷軍人会を中心にする国体擁護連合会、あるいは各種の日本主義団体が相次いで機関説批判ののろしをあげた。美濃部学説は大正期以来、東大において講義され、当時の官僚の大部分はその学説に従って行政に当たっていた。それが、突然政治問題化したのである。


　一九三五（昭和一〇）年春の議会における最大の争点は、天皇機関説問題に終始した。岡田内閣はその対策に苦慮し、結局、八月三日、声明を発表した。その要点は「すなわち大日本帝国統治の大権は厳として天皇に存すること明らかなり。もしそれ統治権が天皇に存せずして、天皇はこれを行使するための機関なりとなすがごときは、これ全く万邦無比なる我が国体の本義を誤るものなり」。この文章は、実は学術的な意味での機関説を否定することなく、俗説を批判したにすぎなかった。そのために美濃部は自分の学説は政府声明によって否定されたのではないと一時は考えたようである。しかしながら、実際には次々に追撃ちがかけられ、結局、同年一〇月、再声明が発せられた。美濃部の著書『憲法撮要』は四月九日に発売禁止となり、美濃部自身も九月に貴族院議員を辞任せざるをえなくなった。次いである狂信者はかつての美濃部の学生であったといつわって訪問し、面談中にピストルで狙撃し、美濃部は重傷を負った。美濃部だけではなく、政治的攻撃の目標であった一木枢密院議長も、翌年三月には辞任し、また、法制局長官金森徳次郎も同年一月に辞任を余儀なくされていた。したがって、機関説論者とみなされる政府の中枢は相次いで職を逐われたのである。このころ、明治三〇年東大法学部卒業の同窓生たちは、絶えて開かれたことのなかった同窓会を催して、旧師であった一木や同窓の美濃部を慰めた。その集まりの事実上の主人役は住友本社総理事の小倉正恒で、小倉は、会費を集めてもいいのだが、面倒だからおれが払っておくといったそうである（福永操『あるおんな共産主義者の回想』れんが書房新社）。


　陸軍においても、荒木の盟友であった教育総監真崎甚三郎は、三五年四月にとくに声明を出して、機関説排撃の意向を公にした。真崎は、平沼騏一郎、蓑田胸喜らとひそかに連[image: ]して、排撃運動の中心となっていたのである。このことは陸軍の中心となってきた林陸相と荒木、真崎の関係を悪化せしめ、やがて真崎の教育総監解任問題に発展するのであった。真崎は平沼を尊敬し、岡田内閣成立当時にも、平沼の示唆で加藤寛治内閣成立のために運動した事実もあった。陸軍の皇道派は平沼や艦隊派と連[image: ]していたのである。機関説事件について天皇は、側近者に個人としては君主主権説よりも国家主権説のほうがよいと思うと語り、また、美濃部の学説や人格を高く評価していたけれども、大勢は天皇の意向に反する方向に向かっていたのである。


　もう一つ、岡田内閣の時代の重要な政治的事件は、内閣審議会が設置され、その事務局として内閣調査局がつくられたことであった。この時期には、国内政策革新の要求がさまざまな形で提示されていたが、最大の政治的事件は、陸軍省新聞班による、いわゆる陸軍パンフレットの公表であった。一九三四（昭和九）年一〇月に公表されたこのパンフレットは、「国防の本義とその強化の提唱」と題され、「戦いは創造の父、文化の母」であるという一文にはじまり、その内容は、国防、とくに国家総動員的国防観の強化を主張し、そのためには国防力を構成する人的要素、自然的要素、経済、技術、武力等の改善を主張し、とくに世界的視野として、海軍軍縮条約が失効する一九三五～三六年の危機を公然と提唱し、中国、ソ連に対する国防の強化を訴えるものであった。当然、軍備拡張が必要となるが、そのためには、現在の経済機構は不備であり、新経済機構を樹立しなければならない。それは、建国の理想にもとづき、道義的経済観念に立脚し、国家の発展と国民全部の慶福を増進するものでなければならない。そこには戦時経済のもとにおける経済の統制を準備するとともに、不足資源の開発、貯蔵、代用品の研究、海外資源の取得計画等々が必要であると述べていた。この発想は戦時における経済統制準備の主張である。この発表に呼応して、社会大衆党の麻生久は、このパンフレットを科学的態度によって率直に資本主義的機構を変革して、社会主義国家たらしめようと主張していると評価した。国家社会主義に傾いていた赤松克麿も、同じような評価をした。


　岡田内閣は、国内体制の刷新のための審議会とその事務局とを設置して、こうした要求にこたえる姿勢をとらなければならなかった。実際、内閣審議会は、政財界の大物をそろえて成立したが、二・二六事件で岡田内閣が崩壊したために腰砕けとなり、何の成果もあげることはできなかった。ただし、生き残った内閣調査局には陸軍の鈴木貞一、逓信省の奥村喜和男、農林省の和田博雄など、いわゆる革新官僚が集まり、やがて電力国家管理法案などがそこから生み出されるようになったのである。







■その後の満州国




　しかしながら、満州国が成立した一九三二（昭和七）年夏には、関東軍幹部の大異動が行われ、満州事変を勃発させ、なかば独断で満州国の建設に当たった幹部たちは全面的に「栄転」の名目で更迭された。関東軍司令官は本庄繁から武藤信義に、参謀長は三宅光治から小磯国昭に交代した。


　この変化は、内地の日本政府の勢力を満州国に植えつける契機となった。それまで軍務局長・陸軍次官を務めていた小磯が参謀長となったのをきっかけに、やがて日本内地の各省の若手官僚が満州国政府に派遣されて、その幹部となったからである。内務省、大蔵省、商工省などは、有能な若手官僚を相次いで派遣した。たとえば満州国の財政部の中心となったのは、大蔵省派遣の青木一男であった。総務庁長として内政の中心となったのは、内務省派遣の遠藤柳作、ついで大達茂雄であった。


　若手官僚はそれぞれ有能な部下を伴って満州国政府を掌握したから、それまでの日系官僚はやがてその職を失い、満州国は日本政府の方針のもとに再編成されていった。関東軍は事実において満州国全体の支配者であり、とくに参謀部第四課といわれる政治指導部門を創設して、日系官吏と密接な連絡をとり、その協調のもとに満州国における政策が立案、実施されていくことになったのである。


　この時期においては、満州国の政治経済の基本的な方針を樹立することがまず目標とされた。経済政策の点についてみれば、満鉄経済調査会の立案した政策がいちおう満州経済建設大綱として部内の決定となり、やがて日本において日本政府の決定を経て正式に実施される結果となった。その内容は、産業を三つの部門に分かち、大いに奨励発展を企図するもの、比較的自由な参入を許すもの、およびむしろ発展を抑制すべきものに分かれていた。発展を企図すべきものとしては、当然のことながら軍需とその基礎産業を中心とし、鉄鋼、アルミニウム、航空機、自動車、石炭等々がその対象とされた。この分野では、全国に一企業のみを認め、国家統制のもとにその発展を図るということが立案された。自由参入を認める部門としては、繊維その他消費財が数えられたが、米作、養蚕等々、日本国内の産業と競合する恐れのある部門はむしろ抑制すべきものとされたのである。


　この時期においては、満州国に対する資金のパイプは満鉄であった。したがって、たとえば満州製鉄、満州石炭、満州自動車というような国策会社が相次いで創設されていく場合には、その出資者は満鉄と満州国政府とがそれぞれ三割ないし四割を出資することとされており、満鉄の支配力はきわめて大きいものになっていた。


　さらに注意すべきことは、このプランが国家による強力な経済統制の実験を意味していたことである。重要産業について原則的に一企業しか存在せしめず、これを国家統制のもとにおき、計画的に発展を図るという意図は、明らかに自由経済に対する批判であった。すでにみたように、資本主義経済ないし自由主義経済に対する批判の思想が、官僚や軍人の中にまでみなぎっていたこの時期において、満州国はまさに格好の実験場だったといってよい。


　関東軍の参謀たちと日系官吏たちは、強大な権限のもとに統制を進めた。その一方で、満鉄は既得権を主張して、これに反発せざるをえなかった。そこで実際には、関東軍およびその支配下にある満州国政府と満鉄との間に軋轢が生じたことは事実である。一九三三（昭和八）年になると、このような軋轢はやがて表面化した。関東軍は満鉄が事実において満州国において保持している強大な経済権力を削減しようとし、いわゆる満鉄改組案を立案した。その骨子は、これら国策会社に対してはたんなる持株会社とし、本来の鉄道の建設運営に専心せしむべきであり、国策会社の経営にはそれぞれの分野に熟練した者を充てるべきだというのである。


　これに対し満鉄の若手社員は当然反発し、一時は大きな問題になったが、大勢とすれば、軍部の意図は数年後には貫徹された。すなわち、一九三七（昭和一二）年一一月には、鮎川義介の新興財閥日産（日本産業）が満州重工業株式会社（満州法人、満業）として満州国に移駐する結果となり、満鉄の支配力は打破されたのである。


　それは後の話としても、満鉄内部においても、将来においては華北への進出を図る以外に発展の道はないと考える者が次第に増加していった。満鉄経済調査会が華北の経済調査に本腰を入れ、将来の発展を企図するようになったのは、一九三四年からのことであった。







■連盟脱退後の国際関係




　しかしながら、満州建国と国際連盟脱退ののち、斎藤、岡田両内閣の時代を通じて、日本の国際的地位がますます孤立していったわけではない。日本の中国への武力進出は、さきの非武装地帯（冀東地区）の設定をもっていちおう終結をみ、日本側はむしろ満州国の育成に力を注ぐ状況となった。外務大臣も焦土外交と連盟脱退で不評をかった内田外相にかわって、一九三三（昭和八）年秋からは広田弘毅に交代した。広田は自分の在任中、日本は絶対に戦争に巻き込まれることはない旨を言明して好感を呼び、また、悪化した各国との関係改善に努めた。ただし、それには限界があった。日本は満州国を育成する態度をいささかも変えてはいなかったし、列強も満州国を承認する意思をもたなかったからである。広田は一九三三年に、アメリカが日本のアジアにおける既成事実を認めたうえで、「太平洋における新たな均衡状態」を受け容れるような共同宣言を行う可能性について探りをいれたが、これはきっぱり拒否された。ただし、アメリカも、日本に対して何らかの動きに出ようとすることはなかった。対立関係が固定化しても、やがて風化して、角がだんだんとれていくかもしれなかったのである。


　他方、再軍備を開始したナチス・ドイツとの軍事的対立を危惧していたイギリスは、もっとはっきりと日本との関係改善を望んでいた。その一例は一九三五（昭和一〇）年のリース─ロス（Leith-Ross）訪中使節団の対日態度からも読み取れる。リース─ロスはイギリス大蔵省の通貨問題専門家であって、当時不況にあえいでいた中国における幣制改革の顧問役を務めるために、同年九月、横浜を経由して中国を訪問したのであった。このときの大蔵大臣ネヴィル・チェンバレンは、リース─ロス使節団を通じて、日本との融和を図ろうとしたのであった。当時、中国はアメリカのニュー・ディール政策によって銀価が上昇したため、正貨である銀の流出が著しく、激しい不況に見舞われて苦しんでいた。公然たる輸出のほかに、密輸出も後を絶たなかった。南京の国民党政権はこの状況のもとで、中国の幣制を全面的に改革しようと企て、リース─ロス使節団を招請したのである。


　リース─ロスは一九三五年九月、日本を訪れ、中国の幣制改革のためにイギリスと日本とが協同して当たることを提案した。さらに満州国の成立を既成事実として認めたうえ、中国の古くからの外債を処理するに当たり、満州国もその一部を公然と引き継いだらどうかと提案した。


　日本側は、高橋蔵相などはこの案に乗り気であったが、陸軍の要求もあって、外務省は中国と直接交渉する方針をかえず、この提案を拒否した。リース─ロス使節団は単独で幣制改革を援助し、同年一一月、中国は銀本位を放棄して、管理通貨制に移行した。新通貨を維持するためのクレジットはイギリスから与えられ、イギリスを後楯とする新幣制が確立したのである。不調に終りはしたけれども、イギリスが、この時期には、日本との関係修復に強い希望を抱いていたことが察せられる。


　中国と日本の関係も、広田外相就任以後は少しずつ改善に向かいつつあった。たとえば中国と満州国との間の鉄道は、事実上長城線において分断された形になっていたが、一九三四（昭和九）年以後、北京─奉天の間の直通列車の運行が再開されたし、郵便の交換も可能になった。さらに中国政府は、外債の元利払いを一九三五年からは実施するようになり、同年春には、従来、日中間では公使を交換していたのを大使に昇格させることも決まった。日ソ間においても懸案となっていた長春─ハルビン間の鉄道（東支鉄道）を満州国に売却する交渉もまとまった。スティムソン・ドクトリンを崩さなかったアメリカは別として、イギリス、ソ連など、重要な諸国と日本の関係は、一九三四年から三五年にかけて改善されつつあったということができよう。







４　景気回復下の社会と思想







■高橋財政




　斎藤内閣の支柱というべきものは、大蔵大臣高橋是清の声望であった。高橋蔵相は犬養内閣の蔵相に就任して直ちに金輸出の再禁止に踏み切り、以後、為替低落を放任したが、予算については、一九三二（昭和七）年三月の臨時議会には、民政党内閣の作成した緊縮予算をとりあえず提出して、新政策は以後の臨時議会に待つ予定であった。そして、斎藤内閣に留任して以後は、農村救済問題が政治的焦点となり、そのための予算を同年八月に編成した。


　農村救済予算の内容は、不況のどん底に苦しむ農民に現金収入を与えるための農村土木費の予算であり、三年間に四億円を投入する計画で、国家予算とともに内務省所管の地方（道府県）予算を動員して四億円を確保する計画であった。また、日本勧業銀行を中心として別に四億円の低利資金を融資し、これによって合計八億円を農村に流入させ、景気回復を図ろうとしたのである。農村土木事業自体は拙速をかまわずに行われた。この資金の投入が疲弊しきった農村にとってカンフル注射の役割を果たしたことは疑いを入れない。ただし、事業そのものは無計画で、道路が村はずれで行き止りになっていたり、半分掘りかけの用水路が残骸をさらすというようなことも多かったようである。


　その一方で農村においては農村経済更生政策が展開された。その要点は、財政による救済と相まって、「農村漁村みずから奮起し」「官民一致の協力により、統制ある組織的の農村経済更生の施設を樹立し、これが確実なる実行を期する」というものであった。その方針は土地の利用分配、労力の利用、農業生産統制、農産物の販売、肥料その他農業経営用品の供給改善、農業経営の改善、農業金融の改善、負債整理等々について、農村経済更生計画を樹立させ、これを実施することによって自力更生を図ろうというのがその骨子であった。


　斎藤内閣の農林大臣後藤文夫は内務省出身の若手官僚であり、財政と資金供給のみではなく、むしろ農村みずからの努力によって不況の脱出を図らしめようとしたのであった。このために一九三二年八月の臨時議会は、「救農議会」といわれるほど議論が農村問題に集中して展開されることになった。農林省はそのために経済更生部を特設し、農林次官石黒忠篤、経済更生部長小平権一を中心にして、その実行を期したのであった。この運動自体は精神運動であったが、同時に農村のリーダーを旧来の地主から自作農中堅層に切り替える効果をもった。同時に、農村においては、従来の肥料商や米穀商の力を抑制し、産業組合を中心として経済更生を図ろうとする方向が打ち出された。戦後の農業協同組合につながる産業組合運動は、このとき以後、次第に農村に浸透し、後々、有力な政治勢力としての地位を占めるようになっていくのである。


　高橋財政はこうして全貌を明示することになった。その焦点は金利を順次引き下げて、金融の疎通を図り、公債発行を便利にし、株価の低落を抑制すること、外国為替相場の低下を放任することによって輸出の回復を図ること、および財政支出の増加によって、直接経済を刺激することがその骨子になったといっていい。


　財政支出（一般会計）は一九三一（昭和六）年の一四億七七〇〇万円から三二年一九億五〇〇〇万円、三三年二二億五五〇〇万円と、二年間に八億円に近い増加を示した。しかも、高橋はこれ以後は支出増加を抑制し、一九三六年まで財政支出は二二億円台に据え置かれた。


　輸出の増加、国内における設備投資および公共投資の増加によって、日本の経済が急激な回復を示したことはよく知られている。このために高橋財政はケインズ経済学の先取りと評価されていることもまた周知のところである。ただし、これは後からみた評価であって、農村の不況の回復は一九三三年、三四年当時はなお遅々として進まなかった。アメリカの不況のために生糸の輸出は凋落し、一九三三年は未曾有の豊作であったために米価が低落したし、三四年は東北地方を中心とする冷害のために凶作であって、ともに農村の状況ははかばかしく改善をみなかった。けれども、三五年以後、これらの施策が実りはじめ、昭和一〇年代初頭にいたって農村不況はほぼ解消したということができる。


　景気の回復を支えたものには、財政支出とともに、低為替と低金利とがあった。金再禁止とともに、為替が低落しはじめたとき、高橋はこれを放任したから、金本位制下で一ドル二円であったものが、一時は五円にまで下がり、三円五〇銭の水準で落ち着いた。それが輸出を刺激したことはいうまでもないが、同時に、国内物価の水準を引き上げる効果をもたらした。極端に低下した為替相場で従来の価格を外貨に換算すると、国際価格よりも安くなりすぎてしまうからである。卸売物価の回復は企業にとって何よりの救いであった。さらに低金利は、ひとつには大量に発行される国債費を節約する目的もあったが、同時に株価を引き上げ、企業の資金調達を容易にする役割を果たした。その結果設備投資も増加しはじめた。このようにして、年率ほぼ七％の経済成長が開始されたのである。







■経済と産業の発展




　ところで一九三二年から三六年までの五年あまりの間に、日本の産業はめざましい転換をなしとげた。まず低為替による輸出の増加が、ついで重化学工業を中心とする大規模な設備投資が、軍事費と農村救済事業費とともに需要を創出し、しかも高橋財政下の低金利政策が作用して、諸産業は急激な成長のきっかけをつかんだからである。とくに、鉄鋼、機械、電気機械、化学工業は、一方では軍需、他方では設備投資と建設投資に支えられて急激な発展をとげた。その生産の状況は第２－１表に示すとおりである。
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　この間には、大企業の合同──トラスト化が相次いだ。鉄鋼業では、官営製鉄所（八幡）をはじめ、室蘭、釜石、富士、三菱等が、一九三四年一月、日本製鉄株式会社に統合され、有力なアウトサイダーとしては日本鋼管一社が残っただけであった。一九三三年五月、王子製紙も競争相手であった大川平三郎の富士製紙、樺太工業を合併し、新聞紙の九割をおさえる大トラストとなった。昭和恐慌後の処理とはいえ、産業の圧倒的なシェアを支配するトラストが成立したのである。他方、ドル買い問題などで社会的指弾をうけた三井財閥は、団琢磨暗殺ののち、三井合名の専務理事に三井銀行専務であった池田成彬を据え、「三井報恩会」を創立して社会事業を行ったりして、「財閥の転向」の実を示そうとした。三菱は重工業を中心に発展をつづけていったが、三井がこの分野でやや立ち遅れたのは、「転向」のためかと思われる。


　その一方で、重化学工業を中心とする「新興財閥」が急展開を示していた。鮎川義介の「日本産業（日産）」、野口遵の「日本窒素（日窒）」、森矗昶の「昭和肥料─昭和電工（昭電）」、大河内正敏の「理研」、中野友礼の「日本曹達（日曹）」、中島知久平の「中島飛行機」等々。「新興財閥」は、森をのぞいてすべての総帥が技術系出身で、新しい技術・経営上の発想を実行にうつし、急に発展したところに共通の特色がある。同時に、金融機関との関係が薄く、そのために資金面で弱味があったことも否定できないところであった。その詳細を語るいとまはないが、低金利と有効需要の増加によって新興財閥が伸びていったのである。それは、一九二〇年代から昭和恐慌期にかけて蓄えられた技術が恵まれた条件のもとで花開いたとみることができるであろう。


　また、戦後の産業政策につながる経済政策が登場したのもこの時期のことであった。たとえば、一九三二年以後海運・造船業界に対しては、船腹過剰を解消して優秀船におきかえるために、老朽船二隻をスクラップして、ディーゼル機関を備えた新船一隻を建造する場合には、補助金を与えるという政策がとられた。のち、船腹過剰が解消すると、スクラップ一隻と新船一隻に変更されたが、これは戦後の「計画造船」の原型とみることができる。石油については、軍需のために備蓄する必要もあって、一九三四年に石油業法が制定された。石油精製および輸入業者を許可制とし、毎年政府に事業計画を提出し、一定量の貯油を行う義務を負い、政府の必要に応じて時価で買上げに応じなければならないが、石油精製と輸入は許可業者だけの特権である、というものである。業者の許可制、事業計画の提出、政府の指揮権などの規制を受けるかわりに、税制や金融の面で優遇されるという、産業別の「事業法」は、以後、自動車（一九三六年）、人造石油、製鉄（三七年）、工作機械、航空機（三八年）等の諸産業について施行された。石油業法の施行にあたっては外資系企業は政府の要求に不服であって、貯油義務を果たさないなどの問題を起こした。自動車については、豊田、日産の両社が事業法の主たる対象とされ、国産車の生産を開始したが、それまでノックダウン方式の工場をもっていたＧＭとフォードは、これを機に日本からの撤退を図ることになった。これらの制度は戦後における機械工業（および電気機械工業）振興法の先例となったのである。


　また、この時代は、日本からの輸出増加をめぐる関税障壁が多くの問題を引き起こした。不況のもとでも、低為替レートを利した日本の綿製品輸出は、綿業の本場であるインドに進出して現地の産業を脅かし、日本品に対する差別関税が課せられ、これに対して紡績業界がインド綿不買運動を展開するなど、貿易摩擦が発生したのである。一九三四年のシムラにおける日印会商は、難航の末ようやく妥結したが、その後も蘭領東インド、アメリカなどとの間でこの種の摩擦はあとを絶たなかった。それはまた、日本の円ブロック形成の意図を刺激し、満州国のみならず華北をも円ブロック化する軍部に便乗する財界人も多く出たのである。


　以上によって知られるように、経済的にみれば、一九三〇年代なかばは、不況からの脱出が進むとともに、急速に重化学工業が進展した時代であった。しかし、それは軍事化という単純な理由のみで進展したものとはいえない。ようやく産業構造が高度化し、設備投資や建設投資が増加して、鉄鋼、セメント、機械類をはじめとする投資財が本格的に需要される時代が到来していたのである。戦争さえ起こらなかったならば、戦後にみられた設備投資を起爆剤とする経済成長が可能だったのかもしれないのである。







■右翼・革新思想の潮流




　満州事変が勃発したことは、大きな目でみて、日本社会の一つの転機となった。戦争が、とくに陸軍の一部の謀略による戦争の勃発が、社会的な転機をつくったというのは妙なことのように思われる。政党内閣時代のじめじめした雰囲気と昭和恐慌による不況が、何らかの変化を国民に期待させていたために、満州国の成立にいたる急激な変化が何か新しい可能性をもたらすのではないかと一般国民に受け取られたとしても不思議ではないかもしれない。


　それに加えて、血盟団事件や五・一五事件にみられるような右翼のテロは、国民に歓迎されなかったにせよ、国内の政治や社会の変化を予兆させたことは事実であった。また、国際緊張の高まりのもとで、ナショナリズムが国民を強くとらえたことも否定できない。陸海軍のさまざまな宣伝は、ジャーナリズムにも強く浸透していた。筆者は、小学校の壁に張り出された三〇〇万人のソ連軍の大きさと日本陸軍の二十数万人の対比のグラフをいまでも思い出すことがある。


　こうした事情を正確に分析するためには、くわしく新聞、雑誌の記事の分析などを試みることが適当かもしれない。しかし、犬養内閣から斎藤内閣への時期に、まさにこのような底流の変化が存在したことは確かであろう。


　昭和恐慌のもとで、暗く沈滞した気分に包まれていた日本の社会は、満州事変が勃発し、関東軍の勝報が連日の新聞紙上をにぎわすようになると、その報道に活気づいた。満蒙の新天地が開けたことで、袋小路に入り込んだようだった社会に一条の光明がさしはじめたという思いが国民大衆の間にみなぎりはじめたのである。それは軍部や右翼団体によるキャンペーンの結果であったし、ジャーナリズムもまた、連日のように大見出しで関東軍の進出を報じ、「皇軍」の活躍や武勇伝を紙上に展開した。パリで開かれた国際連盟理事会が撤兵要求を決議したことをも、日本の軍事行動を制約しようとする理不尽な干渉と印象づけるようにつとめた。


　戦争キャンペーンの例をあげればキリがないが、上海事変の際の爆弾三勇士の例をあげるのが適切であろう。上海の市街戦で戦死した三人の兵士があった。密集した建物と堀割に悩まされ、鉄条網に阻まれた廟行鎮の戦闘にあたり、爆弾を抱いた三名が鉄条網に突入し、一身を犠牲にして突破口を切り開いたというのである。三名の戦死は事実であったが、爆弾を抱いて鉄条網を破壊したというのは全くの虚構であった。しかし、戦場から「美談」が報道されるや、新聞雑誌は争ってその取材に狂奔し、尾ひれを付けて紙面を賑わし、映画になり、ついには歌舞伎座の舞台にまでのぼった。そのいきさつは上野英信の『天皇陛下萬歳──爆弾三勇士序説』（筑摩書房）にあきらかであるが、この種の忠君愛国の虚像が、次々につくりあげられたのである。この例に限らず、軍国「美談」は一般大衆のアピールをねらって、次々にジャーナリズムを埋めつくした。恤兵献金や軍用機献納のための愛国献金は、各新聞社の競争で行われた。小学生の節約した小遣いから、売名をねらう企業の大口献金にいたるまでの「浄財」、寄付者の芳名から、完成した「愛国号」の献納式にいたるまでがはなばなしく記事になったのである。当時の新聞紙上には、もちろん時局を憂うる真剣な論説も掲載されていたのは事実である。しかし一般読者の目を惹くのは、やはり満州・上海の戦況であり、ジュネーヴにおける「名誉の孤立」の謳歌であり、近づく日ソ未来戦という陸軍のキャンペーンであり、社会面では軍国美談とセンセーショナルなエロ・グロ事件であり、「凶悪」な共産党活動の当局による摘発であり、右翼テロ実行者の志士仁人扱いであった。日本の大衆は、このような動向に比較的容易に追随していったのである。


　大胆にたとえれば、日本の社会が平面の上に乗っていて、そのなかで、左翼から右翼までが座標軸上に位置づけられているとしたとき、その平面自体が右方に地すべりを起こしたとしよう。ある個人のこの平面の原点からの距離は不変であっても、平面が右方に動いたために右よりの考え方になじんでしまう結果になる。例外として、日本の平面の外側の固定された平面にいた者は、日本の平面の移動を見ることができた。それは、たとえば非転向の共産主義者や、労農派マルクス主義者や、冷静な自由主義者やキリスト者などの少数の人びとであった。しかし、一九三一（昭和六）年秋からの一、二年の間に、日本の社会状況はなだれを打って右側に移動したのである。この時代と反対に社会状況が急激に左側に移動したのが一九四五（昭和二〇）年八月からの一年あまりであった。それは、満州事変にはじまる一つの時代の終焉であり、新たな時代の出発を画したことは後にみるとおりである。


　ことばを換えれば、一九二〇年代から昭和恐慌にかけての暗くじめじめした空気が、満州・上海の戦闘と、満州国ブームと、民政党内閣の倒壊と、革新論の台頭とによって、少なくとも一時的には転換し、明るい未来が開けたように、多くの国民が感じたのはたしかである。それはまた、後に述べる不況からの回復や、ドイツにおけるナチスの政権獲得なども、それに力を添えた。そのなかで、周囲の空気に反応して、右よりの思想が強まってゆき、自由主義者や社会主義者の「転向」現象が相次いだのであった。その二、三の例をあげてみれば、この時代の雰囲気が理解されるであろう。


　その第一の例は、長野県本郷村の和合恒男の場合である。家貧しく苦学して松本高等学校から東大印度哲学科に進んだ彼は、日[image: ]主義青年団の本部に起居して、日[image: ]主義の信仰生活に入り、妹尾義郎、代田文誌らの親友を得た。やがて長野県の中学校などに勤務ののち、一九二八（昭和三）年、東筑摩郡波多村に私塾「瑞穂精舎」をひらく。その準備のために茨城県支部の加藤完治の日本国民高等学校において「百姓」生活を体験する。私塾の目的は、農業を通じて宗教的な悟りにいたることを目的とするものであって、日[image: ]とともにガンジーを理想とするものであった。この段階での和合は政治的イデオロギーとはなお無縁であった。しかし昭和恐慌下の農村の疲弊をみた和合は、やがて急激に政治的傾斜を強めていく。まず一九三〇年三月、妹尾義郎の「新興仏教青年同盟」創立に参加、既成仏教の「革正」をはかり、進んで資本主義社会の打倒を要求する。ただし、和合はその後にくるものが社会主義社会だという妹尾に対し、未来社会は社会主義社会とは限らないと反論し、ついに妹尾と「訣別」した。ついで代田文誌と機関誌『百姓』を一九三一年二月に創刊する。その内容は資本主義批判、社会主義論、小作問題等をとりあげて資本主義の弊害を論じていたが、同時にソ連型社会主義は、農民を踏みつける都会文明であって、「農村共産党の政府は農民と労働者のイタバサミになってテンプク」すると予言する。資本主義も社会主義もダメとすれば第三の道としての徹底的改革は、都市と農村との調和のうえに、天皇を頂点として一家・一村・一国がそれぞれの仕事をし、責任を果たす「自治」の道である、というのである。それはアナキズムに近い農本主義に立つ国家改造思想であった。


　和合は同じ年の一九三一年八月、実行団体として「日本農民協会」を設立し、まず県議に打って出る。一一月、上京して権藤成卿に面会、その学識と気魄に打たれる。権藤は、儒教的な農村自治論を説き、著書『自治民範』によって知られていた日本主義の農本主義者であった。各地の農本主義者たちが集まって権藤を顧問とする農本連盟が結成されると、和合もこれに参加した。農本連盟はやがて思想的対立のために分裂するが、そのなかから、長野朗、和合を中心に合法的国会請願運動を主張するグループが生まれてくる。その後、和合は、長野県内各地で講習会を開き、日本農民協会の組織拡大につとめたが、翌年四月九日、東京において長野朗をまとめ役に、新潟（稲村隆一）、茨城（橘孝三郎）、山形（宮城信一郎）、和合が加わって自治農民協議会が結成され、請願運動が出発する。請願の骨子は、「農家負債三ケ年据置、肥料資金反当り一円補助、満蒙移住費五千円補助」の三カ条である。この運動は社会の注目を集め、一万八八八七の署名が六月一〇日までに集められた（うち長野県約一万、茨城県五〇〇〇）。五・一五事件が発生し、橘孝三郎以下愛郷塾生がこれに加わっていたことは、農村問題への関心をあおり、やがて八月末の第六三回臨時議会が「救農議会」として開催される端緒となった。和合は政党と話し合い、請願の内容を緩和したが、その一方で精力的に各地で農民大会を開き、署名を集めた。八月二四日現在で全国で三万九〇〇〇弱、うち長野県二万一〇〇〇余、以下一〇〇〇以上は群馬、山梨、茨城、静岡の順である。「救農議会」はいちおうの成果をあげたが、その点は別に述べることにして、その後の和合の足どりを追おう。


　和合は請願運動を通じて、農民が他に依存しがちで、「真の自覚」に乏しいことを痛感した。ところが、彼はそこから、運動とは「神の御心をうかがって祖国を立て直さうといふ『まつりごと』の運動でなければならない」という「神ながらの道」に飛躍してしまう。同時に和合は権藤成卿の農村自治の路線から、加藤完治らの満州移民構想に力を入れるようになっていく。仏教信仰のための私塾が、政治化し、やがて「瑞穂精舎」自体が移民の養成・教育機関に変わっていき、一九四一（昭和一六）年の和合の死までつづくのである。和合の急転換の軌跡を批判するのは容易であるが、しかし彼をとりまく社会の変化が和合やその同志たちを巻き込み、右への社会的地すべりが起こっている平面の上を、和合自らも右へ大またで歩いていったとみることができよう（安田常雄『日本ファシズムと民衆運動』れんが書房新社）。


　第二に、血盟団事件や、五・一五事件の処理はどうなったかをみておこう。血盟団事件は一般の裁判所で、五・一五事件は陸・海軍の軍法会議で裁判が行われたが、被告に対する社会一般からの、とくに海軍少壮将校からの好意的世論は想像以上のものであった。被告の法廷における動作や発言は新聞紙上をにぎわし、被告は公判をその思想の宣伝の場と考えて行動するようになっていった。そのためばかりではあるまいが、両事件の判決は、民間側被告については、井上、橘、小沼、菱沼が無期懲役に処せられたが、海軍将校については、三名が死刑を求刑されたけれども、判決は禁固一五年にとどまった。陸軍側被告はさらに軽く、最高禁固四年であった。しかも海軍軍法会議で「国憲は生命である」として、三名の被告に死刑を求刑した山本主任検察官のもとには抗議が殺到し、論告を承認した山田法務局長は辞職を余儀なくされた。財閥や政党に対する当時の社会的反感が、テロの実行者に対する同情を呼びおこしたのである。







■転　　　向




　共産主義者の転向について考えておこう。三・一五事件（一九二八年）のあと、いわゆる日本共産党労働者派の転向問題が起こったのは、一九二九（昭和四）年のことであった。水野成夫が従来の共産党運動の誤りを指摘し、解党再出発を主張する上申書を提出し、南喜一、中村義明らがこれに同調したのがことの起こりである。水野は、君主制の撤廃なしには解放運動は前進できないのか、君主制は現在および将来において大衆の桎梏となっているのかと問いかけ、そのいずれにも否と答えたうえで、共産党のスローガンから君主制の廃止と皇室の土地没収を除いて再出発すべきだと提案する。この誤謬の原因は、コミンテルンの「テーゼ」を丸のみにしたからだ。そこでコミンテルンと絶縁して再出発しなければならない。その帰結は一君万民─皇室中心主義をとるというところまで行ってしまう。水野らの考え方は、多くの同調者を惹きつけ、保釈出獄後には「労働者派」を名のって地下活動を開始するが、一九三二（昭和七）年には消滅の運命をたどった。水野・南がのちに軍部と結んで（株）国策パルプを創立したことはよく知られている。「労働者派」の転向は、日本社会の地すべりが起こる前の事件である。彼らの転向は拷問のつらさ、独房生活の苦しさなどももちろんその一因であろうが、ソ連を守り、世界革命を第一義とするコミンテルンのテーゼへの不信が、水野のみならず多くの党員に同感されたためであろう。それは、これにつぐ一九三三年の大量転向を予兆するものであった。


　共産党のリーダーであった佐野学と鍋山貞親とが転向声明を発したのは一九三三年六月であった。二人の声明の骨子は、やはり「天皇制打倒」のスローガンの破棄であった。皇室尊崇は国民感情であるから、共産主義者もその歴史的根拠をたずね、その立場に立つべきである。それはまた、植民地独立、民族独立の否定と、満州事変の肯定にもつながる。日本民族の優秀性を承認するならば、朝鮮、台湾の弱小民族は日本と合体することによって日、朝、台の同権を享受すべきだし、列強の支配下にある国民党政権から中国民族を解放するのが満州事変なのだ。コミンテルンからの離脱と一国社会主義論の主張は、以上の論旨から当然生みだされる「コロラリー」（高畠通敏）である。しかし筆者には、どうも一国社会主義論なるものが、北一輝の『国家改造法案大綱』と発想を同じくしているように思われてならない。北は独自の「国体論」をふりかざし、佐野、鍋山はマルクスに執着するが、さて現実の発想は、北、大川、高畠素之らの国家社会主義と実によく似ているのである。それは、満州事変以後の地すべりという発想に立てば、次のように理解されえよう。佐野、鍋山は、「非転向」の立場に立つ限り、地すべりしていく日本社会の平面の外側の固定座標軸上の最左翼に立っていたはずであった。しかし彼らはそこに立っていることを放棄して動きつつある日本平面に乗り移り、その上で比較的左側の椅子につこうとしたのである。


　ともあれ、党の最高指導者としての両名の声望は高かった。その二人が公然と転向したのである。獄中にあるものはもちろん、獄外にあるものも、党活動をつづけることについての理論的な懐疑ともっと現実的な困難とをひしひしと感じていた。なだれを打って転向者が続出したのは、うなずけることである。


　両名につづいて転向を表明した幹部には、中尾勝男、三田村四郎、杉浦啓一、高橋貞樹らの元中央委員と、四・一六事件（一九二九年）以後の党中央を指導した田中清玄、風間丈吉、佐野博らがあった。それとともに一般党員の転向が相次いで起こる。司法省行刑局が佐野、鍋山の転向声明を全国の刑務所に謄写配布した結果、未決囚四一五名（一三七〇名中の三〇％）、既決囚一三一名（三九三名中の三四％）が転向を上申した。以後も転向者は絶えずつづくが、彼らは佐野、鍋山の転向によって道徳的責任を免れたと感じたのかもしれない。もっとも転向の動機についての調査によると、未決・既決を合計して、転向声明や時局・民族的自覚をあげたものは二四名（四％）にすぎず、もっとも多いのは家庭愛によるもの二一七名（四〇％）であり、以下拘禁の反省によるもの一四一名（二六％）、生活・健康・性格によるもの五八名（一一％）、図書閲覧によるもの五五名（一〇％）、教誨指導によるもの二五名（五％）の順となっている。個人的な肉親への愛着や、獄中の肉体的・精神的苦痛などが転向の真の理由であり、佐野、鍋山はそのきっかけを与えたのだとみてよいであろう。


　もちろんマルクスの思想が根絶されたわけではない。マルクスの訳書はなお文庫本などでいくらでも買えたし、日本資本主義論争がはなばなしく論壇を賑わせたのは、一九三二（昭和七）年から三五年ごろまでの間であった。若い学生たちは、伏字だらけのマルクスに魅せられ、「講座派」と「労農派」の論客の難解な論文に読みふけって議論を闘わせていた。しかし、それは運動の活発化には結びつかなかった。思想はまず運動と切りはなされ、やがて思想自体も弾圧の対象とされていったからである。


　象徴的ないくつかの例をあげておこう。一九三三年四～五月の『中央公論』は、その二月に警察で殺された小林多喜二の「党生活者」を「転換時代」という題名で発表することができた。同じ年の五月には左翼系出版社共生閣が右翼転向を表明、自社出版物二〇〇点を絶版とし、一万冊を火中に投じた。六月には内務省は左右出版物の検閲制度を改革し、出版警察を拡充した。とはいえ一九三四年二月には山田盛太郎『日本資本主義分析』、四月には平野義太郎『日本資本主義社会の機構』と、「講座派」を代表する二冊が岩波書店から刊行された。五月、プロレタリア演劇の「左翼劇場」は、「中央劇場」と改称を余儀なくされて旗上げ公演を行った。しかし、その翌年の一九三五年五月からは、三笠書房から、政治色をもたない『唯物論全書』が発刊される。圧力を加えられながらも、思想が学問の形でなお生きのびることがこのころまでは可能だったのである。







■「復古」派と「革新」派




　なおここで、この時期の「右翼」についてふれておくべきであろう。右翼といえば、頭山満も、平沼騏一郎をいただく国本社も、北一輝も、大川周明もすべて一括されがちである。しかし、そこには重大な差異があった。伊藤隆は、第２－１図を用いて当時の政治思想の状況を説明する。横軸は、欧米先進国なみの発展をめざす近代化促進派対近代化によって固有の伝統が破壊されるのを危険視する国体擁護派との対立とみてもよい。一方縦軸は、大正中期以後、進歩派の中からだけでなく、復古派からも現状の「改造」や「革命」を求めるものが出現するようになったのである。四つの象限をかりにＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄと名づければ、それぞれは「復古─革新」派、「進歩─革新」派、「進歩─漸進」派、「復古─漸進」派ということになろう。その代表的人物、ないしグループをまとめてみれば、およそ次のようになるであろう。まず、はっきりしたＢからはじめれば、そこには左翼の社会主義者たち──共産主義者も、山川均、猪俣津南雄ら労農派も、マルクス主義の洗礼を受けた学生たちも労働組合員も、ここに含まれるであろう。Ｃには典型的な自由主義者の一群が想定されるであろう。政治家では西園寺、牧野、幣原、議会主義者の尾崎行雄をはじめ、斎藤隆夫、町田忠治ら、そして学者では美濃部達吉、佐々木惣一、河合栄治郎等。
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　問題はＡとＤである。Ａの「復古─革新」のグループは、「革新」色の濃淡によっていくつかにわけられそうである。もっとも「革新」的な人物としては、たとえば「改造法案」執筆当時の北一輝（二・二六事件当時は必ずしもそうではなく保守化していたと思われる）、大川周明、高畠素之らの国家社会主義者たち、十月事件から血盟団、五・一五事件の参加者たち、二・二六事件の青年将校などを考えることができよう。彼らは、少なくともある時点においては、「革命」ないしクーデターのプランをつくり、あるいは実行しようとしたのであった。しかしもっとも強い「革新」意欲と実行力をもっていたのは、陸軍省部の「統制派」のエリート将校たちと、これと近い一部の官僚たちであった。陸軍は国力をあげての総力戦体制を実現することを望み、そのための政策を合法的に実現する手段をももっていたからである。その実現は二・二六事件以後、とくに戦時体制下のことになるが、昭和初年においてもっとも強力な「革新派」は実はこの集団であったとみてよいであろう。このほか、イデオロギーの点でいえば、一九三三（昭和八）年の「転向」時における佐野、鍋山など共産党転向者もここに数えていいかもしれない。


　第二に「革新」的だったのは、口さきだけだったかもしれないが、満州事変以後に急に転向し、国家社会主義を唱えるようになった旧左翼や既成政党勢力である。たとえば、社会民衆党の赤松克麿は、天皇制のもとに満蒙権益を保持しようとする日本国家社会党をつくった。赤松と袂を分かった下中弥三郎は新日本国民同盟を結成した。第二次若槻内閣倒壊の因をなした旧民政党の安達謙蔵は、国民同盟をつくり、その腹心だった中野正剛はさらに東方会をつくった。東方会叢書第一輯は中野著の『国家改造計画綱領』である。世界的「一大非常時」に対処するため、独裁的権限をもつ強力内閣を組織し、議会の改革と行政整理を行い、資本主義を矯正し強力な統制経済をもって生産力の組織的発展を図ろうというのである。官僚出身の財界人で、帝人事件に連座して一時満州国で顧問格の仕事をしていた河合良成さえ『国家改造の原理及其実行──主として経済的観察』という本を書いている。官僚のなかでも、資源局事務官松井春生の『経済参謀本部論』はかなり広く読まれたようである。このような発想は、資本主義への批判と、ソ連型、ナチス型の計画経済の願望をともなっていた点では軌を一にしている。程度の差こそあれ、それは政治経済体制の変革を意図していたのである。


　ところが、Ｄの「復古─漸進型」の特色は、第一次大戦以後の「革新派」の台頭に対する反リアク動シヨンとしてグループ化した点であろう。国体論や古事記以後の日本の神話への信仰、もしくは儒教の道徳と漢学への回帰を唱える人や結社は、明治以来つねにあったけれども、それが危機感を覚えて結束し、社会的勢力としてまとまったのである。その主要メンバーは、既成の各種政治勢力内部の保守的グループ、たとえば官僚出身の枢密顧問官、貴族員議員、軍人、政党の長老、頭山満を頂点とする右翼らである。平沼騏一郎、伊東巳代治、金子堅太郎ら枢密院の有力者はその一例で、とくに平沼は「国本社」を組織し、現役軍人や官僚を集め、国体論と日本精神を唱えた。皇道派の軍人たち、荒木、真崎らも艦隊派の加藤、末次らも同様である。彼らは社会主義思想の普及をおそれ、「革新」論を共産主義思想の現れとみて排斥した。その言論は激越であり、蓑田胸喜や三井甲之のような狂信的な人物もその傘下にあって、言論活動を行ったのである。しかし重要な点は、彼らは復古論者であって、具体的な改革案をもたなかったことであろう。


　「復古派」といっても、ひとしく国体論と天皇崇拝を強調する一方、「革新」に関しては全く異なる立場に立つ二つのグループ、ＡとＤとがあったのである。







５　二・二六事件







■陸軍部内の暗闘




　すでにみたように、陸軍の政治的勢力は、満州事変以来、著しく強まっていた。しかし、その陸軍の内部に立ち入ってみると、そこには激しい対立状況があったことは否定できない。省部の中堅将校と隊付の青年将校の対立がその一つであるが、陸軍トップの分裂が次第にはっきりしつつあった。その過程が実はこの時期の政治史に大きく影響したのである。三月事件がいわゆる宇垣の変心によって流産に終わったことは、陸軍部内の宇垣に対する失望をもたらした。部内の急進派は宇垣をダラ幹とみてことを共にするに足らずと考えたし、省部の中堅課長たちはその反対に謀略をこととする野心家とみたからである。この事件があいまいに処理された以上、橋本欣五郎、長勇を中心とする十月事件についても、軍法に照らして処断することができず、うやむやに処理するほかはなかった。宇垣の後任南次郎をはじめ二宮治重、小磯国昭らは次第に中央から遠ざけられ、勢力を失墜していった。


　一方、反長州閥の武藤信義を頂点とする、いわゆる佐賀閥の勢力は、この時期に急に拡大された。その象徴ともいうべき事件は、犬養内閣において、荒木貞夫が陸相に推薦されたことであった。宇垣は現役を退いてのち、朝鮮総督に任命されていたが、犬養内閣成立のとき、その推薦した阿部信行はついに陸相になることができなかった。荒木の就任は、当時、陸軍と関係が深かった、政友会の森恪（犬養内閣の内閣書記官長）と枢密院副議長平沼騏一郎の推薦といわれている。犬養の死にともなう斎藤内閣成立の際も、陸軍士官学校生徒が五・一五事件に参加するという不祥事があったにもかかわらず、荒木は斎藤内閣に留任したのである。荒木は当時、陸軍中堅エリート将校の輿望をになう存在とされていたのであった。陸相の後任として呼び返された朝鮮軍司令官林銑十郎は、武藤から教育総監の地位を譲られてようやく面目を保つことができた。


　荒木は、宇垣や南のように既成政党との関係が深く妥協に走りがちな軍指導者を批判して、生粋の軍人らしい姿勢をとり、反共の立場からソ連に対して予防戦争を交える覚悟をうながす態度をとった。それには当然、陸軍軍備の拡張、改善が必要である。荒木は政府に迫ってこれを達成する能力がある陸相として輿望を集めていたのである。


　荒木が陸相になった後、宇垣、南系の人物は、省部の中心から一掃された。省部の中堅将校たちは荒木を押し立て、参謀総長に閑院宮をいただき、実質的には次長となった真崎甚三郎が参謀本部を掌握する形で、荒木、真崎のもとに結集しようとした。さらに荒木、真崎と親しかった林銑十郎朝鮮軍司令官──ついで教育総監──も、青年将校の人気を集めていた。


　ところが、荒木の人事によって宇垣派が一掃されるにつれ、陸軍次官となった柳川平助も、軍務局長となった山岡重厚も、ともに適任でないと批判の声が高くなった。荒木がもっとも信頼したのは小畑敏四郎である。小畑はこれまでに参謀本部において作戦課長を二度勤務し、当時は第三部長として参謀本部の実権を掌握した。


　一方、中堅将校の期待をになっていたのは、参謀本部の第一部長であった永田鉄山であった。バーデンバーデンの密約以来、永田と小畑とは盟友であったが、このときになると激しく反目し合い、意見の対立を来すことが多かった。小畑は荒木とともに対ソ強硬論者であり、早いうちにソ連と一戦を交えるべきであるとして、対ソ作戦を研究しつつあったが、実質的には関東軍をはじめとする日本軍の勢力は、すでに急速に増強されたシベリアにおけるソ連軍に対抗しがたくなっていたのである。


　荒木は、陸相時代にも皇道派の菅波三郎を鹿児島から東京に転勤させたり、正月などは来訪する青年将校と私邸で盃を交わしたりして、隊付将校の間で人気が高かった。五・一五事件の際に、陸軍からは将校の参加者がなかったのも、荒木の政策に期待してのことであったといわれている。たしかに荒木は対ソ強硬論を唱え、「非常時」日本の危機を鼓吹し、皇国、皇道など「皇」の字を連発して精神主義を謳歌して、はなやかに行動し、陸軍の人気をつないだ。小畑敏四郎と永田鉄山の争いは、一九三三（昭和八）年解氷期対ソ開戦論という作戦計画が永田以下の反対によって葬られたとき、絶頂に達した。荒木、真崎、柳川、小畑らいわゆる皇道派は、これ以後、永田らに対して強い恨みを抱く結果になった。


　さらに永田が一九三四（昭和九）年三月に軍務局長になった後、ソ連の所有する北満鉄道（東支鉄道）買収が実現に向かったことによって、両者の対立はさらに悪化した。ソ連と予防戦争を行えば、東支鉄道などはひとりでに我がものになるはずであるというのが皇道派の意見であり、これに対して、まず軍備拡張の基礎となる重工業を発展させ、満州国を育成することが大切だという永田の見解とはまさに相対立し、ここでも永田が勝利したのであった。


　さて、一九三四（昭和九）年一月、荒木が病気で退陣した後の陸軍大臣には、本人も自ら期していたうえ、青年将校らの輿望をになった真崎甚三郎ではなく、教育総監林銑十郎が就任した。実際は主として参謀総長閑院宮が参謀次長としての真崎の行動を快く思わず、反対したため、陸相になれなかったのである。林のもとにおいて、荒木を中心とする皇道派の勢力は後退し、同年三月、軍務局長となった永田鉄山を中心とする統制派の方針によって陸軍は動かされるようになる。このころまでは、真崎も永田に悪い感情をもってはいなかったので、人事は円滑に行われたのであった。しかし林が斎藤内閣の後継問題で真崎の信頼を失ったこと、真崎が留任を希望する秦真次憲兵司令官の転出を林が強行したことなどから、荒木、真崎と林、永田の関係は文字どおり氷炭あいいれぬ状況になった。皇道派の中心は教育総監の後任となった真崎であり、林および林を動かす永田と真崎の対立がこれからの約一年あまりの陸軍を揺り動かすことになるのである。『真崎日記』によれば、皇道派と統制派の争いは、「日本思想と国家社会主義」の対立と考えられていた。皇道派は正しく、統制派は危険思想である。具体的には、陸軍中央の要職をすべて皇道派が占めていたのを順次入れかえてゆこうとする林、永田に対して真崎が抵抗する結果、破局が訪れたといってよいであろう。


　この時期に陸軍内部の紛争は三度表面化した。その第一は、一九三四（昭和九）年の一一月二〇日事件、第二は三五年七月一〇日から一五日に及ぶ真崎教育総監更迭問題、そして最後に八月一二日の永田軍務局長刺殺事件である。


　一一月二〇日事件といわれるものは、当時、陸軍大学校の学生であった村中孝次、野砲兵第一連隊付一等主計磯部浅一、陸軍士官学校の片岡太郎大尉の三名と士官候補生五名が処分を受け、いずれも休職、あるいは退学を命ぜられた事件であった。この事件は陰惨なものであった。五・一五事件のようなテロ活動の計画があるといううわさを聞き込んだ辻政信陸軍大尉（士官学校の中隊長）は、生徒をスパイに使って、皇道派の村中や磯部を訪問させ、実在しないテロの計画を聞き出させ、これを陸軍の上司に密告した。村中らは取調べを受けたけれども、結局、計画の存在は立証されず、スパイとなった士官候補生を含めて、計画について話をした村中、磯部、片岡らが行政処分を受けたという事件であった。


　この事件の性格は、荒木、真崎、林ら、いわゆる皇道派に直接つながる青年将校らと、永田を中心とする統制派の系統の青年将校の対立から発生したものと理解するのがおそらく当を得ているであろう。皇道派の青年将校たちの間では、テロを実行することによって国内の革新を図るべきだという、威勢のいい議論があちこちで展開されていたことは否定できない。これに対し中央に勤務する統制派の将校たちは、皇道派の将校たちが軍規を乱し、皇道派の将軍たちと連絡して怪文書を出したりするのが不快であって、その取締りを企てていた。テロ計画がくすぶっていたのは事実である。真相はよくわからないが、歩兵一連隊の栗原安秀中尉が埼玉県の農村青年等を組織してテロを行おうとしていた（埼玉挺身隊事件）。牧野内大臣暗殺をまじめに考えた弘前連隊の末松太平大尉は毎週末、軍刀とピストルを抱えて上京していたことは、末松の回想録（『私の昭和史』みすず書房）に述べられている。しかし、士官学校事件のような大規模なテロ計画がこの時期に存在したことは立証されていない。


　ともあれ、証拠不十分で不起訴停職になった村中と磯部とは、彼らを告訴した片倉衷、辻政信、塚本誠三名を誣告罪で訴えるとともに、「粛軍に関する意見書」と題するパンフレットをつくり、これに三月事件、十月事件の内容を曝露した田中清少佐の手記を付録として各方面に郵送した。陸軍省は村中と磯部を免官にした。こうして陸軍内部の暗闘が次第に世間にも知れ渡るようになったのである。







■真崎更迭と永田軍務局長刺殺事件




　陸軍部内の暗闘が新聞の第一面でとりあげられるにいたったのは、真崎教育総監更迭問題であった。この時期、陸軍の中心は、陸軍大臣、参謀総長および教育総監の三長官であるとされ、陸軍首脳の人事は三長官会議において「協議のうえ陸軍大臣において取り扱う」とされていた。したがって、永田との関係が深くなり、皇道派に対して一線を画するようになった林陸相は、皇道派を陸軍中央から移動させようとする人事計画にいちいち反対する真崎教育総監の態度に困惑し、ついにその更迭を決意したものらしい。これまでも、重要人事についての林の案は、ともすれば真崎と対立し、結局、けんか両成敗のような妥協に終ることが多かった。


　林は、自己の方針を貫こうとすれば、派閥人事に固執する真崎を退陣させるほかはないと考えるにいたったのであろう。しかも、三長官会議とはいえ、参謀総長が皇族の閑院宮である以上、事実上は林、真崎の対立が表面化せざるをえなくなったのである。三長官会議は八月の大異動の原案を議題とし、教育総監を真崎から渡辺錠太郎に交代するのをはじめ、荒木陸相時代の憲兵司令官秦中将や柳川中将の予備役編入を目標としていた。そのために、真崎はとくに自らの更迭については次のような論理をもってこの原案に反対した。「自分は軍隊教育の重職にある。皇軍の人事もまた教育上の観点からも取捨しなければならない。これが最高人事は三長官が協議する規定慣例があるゆえんである。自分は人事教育の最高責任者である。それゆえ自分の地位は天皇の御意を拝して自ら決定すべきものである。教育総監の地位が陸軍大臣の意のままに動かされるようでは、総監の存在理由が失われてしまう」（『真崎日記』）。ずいぶん無理な論理であるが、真崎はあくまで抵抗し、ついに一九三五年七月一二日の三長官会議において結論を見出すことができず、七月一五日の会議において、真崎の反対を押し切って更迭が決定されたのであった。


　皇道派の将校たちの間には、この事件の真相と称するガリ版刷りの怪文書が相次いで郵送される。たとえば西田税、村中、渋川善助（陸士中退）の手になる「軍閥重臣の大逆不逞」および「教育総監更迭事情要点」は、いずれも三長官会議の合意なしに将官の人事はできないという規定に背いて御裁可を仰いだもので、統帥権干犯であるとして、林およびその背後にあるとみられた永田鉄山に対する批判を展開したものであった。皇道派青年将校はこのために激昂した。


　一方、陸軍のトップにある軍事参議官の会同においても、真崎更迭問題は大議論を巻き起こした。荒木前陸相と真崎とは、ともにこの人事について激しい意見を述べ、とくに三月事件の際、小磯国昭軍務局長の命によって執筆したという、永田自筆のクーデター計画書を持ち出して、永田を攻撃したといわれている。


　皇道派青年将校の先輩格で、当時福山の連隊付中佐であった相沢三郎は、生真面目な国体論者であった。青年将校の主張に共鳴し、天皇の周囲にあってその明をおおい、天皇機関説をそのままに行い、統帥権の発動を拒んでいる奸臣を斬ることが、天皇に忠節を尽くすゆえんであると確信していた。相沢の思想は上司にも明らかになっていたので、このことの前に台北高等商業学校の配属将校に転任の発令があり、彼も赴任の準備をしていた。その矢先に村中、磯部らの手になる文書を読んだ相沢は、真崎の更迭を統帥権干犯と確信した。そこで相沢は、伊勢神宮に参拝のうえ上京し、八月一二日午前、陸軍省の軍務局長室に白刃をかざして乱入し、永田局長を刺殺したのである。相沢はこのとき常軌を逸しており、自己の行動が神意にもとづくものと確信し、凶行後、買物して台湾に行くとさらに悪びれるところがなかったそうである。現役将校が陸軍省において上官を刺殺しただけでも大事件なのに、永田が軍務局長の要職にあり、陸軍の事実上の指導者とみなされていたことを考えると、この事件がいかに重大な意味をもっていたかが理解されるであろう。高橋正衛によれば、軍務局長とは官制上からいっても、軍の行う政治を動かし、陸軍次官よりもその限りでは権限がある地位であるとされている。


　こうして陸軍部内の暗闘は、真崎更迭と永田刺殺事件によって、公然たるものとなった。林はこの事件後、辞任し、川島義之が陸軍大臣となったが、軍部内の暗闘は依然おさまることはなかった。こうして二・二六事件が準備されていったのである。







■二・二六事件の勃発




　この時期になると、もはや統制派の中堅将校およびそれに結びつく青年将校のグループと、皇道派の諸将軍を頂点とする皇道派青年将校との間には、はっきりした敵対意識が生じていた。そして、皇道派青年将校の中でもとくに尖鋭だったのは、先に免官された磯部浅一と歩兵一連隊の栗原安秀とであって、彼らは相沢事件後、本気でテロを計画していた。磯部は相沢事件を聞いたとき、タクシーで陸軍省に駆けつけたところ、省内が大混乱に陥っていたのを目撃し、数名の同志がいれば完全に陸軍省を制圧できるのにと歯がゆく思った、と回想している。


　事件後の一九三五（昭和一〇）年の秋には、事態はいったん鎮静しつつあったが、結局、磯部は武力蜂起の決意を固め、市川の重砲兵連隊の田中勝ら少数の同志で小さなテロを企画しつつあった。しかし、第一師団が近く満州に派遣されると内定したことが、在京の青年将校たちに、この機会を見逃せば当分決起の機会が失われるという気持ちを強く抱かせることになり、次第に村中孝次、栗原らの動きが活発化した。とくに、相沢事件の軍法会議における公判が開始され、これを血盟団事件や五・一五事件のときのように、皇道派思想の普及宣伝の場とすることが計画された。相沢の精神なるものを喧伝することによって、統制派の機関説行動や統帥権干犯を立証しようというのである。真崎自身、証人として出廷して自分の更迭の事情について勅許を得たうえで証言するつもりであった。ところが、公判闘争などよりも、彼らが奸賊とみなす重臣を一挙に殺害し、昭和維新をもたらすべきだという主張が、磯部や栗原によって提起され、やがて村中や隊付の中隊長、小隊長クラスの青年将校たち、野中四郎、安藤輝三、坂井直、香田清貞、河野寿ら十余名が参加して、部隊を動かす行動が立案されるようになったのである。行動の中心となったのは歩兵一連隊、三連隊、近衛歩兵一連隊、野砲兵連隊等で一部の将校が部下を率いて出動し、それに村中、磯部をはじめとする若干の民間人が参加した。


　一九三六（昭和一一）年二月は雪がよく降った。二月はじめの大雪がまだとけやらぬ二月二六日未明、ふたたび降り積もる雪の中で、歩兵一連隊、三連隊、近衛歩兵一連隊の一四〇〇名の部隊が実弾を携えて、総理大臣岡田啓介、大蔵大臣高橋是清、内大臣斎藤実、侍従長鈴木貫太郎、教育総監渡辺錠太郎および湯河原にあった前内大臣牧野伸顕を襲撃した。このうち高橋、斎藤、渡辺は殺害され、鈴木は重傷を負い、牧野は無事であった。出動した部隊はそのまま首相官邸、陸相官邸、陸軍省、警視庁などを占拠し、赤坂見附、虎の門、日比谷公園、桜田門、三宅坂の一帯に居すわったまま、彼らの期待する革新を陸軍首脳部に迫った。首相官邸にあった岡田首相は、義弟の松尾伝蔵予備陸軍大佐が身代わりとなって殺され、弔問客にまじって無事脱出することができた。


　この事件が陸軍上層部に与えた衝撃は異常なものであった。はっきりした意見をもたない川島陸相は、宮中において、軍事参議官であった荒木、真崎のリードのもとで、いったんは行動部隊の行為を是認するかのような陸軍大臣告示を作成し、これを部隊に伝えた。その第一、第二項は、「一、蹶起ノ趣旨ニ就テハ天聴ニ達セラレアリ」「二、諸子ノ行動ハ国体顕現ノ至情ニ基クモノト認ム」というのであって、第四項は、「四、各軍事参議官モ一致シテ右ノ趣旨ニ依リ邁進スルコトヲ申合セタリ」である。これでは青年将校らが我が事成れりと思いこんだのも無理はない。のちになって、第二項の「諸子ノ行動」は正しくは「諸子ノ真意」であったと訂正されたが、これは一種の詭弁としかいいようがない。ともあれ、「告示」にもとづいて、第一師団も戦時警備令によってこの部隊を警備部隊として現地に駐在するように命令し、連隊から食事も運ばれるという状況で、いったんは決起の目的が達せられたかにみえたのである。また、形の上では左翼分子の蠢しゆん動どうを防止するという名目で、二月二七日の早朝からは戒厳令が施行され、東京警備司令官香椎浩平が戒厳司令官に就任した。こうして行動部隊の内部では、その行動が成功し、真崎、あるいは柳川を首班とする皇道派内閣の成立が期待されていたのであった。


　しかし、この判断は全く誤っていた。事件を聞いた天皇は、非常な憤りを示し、速やかに反乱を鎮圧するように指示し、川島陸相が青年将校たちの希望を伝えたときも、はっきりとこれを拒否した。反乱軍に対する説得工作はそれでも荒木、真崎ら軍事参議官グループによってつづけられ、平穏に原隊に復帰するよう勧告されたが、村中、磯部らを中心とする反乱軍は、この地を占拠していることによって軍中央部に圧力をかけつづけない限り、自分たちの意見は貫徹されえないとして、あくまで占拠地から撤退しなかった。


　参謀本部においては、杉山元参謀次長が早くから討伐論であり、作戦担当課長の石原莞爾大佐の立案によって東京近辺の陸軍部隊が上京して、国会議事堂一帯を取り巻き、天皇の命令（奉勅命令）の実行を準備した。天皇は事件が長びくのにいらだち、「朕自ら近衛師団を率いて叛徒を討伐せん」といったと伝えられる。香椎戒厳司令官は、個人的には皇道派に近く、軍事行動を避けようとして逡巡し、二八日にはいったん将校が自決するという報告を聞いて安心したけれども、結局、二九日の朝からの討伐を了承するにいたった。陸軍は二九日朝から総攻撃を開始する計画であったが、同日朝から帰順する者が続出し、兵力を使用することなく事件は鎮圧された。陸軍中央部は将校が自決することを望んだが、彼らは法廷でその主張を展開すべく自決を拒否したのである。「勅命は発せられたのである。すでに天皇陛下の御命令が発せられたのである」という書出しではじまる「兵に告ぐ」という帰順勧告の文章が、ラジオを通じて繰返し流されたのは、二九日の朝のことである。


　青年将校たちが、部下の軍隊を率いて、大規模な反乱に走ったのはなぜだったのだろうか。一つには、天皇機関説的な政治体制に対する不満があり、天皇がすべてを親裁するような政権、政治体制を望んでいた。同時に陸軍部内において統制派を打倒し、彼らの期待する陸軍皇道派を中心とする内閣の成立を望んでいたことは確かである。


　しかしながら、彼らが抱いていた理想的な政治体制の姿は必ずしも一つではありえなかった。磯部浅一や栗原安秀らは、北一輝の「国家改造法案大綱」の信奉者であり、法案の実現を終局の目的としていたことは確実である。しかし、北、西田らとはほとんど関係のない将校もいたし、堅い信念をもっていたというよりも、青年将校の間のムードに同調して深く考えずに参加した者もなかったとはいえない。また、兵をまきこむことについて悩み、参加の決意をなかなか表明しなかった安藤輝三のような者もあった。北や西田も、改造法案がこの時期に実現しうるとは考えず、むしろ自重を求めたこともたしかである。しかし、二月なかば以後蜂起の歯車が回りだしてからは、もはや内部からこれを食い止めることはできなかった。二月二三日ごろ村中らは西田税を通じて、およその計画を北に伝え、北はこれに対し、犠牲者の数を極力少なくするように忠告したといわれている。三井財閥の池田成彬らが暗殺目標に数えられていたのに対し、三井から年間一〇万円程度の補助を受けていた北は、そのような表現で、彼らとその関係者を守ろうとしたと説明されている。また、北や西田は、北夫人の霊告と称して、首相官邸に電話し、その行動について占領を続けることや、真崎内閣の実現につとめるよう指示していた。直接この行動に参加しなかった北や西田が軍法会議で銃殺刑に処せられたのは、つねづね青年将校を煽動したとされて、陸軍首脳部にマークされていたうえ、反乱軍首脳部との関係が明らかになったからである。


　この事件がそれほど綿密な事後の計画をもって起こされたものでなかったことは明らかである。襲撃の計画と、国会議事堂一帯の占拠計画だけができていただけで、その後の収拾案はおそらく存在しなかった。かれらが「維新」の先駆けとなれば、あとはその意を汲んで、「皇道派」を中心とする「維新」政権がつくられると期待していたのである。







■二・二六事件の処理




　荒木、真崎ら皇道派の将軍たちにはそれほどの政治力はなかったし、青年将校を見殺しにはしないだろうという期待は甘かったといわざるをえない。事件終結後、寺内寿一を陸相とする陸軍首脳部は、戒厳令下における臨時軍法会議を特設し、弁護人もない一審制の即決裁判によって、将校の大部分と北、西田らの民間人を銃殺に処し、事件を一挙に処理してしまったのであった。東京以外に居住し、事件とは全く関係がなかった「皇道派」系の青年将校たち、菅波三郎、大岸頼好、末松太平らもすべて事件支援の名目で有罪とされた。真崎甚三郎も、叛乱者の利益をはかったとして軍法会議にかけられたが、かろうじて無罪となった。ここに皇道派の勢力は壊滅したのである。


　事件そのものは、二月二六日から二九日までの四日間、雪に埋もれた東京中心部を震撼させたが、叛乱将校らは厳しく処断されて、解決した。しかし、この事件のもたらした影響は、はかりがたいほど大きかった。その要点は次のようにまとめられるであろう。満州事変以後、陸軍の勢力が台頭し、五・一五事件によって政党内閣制度が崩壊して、挙国一致内閣といわれる斎藤、岡田の両内閣が政権を担当してきた。ところが、二・二六事件によって斎藤は暗殺され、岡田は肉体的生命は助かったが、政治的生命を失った。犠牲者の中には、犬養内閣以来、財政を担当し、陸軍の要求を抑えてきた高橋蔵相が加わっていた。高橋にかわる声望をもつ財政担当者は、もはやその時期においては見出しがたかった。斎藤、岡田の二人の海軍大将が相次いで政権についたのは、元老西園寺公望によって、国内においては陸軍の要求をある程度はうけいれても破綻をもたらさない方針を守り、国際環境についても見識があり、対英米関係を良好に保ってゆくことのできる人物と目されたからである。


　二・二六事件は、天皇や西園寺のたのみとする人物を一掃してしまった。西園寺を頂点とする親英米的なグループで生き残った牧野伸顕や岡田啓介も、これ以後は政治の第一線を退かざるをえない状況となった。天皇機関説事件、帝人事件等によってじりじりと後退してきた親英米派は、二・二六事件によって凋落を余儀なくされたのである。陸軍に対抗しうる政治勢力はもはや存在しない。中村草田男の「降る雪や明治は遠くなりにけり」がつくられたのは、一九三六（昭和一一）年二月であった。ひとはこの句をたんに叙情と感慨のみと解しがちだが、作者はこのクーデターに対する憤りを一七字にさりげなく秘めていたのではないだろうか。明治以来の安定が、このとき完全に失われたからである。


　その一方において、省部の統制派中堅将校を中心とする陸軍の勢力はかえって強化された。陸軍内部の不統一からこれほどの大事件を引き起こしたことに対しては、粛軍という名前を用いて人事を刷新すると称しながら、その一方で、このような事件が起こったのは、従来の政治に対する軍部の不信のゆえだとして、陸軍は遠慮なく政治的な発言を行うようになったのである。


　岡田内閣の後継として、近衛文麿が西園寺の推薦によって指名されたが、近衛はその親しかった荒木、真崎ら皇道派の旗色が悪いのをみて、組閣を拝辞した。次に推薦された外務大臣広田弘毅の組閣に当たっては、陸軍はまず人事に容喙し、外務大臣に予定された吉田茂（牧野伸顕の女婿）、朝日新聞社の下村宏らを忌避するとともに、二大政党から各二名ずつ入閣という原案を一名ずつにするという要求を受け容れさせたのであった。







■軍部支配体制の確立




　大事件を起こした責任のある陸軍が、強気の態度に出て、広田内閣の組閣を掣肘するにいたったのは偶然のことではなかったと思われる。すでに一九三三（昭和八）年秋から、片倉衷大尉を座長とする統制派の将校たちは、「政治的非常事態勃発に処する対策要綱」（一九三四年一月五日改定）なる文書を準備し、上層部にひそかに提出していた。非常事態が勃発したとき、軍部は「革新の原動力となりて、時局収拾の重責を負うに至るべきこと」を予想し、「政府並びに国民を指導鞭撻し、災いを転じて福となす」企画が立てられていたのである。その場合、戒厳令のもとに、軍の希望する後継内閣を組織し、後継内閣の人選にも要求を出し、革新政策を要求することになっていた。


　その施政方針の内容はほぼ次のようなものであった。満州国の既成事実の承認およびこれを条件とする帝国の安全保障の確保を列国に容認させること。国策遂行上、武力をもって阻害または脅威すべき国家に対しては、正義に立脚し、自衛上、これを膺よう懲ちようすること。社会機構を改革して、一君万民の精神を具現するために既成政党の解散と議会の浄化、中央政治機構の構成強力化と地方自治体の強化、司法権の独立と経済の粛正、家族制度の改正などを行うこと。また、経済界に対しては、重要産業を統制して、その振興を図るとともに、勤労第一主義による国民生活の安定を策し、対外貿易の振興および国民の海外発展を策すること。


　このように統制派の幕僚たちは、二・二六事件のような非常事態をむしろ利用して、軍の希望する政策を実現しようとする意思をもっていた。彼らの国内改革の方針は、きわめて簡単にいえば、すでに満州国で実現されていたような、総理大臣を中心とする国策推進機構を置き、各省を合併して、簡素な政治機構に改め、その中心部を軍部の意向に従って動かそうとするところにあったものと思われる。広田内閣成立後の陸軍の政策提案は、ほぼこの線に沿うものであった。







■日中関係の緊迫化




　広田外相のもとで積み重ねられてきた日中関係の改善も、一九三五（昭和一〇）年六月以後、当時の支那駐屯軍（天津軍）の行った一連の行動によってふたたび悪化に向かった。天津軍とは、一九〇〇年の義和団事件の際の協定書によって、在留邦人保護のために、天津から北京の郊外にかけての数地区に少数の軍隊を駐留させていたものである。天津軍参謀長酒井隆は親日的な天津の新聞社長が暗殺されたことをきっかけにして、中国官憲と強硬に交渉し、河北省一帯の中国政府軍の撤退を要求した。これは河北省の非武装地帯化を要求したものと受け取られた。南京政府は、軍閥ではあるが、国民党と関係の深い宋哲元に全権をゆだね、国民党軍を撤退させることに同意した。梅津（美治郎）・何応欽協定がこれである。続いて関東軍は察哈爾チヤハル省においても、中国側が日本軍人を侮辱したという理由で、ほぼ同様の要求を行い、これを承認させた（土肥原・秦徳純協定）。


　日中関係はふたたび出先軍の行動によって緊張した。二つの協定が日本側の要求に沿ってまとめられたとき、関東軍の先例にならって、支那駐屯軍は華北を第二の満州国としようとする野望に燃えていた。


　中国の幣制改革はこの緊張のもとで進められ、イギリスの援助によって成功した。天津軍は幣制改革に反対して現銀の南送を拒否する一方、華北に傀儡政権をつくろうと努力し、一九三五年一一月、非武装地帯においては殷汝耕を首班とする冀東政権を成立せしめた。しかし、河北省（冀）および察哈爾省（察）においては、ついに宋哲元の支配を崩すことはできず、南京によって任命された宋哲元を中心として冀察政権を成立させることで満足しなければならなかった。


　この一連の経緯を考えるとき、日中戦争の直接の起源は一九三五（昭和一〇）年以後にあったといわなければならない。事件はいずれも現地軍の主導のもとに進められ、東京政府はもちろん、陸軍の省部も現地の事態に追随する結果になっていた。


　日本の華北への進出は冀東政権を足場として、一九三六（昭和一一）年になると、いっそう露骨なものになった。成立した冀東政権は当初財源をもたなかったが、やがて関東州から冀東への海路および陸路による密貿易に査験料と称する低率の関税を課することによって財源とし、関東軍は査験料の一部を入手して、華北工作の資金とした。密貿易自体は塘沽協定成立（一九三三年五月）以来、非武装地帯沿岸を通じて行われていたが、冀東政権成立後はいっそう露骨なものになったのである。日本製の人絹布、砂糖等々が関東州沿岸から大量に輸出された。そのなかで中国の対日態度は次第に硬化し、日中関係はいっそう悪化していった。


　一九三六年一〇月には、察哈爾省北部の内蒙古（モンゴル）において、関東軍の田中隆吉参謀に支援された王族徳王を中心とする内蒙古独立運動が展開された。徳王は百霊廟で挙兵したが、中国国民党軍に撃破され、さらに内蒙軍も叛乱を起こしたため、内蒙軍に参加していた日本の在郷軍人の戦死者も多かった。このために中国側は蒙古軍の服を着た日本軍を撃滅したとして、士気はいっそう上がることになった。


　同年一二月、共産軍の討伐のために西安に赴いていた[image: ]介石は、共産軍と対峙していた張学良の「兵諫」のために監禁された。日本の侵略に対抗するのが急務だ、内戦どころではあるまいというのである。延安から西安に入った周恩来らと国民党との話合いの結果、[image: ]介石の解放を認めるのと同時に、共産党との内戦を中止して第二次「国共合作」を行い、日本に対決する方針が決定された。[image: ]介石はそれまで日本との正面切っての対決を避け、共産党の「討伐」を緊急とする方針をとってきたのであったが、「西安事件」の結果、政策の大転換を余儀なくされたのである。


　日本側も、一九三七年に入ってからは、力づくで中国を押しまくる方針をあらため、華北において経済的権益を入手することのみを目的とし、中国との関係改善を企図したが、その転換は遅きに失したのであった。







６　「準戦時」体制







■広田内閣の政策




　広田内閣の中心となった人物は、外務大臣有田八郎、大蔵大臣馬場[image: ]一であった。大蔵大臣となった馬場は、法制局出身の貴族院議員で、勧銀総裁を長く務めていたが、高橋前蔵相以来の財政規模の抑制、軍事費の制限などの政策はもはや不可能で、むしろ積極的に陸軍の要求を受け入れて、軍と協力して政治を推進する以外にはないと考えていたようである。


　馬場蔵相は、高橋時代の大蔵省幹部を入れ替え、歳出増加の前提のもとに、税制改革と増税、公債増発、そのための低金利政策の三項を財政方針として公表した。増税の声を聞くや、株式市場は暴落し、財界ははげしく反発した。三月には預金利子と日銀の公定歩合の引下げがまず実現され、九月には税制改革案が公表された。その骨子は、法人に対する所得税を八割程度、また個人所得税を三割程度、相続税を約一〇割引き上げるのをはじめ、財産税を新設し、間接税を増徴する。その一方で、従来、悪税とされていた戸数割をはじめとする地方税を廃止ないし軽減するというのである。この案は大蔵省主税局において長く検討されてきたものであったが、高橋財政期には増税は禁物であったために、秘められたままにされていたいわくつきの案であった。その一方で、馬場蔵相は、陸軍の意図する国防充実一二カ年計画を容認し、その前半の六年間に約三〇億円をもって航空兵力をはじめ、近代的軍備の充実を企図し、海軍も、六万トン、四六センチ砲をもつ超戦艦「大和」「武蔵」の建造をふくむ総額七億七〇〇〇万円の第三次補充計画を実現しようとした。


　軍備拡張計画を盛り込んだ一九三七年度予算案は、三六年一一月に決定されたが、総額は三〇・四億円、うち陸海軍費一四・一億円とされていた。高橋の手になる最後の予算（一九三六年度予算）が二三億円であったのに比べれば、約二割五分増の大予算であり、その裏づけとして、前記の増税を実現しようというのである。


　ところが、この予算が公表されるや、財界の反応はまことに厳しく、馬場財政への激しい批判が展開された。しかも予算発表直後から輸入が急増して、国際収支はたちまち大幅な赤字に転じた。この時期は一九三二年を谷底とする景気回復がほぼ頂点に達しており、設備投資は増加し、産業総合の生産も前年比一二・六％増という背景のもとに、今後のいっそうの生産増加を予想して、輸入原材料、設備投資用財の輸入が急膨張したのであった。一二月末、横浜正金銀行の手持ち外貨は底をつき、海外における借入れもその限度額に達した。このために、大蔵省は年末年始の休暇中に、外国為替管理法にもとづく大蔵省令を改めて、輸入品の支払いのための為替取引などを大蔵省の許可事項とする為替統制に踏み切った。一九三七年に入ってからも、輸入増加の傾向はおさまらず、貿易赤字は一挙に拡大したのである。


　一九三二年以後の貿易動向は、輸出入ともに増加が著しかったが、貿易収支はほぼ均衡を維持していた。たとえば三五年の輸出は二五億円、輸入は二四・七億円、三六年の年計でみれば、輸出が二六・九億円、輸入が二七・六億円で、ほぼバランスはとれていたのである。しかし、そのうち、いわゆる円ブロックに属する対中国（満州国、関東州を含む）の貿易は、三五年には輸出が五・八億円、輸入が三・五億円で、二・三億円の黒字、三六年には輸出が六・六億円、輸入が三・九億円で、二・六億円の黒字であったから、それ以外の地域──主として英米圏──との貿易収支はすでに赤字が続いており、三五年には約二億円、三六年には約三・四億円の赤字が計上されていた。この赤字の処理には外貨が必要である。それまでの赤字は、海外投資の回収等によって賄われたものと思われるけれども、三六年末以降の大幅な赤字に対処する余裕はもちろん残されていなかった。


　広田内閣が軍部の要求を大幅に受け入れた結果は、このようにして国際収支危機を招いたのである。しかし、軍部の要求を拒否することはもはやできない。そのために日本経済は尋常の方法では運営不可能に陥りつつあった。当時政府はもはや「非常時」どころではないとして、「準戦時」体制という言葉を使いはじめていた。それは軍事的緊張の表現であったが、財政や貿易の実態は、まさに「準戦時」的状況に到達していたのである。


　広田内閣時代のもう一つの問題は、日独防共協定が、一九三六年一一月二五日に成立したことである。この協定は、建前上は共産主義思想の普及蔓延を防ぐための協力を約束するものであったが、実はソ連に対する秘密防守協定をカモフラージュする目的で調印されたものであった。当時のドイツ駐在陸軍武官大島浩とナチス党の外交担当者で、駐英大使であったリッベントロップとがお膳立てをしたうえで、外交ルートにうつし、防共協定と秘密同盟が調印されたのである。コミンテルンの脅威に対抗しようという「防共」という言葉は、ソ連を敵視し、ナチス・ドイツとの親善関係を結ぶことを意味するものと一般には理解された。ドイツ側の思惑とは関係なく、「盟邦」ドイツという言葉が、ジャーナリズムにあふれたのである。


　ソ連は秘密同盟の存在を探知していた。当然それは日本との外交関係に反映され、一九二九年調印の北洋漁業に関する日ソ漁業協定の延長は拒絶された。一二月三一日にいたって、ようやく一年限りの延長が認められたものの、以後暫定協定で一年間を糊塗するという状況が繰り返され、日ソ関係は冷却していったのである。陸軍はソ連撃つべしという姿勢を、太平洋戦争前夜にいたるまでとりつづけたのであった。







■石原構想の発動




　この時期においてもう一つ重要な問題は、陸軍内部に存在した、いわゆる「石原構想」である。満州事変勃発当時の関東軍参謀で満州事変を主導した石原莞爾大佐は、一九三五年八月、参謀本部の作戦課長に転任し、続いて三六年六月には新設の戦争指導課長、三七年三月には第一部長（作戦部長）の要職を歴任する。


　石原は作戦課長に転任してから、対ソ作戦の実態を検討し、北満州における日ソ両軍の兵備には絶大な差があり、ソ連との兵力の均衡を回復するには相当の兵力を北満に移す必要があると同時に、とくに軍の機械化が立ち遅れていることを問題とした。この遅れを取り戻すためには、軍事費の増加だけでは間に合わず、軍需産業の拡充を図るとともに、その基礎となる重化学工業の建設が必要であると考えたのである。それまでの陸軍当局者、たとえば小畑敏四郎らには、とかく精神力を重視して軍の機械化を軽視する傾向があったのにくらべれば、それは合理的な発想への大きな転換であったといってよい。もちろん、その視野は軍内部に限られており、日本全体の利益がどこまで考慮されていたかは疑問である。石原は、このためには日本の経済力の総合判断を行う必要があると考え、満州事変当時からの旧知であった満鉄経済調査会の宮崎正義を起用して、日満財政経済研究会を設立させ、そこで経済計画を立案しようとした。


　石原の構想は、一九四一年までに対ソ戦争準備を整えることで、それまでに対ソ八割の兵力を維持しうるように産業の生産能力を拡充する計画を樹立しようとしたのである。その範囲は、円ブロック、すなわち日本、満州国および華北（河北省北部および察哈爾省東南部）であった。


　宮崎を主幹とする日満財政経済研究会は、参謀本部の機密費約一〇万円と満鉄からの約一〇万円の資金によって設立され、拙速を恐れないで、大胆な経済計画を樹立しようと試みた。この研究会が作成した「一九三七年度以降五年間、帝国歳入歳出計画（付緊急実施国策大綱）」なる文書は、ほぼ石原構想の全容を示すものといってよい。その内容は、まず、軍需産業を中心にする生産規模を、五年間に少なくとも二倍以上に増強することを目的としていた。具体的には、自動車の生産能力を当時の年産三万七〇〇〇台から一〇万台に、鋼材生産能力を当時の四八五万トンから一三〇〇万トンに、アルミニウムを二万一〇〇〇トンから一〇万トンに拡充するなど、基礎産業の生産能力を拡充すると同時に、航空機、軍用自動車の生産能力は年産一万機、一〇万台に拡充しようとするものであった。同時に、国内の政治機構を大改革し、満州国の体制を内地に移して、内閣制度を廃止して、国務院を創設して少数の国務大臣を中心に国政を掌握し、各省には別に長官を置いて、国務大臣の命を受けて行政を担当させる構想であった。宮崎の立案したこの計画は、日本内地と満州国とについて、細目にわたって具体案にまとめられ、とくに満州国においては、満州国政府と関東軍の手直しのうえ、一九三七年から満州産業開発五カ年計画として実施に移された。日本国内では、参謀本部から改定案が陸軍省に提示され、同年六月、陸軍省の「重要産業五カ年計画要綱」にまとめあげられ、これが内閣に提示されて、実現を要求されるにいたったのであった。


　以上の経緯を考えると、陸海軍費の増加ばかりでなく、国内および満州国、華北における大規模な設備投資が不可欠である。ぜひこれを実行しようとするのならば、財政規模の縮小や金融の引締めによって、国内経済を一時的にせよ沈滞させるわけにはいかない。それでは国内の需要が大きすぎ、輸入は減らないから、国際収支均衡を回復することは不可能であろう。そこに戦時経済統制が避けられなくなったのである。


　石原は、前記の第一次案が完成すると、この案を近衛文麿、池田成彬、結城豊太郎、津田信吾、鮎川義介、野口遵、郷古潔、斯波孝四郎、小倉正恒らの政財界の巨頭、林銑十郎ら軍部の先輩に提示し、その実現を要望していたらしい。案を示されたものは、一様にその困難を思いながらも、「実行せざるべからざるか」という結城豊太郎の言葉（「木戸幸一日記」、一九三七年二月二日）ににじみ出ているように、やらざるをえぬと覚悟したようである。そして、比較的これに積極的だったのが、近衛と三井の池田成彬であった。


　こうして、広田内閣の時代には、急激に陸軍を中心とする政治経済改革案が水面下で実現に向かおうとしていたのであった。前記の政治機構改革案は広田内閣に提示され、一〇月二三日の閣議でこれを検討することが決められ、検討されたらしいけれども、決定をみるにはいたらなかった。


　この一方において、二・二六事件とその後の軍部の姿勢に対しては、当然批判が展開された。ジャーナリズムも軍部の横暴に対しては批判的であったが、一方において、軍ににらまれることを恐れるために、その表現はとかく微温的であった。はっきりと軍部批判の声を上げた者に、東大経済学部の河合栄治郎や東洋経済新報社の石橋湛山ら自由主義者の一群があった。しかし、全体とすれば、その声が大きくなかったことも否定できない。







■林から近衛へ




　軍部批判が爆発したのは、一九三七（昭和一二）年一月、帝国議会が開会され、政友会の浜田国松が鋭い口調で陸軍大臣寺内寿一を追及したときであった。寺内が反発し、陸軍を侮辱するような言辞があったのは遺憾である云々と答弁したとき、浜田は「速記録を調べて、自分の発言に軍を侮辱する言葉があったら割腹するかわり、なかったら君が割腹せよ」と言い募って、いわゆる腹切り問答が展開されたことから、陸軍が議会を解散するべきだと主張したのをきっかけに、広田内閣は総辞職に追い込まれた。事実においては、国際収支の行詰りと馬場財政の手直しが避けられない状況にあったので、広田はこれを機に内閣を投げ出したものと解釈すべきであろう。


　広田の後任として西園寺公望は宇垣一成を推薦した。宇垣は三月事件のキズがあるとはいえ、朝鮮総督時代から、第一の首相候補と目され、民政党を中心とする旧政党勢力との連絡が強く、また、皇道派台頭以来、陸軍の政策に批判的であり、元老の最後の切札と期待されていたのであった。しかし、当時の陸軍は、石原を中心とする革新グループの支配のもとにあったから、保守勢力と結ぶ宇垣の出現は絶対に排除されるべきものとされていて、自動車で上京する宇垣を憲兵司令官が多摩川の鉄橋で止めて、拝辞を勧告するというような一幕さえあった。


　天皇の組閣の命を受けた宇垣は、以後、直ちに組閣に入ったが、陸軍は三長官会議において三人の候補者をあげたが、そのいずれもが辞退したという筋書きをつくり、陸軍大臣を推薦しないことによって内閣を流産させようと図った。宇垣は、陸相時代の軍務局長小磯国昭（朝鮮軍司令官）と電話で交渉して陸相を得ようと努めたが、部内の雰囲気を知る小磯も就任を受諾しなかった。広田内閣時代、陸軍は荒木、真崎ら皇道派が陸相となるのを阻止するという名目で、軍部大臣は現役の大・中将に限るという制度を復活させることに成功していた。このため宇垣は陸相を得ることができず、万策尽きて組閣を拝辞するにいたった。陸軍の画策は成功したのである。


　宇垣拝辞の後の首相としては、平沼騏一郎が第一の候補にあげられていたが、一般に呼び声の高かった平沼ではなく、元陸相林大将に組閣の命が下った。この人選は、さきの石原構想を板垣征四郎を陸軍大臣に据えて実現しようとする計画の一環であったと思われる。林大将は、事実、直ちに寺内陸相を官邸に訪問し、陸軍大臣として板垣中将を推挙するように希望した。しかし寺内は、陸軍首脳部としては、中村孝太郎を陸相に推す旨を答え、以後、石原の代理として組閣参謀となった十河信二、浅原健三らの執拗な策動が繰り返されたが、結局、林は最後には陸軍首脳部の主張を入れて、中村を陸相として二月二日に組閣を完了した。このために石原らは早くも林大将に対する期待を失い、浅原が「参謀本部を代表して」林との絶縁を申し入れるという異常事態のもとで林内閣は成立したのであった。


　林内閣の功績は、大蔵大臣に日本銀行出身で安田財閥の中心であった結城豊太郎を据え、馬場財政の改定を行ったことであった。結城蔵相は、とりあえず予算案を縮小して二八億円台とし、税制改革も部分的な手直しにとどめるなど、財界の批判を緩和して一九三七（昭和一二）年度予算案を提出し、議会もこれを可決した。また外相となった佐藤尚武は、中国との関係改善に力をつくした。しかし、大勢としては、軍部の圧力は依然として強いままに、林首相は反軍的な議会を罰するつもりか、議会最終日に突如解散を行うにいたった。いわゆる「食い逃げ解散」である。総選挙の結果は、依然として、政友会、民政党を中心とする既成勢力の地位は揺るがず、これに続く社会大衆党の議席もほとんど変わらなかったために、林内閣は同年五月末に総辞職のやむなきにいたった。


　後任首相に選任されたのは公爵近衛文麿であった。二・二六事件以来の陰鬱な雰囲気が続くなかで、西園寺の秘蔵ッ子といわれる四六歳の「青年宰相」近衛が組閣したことは、皇室にもっとも近い五摂家筆頭の家柄と、その風貌、ラジオを通ずるおだやかな演説などによって、一般に好感をもって迎えられた。陸軍は再度、馬場[image: ]一を蔵相とするように求めたが、財界の反感を考慮して、馬場は内務大臣に就任し、外務大臣にはさきの首相広田弘毅が、大蔵大臣には次官であった賀屋興宣が、また商工大臣には商工省出身の吉野信次が就任して、大物内閣の体裁を整えた。近衛なら何か新しいことをするだろうという未知数への期待が社会の人気を呼んだのである。







■近衛の思想




　しかしながら、近衛にはこれという政策構想がなかったのが事実であった。ムードとしては「革新」的だが、確信をもたないのがこの貴公子のスタイルであった。ここで少し近衛の政治思想に触れておきたい。


　近衛は、学習院、第一高等学校を経て京都大学に学び、河上肇の影響を受けた。大学を卒業して間もなく、雑誌『日本及日本人』（一九一八（大正七）年一二月一五日号）に「英米本位の平和主義を排す」と題する論文を寄稿した。その内容は、大戦後の世界において、民主主義、人道主義の思想が盛んになることは否めないが、事実においては、英米の論者の言う平和とは、彼らに都合のよい現状維持にすぎない、これを人道と呼んで美化しているのだというのであった。その核心は「現状維持を弁理とする国は平和を叫び、現状破壊を弁理とする国は戦争を唱う。平和主義なるゆえに必ずしも正義人道にかなうにあらず、軍国主義なるゆえに必ずしも正義人道に反するにあらず」という一文に尽きるかもしれない。したがって、国際連盟においても、先決問題として、少なくとも「経済的帝国主義の排斥と黄白人の無差別待遇」を主張すべきであるというのであった。若き近衛は、折からの左右両翼の対立のなかで、ナショナリズムに立ちながら、英米追随の現状への不満を率直に表明したのである。


　これ以後、近衛は、ヴェルサイユ会議に西園寺の随員として列席し、また、帰国後は貴族院にあって「研究会」の中心人物として活躍した。最高の家柄を尊敬され、聡明をうたわれる近衛は、若くして政界の期待を担ったのであったが、それからも若き日の論文に表明された現状打破の思想を抱き続けていたことは間違いがない。


　西園寺は、将来の首相候補として、また、自分の後継者として、近衛に期待を抱きながら、同時に、その現状破壊的な、また、反英米的な態度に対しての危惧を抱き続けて、このときにいたったとみることができるであろう。実際、民政党内閣崩壊の後、近衛は急激に荒木貞夫や真崎甚三郎ら陸軍皇道派に接近し、また、国体論者で、同じく現状破壊的な思想を抱いていた反西園寺の平沼騏一郎とも親しかった。その一方で、西園寺門下としての木戸幸一や原田熊雄の学習院、京都帝大以来の親交も続いており、また社会大衆党の麻生久や亀井貫一郎とも深い関係を結んでいた。また、父篤麿の門下であったアジア主義の小川平吉や五百木良三もつねに出入りするなど、その交友はまことに幅広いものであった。第一高等学校時代の同級生後藤隆之助が、近衛のために学者やジャーナリストを集めて「昭和研究会」を組織し、近衛のブレーン・トラストとなろうとしたのも、その一例である。多くの場合、近衛は自分の意見をいわず聞き役にまわり、だれもが自分は信頼されていると感ずるように仕向けるのが上手であった。誰も近衛に会うと自分が信頼されていると思うために、「側近三千人」と称されていたそうである。


　近衛は西園寺とは異なって、満州事変の勃発とその後の経過について、むしろ肯定的であり、これを支持する軍部や当時の言葉でいう「革新勢力」に対して同情的であった。そこで、西園寺以下が宮中の側近に、右寄りの、いわゆる革新勢力を加えないように配慮していることを批判し、むしろ内大臣を海軍の伏見宮博恭王とし、その御用係として牧野伸顕、一木喜徳郎ら親英米勢力とともに平沼をも加えて天皇の側近に革新派を加えて「先手」を取るほうが、かえって政治的陰謀を起こさせないのではないかと言ったりした。


　このような近衛の考え方は、つねに西園寺らには心配の種であったが、同時に一般の政界や多様な政治勢力からは、近衛に対する期待感を抱かせる理由になっていたと思われる。二・二六事件直後、西園寺が近衛を首相に推したとき、近衛は組閣を拝辞したが、それは彼の親しかった荒木、真崎ら皇道派勢力がこの事件によって勢力を失い、軍部とのパイプが失われたと感じたことが大きな理由になっていたようである。


　林内閣総辞職後の組閣を命ぜられたときにも、近衛の事情はほとんど変わっていなかった。組閣後の近衛が、国内の相剋を解消するためという名目で、間もなく二・二六事件関係の大赦を主張し、当時、起訴されて軍法会議にかけられていた真崎らの赦免を求めたのも、そのような背景からのことであったと思われる。結局、近衛の大赦論は実現をみなかったが、軍法会議は証拠不十分ということで、真崎を無罪とし、近衛の希望は一部分達成された形で処理された。


　さて、近衛内閣の成立直後、陸軍は陸相杉山元を通じて「重要産業五カ年計画大綱」の実現を内閣に対して強く要望した。近衛内閣もまた林内閣と同様に、大規模な軍需産業拡張計画をその政策の中心に据えるほかなかったのである。ところが、国際収支の赤字はいよいよ深刻化し、賀屋興宣蔵相、吉野信次商相は協議のうえ、「国際収支の均衡、生産力の拡充、物資需給の調節」の三項からなる賀屋・吉野三原則を経済政策の中心として発表するにいたった。その表現は抽象的であるが、国際収支の均衡と重化学工業の急激な拡充を両立させるためには、通常の金利政策や財政政策の範囲を越えて、物資や資金を直接政府が統制し、それらを軍需品産業と鉄鋼、非鉄、金属、機械などの素材産業に優先して配当するほかはないという政策構想を意味していたのである。賀屋は後になって、当時の日本にはこの種の政策を実現しうる条件が備わっていたとは思えないが、軍需産業の拡張のためには、経済の直接統制に踏み切らざるをえなかった、と回想している。


　発足したばかりの近衛内閣は、七月七日、北京市郊外における北支那駐屯軍の小部隊と中国軍との衝突、いわゆる盧溝橋事件に当面した。中国と日本の関係は、広田内閣当時から悪化の一途をたどっていた。すでに述べたように、この当時、日中関係はほとんど打開の道がないままに推移してきていた。たしかに、石原構想が具体化されるためには、中国との関係改善が望ましいとする陸軍の意向があり、広田内閣時代にとられてきた強硬な中国政策は、林内閣の佐藤外相の方針のもとで、同年春に緩和されて、経済協力を求めるものに変更されたし、財界の代表団も南京を訪問したりしていたのであったが、その意向も中国には十分通じないままになっていたのである。












第三章　軍服と軍刀の時代















１　日中戦争の勃発







■盧溝橋事件




　盧溝橋は、北京郊外の永定河にかけられた長い石橋で、マルロ・ポーロ橋とよばれ、一匹ずつ表情も姿勢もちがう狛犬が欄干を支えている。橋のたもとには、乾隆帝親筆の「盧溝暁月」の石碑が立てられている。この名所が歴史的な戦争の発火点になった。事件が勃発したのは、一九三七（昭和一二）年七月七日の夜、清水中隊が夜間演習を行っていたときである。数発の射撃を受け、直ちに演習を中止して集合ラッパを吹いたところ、一名の兵の行方が不明であったことに始まった。この兵はやがて発見されたが、中隊長が牟田口連隊長に電話をすると、連隊長は、所属大隊を現地に急行させ、当面の中国軍営長に交渉を開始すべき旨を命令した。しかし、その翌朝五時三〇分から、日本軍は中国軍が集結している竜王廟を攻撃し、また、宛平県城に対して砲撃を開始するにいたった。


　八日午後からは北京で中国側との交渉が開始され、宛平県城の中国軍が同地を撤退すると確約したけれども、撤退がおくれたために、九日、日本軍はふたたび城内の砲撃を行い、ようやくその日の午前一〇時半に中国軍が撤退したので、日本軍も原駐屯地に引き揚げた。この戦闘で日本軍は戦死者一一名、負傷者三六名を数え、中国側の死傷者は約一〇〇名と想定された。盧溝橋事件とはこのような偶発的な軍事衝突事件であった。このときはじめに発砲したのがだれであったかは、いまにいたるまで明らかでない。


　ところが東京では、陸軍は一〇日になって、中国側が抗日意識を煽り、対日武力戦争を準備しつつあるので、事態は悪化拡大するおそれが大きいと判断し、北京──当時は北平──と天津地区の在留日本人約一万二〇〇〇名を保護するために必要な兵力を華北に派遣することを決定した。翌一一日、杉山元陸軍大臣は内地から三個師団、朝鮮から一個師団、満州から二個旅団の派遣準備を提議し、同意を得た。派兵の目的は、威力を顕示することにより、中国側を屈伏させることだとされた。けれども、あくまで不拡大・現地解決主義によるとしながらも、五個師団という異常な大兵力の派遣が決定されたことは、結局戦争を拡大し、八年にわたる泥沼のような戦争のきっかけになったのである。


　当時、天津の北支那派遣軍司令官田代皖一郎は重病の床にあり、参謀長橋本群がこれを代理していたが、現地の参謀部内にもこの際、一気に華北をわが勢力下におさめるべきであるという拡大派と、事件の不拡大を望む慎重派とが対立し、統一的な政略運営が不可能な状況にあった。急遽田代と交代した香月清司司令官は、東京において、この際懸案を一挙に解決するようにという強硬論を吹き込まれて赴任したものらしく、橋本参謀長らの慎重論は勢力を失い、拡大派が現地においても有力となった。東京の陸軍省参謀本部においても、拡大派と不拡大派の対立がみられた。参謀本部第一部長であった石原莞爾らは、五カ年計画の実現のためにも、この際、中国において事を構えることを好まず、在留邦人を長城線の外側に撤退させても、事態を速やかに解決することを希望していたが、在留邦人や少兵力の駐屯軍が危険にさらされるのをおそれてついに派兵をうけいれた。一方、陸軍省軍務課長武藤章大佐や、参謀本部第一課長（作戦）田中新一大佐は、この時、懸案解決のために強硬な姿勢をとり、その主張が勝ちを占めて大軍派遣が決定されたといわれている。石原莞爾は同年九月、関東軍参謀副長に左遷され、以後、陸軍は強気一色に塗りつぶされてしまうのである。満州事変勃発のさいには拡大論一点張りで中央をないがしろにした石原は、今度は部下の反逆を抑えきれずに要職を去った。皮肉な巡り合わせというほかはない。







■大山大尉事件と戦火拡大




　近衛内閣も、強硬派の路線に沿った陸軍大臣の要求を容れ、一九日を期限として、最低限、宋哲元の陳謝、馮治安の罷免、現地付近の中国軍の撤退を要求し、これが期限内に実現されない場合には、武力膺よう懲ちようを行うことを決定した。近衛内閣は、結局、確固たる決意がないままに日中戦争の拡大に踏み切り、首相官邸に財界の要人を集めて、政府への協力を要請するなどのジェスチャーを示したのである。近衛は、陸軍の意見を聞いて、戦争拡大を辞さぬ気構えを示せば国民党政府が折れてくると期待したのであろう。


　一方、[image: ]介石は、七月一七日、廬山において有名な声明を発表した。万一、避けられない最後の関頭にいたったならば、我々は当然ただ犠牲あるだけであり、抗戦あるのみである。我々の態度は戦いに応ずるのであって、戦いを求めるのではない。我々は弱国ではあるが、わが民族の生命を保持せねばならず、祖先から託された歴史上の責任を負わざるをえないというものであって、「最後の関頭演説」とよばれた。石原が近衛首相に、近衛自ら南京に飛んで[image: ]介石と直接交渉して事態を解決すべきだと進言したが、近衛の決心がつかなかったのはこのときのことである。


　交渉は行き悩み、二五日には北京─天津間の郎坊付近で日中両軍が衝突し、二六日には北京広安門で入城中の日本軍部隊の一部が楼上から射撃を加えられる事件が勃発し、近衛内閣は延期していた三個師団の派兵を決定し、二八日には北京郊外の南苑において本格的な攻撃が開始された。こうして、華北において、本格的な戦争が開始されたのである。


　戦火はやがて上海に飛火した。七月二八日、近衛内閣は揚子江流域、とくに漢口から上流の各地に居留する日本人の引揚げを命令した。彼らは八月はじめには上海に集結したが、やがて八月九日夕刻、大山海軍大尉が上海で自動車で走行中、中国保安隊によって射殺された。


　この当時、中国側との全面戦争を憂慮した日本側は、七月末から八月はじめにかけて中国外交部と公式非公式に接触し、停戦条件を示し、全面的な国交調整案を示唆してその成立を期待していた。停戦条件としては、日本軍の戦前状態への復帰、冀東・冀察両政権の解消などの譲歩と、北京、天津周辺地区の非武装地帯への編入がそのおもな項目である。また国交調整の条件は、満州国の黙認、日中防共協定の締結、抗日排日の徹底的取締り、特定品の関税率引下げなどであった。これらは新規の権益拡張要求をほとんどふくまず、これによって日中新時代の到来を希望することを示唆していた。


　しかし、大山大尉事件が起こってのち、八月一三日には、日中両軍の間で戦火が拡大し、中国空軍は黄浦江に停泊中の日本艦隊を爆撃した。被害はなかったが、これにこたえるように、日本の海軍航空隊は南京に対して渡洋爆撃を実施し、戦争は上海一帯に波及した。こうして日中間の紛争は約一カ月余の間に全面戦争に突入してしまったのである。


　当時、北支事変とよばれていたこの戦争は、上海付近への戦火の波及とともに支那事変とよばれることになり、日本側の合言葉は、暴ぼう支し膺よう懲ちようという旗印であった。これ以後、日本軍は北京、天津一帯の中国軍を追い払った後、北京を起点とする京漢線（北京─漢口）、天津を起点とする津浦線に沿って南下し、他方、山西省にも侵入して中国軍を駆逐しつつ、同年一一月には黄河の線にいたった。一方、上海の戦局は、中国側が準備した強固な防衛線に阻まれて行き悩み、しばらくは膠着状態が続いた。ところが一一月五日、柳川平助中将の率いる兵団が杭州湾に上陸し、中国軍の背後を突いたことによって、上海の防衛線は崩壊し、以後、日本軍は追撃戦に移って、たちまち南京に迫った。一二月一〇日には、南京光華門に突入し、一三日、南京城内を占領するにいたったが、この際、脱出しようとする中国兵や一般市民を無差別に殺害し、いわゆる南京虐殺事件が発生したのである。その被害者の数は兵士、市民を含めて四万人前後と推定されている（秦郁彦『南京事件』中公新書）。日本軍の軍事行動は、黄河と南京に達したところで、いったん停止した。そこでこれまでの戦線背後の事情をふりかえってみよう。







■「国民政府を対手あいてとせず」




　日本が全面戦争を開始するや、中国は九月一三日の国際連盟総会に日本の侵略行為を提訴し、連盟規約、不戦条約、九カ国条約の明らかな違反であると主張した。その結果、一〇月六日、日中紛争の討議のために九カ国条約国会議が招集されることになった。


　ルーズヴェルト米大統領は一〇月五日、シカゴにおける演説において、好戦的なドイツ、日本両国を強く非難し、とくに日本に対しては、侵略国を隔離すべきであるという強い声明を行った。九カ国条約会議は一一月五日、ブリュッセルにおいて開会され、中国は日本に対する経済制裁を提議したが、なんら具体的な成果をおさめることなく、一一月二四日に閉幕した。この会議の開会直前の一一月四日、日本の和平条件が駐日ドイツ大使ディルクゼンに伝えられた。その内容は、八月の提案を基礎とするもので、内蒙古の自治、満州国国境から北京、天津にいたる非武装地帯の設定、上海の非武装地帯の拡大と国際警察隊による管理、抗日政策の廃止、共同防共、日本商品に対する関税率の低減、などであった。ドイツ大使はこれをみて、国民政府が面目を失わず受諾しうるものと考え、トラウトマン駐華大使を通じてこの提案を[image: ]介石に伝えた。


　アメリカも、交戦国に対して、武器、軍需品等の輸出を禁ずる中立法を日中戦争に対して適用することを避けた。中立法を適用した場合、被害をうけるのは日本よりもむしろ中国であるというのが表面の理由であったが、対日貿易を途絶することは、アメリカ経済にとっても大きな打撃をもたらすことも秘められた理由であった。


　日本も宣戦布告を避けた。中国に対して宣戦を布告するならば、中立法は否応なしに発動されることになり、石油、綿花をはじめ、主要物資をアメリカに依存していた日本の経済が破綻すると予想されたからである。このために日中戦争は宣戦布告なき変態的な戦争として続く結果になった。


　ブリュッセル会議の終結後の一二月二日、[image: ]介石はドイツ大使トラウトマンを招き、講和の一基礎として、華北の宗主権、領土保全、行政権に変更を加えないこと等を条件に、日本の先の要求を受諾すると述べた。ドイツ側は駐日大使を通じてこの旨を日本側に伝えたけれども、南京占領を目前にした日本側は、すでに著しく強気になっていた。


　のちにみるように陸軍内部はもちろん、近衛内閣の閣僚の中にも、一一月の比較的穏やかな和平提案では国民は満足しないだろうというような強硬論者が多くなった。病気で辞任した馬場[image: ]一内相の後任となった艦隊派の海軍大将末次信正などはその筆頭であった。そこで一一月の提案は南京占領後の現実にそぐわないとして、条件を加重した新提案がドイツを通じて中国側に通知された。非武装地帯の設置、大上海地帯の日中共同による治安維持および経済発展、資源開発、関税などに関する協定の締結、賠償支払いなどが新たにつけ加えられたのである。


　ディルクゼン大使は、このように加重された提案では交渉はまとまるまいと率直な感想を述べたうえで、トラウトマン大使を通じてこれを中国側に伝えたけれども、国民政府からは、翌年（一九三八年）一月半ばにいたっても確答はこなかった。一月一四日の午前、ディルクゼン大使は、中国側が日本側要求の細目を承知したいという回答をもたらしたが、近衛内閣はもはやこれを無視し、一月一六日、一月一一日の御前会議で決定された、「帝国政府は爾後国民政府を対手あいてとせず、帝国と真に提携するにたる新興支那政権の成立発展を期待し、これと両国国交を調整して、更生新支那の建設に協力せんとす」という有名な声明を発表するにいたった。これに対し、ソ連との戦争の危険を憂慮する参謀本部は、漢口に遷都していた国民政府との早期和平を求めて反対したが、政府と陸軍省に押し切られたのである。政府はこの声明について、「国民政府を対手とせず」というのは、否認よりもさらに強い意味であって、国民政府を否認する以上に抹殺するものであると補足説明を加えた。こうして日本と中国国民党政府との関係は、少なくとも表面は完全に断絶してしまったのである。


　このような発想はおそらく北支那方面軍の強い意向であって、それが陸軍部内を動かし、やがて政府の決定となったのである。それが日中戦争解決のために大きな障害となったことはいうまでもない。当時華北においては北支那方面軍が編成され、前陸軍大臣寺内寿一を司令官として、そのもとに第一軍（司令官香月清司）、第二軍（司令官西尾寿造）がおかれていた。注目すべきことは、当初から北支那方面軍内には特務部が設置され、中国通として知られた喜多誠一を部長として占領地行政が実施されたことである。当初は当面の事務に忙殺されていた特務部は、九月末以後、同地に日本軍の指令通りに動く傀儡政権を設置することを考えはじめ、一九三七年一二月、王克敏を首班とする中華民国臨時政府が誕生した。方面軍は、華北をこの政府によって第二の満州国のように直接支配しようと企図したのであった。


　また、華北の戦争が全面化したとき、関東軍も参謀長東条英機の指揮のもとに、蒙疆（現在の内モンゴル）に侵入し、従来から気脈を通じていた徳王を押し立てて蒙古人民自治政府を創設させて関東軍の支配下におき、華北同様、日本の直接支配のもとにおこうと企てていた。華北と内モンゴルは北支那方面軍と関東軍によって分割された形になったのである。実際、通貨面においては、北京には連合準備銀行（連銀）が、また、張家口には蒙疆銀行がそれぞれ創立され、銀行券を発行して、通貨面でも国民党政権から自立させようと企てたのである。北支那方面軍は、国策会社を創立して華北の資源開発を行うことを提案し、これも陸軍省を動かして、一九三七年一二月にはこの方針が閣議決定となった。この会社は実際に翌三八年一〇月、北支那開発株式会社として発足したのである。傀儡政権、中央銀行、開発会社と華北支配の方針を定めた方面軍が、その政策を貫徹するためには、国民党政権の否認、打倒を主張し、「対手にせず」声明の原動力となったのである。


　一方、上海から南京にいたる華中地方においては、このような全面的な支配は不可能であった。上海はイギリス、フランスをはじめとする欧米列強の権益が強く、租界も厳として存在しており、このような日本側の一方的支配はとうてい望めなかった。しかし、中支那方面軍（司令官松井石根）が華北に対抗する意味もあって、急遽、中華民国維新政府（首班梁鴻志）を成立させ、この地方の支配を企図したのであった。華北に張り合うように、中支那振興株式会社も創立された。ただし、通貨の面では、とうてい全面的な支配を実行することはむずかしく、さしあたり、イギリスおよびアメリカの支援によって強い力を維持していた法幣を使用する以外の方法は見出しがたかった。法幣の対外為替相場（対英ポンド）は低下の一途をたどっていたが、それでも国際通貨の地位を確保しており、現地の信用は高かったのである。華北においては、連合準備銀行（連銀）が創立され、連銀券が法貨とされていたが、それでも法幣の勢力は根強く、連銀券と法幣の交換比率は、ほぼ一定で、連銀券の優位を築くことはできなかった。とくに天津租界においては連銀券はまったく相手にされず、貿易にあたっては、連銀券を法幣に交換してからさらに外貨にかえて使用するほかはなかったのである。日中戦争は通貨戦であったといわれるのはこのような事情からである。現地の陸軍当局は、国民政府が屈伏しないのは、イギリス、アメリカの経済的支援があるためだと考え、やがて反英、反米政策を展開するにいたったのである。







２　戦時国内体制の成立







■戦時経済統制




　目をこの時期の国内体制に転じてみよう。大兵力を中国に動員することを決定したとき、日本政府は、大規模な予算措置を行わなければならなくなった。一九三七（昭和一二）年七月末の臨時国会においては、さしあたり五億円の臨時軍事費が追加されたが、九月の臨時国会においてはさらに二〇億円が追加され、結局、この年の臨時軍事費は二五億円に達した、三七年度の国家予算は二八億円余であったから、ほぼ一年分の予算がこの戦争に注ぎ込まれることになったのである。


　これだけの予算がつけ加えられたことによって、陸海軍の予算は著しく潤沢になった。当時、陸軍省軍務局にあって予算を担当していた西浦進は、このときとばかりに各方面からの便乗的要求が殺到し、これを削除するのにおおわらわであったと回想して、たとえば陸軍軍楽隊が、従来は管楽器だけであったのを弦楽器を加えた管弦楽団に改組しようとする予算を提出してきたというエピソードを述べている。当時、日本軍は兵器、航空機等の準備が不足で、イタリアなどから小銃や航空機を輸入したのも、このときのことである。


　一方、大蔵省および商工省は、全面的な経済統制への意向を決意せざるをえなくなった。すでにみたように、一九三六年末以来、国際収支が大幅な輸入超過を来し、なおその傾向が続いているときに、さらに軍需輸入が増大することや、国内の需要の増加によるインフレーションへの心配が生じたからである。こうして三七年九月の第七二議会においては、「臨時資金調整法」、「輸出入品等臨時措置法」、「軍需工業動員法の適用に関する法律」の三つの画期的な統制立法が行われた。


　きわめて簡単に要約すれば、臨時資金調整法は、企業の長期資金調達について政府が審査を行い、これを統制する内容となっている。より具体的には、軍需産業その他の優先順位の高い産業、ケース・バイ・ケースで判断を加える乙種の産業および設備の拡張を抑えるべき繊維、紙、商業などの丙種の産業に分類し、長期資金の調達を直接統制しようとするのがその骨子であった。


　輸出入品等臨時措置法は、輸出入に関係ある物資の需給を統制しようとするものであり、輸出入に関連する商品原材料の生産、加工、流通、保存、消費にいたるまでの命令を行うことができるとされていた。省令、局長通達などによって、各種輸出入に関連する商品の全面的な直接統制が可能とされたのである。


　一九三七年のうちにすでに民需の繊維についてはステープルファイバーの混用やゴム製品の使用制限が通達され、国民生活にも直ちにその影響が及ぶようになっていった。


　なお、第三の軍需工業動員法の適用に関する法律とは、一九一八（大正七）年にすでに成立していた軍需工業動員法による陸海軍による工場の管理、使用、収用の手続きを定めたものであった。これによって、軍需にかかわる主要工場は、陸海軍の管理のもとにおかれることになり、監督官が派遣されることになったのであった。


　このような経済統制は、いわば背に腹はかえられぬ緊急な状況のもとで始められたにはちがいないが、その背後には、貧富の差をもたらし、恐慌の危険をともなう自由経済に対する批判の思想が底流として存在し、一部の学者やジャーナリストの間だけではなく、官吏や軍人の間にも統制──計画経済を謳歌する雰囲気があったことによって促進されたことは明らかである。ソ連の計画経済やナチス・ドイツの経済計画等を理想化する発想があったことは否定できないように思われる。こうしてはじめられた統制は、以後にみるように、とどまるところを知らずに進展していったのであった。


　経済統制面でのもう一つ重要な事実は、一九三七年一〇月に内閣に企画院が創設されたことである。林内閣当時、内閣調査局が改組されて、重要産業五カ年計画の実施機関として企画庁が創設されていたが、日中戦争下の経済統制の実施に当たり、資源局と企画庁を合併して企画院が創設された。企画院の業務は、重要な経済政策の立案とともに、物資動員計画を作成することであった。この機関は一方においては、華北、華中における国策会社の創設や、中国に対する宣戦布告の利害得失の検討などを委員会を設けて行う一方で、以後の戦争経済の運営をつかさどる物資動員計画の立案に当たることになったのである。


　物資動員計画は、とりあえず一九三七年の一〇～一二月期についてまず作成され、以後は年単位（一九三八年は暦年、三九年以後は年度）について主要物資の需要供給の見通しを立て、その配分計画を作成することになった。これによって、鉄鋼、非鉄金属、綿花、石油等々の主要物資はすべて物動計画の対象として配分されることになったのである。企画院の初代総裁は滝正雄、次長は大蔵省出身の青木一男であったが、鉄鋼、石油等、主要物資についての配分に当たっては、陸海軍の将校が事務官の資格で、背広を着てこれを担当することになった。


　一九三八年の物動計画の要点は次のようになっていた。三七年の輸入は約三七億円であったが、国際収支の逼迫にかんがみ、三八年計画では輸入可能量は当初約三〇億円と見込まれた。この場合、鉄鋼が五億五七〇〇万円、非鉄金属二億九四〇〇万円、繊維・紙八億五四〇〇万円、燃料五億二五〇〇万円等がその主要な輸入枠である。


　しかしながら、一九三八年に入ってみると、アメリカの景気が大幅に後退し、同年前半における輸出は著しく不振であり、とうてい三〇億円の輸入は不可能となった。そのために同年六月には物動計画は改定され、輸入枠は一挙に二五億五〇〇〇万円に削減された。三〇億円の計画で前半期を進行させていただけに、同年後半の輸入量は一〇億円程度に切り詰められることを意味していた。経済の統制が一挙に厳しくなったのはこれ以後のことである。


　六月二八日、物動計画の改定と同時に、国内における綿製品の販売禁止が指令され、業者の在庫調査が実施されて、以後は内需向け綿製品は全く使用不可能となった。また、鋼材の場合についてみると、三八年改定物動においては、需要量は四七二万トンと見込まれ、そのうち陸軍向け六四万トン、海軍向け五三万トン、その他（民需）三五五万トンとされていた。この配分は陸海軍の需要をまず優先して確保したうえで、その他の各部門の需要をできるだけ切り詰めて作成されたものである。


　以上の結果、配給統制が一九三八年六月からにわかに強化された。六月には鉄鋼製品と綿製品、七月には皮、ゴム、ゴム靴、工作機械、石炭が相次いで統制の対象とされた。同時に、放置すれば値上がりするはずの統制商品に対して価格統制が実施された。五月には綿糸、スフ糸が、六月には繊維製品、七月には皮革製品、氷、鶏卵、からかさ、[image: ]油にいたるまで価格統制が実施されたのであった。綿製品については輸出証明書をもつものにのみ原綿を割り当てるという輸出入リンク制が実施されたのもこれ以後のことである。とはいえ、価格を公定すれば当然、買いだめ、売惜しみ、闇取引が横行する。それを取り締まる経済警察が活動を開始したのもまたこのころからである。







■国家総動員法の成立




　統制立法は、さらに一九三七年末から開会された第七三議会における国家総動員法および電力国家管理法に進展した。かねてから国家総力戦の基本法としての国家総動員法の成立を希望していた陸軍は、企画院設立とともに急遽その原案を作成し、全文五〇条からなる法案を議会に提出したのである。


　総動員法による統制の対象とされるのは、第一は労働および労働問題であって、国民の徴用、国民と法人団体の地方団体の要務への協力、従業員の雇入れや解雇、賃金その他の労働条件の統制、労働争議の予防または解決がすべてこの対象である。第二は物資に対する統制権限であって、物資の生産、修理、配給、譲渡その他の処分、使用、消費、所持、移転が統制の対象とされる。輸出入の制限もしくは禁止もまた可能である。第三に企業活動、金融活動に対する統制権限もまた規定されており、会社の設立、資本の増加合併、目的変更、社債募集、増資払込み、利益金処分、償却、金融機関の資金運用、その他の経理についてまで命令が可能とされた。さらに企業に対して、企業設備の新設、または拡張、改良を禁止することも可能とされていた。第四には、カルテル結成であって、統制協定を結ばせ、あるいは統制を目的とする組合設立を命令することもできる。第五には価格に対する統制の権限が認められ、商品価格のみならず、運賃、保険料、賃貸料、加工賃などもその対象とされていた。第六には言論統制がとりあげられ、新聞、出版物の掲載の制限、禁止もできることになっていた。


　総動員法においては、経済活動をはじめ、労働、言論等々に関する広範な統制の権限が一括して政府にゆだねられ、しかも法文上には統制の内容は明示されず、すべては勅令、省令、通達で定められることになっていた。この法律はナチスの「授権法」にひとしいといわれ、西園寺公望は「憲法違反の法律だから、通らない方がいい」と秘書の原田熊雄に意見を洩らしていた。当然ながら、議会はこれでは議会の存在理由がなくなるとして激しい抵抗を示し、論戦は熾烈に行われた。政府委員であった陸軍省新聞班長佐藤賢了が、長々と同法の内容を謳歌したとき、激しい野次を飛ばした議員に対して佐藤が「黙れ」と一喝したのは有名な事件である。しかしながら、結局、陸軍のにらみで、この法律はわずかの修正（国家総動員審議会の設置）をみたのみで成立するにいたった。


　この法律の成立に際し、麻生久の率いる社会大衆党は軍部と結び、統制を社会主義への一歩前進とうけとり、むしろ歓迎の立場をとり、賛成演説に立った西尾末広は、近衛首相はムッソリーニのごとく、ヒトラーのごとく、スターリンのごとく勇敢に政治をせよと演説した。政民両党は、「スターリンのごとく」とはけしからぬと、陸軍に抵抗できない腹いせに西尾を除名したのである。


　政府は、同法の発動に関しては慎重を期する旨を約束したが、実際において、同年からこの法律は相次いで発動され、年末には企業配当率の制限を佐藤賢了が公然と要求した。三井出身の大蔵大臣池田成彬はこれに反発したが、結局、翌三九年四月にいたって会社経理統制令の形で配当制限も実現するにいたった。


　電力国家管理法は、一九三六（昭和一一）年、内閣調査局において、逓信省出身の奥村喜和男によって起案されたものであった。奥村はいわゆる革新官僚の色彩がきわめて強い人物として知られていたが、欧米の統制の状況を観察したうえで、電力事業の国家統制を立案したのである。法案は広田内閣当時から準備されていたが、内閣の崩壊によって見送られ、近衛内閣の永井柳太郎逓信大臣の支持のもとに議会に提出されたのである。この案は、当初案よりもやや後退して国家管理の対象は火力発電所の全設備と送電設備とされ、新設の日本発送電株式会社によって一元運営されることになったが、水力発電設備は除外されていた。電力業界はこれにも激しい不満を表明したが、戦争を背景とする統制の潮流のなかで、ついに成立をみた。なお、一九四一年にいたって法律は改正強化され、水力発電設備も日本発送電に統合される一方、全国を九地域に分け、各電力会社は地域別の配電会社に統合されたのである。


　中国に対しては、[image: ]介石政府を対手にせず、将来の新興勢力に期待をかけると強硬姿勢をとり、また、国内においては、国家総動員法をはじめとする戦時体制を固めたかにみえた近衛内閣は、一九三八年春には、実のところ、戦争の将来の見通しも立たず、焦慮に明け暮れていた。







３　「複雑怪奇」な国際関係







■内閣改造




　しかも、内閣の内部においては、近衛首相と杉山元陸軍大臣との対立が激しくなっていた。杉山は軍の作戦などの機密が近衛の口から政党や議会に漏れるというので不満を抱き、近衛にも秘密を明かさないような状況になっていた。近衛はひそかに天皇にその不満を述べ、天皇は作戦等に関して必要な情報を近衛に伝えるという状況であった。


　そこで近衛は一九三八（昭和一三）年五月、思い切った内閣改造を企て、陸軍大臣の後任に板垣征四郎を中国の戦線から呼び戻して据えるとともに、外務大臣を広田弘毅にかえて宇垣一成とし、また、官僚出身の若い賀屋蔵相と吉野商相の辞任を求めて、三井の大番頭、財界の大御所であった池田成彬を蔵相兼商相に任命し、また皇道派の荒木貞夫を文部大臣として、それまで文部、厚生両大臣を兼任していた親友木戸幸一を専任の厚生大臣とした。このときの陸軍大臣の更迭は、近衛の意向をきかず、陸軍の中堅にひきまわされがちな杉山を、石原莞爾の盟友であった板垣にかえて日中戦争の解決をもたらそうという近衛の希望によるものであった。宇垣内閣流産の例からもわかるように、陸軍の人事に政府が介入することは困難であったが、近衛の希望を天皇から参謀総長閑院宮元帥に伝えて、ようやく実現したのである。


　この改造は、大物内閣の実現といわれたが、日中戦争の解決に役立つ結果にはならなかった。折から陸軍は、中国の戦線において、揚子江沿岸の中支那派遣軍と、北京、天津から黄河にかけての一帯を占領していた北支那派遣軍との握手を企て、徐州作戦を展開し、これによって中国軍を包囲殲滅する計画であったが、包囲には成功したものの、中国軍の大部分は包囲網から脱出してしまい、戦争の解決にはほど遠い結果になってしまったのである。陸軍大臣に就任した板垣も、その指導力によって陸軍を引っ張り、和平への方向転換を行うというような力はなく、次官東条英機以下のロボットになってしまい、部内の意見を強力に主張するのみであった。


　また、外務大臣に迎えた宇垣一成も、わずか四カ月で、九月末には辞職するにいたった。日中和平を企図した宇垣は、当時香港において、総領事中村豊一を国民党の要人孔祥煕の個人的代表に接触させ、和平の機をつかもうと努めていた。ところが、政府は、陸軍の立案で、中国占領地の行政について興亜院という役所を設けることとし、そこに各省の代表者を送り込み、対中国外交の権限をも興亜院の手におさめようと計画していた。外務大臣の宇垣は、外交の一元化がそこなわれるこの案を受け容れることはできないとして辞表を提出したのであった。近衛は、陸軍の圧力に屈して、懇望して外相になってもらった宇垣を裏切る結果になったのである。外相の後任は、近衛が一時兼摂したあと、有田八郎が迎えられた。陸軍の作戦はこの後も展開され、一〇月には南方の広東（現在の広州）に上陸作戦を行って広東を占領し、さらに揚子江をさかのぼり、太行山脈を越える大作戦を行って、漢口、武昌等（現在の武漢市）までも占領下におさめた。しかし、重慶に移転した中国政府はいっこうに和を請う様子はなく、長期戦の色彩が次第に濃くなっていった。陸軍にはさらに重慶に進攻する力はなかったし、北京、南京の傀儡政権の政治勢力も弱いままで、国民党政権を対手にしないという一月の近衛声明の失敗は明らかになり、なんとかその収拾を図らなければならない状況になっていた。そこで陸軍においても、重慶政府の分裂を図るための謀略が相次いで企図された。


　なかでも最大の謀略は、重慶政府の中枢の一人である汪兆銘を重慶から脱出させ、新政府をつくらせることであった。したがって、一九三八年に入って間もなく、陸軍省軍務課長影佐禎昭と参謀本部支那課長今井武夫は、上海において汪精衛側近の董道寧、高宗武と連絡して、ひそかに和平工作を開始した。一九三八年春、董と高とは相次いでひそかに日本を訪れ、帰国後汪と連絡して、日本の意向を伝えた。同年一二月二〇日、汪はその信頼する周仏海らとともに昆明を経て、仏領インドシナのハノイに脱出した。汪は影佐、今井の提示した防共、満州国承認、治外法権と租界の撤廃、平等原則による経済提携などの和平条件と、治安回復後二年以内に撤兵という提議（『日華協議記録』）を信じてこの挙に出たのである。汪もはじめは、日本軍に占領されていない雲南方面で、独立した実力ある政権の樹立を企てていたのであった。


　この謀略を成功させるために、一九三八年一一月、近衛は新たに声明を発表した。国民政府が抗日容共方針をとるかぎりは絶対に矛を納めないけれども、わが国の切望することは、永久永遠の安定を確保するような新秩序の建設にある。国民政府側といえども、従来の政策を一擲し、人的構成を変えて、新秩序の建設に参加するならば、あえてこれを拒否しないとして「東亜新秩序」を唱え、さきの近衛声明の内容を変更したのがその骨子である。この声明は汪精衛らへの誘い水となったけれども、国際的には、日本が東アジアを支配下におこうとする意図の表明と受け取られたのであった。


　内政面においては、従来の議会政治にあきたらなかった近衛は、側近の木戸幸一、風見章らに命じて、麻生久、亀井貫一郎ら社会大衆党の一部や、右翼の頭山満らをも引き入れた新政党をつくり、政治的勢力の分布図を一新する計画にコミットしていた。亀井貫一郎らは内務省官僚とも連絡をとり、麻生、亀井、中野正剛ら革新グループが中枢にすわる、後の大政翼賛会を思わせるような新政党組織を一九三八年春から構想していたのである。しかし、近衛は結局、最終的にはこの計画を放棄し、この段階における新政治勢力の結集計画は、闇から闇に葬られた。







■平沼内閣の成立とドイツのポーランド侵入




　近衛自身は、一九三八（昭和一三）年秋になると、首相の地位に嫌気がさしてきたらしい。汪精衛が脱出したのを一段落とみて、近衛は三九年一月に内閣総辞職を行い、後継首相には平沼騏一郎が推薦された。平沼は司法官僚のボスであり、長く枢密院副議長の地位にあったが、その一方で、右翼的な思想団体国本社を主宰し、西園寺公望や牧野伸顕ら宮廷派と鋭く対立し、皇道派や艦隊派の領袖と深い関係を維持してきた。このため、西園寺、牧野らは、平沼がこれ以上宮中の要職についたり、政治勢力を拡大させることを警戒して、重要なポストを与えずにきたのであった。しかし、西園寺らも二・二六事件以後は、平沼を枢密院議長、ひいては首相に推さざるをえない状況になり、ついに平沼首相が実現したのであった。


　ところで、近衛の辞職の原因としては、もう一つの重大問題、すなわち日独軍事同盟問題が潜んでいたと思われる。一九三七年以来、ドイツ駐在陸軍武官であった大島浩中将とドイツ陸軍との間で軍事同盟の下交渉が行われていたが、その成案をもった陸軍武官笠原幸雄少将が帰国して、陸軍と政府にこれを伝えた。以後、宇垣外相時代からこの問題が閣議の議題とされた。板垣陸相は、同盟の主たる対象はもちろんソ連であるが、場合によっては英仏等をもその対象とすると説明していた。ソ連に対して強い警戒心をもっていた軍部は、従来から日独同盟を望んでいたうえ、ドイツに中国との戦争の処理を仲介してもらうことを期待して、同盟に乗り気であった。しかし、首相以下は、対ソ同盟に反対はないにせよ、英仏をも対象とする同盟には躊躇せざるをえなかったのである。近衛にとっては、この問題の処理がもっとも頭の痛い問題だったのかもしれない。


　平沼内閣は一九三九年初頭に成立したが、ただちにこの問題を本格的にとりあげなければならなくなった。このために、首相、有田八郎外相、板垣陸相、米内光政海相、石渡荘太郎蔵相による五相会議が繰り返し開催されたが、同盟の対象として英仏を含めるか否かで議論はつねに分かれ、英米を対象とすることに反対する外相、海相、蔵相と、賛成の陸相とが対立して、結論はなかなか得られなかった。


　ところが、ドイツ側は、一九三八年春、すでにオーストリアを合併し、秋にはチェコスロヴァキアのドイツ人居住地帯ズデーテン地方の合併を推し進めた。イギリス首相チェンバレンとフランス首相ダラディエとはドイツを訪れて、ヒトラーおよびムッソリーニと会談し、結局、英仏はチェコに譲歩させていったん戦争の危機を回避した。ヒトラーがこれ以上領土的要求をしないと確約したからである。しかしヒトラーは英仏との約束を守るつもりはなく、三九年に入ると、さらにチェコスロヴァキア全土を併合し、つぎにはポーランドに対してダンツィヒの割譲を求めるというように、計画的に東ヨーロッパに対して領土拡張政策を実行しつつあった。したがって、ヒトラーの立場からすれば、自己の領土拡張政策に対抗する英仏を日本との同盟の対象にすることが急務であった。煮え切らない日本の態度にしびれを切らしたヒトラーは、ソ連との融和をも考えはじめていたので、ソ連の脅威だけを問題にしようとする日本側の提案は問題外だったのである。


　平沼内閣は、この問題の処理に悩み、ドイツ駐在の大島浩大使やイタリア駐在の白鳥敏夫大使ら、出先の強硬派と組んだ陸軍の主張を抑えることもできず、延々と五相会議が繰り返された。ヒトラーは、一九三九年五月にはイタリアとの同盟条約を結び、続いて同年八月二三日、従来、仇敵視していたソ連との不可侵条約の締結を発表した。この条約には秘密協定が付随しており、ドイツとソ連はこれによってポーランドの分割を約したのである。ドイツの背信行為によって政策の中心を失った平沼内閣は、八月二八日、欧州情勢は「複雑怪奇」であって、従来とは異なった政策を必要とする旨を発表して退陣の余儀なきにいたった。実際、ヒトラーは九月一日、ポーランドに侵入し、やがて東部から進出してきたソ連軍とともにポーランド全土を占領して、これを完全に分割してしまったのである。このとき、イギリス、フランスは、ポーランドとの同盟条約を結んでいたが、なんら実質的な支援を行うことはできなかった。しかし、九月三日、英仏はドイツに宣戦し、結局、第二次世界大戦が勃発した。日本は、この大戦にいかに処していくかという新しい課題を背負うことになったのである。


　一方、中国の戦線においては、大作戦は一九三八年中に終了していた。しかし小さい作戦は繰り返し行われた。たとえば海軍の要求によって、南進の基地として海南島を占領したのは三九年二月である。またかねてから陸軍は、国民政府の経済力が衰えないのは、イギリス、アメリカ等の支援のためだといらだっていたが、天津のイギリス租界が暗殺犯人引渡し要求に応じなかったのを名目として、租界を武力封鎖し、出入者の検問を行ったため、現地の緊張は一気に強まった。交渉は東京における有田外務大臣とクレーギー駐日イギリス大使の間の話合いに移されて、封鎖が解除されたものの、同年八月、ついに決裂に終わった。日本側が強硬に要求した租界における法幣流通禁止は、あくまでイギリス側の容れるところとならなかったのである。


　日本側のこのような行動に対して、アメリカは有効な制裁を行う必要を感じるようになり、一九三九年七月末、日米通商航海条約の廃棄（その実施は四〇年一月）を通告してきた。中国における戦争をめぐって、日本の対英米関係はこのときすでに著しく悪化してしまっていたのである。


　平沼内閣の後をうけたのは、陸軍の推薦する陸軍大将阿部信行であった。三国同盟問題で陸軍に強い不満をもった天皇は、欧州大戦にコミットすることなく英米との関係を改善し、中国との戦争を処理することを望み、陸軍の推薦する陸相候補を退け、侍従武官長であった畑俊六か梅津美治郎かを選ぶようにとくに命令し、畑が陸相となった。天皇は、この両者ならば、その意を体して陸軍を統御しうるだろうと期待したのである。ところが阿部内閣は当初から弱体で、その政治力については各方面から懸念をもたれていた。折から、貿易振興のために、商工省の貿易局と外務省の通商局をあわせて貿易省をつくる構想が発表されると、外務省の職員は一斉に辞表を提出して抵抗し、ついに貿易省設置が流産に終わるという事態が発生した。当初、外務大臣は首相の兼務であったが、この事件の後、海軍大将野村吉三郎が外務大臣に任命された。野村は駐米大使館付武官だったとき、第一次世界大戦期に海軍次官であったルーズヴェルト大統領との交際もあり、悪化していた対米関係の改善を図るには好個の人材として好感をもって迎えられた。しかし野村も、アメリカ側が満足するような新提案をすることはできず、結局、通商航海条約は失効してしまったのである。







■ノモンハン事件




　その一方、満州国と外モンゴル（外蒙古）の国境をめぐるノモンハン地区での国境紛争が、同じ年の五月から発生していた。双方の遊牧民が牧草を求めて往来してきたところで、そこにハルハ河が流れている。もともと国境は明らかな地域ではない。戦闘は小部隊の衝突にすぎなかったが、日本軍は大打撃を受け、関東軍が兵力を増強したことから、戦闘は大規模化していったのである。航空隊は外蒙奥深く飛行場を襲い、ソ連側も報復して満州国内の基地を爆撃する。そして地上兵力も戦車を含む数個師団規模となり、八月二三日、第二三師団は潰滅的打撃を受けるに至った。関東軍はさらに兵力を増強して対抗しようとし、日ソ戦争があやぶまれるに至った。


　東京の大本営は天皇の命令（大命）として一切の戦闘行為の中止を命じ、関東軍の幹部はすべて更迭された。モスクワにおける交渉で、外交上の決着がついたのは、ソ連軍がポーランドに進攻する直前の九月一五日であった。ソ連との国境紛争はこれまでもしばしば繰り返されてきたが、ノモンハン事件はその最大のものであって、日本陸軍はその機械化兵力の弱みをさらけ出してしまったのである。陸軍はこれ以後ますます対ソ戦備を強化し、将来の戦争に備えるようになっていった。







■国内経済の悪化




　この時期には、国内経済の状況は悪化の一途をたどっていた。経済統制はいっそう強化され、統制の範囲は重要物資の割当てばかりでなく、短期資金の貸出制限や、労働力の徴用にまで及んだ。また、外貨の不足はいっそう深刻化し、貿易の決済のために個人が保有する金製品を回収し、あるいは外貨建ての公社債、株式などを政府が買い入れたりして、かろうじて外貨決済をはたす状況になっていた。しかも、第二次世界大戦の勃発は世界貿易をいっそう縮小させ、日本の必要とする戦略物資の入手はさらに困難になることが予想された。


　第二次世界大戦の勃発によって、戦略物資の不足が深刻化することが予想され、インフレーションの激化が心配されるようになったとき、政府はいわゆる「九・一八賃金物価凍結令」を発動した。その要点は、しばらくの間すべての物価および賃金を一時一九三九年九月一八日の水準に凍結し、その間に公定価格を全面的に設定し、賃金、給料についても同様の国家統制を施行しようとするものであった。


　この案は、陸軍省経理局の主唱であったといわれるが、以後、一九四〇年にかけて、ほうれん草から植木鉢にいたるまであらゆる商品についての公定価格が中央・地方で設定された。また賃金についても、初任給をはじめ、経験年数にもとづく賃金上昇曲線などまでが国によって決定されるという状況になっていった。こうして国内経済はほぼ全面的な統制のもとにおかれるようになり、実質的にはソ連にみられるような中央指令型の計画経済に近い経済体制が実現していったのである。


　阿部内閣のもとにおいて、国内の経済がいっそう窮迫したのは、とくに一九三九年末に米の不足が表面化したことであった。この時期、同年一二月末には、東京市内の米屋の手持ち米が底をつき、食糧不安が深刻化した。その背景には、朝鮮における干ばつなどがあって、米不足が生じたからだといわれていたが、朝鮮、台湾における米の消費が増加して移出が減少したことや、価格の騰貴を見越した農家の売惜しみなどが主たる原因であったといわれている。また、干ばつによる水力発電の不振から、電力不足も表面化し、軍需生産にも支障をきたす状況になった。


　そのために、阿部内閣は行き詰まり、スポンサーの陸軍にさえ見はなされて、成立の翌年、一九四〇年早々に内閣は総辞職した。その後継には畑陸相の呼び声が高かったが、海軍大将米内光政の内閣が出現した。米内内閣の成立に当たっては、内大臣湯浅倉平と天皇の意向が重要な役割を果たした。天皇にとって、その意を体して国政に当たると信頼できる首相候補者はきわめて少なく、現役の海軍大将であった米内が望まれて予備役に退いて首相となったのである。


　陸軍大臣には畑俊六が留任したが、陸軍内部の不満は次第に募るばかりであった。さきの板垣陸相が部内の意向を内閣において強く主張したのに対し、畑は天皇の意を酌んで、陸軍部内の強硬論やドイツとの接近論を抑える傾向があった。このために陸軍省部の中堅将校は、板垣は「われらの大臣」であったが、畑は「陛下の大臣」だと激しい不満を抱いていたといわれる。さきに天津租界封鎖を行い、陸軍省軍務局長として中央に戻ってきた武藤章らは、こうした中堅将校の意向を酌み、軍備拡張をはじめとする、新しい計画を樹立しようと努めていた。


　中国においては、一九四〇年三月、南京に汪兆銘を中心とする国民政府が樹立され、中国全土の統一政権が南京に遷都したという形をとって発足した。しかしながら、その内実はきわめて不安定なものであった。さきに興亜院を設置して以来、軍部と各省は、華北、蒙疆、上海、南京、杭州への駐兵、上海付近、南方島嶼における艦艇部隊の常駐、資源開発、河川の航行、航空権など中国における権益の拡張を求め、さきの『日華協議記録』の範囲をはるかに上回る要求を提出した。汪精衛の指示で日本側と折衝を続けていた高宗武らは、ついに香港に脱出して、日本側の強引な要求を公開するという非常手段に訴えるにいたった。周仏海ら汪の側近グループも、日本側のあくなき権益要求に絶望したが、もはや引き返すことはできず、結局、要求を容れて国民政府を樹立することになったのである。


　他方、陸軍は、従来から組織してきた各地方の政府を解消しようとはしなかった。北支那方面軍のもとに北京に置かれていた中華民国臨時政府は、名前こそ華北政務委員会と改称したけれども、その支配力を従来のままに維持していた。華北は中国全体から切り離された形であった。同じように関東軍の支配のもとにおかれていた蒙疆政府も、従来のままの支配を維持していた。伝統ある青天白日旗に、和平、反共、建国という三角布をつけた南京政権は、以後、日本側のあくなき要求のために悩まされ続けることになるのである。


　この時期になると、正統政府と称しても、汪政権の実力は日本軍の庇護なしには存続しえないことは明らかであった。その事実を知る陸軍は、重慶との直接交渉を企て、香港、マカオ等において、重慶側の代表者との接触を図っていた。たとえば国民党の実力者宋子文の弟と称する宋子良なる人物と日本陸軍の代表者今井武夫大佐らが香港やマカオで会合し、いまにも交渉が実を結ぶかと思われた時期もあった。六月から七月には、板垣支那派遣軍総参謀長が長沙で[image: ]介石と会見して、一挙に和平を実現するというプランさえ立てられ、天皇や近衛首相もこの成果を期待したほどであった。しかし、宋子良は実は宋子文とは無関係の人物で、結局は重慶側の特務機関の人間であって、日本側は和平をあせって、汪政権の成立を延期させられたにすぎなかったのであった。


　日中戦争は、一九三九年以後、泥沼に踏み込んだような膠着状態がつづいていた。さらに進攻して重慶を衝く力もなく、占領地を放棄する決断はできない。約七〇万と称せられる日本陸軍は広大な中国の各地に分散駐屯して、都市と鉄道を維持するのが精一杯であった。しかも、戦争当初から交通不便な奥地を根拠にして力を伸ばしていた共産軍は次第に勢力を強め、四〇年八月には、各地で鉄道や日本の占領地域を攻撃し、いわゆる「百団大戦」を展開して日本軍の心胆を寒からしめた。一方、国民党政権も共産軍の勢力の増強をおそれ、新四軍との戦いに踏み切るなど、中国においては三つ巴の対立がつづいたのである。


　ところが、一九四〇年四月以後、ヨーロッパの戦線でドイツの攻勢が活発化した。まず、ノルウェーにドイツ軍が上陸し、これに対するイギリスの反撃が撃退された後、五月になると、ドイツ軍はベルギー、オランダの中立を蹂躪して、北方から一挙に北フランスの平原地帯に戦車隊を侵入させたため、フランスの防衛線はたちまちのうちに突破され、パリはドイツ軍の占領するところとなった。フランスは第一次大戦の勇将ペタン元帥を首相としてこれに対抗しようとしたが、もはや策の施しようもなく、結局、六月、フランスはドイツに降服するにいたった。ダンケルクの橋頭堡に封じこめられたイギリス軍は、漁船まで動員して辛うじて英本土に撤退した。フランス政府はペタンのもとにヴィシーに移り、降服を肯んじないドゴールらはロンドン亡命政権を樹立した。いわゆるドイツの電撃戦が功を奏したのである。


　このドイツ軍の成功をみて、イギリス本土上陸も遠くはなく、ヨーロッパ大戦の終結は近いと判断した陸海軍は色めきたった。フランスの植民地であったインドシナ半島、オランダの支配下にあった蘭領東インド等が事実上宗主国が失われたと考えられたし、放置するならば、ドイツの勢力がこの地方に及ぶのではないかという心配をする者さえあった。米、石油、ゴム、錫等々、日本で不足している物資が豊富な仏印、蘭印などの地域を占領したいという願望が、にわかに台頭したのである。日中戦争解決の見通しすら立たないのに、戦争を賭して新しい侵略を考える無謀を反省する勢力は、むしろ弱かったといっていい。五月から六月にかけて「南進論」が急激に燃え上がったことは、やがて米内内閣の命取りとなった。







４　第二次近衛内閣──新体制と三国同盟







■近衛の新体制運動




　近衛文麿は、一九三九年以来、平沼にかわって枢密院議長を務めていたが、三八年秋以来の新党計画が再燃し、いわゆる「新体制」運動に次第に深入りしはじめた。このときも木戸幸一、有馬頼寧ら近衛の親友たちが相談役、脚本を書いたのは麻生久、亀井貫一郎ら社会大衆党の一部と、警察関係の一部の内務官僚、昭和研究会の後藤隆之助ら、それに側近の風見章のグループであった。麻生、亀井らの社会大衆党は、その前年の一九三九年二月、ヒトラーばりの運動を展開していた中野正剛の東方会との合同の相談を進め、もう一歩のところで破談になったいきさつがある。左翼出身の麻生、亀井らと中野とが合同しようというのは、奇妙に思われるが、「血盟の同志を基礎とする全体主義単一国民政党」を結成して既成の政治勢力に挑戦しようとする意図においては軌を一にしていたのであった。その当初の発想は既成政党を排除して革新グループ、青年運動、産業組合などを中心に、右翼の一部を同調させ、新政治体制をつくりあげ、自分たちがそのリーダーシップを握ることだったのである。


　この話が公然化した一九四〇（昭和一五）年六月、近衛は枢密院議長を辞任し、強力な挙国政治体制ないし新体制樹立のために微力を尽くしたいと声明した。近衛にとっては旧来の政党は魅力がなく、右翼、左翼を問わず、現状打破を標榜する革新勢力を取り込んで新しい政治組織をつくりあげることを期待していたが、さりとて、近衛自身が明確な青写真をもっていたわけではなかった。たとえば近衛のブレーンの一つであった昭和研究会などは、学者、ジャーナリスト等を中心とする一種のシンクタンクであったが、その作成した新体制構想はおよそ次のようなものであった。(1)政治（官僚政党人）、経済（財界中小企業者、労働界、農村）、文化（新聞雑誌など言論界、学界、技術者、教育者、芸術家、その他）の各方面に、それぞれ自覚的な自己革新運動を進め、新しい国民組織をつくる運動を起こす。これを推進する中核的な部隊と各界各層のとくに自覚分子の結集で、いわゆる新党を結成する。(2)新党は新政治体制の一部分であるが、新体制を集中的に表現するもので、軍、官の自覚分子をも加え、そしてこれを基盤に選挙制度を改正し、新鮮な地域代表の選出を図り、衆議院を質的に向上させる。(3)職能代表を加味するように貴族院を改革する。議会に各種常置委員会を置き、批判的審議から協力的、建設的審議に向かわせる。(4)政府の権勢をおさえ、内閣施政の助長に努める。


　近衛を中心とするこうした構想は、麻生・亀井系、内務官僚、陸軍省軍務局などさまざまのグループにおいて、それぞれの思惑を秘めて作成されていた。しかし、その中心人物、かつぎあげられるおみこしは、どのグループにとっても「関白」近衛文麿でなければならなかったのである。近衛は、後藤隆之助の紹介で東京帝大の政治学担当教授矢部貞治に会い、「新体制」創出のためのブレーンの役割を委嘱する。以後、近衛の名で出される「新体制」関係文書の多くは矢部の手になるものであった。政党も「新体制」になだれ込もうとした。「聖戦貫徹議員同盟」が政党の解消を呼びかけると、七月に入って、社会大衆党、政友会久原派、国民同盟、政友会中島派が相次いで解党し、八月に入ってもっとも「新体制」に批判的、消極的であった民政党までがついに解党してしまった。日本労働総同盟、日本農民組合総同盟も七月に解散した。「新体制」のバスに乗り遅れまいとしたのである。


　近衛の新体制運動が公然化すると、米内内閣は、当然、これを倒閣運動とみて面白く思わなかった。一方、この雰囲気をみた陸軍は、軍務局長武藤章を中心に、新体制はナチスまがいの一国一党体制でなければならないという態度を定め、その急速な実現をはかった。軍務局の中堅将校たちはドイツ駐在経験者も多く、ドイツの勝利に眩惑され、近衛をかついでナチス流の「指導者原理による国防国家体制の確立」を意図したのである。陸軍は、畑陸軍大臣に強制して、時局認識の不一致を理由に辞表を提出させ、その後任を推薦しないことによって、一挙に米内内閣を総辞職に追いこんだ。このために、野にあるうちに「新体制」を発足させるいとまもなく、第二次近衛内閣が成立することになったのである。


　近衛は、首相になると、まず陸軍大臣として陸軍の推す東条英機、海軍大臣として留任の吉田善吾、外務大臣には松岡洋右を内定して、この四人のみで時局についての基本政策を立て、その後で組閣を進めるという異例の方法をとった。そこでの「決定」は、(1)日独伊枢軸の強化、(2)対ソ不可侵協定の締結、(3)東アジアにおけるイギリス、フランス、オランダ各植民地の東亜新秩序への包含、(4)アメリカとの衝突は避けるが、その実力による干渉は排除する、の四つであった。実は、このとき、陸海軍の間ですでに合意されていたのが、やがて七月二六日に大本営政府連絡会議において決定された、「世界情勢の推移に伴う時局処理要綱」であった。


　まず、帝国は世界情勢の変局に対処し、内外の情勢を改善し、速やかに支那事変の解決を促進するとともに、好機を捕捉し、対南方問題を解決する。そのため、ドイツ、イタリア等との政治的結束を速やかに強化するとともに、日ソ国交の飛躍的調整を図り、さらに仏印、蘭印、その他南方諸地域に対して武力行使を行うというのである。それは支那事変の処理が、おおむね終了した場合はもちろん、支那事変の処理がまだ終わらない場合においても、第三国と開戦にいたらない限度において施策するとされていたが、内外諸般の情勢がとくに有利に進展すれば、対南方解決のため武力を行使することがあり、戦争相手は極力イギリスに限定するとされていた。


　この原案は陸海軍の手でつくられたが、また一年ほど以前から近衛に働きかけてきた松岡洋右のプランにも合致するものだったと思われる。松岡の発想は、ドイツ、イタリアと提携するとともに、ソ連をもこのグループに引き入れて、英米に対抗する勢力を結成し、その圧力で英米を押さえ込んで、日中戦争を解決しようというものであった。松岡は、若くしてアメリカのオレゴン大学に留学し、アメリカ人は力をもって対抗してくる相手に対しては、尊敬し対等に遇するが、弱味を見せればますますかさにかかってくる、と信じていた。それがこの構想になったとみてよいであろう。平凡な政策を好まぬ近衛は一年あまり前から松岡にこの構想を説かれて魅力を感じ、型破りなのを承知のうえであえて松岡を外相にすえたものと思われる。







■第二次近衛内閣




　このようにして、第二次近衛内閣は、組閣早々、国内の政治新体制の樹立を看板に掲げ、他方において、ドイツの勝利を前提とする南方進出を、組閣の当初において決定し、以後の日本の進む途を選択してしまったのである。


　近衛は、一九三九年八月に新体制準備会をつくった。これは、閣僚、議会人はもちろん、官僚、ジャーナリスト、学者、革新右翼、観念右翼や財界人などまでも取り込んだ文字どおり呉越同舟の組織であった。近衛によれば、新体制とは、およそ次のようなものである。すなわち、日本が世界情勢に即応しつつ、中国における戦争を完遂し、進んで世界新秩序の建設のうえに指導的役割を果たすために、高度国防国家体制を整備しなければならない。そのためには、強力な国内体制が必要であるが、その基底として、万民翼賛の国家国民の総力を結集する国民組織が確立されなければならない。経済および文化の各領域において、あらゆる部門がそれぞれ縦に組織化され、さらに各種組織を横に結んで統合する全国的な組織が必要である。かくして、下意上達、上意下達、国民の総力が政治のうえに結集されるというのである。したがってこの運動は、高度の政治性をもつけれども、政党運動ではない。国民を結集し、自由主義を前提とする分立的政党政治を克服しようとするものである。同時にそれは一国一党の形をとるものであってはならない。ドイツのナチスのような一国一党の体制は、国家と党を同一視し、党への反逆を国家への反逆とみなすが、これは一君万民のわが国体を乱すものであるというのであった。何度読んでみても、わかったようでわからないが、当時の雰囲気だけはよく伝えられている。この原文は東京帝国大学の矢部貞治の筆になるものであった。


　しかしながら、事実において、新体制準備会内の議論は全く対立してしまった。陸軍は強力にナチスばりの一国一党組織の成立を促進しようとした。他方、観念右翼のグループは、国民の全部が参加すべきものであるから、大政翼賛会という名称をつけるに当たっても、国民を会員と非会員とに分けるような組織であってはならないとして対立し、混乱は増すばかりであった。


　翼賛会の初代事務総長には近衛の友人であった有馬頼寧が就任することになったが、いよいよ一〇月一二日に発会式を挙げる前夜になっても対立はつづき、翼賛会総裁の資格で近衛が行うあいさつの原稿はついにまとまらなかった。当日、近衛はいともあっさりと、「この運動の綱領は大政翼賛の臣道実践ということに尽きる」と思う、「これ以外に綱領も宣言もなしといいうる」、そのように考えて、「本日は綱領宣言を発表いたさざることに私は決心いたしました」とあいさつして、その場をすませてしまった。大政翼賛会は大きな期待を一時的に抱かせたが、結局は大山鳴動して鼠一匹に終わったのである。翼賛会の主要ポストについたのは、常任総務に右翼の井田磐楠、中野正剛、橋本欣五郎、議会三名、官界二名、貴族院から二名。局長には後藤隆之助、小畑忠良、それに議会から太田正孝と前田米蔵。政党を解散した国会議員は、翼賛会の議会局に押し込められることになり、一様に失望を隠しえない結果となった。


　観念右翼と議会とはその後翼賛会を目の敵にした。観念右翼の批判にてこずった近衛は、一九四〇年一二月、内閣を改造して結局内務大臣に平沼騏一郎を、司法大臣に柳川平助を迎えた。観念右翼の総帥二人が翼賛会問題を担当する地位についたのである。翼賛会の予算は国家財政から支出されることになっていたが、翌年一月、審議に当たって、議会では翼賛会の性格を論議し、もしそれが国民組織の中枢に位置し、政治や政策を左右しようとするのならば、憲法に違反するという議論がやかましくなった。近衛はこれに対し、あくまで政府が主で、翼賛会はこれに協力する従のものであると答弁し、平沼はさらにはっきりと、翼賛会は政治結社ではなく公事結社であると断言した。同年四月、翼賛会の改組が行われ、有馬事務総長、後藤隆之助組織局長以下幹部はすべて退陣した。後任には副総裁に柳川平助、事務総長石渡荘太郎、組織局長狭間茂というように、官僚と皇道派による陣容が成立し、内務行政の補助組織になったのである。平沼は、「（近衛は）大政翼賛会を一の政党としてやろうとした。之に入っている者には軍人でもそうでなくても赤がいた。……私は内務大臣になると赤を潰すことと[image: ]職官吏の征伐一点張でやった」と回想している。なお政党解消後の議員たちは、一九四一年翼賛議員同盟に組織され、比較的少数のものは同交会をつくってこれに対立したのである。







５　北部仏印進駐と松岡外交







■南進の方針




　近衛内閣の成立にともなって、南進の方針が定められた後、陸軍はただちに北部仏印進駐を立案し、一九四〇（昭和一五）年九月初旬にこれを実行した。当時、日本陸軍は、仏印国境に近い南寧を占領していたが、この地方は補給も困難であり、撤退計画が立てられていたが、この軍隊を仏印経由で撤退させるのをきっかけに進駐を行うのが陸軍の腹案であった。現在の北ベトナムのハノイおよびハイフォンの地域に陸軍を進駐させ、仏印経由の重慶向け援助物資輸送路を断ち切るとともに、航空基地を設置して、南方へのにらみをきかすことを意図したのである。


　すでに本国政府がドイツに降伏したのだから、仏印は日本のこの要求を簡単に受け入れるだろうと日本側は考えていた。しかし、陸軍少将西原一策を団長とする仏印国境監視団と仏印当局との交渉ははかばかしく進まなかった。とくに仏印総督がヴィシー政権側のカトルーからドゴール派に近かったド・クーに交代すると、ド・クーは必ずしも日本側の要求を容易に入れようとはせず、進駐の計画はなかなか実現をみなかった。


　その結果、南支那方面軍は焦りはじめ、参謀副長佐藤賢了らをハノイに派遣し、西原少将が一時帰国中に仏印当局を強硬に恫喝するなどの行動が目立つようになった。ところが、九月六日、仏印国境において日本軍の一部が越境して、このために進駐は交渉のやり直しを余儀なくされた。参謀本部は、武力進駐の期限を九月二三日午前零時と定めていたが、難航した交渉は九月二二日午後四時半にいたって調印された。しかしながら、現地の責任者として出張した参謀本部第一部長富永恭次と南方軍参謀副長佐藤賢了の両名は、内心では武力進駐を望んでいたため、第一線部隊に対して、協定の調印による平和進駐への切替えの命令の伝達をおそらく故意に遅らせ、武力進駐を強行させた。武力を行使してこそ金鵄勲章に値するからである。


　当時、天皇も海軍も武力進駐には強く反対であり、陸海軍の間は険悪な状態となり、ついに海上からハノイ、ハイフォンに陸兵を輸送する船団の護衛に当たっていた艦隊は、護衛を放棄して引き揚げるにいたった。ハイフォンから引き揚げてきた西原少将らはその艦上から、「統帥乱レテ信ヲ中外ニ失フ」という書出しの報告電報を打って、武力進駐強行を非難した。この不祥事のために、東条陸相は、富永、佐藤ら、一部の高級幕僚をいったん左遷するのやむなきにいたった。ただし彼らは東条の腹心であったから、半年あまりで陸軍省の要職に返り咲いた。太平洋戦争期の陸軍を誤らせたのはこの種の強硬論者が省部の中央に据えられたことも一因であろう。七月決定の南進政策はこの時点において表面化したのである。


　一方、近衛内閣成立以後、アメリカの対日政策はいっそう強硬化した。日本に対する屑鉄・石油の輸出を許可制にしたのが七月二五日、航空機用ガソリンの輸出禁止が七月三一日のことである。のちにみるように、日本側が大量の石油輸入を企図した事実がこの反応をもたらしたことが、現在では知られている。客観的にみれば、アメリカは、日米通商航海条約の破棄によって行使可能になった切札を一枚ずつ使用して警告を行ったつもりだったが、日本はこれに三国同盟締結によって応える結果となったともいえよう。







■松岡外交と三国同盟




　ドイツから特使としてスターマー大使が日本を訪れたのは、一九四〇年九月初旬であった。松岡は八月一日に日独の提携強化についての打診を行っていたが、はじめはドイツ側の回答はむしろ冷淡なものであった。しかし、ドイツ側は、イギリス空軍の強力な反撃にあってイギリス本土に対する航空機による攻撃がはかばかしく進まず、イギリス本土上陸の可能性は遠のいた。しかもイギリスがアメリカに基地を貸与するかわりに、五〇隻の駆逐艦を譲り受ける協定を結んだために、あらためて日本との同盟を考慮しはじめたもののようである。スターマーは、リッベントロップ外相が日本の真意を確かめるための特使として訪日させたものであった。


　松岡は、スターマーの来日はドイツ側が自分の打診に応じて枢軸強化を決意したものと解釈し、ただちに三国がヨーロッパおよびアジアの新秩序形成に相互に協力するという提携強化案と、三国同盟の腹案を作成した。このとき、吉田善吾海相は、心労のために入院して、何事にもおだやかで、強く争うことを好まない及川古志郎と交代し、閣内において同盟に対する強力な反対は消滅したのである。海軍の長老伏見宮も賛成であった。こうして九月六日、松岡はその原案について陸海軍および近衛首相の了解をとりつけ、スターマーとの会談に入った。


　スターマーの発言は、ほぼ次のとおりであった。ドイツは日本がアジアの指導者となることを承認する。ドイツがアジアにおいて求めるところは、経済的な要求以外にはない。またドイツは今次の戦争が世界戦争に発展することを好まず、とくにアメリカが参戦しないことを望んでいる。日本に望むところは、日本があらゆる方法によってアメリカを牽制し、その参戦を防止する役割を果たすことである。三国間に了解ないし協定を成立させることによってアメリカの参戦を防止しうるとすれば、これはもっとも望ましいことである。同盟案は対米同盟の性格を明確にすることを強く求めたものであって、三国のうちの一国がヨーロッパ戦争または日中戦争に参加していない国から攻撃された場合、政治経済的および軍事的に相互に援助を行うというものである。海軍は自動的参戦に反対したが、結局押し切られ、同盟を阻むものはなくなった。平沼内閣当時の海軍次官で、同盟反対で知られていた連合艦隊司令長官山本五十六も、海軍部内の会議のために上京したときはすでに大勢は決していたのである。こうしてスターマーが東京に着いた後、三回ほどの会談で三国同盟の大綱がまとまり、御前会議を経て、条約が調印されたのは九月二七日であった。


　松岡は条約締結について強い自信をもち、あらゆる会議において強気の発言を繰り返した。九月二六日の枢密院本会議における発言の大要は次のとおりであった。日米国交はもはや礼譲、あるいは親善希求の態度をもって改善する余地はほとんどなく、かえって悪化の懸念だけが残っている。もし幾分でもこれを改善し、このうえの悪化を防ぐ手段があるとすれば、ただ毅然たる態度をとるということしか残っていない。そうだとすれば、その毅然たる態度を強めるため、一国でも多くの国とかたく提携し、かつその事実を一日でもすみやかに中外に宣明、周知せしめることによって、アメリカに抗することが外交上必要である。それより先、九月一九日の御前会議においては次のように述べた。







　　「アメリカは一時硬化せんも、冷静に利害を算討し、冷静なる態度に立ち返るべしと考える。もとより彼がますます硬化して、いっそう険悪なる状態となるか、彼が冷静反省するかの公算は半々なるべし」。







　松岡にとっては、三国同盟はこのようなロジックによって締結され、近衛もまたそれに賛成したのであった。もちろん、この発想に対し、批判的な人も数多くあった。たとえば御前会議の席上で、原嘉道枢密院議長は、次のような質問をしている。アメリカは最近、イギリスにかわり、東亜の番人をもって任じ、圧迫を加えてきているが、なお日本を独伊側に加入せしめないためにかなり手控えているようだ。しかし、この条約の発表により、日本の態度が明白となれば、圧迫を強化し、結局、[image: ]介石を援助して、日本を疲弊させ、戦争に耐えないようにしようと計画するであろう。アメリカは自負心の強い国である。したがって、わが国の毅然たる態度の表示がかえって反対の結果を促進することはないか。


　また、重臣─前首相らに対する説明会では、広田弘毅元外相も質問を重ねた。この条約が何の必要あって締結されたか了解に苦しむ。締結の結果、英米の日本に対する態度はきわめて悪化するであろう。そうなれば、中国はこの事態を利用するであろうから、支那事変の終結はいよいよ困難を来すであろう。日本は従来、英米と連絡を保つことによって経済的発展を図ってきたのであるが、前記のような状況となれば、いかにして発展を企図しえようか。それはまた、ソ連の対日態度に好ましからぬ影響を及ぼすおそれがある。


　これらのいわば良識的な批判は、この時期の熱狂的な新体制論、日独伊枢軸強化論のあらしの中ではもとより小さな響きしかもたなかった。実際、アメリカは、このとき以後、対日関係の改善をほとんど諦めたようである。東洋経済新報社の石橋湛山は、この時期を回想して、三国同盟締結が発表された後、日米戦争は不可避であると判断して、『東洋経済新報』の社説において深刻な危機感を表明し、今後英米との摩擦が甚しくなることを警告した、と述べている。


　しかし、松岡は同盟締結によってますます得意になった。これより先、松岡は外務大臣就任とともに、在外外交官をほとんど全面的に更迭して、霞が関出身の大公使をほとんど召還し、たとえばソ連には建川美次陸軍中将を、イタリアには政友会の代議士であった堀切善兵衛を、ドイツには独ソ不可侵条約締結の際に退任した大島浩中将をというように、型破りの人事を展開した。職業外交官でただ一人残されたのは駐英大使重光葵のみであった。駐米大使にはさきの外務大臣野村吉三郎海軍大将が任命された。松岡はすべての外交を自分の手中に掌握し、個人プレーによって局面の打開を図ろうと決意していたらしい。野村をアメリカに送ったのも、やがて自分が展開するはずの対米外交が表面化するまでのつなぎ役を果たしてくれれば十分と考えていたようである。


　こうして日本の国際環境がいよいよ悪化するそのさなかの一九四〇（昭和一五）年一一月、紀元二六〇〇年を祝賀する式典がにぎやかに行われた。当時、日中戦争はいまだ収拾の見通しもつかず、国内においては、諸政党はすでに存在せず、日常の生活物資の不足も深刻化するなかで行われた式典は、まことに奇妙なものであったといわざるをえない。「金きん鵄しかがやく日本の栄ある光身に受けて……」という奉祝歌が、タバコの値上げにひっかけて、「金鵄あがって十五銭、栄えある光三十銭……」という替え歌にされたのも、このときである。


　このころ、西園寺公望は、興津の坐漁荘において死の床についていた。西園寺は、その秘書原田熊雄が一一月はじめに興津を訪れたとき、次のように伝言を依頼した。「どうも困ったものだ。近衛も実に気の毒だ。自分から強いてというのではないが、一体政治の目標をどこに置いているのか。支那事変はどうこれをまとめていくつもりなのか、なお、日本の外交はこのままでいいと思っているのかという、三点について近衛に聞いてくれ」。近衛はこれを聞いて、「そいつは困ったな、なかなかちょっくらちょっと話せないし、やっぱり自分が行ってお話しよう。ごぶさたしているし」と言っただけであった。西園寺は、一一月二四日にはこの世を去った、西園寺の国葬において葬儀委員長を務めたのは近衛であった。自分の恩師である西園寺の霊前で、近衛は何を考えていたのであろうか。


　松岡外交はその後もはなばなしく展開された。その一つは、フランスが弱体化したのを見越したタイ国が、従来からの懸案であった国境問題の解決を図り、仏印との間で紛争を引き起こしたときである。仏印軍も頑強に抵抗し、紛争は長引いた。これをみた松岡は、大東亜共栄圏における日本の威信を示そうと考えたのか、その調停に乗り出した。この調停も必ずしも簡単には成功しなかった。一九四一年一月に入って、東京において会議が開催され、ようやくタイ側の要求がかなり受け入れられてまとめられたのは、三月七日のことであった。このとき松岡は、すでにドイツ、イタリアへの訪問を決定しており、調停が成功して協定に調印されたのを見届けるや、ただちに松岡の訪欧が発表されたのである。三月一〇日、松岡はシベリア鉄道経由でドイツ、イタリア訪問の旅に出発した。


　ところで、この時期の陸軍は、南進政策について真剣になっていて、アメリカはたたないとの判断のもとにシンガポールを攻撃し、蘭印の油田を入手する計画をもっていた。しかし、海軍側は南方進出を図る以上は対米戦争を不可避と考え、アメリカが対日武力圧迫ないし石油の全面輸出禁止を行った場合、はじめて武力行使を行うという判断を示した。そのために陸軍の強気は一時抑えられた。


　さらに陸軍部内においても、陸軍省戦備課は独自に物的国力判断を行い、現状維持の場合には、日本はすみやかに蘭印との経済交渉を促進し、東亜自給圏の確立を促進し、無益の英米刺激を避けて、最後まで英米ブロックの資源により国力を培養しつつ、万一の戦争に即応しうる準備を整える必要があるとした。また、対米英蘭開戦の想定を立てるならば、帝国の物的国力は長期作戦の遂行について、不安を免れない。すなわち敵が進んで決戦を挑んでくれば、第二年目まではこれを撃滅するにほぼ十分な弾発力を有するであろうが、そのころ一時、液体燃料に懸念を生ずるおそれがあるし、戦局が長引くにしたがい、経済の耐久力は動揺するかもしれないというものであった。部内から、このような判断が示されたことによって、陸軍側の戦意も、一時的にせよ失われたのである。おそらくこの時期においていちばん強気だったのは松岡であろう。松岡が、東京駅に見送りにきた杉山元参謀総長に対し、「シンガポールはどうしてもやらないかね」と質問したというのは有名なエピソードである。


　さて、シベリア鉄道を経てモスクワに入った松岡は、旧知の駐ソ・アメリカ大使スタインハートに面会して、日米国交調整についての意図を伝え、これをワシントンに連絡することを求めたうえ、ベルリンに入り、ドイツ側の大歓迎を受けた。松岡は、世界の外交の立役者として、檜舞台に立つ思いをしていたであろう。ローマを訪れ、さらにベルリンに帰ってリッベントロップやヒトラーとの話合いを続けた松岡は、ヒトラーのシンガポール攻撃の要請に共感を示しながらも言質を与えず、他方、ソ連を含めた四国連合の可能性は、すでに独ソ関係が冷却しつつあって容易ではないことを悟ったものと思われる。


　けれども、ドイツ側は松岡に対してけっしてその真意を明かさなかった。前年の一九四〇年一一月、ヒトラーはすでに対ソ侵攻を決意し、いわゆるバルバロッサ作戦命令を発しており、同時にイギリス本土上陸作戦を放棄していたのであったが、その意向は松岡には全く示されなかった。ヒトラーは対ソ作戦を春の到来とともにはじめたかったのであったが、バルカン半島、とくにユーゴスラビアの向背が不安であって、結局、ドイツ軍をその制圧に向けたために、独ソ戦が開始されたのは四一年六月二二日だったのである。


　ともあれ、独ソ間の情勢がデリケートであることに気づいたにもかかわらず、シベリア鉄道によってふたたびモスクワに入った松岡は、スターリン首相、モロトフ外相と会談して、四月一三日、日ソ中立条約を締結した。スターリンは停車場まで松岡を見送り、抱擁して親愛の情を示した。ソ連側はドイツとの関係悪化を意識して、東方国境の安全を願って条約締結に踏み切ったのである。松岡は、独ソ関係の悪化を意識しながらも、日独伊ソ連の結合を背景にして、アメリカに対して強硬な外交交渉を展開し、あわせて重慶との講和を求めようというシナリオを棄てられなかったのであろう。







６　日米交渉と独ソ開戦







■日米了解案




　しかし、松岡の留守中に全く別の事態が起こりつつあった。それは、民間人および陸軍の一部による対米関係改善の動きであった。一九四〇（昭和一五）年一一月二九日、メリノール派のカトリック外交伝道協会の事務総長ドラウト神父は、産業組合中央金庫理事井川忠雄に宛てて、フーバー前大統領の秘書であったストローズの紹介状を同封のうえ、面談申入れの書簡を送り、同協会会長のウォルシュ司教とドラウト神父の両名が、井川を訪問してきた。井川は、この両者に、日米国交調整、なかんずく経済提携に関し、瀬踏みをしようとする底意があるとみて、陸軍の武藤章軍務局長および岩畔豪雄軍務課長とも協議のうえ、個人の資格で先方の話を聴取することとした。


　ドラウトおよびウォルシュは、かりに日本人の立場に立って執筆したと称する了解案の基本構想を提示し、陸軍側もこれに期待を寄せるにいたった。井川は両師を松岡外相や大橋外務次官に紹介したが、これに期待を寄せる近衛や陸軍の意図もあって、やがて、井川が渡米し、岩畔軍務課長も渡米して、四一年二月になって、ニューヨークで井川＝ウォルシュ・ドラウトの会談が再開され、野村駐米大使の了解を得、さらに郵政長官ウォーカーをも交えて、日米了解案の試案の作成にとりかかった。


　こうして野村大使をも巻き込んだワシントンにおける秘密交渉の結果は三月にはいちおうまとまり、四月九日には岩畔とドラウトの手直しを経た試案が作成された。その内容は、およそ次のようなものであった。三国同盟を無効とするのではないけれども、事実上空文とし、アメリカの調停によって日中戦争を解決し、アジア諸国の独立を保証するかわりに、日米経済関係を復活させ、対日借款をも供与するというのがその骨子であった。この案がコーデル・ハル国務長官にも示されたのち、東京に伝えられたとき、外相代理の近衛はもちろん、陸軍もこれによって日中戦争が解決されるのならば何よりだとして、乗り気になったのであった。


　ただし、この案はけっしてアメリカ側の提案ではなく、日米双方の私人の話合いによる試案であって、この案を基礎として双方が交渉することに同意するというアメリカ側の真意は東京には伝わらず、日本政府は、これをアメリカ政府が了承した原案と誤解したのであった。この点については、在米の野村大使や岩畔らが提案の意味を誤って東京に伝えたことは否定できない。日米交渉が難航するにいたったのは当然の帰結であった。


　これをアメリカの原案と解した近衛も陸軍も、原案をただちに受諾したいと考えた。しかし、大橋外務次官は松岡外相の帰国を待って態度を決めるべきであると主張し、四月二二日に松岡が帰国したとき、近衛はみずから立川飛行場に出迎えて、自動車の中でその内容を松岡に話し承諾を得ようと企てた。ところが、松岡はまず二重橋前に赴いて宮城を遥拝したいと言いだした。ショウめいたことの大嫌いな近衛は同乗をあきらめ、大橋次官にその説明を委ねた。松岡は、その内容を聞くや、不機嫌になって反発し、帰国の当夜に開かれた大本営政府連絡会議においても、松岡は三国訪問の様子を語っただけで、自分はしばらく時間をかけて考えたいと述べただけで、そのまま退席してしまった。


　松岡自身、ドイツ、イタリアにおいてヒトラー、ムッソリーニから大いに歓迎を受け、モスクワの駅頭までスターリンが送ってくるという厚遇を受けたために、世界の指導者の一人となったような気持ちになっていたらしい。巷間には、近衛の後は松岡内閣といううわさも流れており、松岡自身、ひそかに閣僚の人選を脳裏に描いていたようである。このような松岡にとって、アメリカ側の原則を受け入れた日米了解案が彼を満足させなかったのは当然のことであった。


　そこで松岡は、五月に入って大本営政府連絡会議において修正案を提議した。その内容は、三国同盟の軍事援助義務は将来においても発動されること、近衛三原則（一九三八年一二月二二日に示された諸原則）を了承し、日本政府の善隣友好政策に信頼して、すみやかに[image: ]介石政府に対してアメリカ政府が和平を勧告するとなっていて、これまでの日本の姿勢を一方的に強調し、アメリカ側の主張する中国の独立、日本軍隊の中国領土撤退、中国領土の非併合、非賠償、門戸開放方針の復活などの日中和平の条件は全面削除されていた。さらに西南太平洋方面における日本の経済活動は、武力に訴えることなく平和的手段によるとあったのを、武力に訴えることなくの一句も削除されていた。これに対し、近衛も陸軍も、とにかく交渉をはじめたい一心から、松岡の修正をそのまま了承した。松岡案は、五月一二日に承認され、野村大使を通じてハル国務長官に伝達された。


　こうして日米交渉は両国政府間で正式に開始されたが、その最初から誤解に満ちていた。野村大使は四月、ハル国務長官と話し合った際、日米間に結ばれる協定の基礎とすべき四原則を渡されていた。その内容は、(1)あらゆる国民の領土および主権の尊重、(2)他国の内政への不干渉、(3)機会均等、(4)平和的手段による以外に太平洋の現状を変更しないことであった。野村は、この四原則をも東京に伝達していなかったのである。五月一二日案がハルに伝えられたとき、ハルは、ただちに日本案が四原則と一致しないことに気づき、交渉の将来についてほとんど望みを失った。ただし、ハルは、日米会談によって、日本を三国同盟から離脱させる可能性がいくらかでもあるならば、交渉を継続すべきだと考えたのであろう。以後の交渉は停頓に近かったが、独ソ開戦前夜の六月二一日にいたって、アメリカ側は四原則に忠実な対案を提出してきた。







■独ソ開戦




　六月二二日、満を持していたドイツ軍は全面的にソ連に進攻した。すでにみたように、独ソ関係が冷却していることは松岡も承知していたが、六月に入るころまではまさか戦争にはなるまいと思っていたようである。ただし、六月に入ってから、ヒトラーとリッベントロップとは大島大使に対して、独ソ戦を示唆し、松岡も開戦直前にはさすがに戦争の避けがたいことを悟るようになっていたらしい。


　ともあれ、独ソ戦必至の報が伝えられたとき、陸海軍は激しく南部仏印への進駐を主張した。南部仏印、サイゴン周辺を制圧するならば、仏印、タイの物資の対日供給が容易になるのはもちろん、フィリピン、マレー、蘭印等を制圧する基地を確保することができると考えたのである。その一方において、陸軍内部には、独ソ戦が開始されたからには、満州国境からソ連に侵入し、ドイツと協力してソ連を打倒すべきだとする日ソ開戦論も強まった。南部仏印進駐には日米戦争を危惧して慎重だった松岡は、日ソ開戦論の急先鋒であり、独ソ開戦を聞くとただちに中立条約を無視してもソ連を撃つべきであると天皇に上奏した。松岡はドイツとの同盟関係を重視し、この機会にソ連を崩壊させるべきだと考えていたのである。


　七月二日、大本営政府連絡会議は「情勢の推移にともなう帝国国策要綱」を決定した。その内容は、陸海軍の主張どおり、南部仏印進駐を行うというものであった。この要綱によれば、帝国は依然、支那事変処理に邁進するが、自存自衛の基礎を確立するため、南方進出の歩を進め、また、情勢の推移に応じ、北方問題を解決するとされていた。独ソ開戦の熱気のなかで、陸海軍省部の課長クラスの作文のままに、真剣な検討のいとまもなく、対英米戦を辞せず南進するとか、独ソ戦がドイツに有利に展開すればソ連を討つという「国策」が決定されてしまったのである。満州に物資と兵力を集中する関東軍特種演習（関特演）はこれにもとづいて実施された。ただし、陸軍においても、極東のソ連軍が健在な間にソ連と戦うべきではない、熟柿が落ちるようにシベリアが手に入るのを待とうという方針がまとまり、結局、ソ連軍が移動しなかったために、対ソ開戦にはいたらなかった。ただし、この年は鉄道輸送も関特演のために全力を傾注し、七月以後の夏休みにも、学生、生徒の旅行を全面的に禁止する措置すらとられたのであった。


　南方進出が決定されたあと、六月二一日に提示されたハルの対案と、とくにハルから野村に手渡されたオーラル・ステートメントが問題になった。ハルのオーラル・ステートメントの中には、日本の有力な指導者中には、ナチス・ドイツとその征服政策に、抜き差しならざる誓約を与えているものがある、そしてアメリカが欧州の戦争に巻き込まれるような場合にはヒトラーの側に立つだろうと信じられる確証があるという一文が含まれていた。この文章は明らかに松岡を非難するものであったから、松岡は激怒して、六月二一日案に対する回答を行う前に、まずオーラル・ステートメントを拒否すべきだと主張し、結局、まず拒否を伝達した後にさらに日本側対案を提示したのであった。


　近衛は、日米交渉の前途を危ぶみ、松岡の罷免を意図して、七月一六日、内閣総辞職を決行し、大命の再降下を受けて、外務大臣を海軍次官豊田貞次郎に入れ替え、また、大蔵大臣に住友財閥の総帥小倉正恒をすえるという小規模の改造を実施した。松岡は不満であった。その外交構想は独ソ開戦によって崩壊したが、彼はアメリカに対しては強気で臨むことによってのみ、相手方の尊敬を得て主張を貫くことができるという所信に従って「松岡外交」を展開してきたのに、この期に及んで近衛に裏切られたと感じたのであろう。松岡の伝記作者Ｄ・Ｊ・ルーは、一八九〇年代の、あらあらしく膨張主義的だったアメリカで教育を受けた松岡は、その時代のアメリカがしたことを一九四〇年に日本が行っても、アメリカは理解するだろうと考えたのだが、アメリカは昔日のアメリカではなかったのだ、と書いている。それは松岡を好意的に理解すると同時に、その認識不足を鋭くついたものであった。







■南部仏印進駐とアメリカの対日経済断交




　ともあれ、近衛の意図は、外相を更迭することによって、アメリカ側に対し、日米了解案の成立を切望する意思を表示しようとしたのであった。しかし、その一方で、南部仏印進駐はすでに国策として決定されていた。進駐のための兵員、船舶はすでに海南島に集結していた。その案の策定に当たった陸海軍の判断では、南部仏印進駐のみのために、アメリカは対日石油輸出を禁止することはあるまいと考えられていた。そのため、南部仏印進駐は予定どおり実施されたのである。


　しかし、アメリカ側からみれば、松岡外相をやめさせても、日本は南進政策を放棄していないことははっきりした。七月二五日には日本の在米資産を凍結する措置がとられ、ついで、八月一日には石油の全面輸出禁止が決定された。アメリカは日本に対してもっているすべての切札を使いつくすことによって、日本の反省を促そうとしたのである。それは経済面における国交断絶というべき強い措置であった。


　経済断交が行われたとき、それまで慎重であった陸軍省の物動担当部局、整備局戦備課の課長岡田菊三郎は、石油がもはや入手できないとすれば、開戦以外に道はないと判断し、課員を集めて開戦準備に遺憾ないよう申し渡したと回想している。近衛にせよ、陸海軍当局者にせよ、南部仏印進駐を行っても、対日経済断交という激しい措置がとられることは予想していなかった。


　こうして八月になると、陸海軍は急激に、放置すれば物資不足のために陸海軍の戦力は立ちゆかなくなる、それくらいならば日米戦争を行ってでも南方資源を入手すべきだ、という判断に傾き、「帝国国策遂行方針」なる文書が海軍の方から提示されるにいたった。その内容は、一〇月下旬を目標に戦争準備と対米外交を並進させ、一〇月上旬にいたっても交渉が成立しない場合には、対米戦争を発動するというものであった。これ以後、この案をめぐる交渉が重ねられ、結局、九月六日の御前会議において、帝国国策遂行要領案が決定された。この内容は、日米交渉について、「十月上旬にいたるも、なおわが要求を貫徹しうる目途なき場合に対米（英蘭）開戦を決意す」という内容になっていた。慎重な及川海相によって「目途なき場合」という一句が挿入され、当初案より弱められてはいたけれども、はじめて真剣に日米開戦が御前会議で取り上げられたのである。


　この会議の前日、天皇は杉山元参謀総長および永野修身軍令部総長を招いて、その内容について質問し、外交よりも戦争の方が主となっているのはなぜか、あるいは開戦の場合の見通し等について厳しく質問した。また御前会議の席上において、明治天皇の御製、「よもの海　みなはらからと思う世に　など波風のたちさわぐらん」を朗誦のうえ、「朕はつねにこの御製を拝承して、故大帝の平和愛好の御精神を受けつごうと努めているものである」と付言したことは有名である。天皇の発言は、たしかに列席の人びとを動かした。軍務局軍事課長であった佐藤賢了は東条陸相が陸軍省にかえってきて、「聖慮は平和にあらせられるぞ」と叫んだことを回想している。それにもかかわらず、「国策遂行方針」は原案どおり決定され、対米交渉にはその期限が付せられたのであった。


　これより先の八月末、近衛はなんとしても対米交渉をとりまとめたいと考え、みずからルーズヴェルト大統領に親書を送り、近衛・ルーズヴェルト会談を実現して、その席上で懸案を一挙に処理して交渉を妥結に持ち込みたい旨を伝えた。近衛はこの提案に期待をかけ、会談を実現しさえすれば、天皇にみずから電報して、必要な譲歩を行い、日米間の懸案を解決しうると考えていたようである。交渉がまとまりさえすれば、軍部の主導でまとめられた九月六日の御前会議の決定もくつがえされるはずである。しかし、アメリカ側は、はじめから近衛に対する信頼を欠いていて、会談を実現させるつもりはなかったから、巨頭会談の事前に原則的諸問題についての了解が必要であるという態度を譲らず、交渉は実現をみなかった。日本郵船の新造船新田丸が近衛の乗船として準備され、随員の人選も進められていたけれども、この期待は満たされなかったのであった。近衛の立場からみれば、ここで譲歩して交渉をまとめるならば、帰国後暗殺の危険にさらされることは覚悟のうえであった。何事にも投げやりになりがちな近衛としてみれば、日米開戦を目前にして、はじめて真剣に問題に取り組んだのであったが、時すでに遅かったのである。


　日米交渉は進展をみないうちに一〇月上旬を迎えた。この時点で東条はさきの御前会議の決定にもとづき、交渉妥結の目途がないとして、対米開戦の決意をなすべきであると主張しはじめた。対英米戦争においては海軍が主力とならざるをえない以上、海軍において自信がないというのならばともかくも、それ以外には御前会議決定をくつがえす根拠はないというのである。


　しかし、海軍の及川海相にしてみれば、本心においては対米戦争を避けたかったが、巨額の予算を取って軍備を拡張してきた手前もあり、自信がないとはいいがたい。そのため、首相に一任するという以上の表現はなしえないという態度をとりつづけた。東条とすれば、海軍が確信がないと明言しない以上、御前会議決定をくつがえすことはできない。ゲタをあずけられた形となった近衛は、このときにいたっても、なお開戦に踏み切る決心はつかず、交渉継続を主張し、東条と懇談を重ねたが、結局、話合いはまとまらなかった。人間、ときには清水の舞台から飛び下りる決心が必要だという東条と、一国の運命を自信のない戦争に賭するわけにはいかないという近衛の対立がつづいたのである。東条はこのとき、「これは性格の相違ですなあ」とつぶやいたそうである。最後には東条が会見を拒否し、一〇月一六日近衛内閣は総辞職した。


　御前会議決定を盾に取って内閣を総辞職に追い込んだ東条自身も、苦慮したことは事実である。そのため、東条は、これまでの行きがかりを断ち切るためには、たとえば東久邇宮陸軍大将を首相として、全面的な再検討を行うことを提案したが、内大臣木戸幸一は、皇族を首相として和戦の決定を行うことは皇室に累を及ぼすとして反対し、逆に東条を後継首相に推薦した。その理由は、これまでのいきさつを熟知しているものでなければ難局に当たることができないということのほかに、東条ならば陸軍をも抑えうる立場にあるので、方針の変更を行うことも可能であろうと判断したためであった。そのため、東条が天皇から組閣を命ぜられた後、木戸はとくに「九月六日の御前会議の決定にとらわるるところなく、内外の情勢をさらに広く深く検討し、慎重なる考究を加うることを要すとのおぼしめしであります」と天皇の意思を伝達した。御前会議決定を白紙に返して検討せよというのであって、「白紙還元の御諚」といわれるのがこれである。


　ここで、近衛文麿の政治責任にふれておくべきであろう。若いときから現状打破的な志向を抱いていた近衛は、首相として、日本の進路をもてあそんだ形となった。内政面では政党政治を破壊して大政翼賛会をつくりあげた。それは当初においては一国一党に近いものが考えられていたのであろうが、観念右翼の反撃にあって、龍頭蛇尾の結果に終わり、軍部の内政支配への道を拓いた。中国との戦争において、「[image: ]介石を対手とせず」声明を発し、果てしない長期戦にみちびき、東亜新秩序声明を発して対外関係を悪化させ、やがて松岡を外相として三国同盟を締結したのもまた近衛が首相として推進した政策である。日米交渉を行って対米関係の改善を志し、ルーズヴェルト大統領との会談を意図したときの近衛は、それまでとはちがって真剣に危機の打開に取り組む決意であったが、従来の政治的実績のために、アメリカ側の信頼を得ることができず、挫折せざるをえなかったのである。







７　日中戦争期の社会と文化







■国民精神総動員から隣組まで




　日中戦争前夜の一九三五～三七年は、戦前における文化と思想の頂点であったが、同時に戦時色がようやく厳しくなる思想・文化統制の発端であった。昭和前期の代表的な芸術作品のうち、島崎藤村の『夜明け前』、志賀直哉の『暗夜行路』、永井荷風の『[image: ]東綺譚』、横光利一の『旅愁 第一部』、堀辰雄の『風立ちぬ』などが公刊されるのはこの時代であった。新交響楽団（のちの日本交響楽団）が、ドイツから亡命してきたヨーゼフ・ローゼンシュトックを専任指揮者に招いてその水準を飛躍させたのもこの時期であった。文化勲章が制定され、長岡半太郎、本多光太郎、木村栄の学者たち、佐佐木信綱、幸田露伴、岡田三郎助、竹内栖鳳、横山大観、藤島武二らの文学者、画家たちが初の栄誉を受けたのは三七年四月であった。トーキー化した日本映画界では、内田吐夢の「人生劇場」、「裸の町」、伊丹万作の「赤西蠣太」、溝口健二の「浪速悲歌」、「祇園の姉妹」、山中貞雄の「人情紙風船」などが誕生した。


　ところが、文部省の思想統制がはげしくなったのもこの時期からであった。「国体明徴」の観点から、中等学校の教授要目が大幅に改訂されたのは、三七年三月であり、文部省編の『国体の本義』二〇万部が全国に配布されたのは同年五月のことである。『国体の本義』は、西園寺公望が、「中を見ると神話もあれば歴史もある、宗教もあれば哲学もあるといふ風にすべて混同してゐて、まるでなんだかわけの判らないやうなことを書いて来てをる」と酷評したように、まことに奇妙な書物であった（原田熊雄述『西園寺公と政局』第[image: ]巻、三〇二ページ）。しかし、以後の学校教育は、この色彩で塗りつぶされていくのである。


　日中戦争以後、思想統制は公然化した。三七年八月、「国民精神総動員実施要綱」が閣議決定、一〇月には国民精神総動員中央連盟が結成された。社会運動もこのころから転換を余儀なくされた。「支那事変は、日本民族の聖戦」と規定した社会大衆党、「ストライキ絶滅宣言」を発した全日本労働総同盟（全総）、小作農の組合から「勤労農民全体の運動」へと再出発を声明した全日本農民組合、等々。労働組合に代わるものとして「産業報国会」（産報）運動が発足するのは三八年からである。その運動は、政府の指導のもとに、経営側と労働側が共に参加し、警察の指導で結成が促進された。たとえば日本製鉄八幡製鉄所の場合をみると、会社側は事前に準備を重ねていたが、組合側もこれに呼応して、三八年一〇月には全国組織である労働組合会議を脱退し、翌三九年四月には八幡製鉄所産業報国会が結成され、組合は解散された。産報は一面では苦情処理のための懇談機関とされたが、同時に「敬神奉賛、教養、防損、安全衛生、体育、生活刷新、銃後後援、趣味娯楽、総務」の各事業を遂行する団体とされていた（荒川章二「戦時下の労働統合──八幡製鉄所産業報国会を事例として」日本現代史研究会『日本ファシズム（２）国民統合と大衆動員』所収）。全国的にみても、三九年七月には全総は分裂し、あくまで存続を主張した松岡駒吉らの総同盟も、新体制運動の波のなかで、四〇年七月には解散を余儀なくされた。それに代わるように、四〇年一一月、六万余団体、四八一万人を傘下におさめた大日本産業報国会が、「全産業一体、事業一家、以て職分に奉公し、皇運を扶翼し奉る」目的で発足したのであった。


　このような戦時色のなかでも、多少の息抜きがなかったわけではない。エノケン、ロッパの喜劇が人気を集め、ディアナ・ダービンの「オーケストラの少女」が空前の観客を動員し、淡谷のり子や渡辺はま子の歌謡が大流行したのは、三〇年代末である。しかしその分野にも政府の統制の網はおいおいにかぶせられていった。一九四〇年八月、文部省は学生・生徒の映画・演劇観覧は土曜、日曜に限る旨を「厳達」したし、九月には講談落語協会は艶笑物、博徒物、毒婦物、白浪物の口演を禁止した。同年一〇月いっぱいで、ダンスホールの営業は禁止され、名残りを惜しむファンで満員になった。


　同年九月一一日、内務省は「町内会・部落会・隣保班・市町村常会整備要綱」を訓令の形で通達した。江戸時代の五人組にも似た隣組がこれによって発足させられたのである。「常会」と称する会合は、「上意下達」の機関とされ、やがて物資の配給や防空演習の単位として用いられるようになった。個人の生活は、このような制度によって統制の網の目に組み込まれていくことになるのである。







■『土と兵隊』と『火山灰地』




　一九三八年に発表された二つの文学作品を引用して時代の空気を探ってみよう。まず火野葦平の『土と兵隊』。火野は、短編小説『糞尿譚』によって芥川賞を受けたのち召集され、下士官として、杭州湾の上陸作戦に参加した。『土と兵隊』は、その従軍記である。まず、上陸開始の部分。







　　「……まだ午前二時というのにあちらこちらで出発の準備をしている。誰かが、おい極楽行の切符を忘れるなよ、と云った。大丈夫じゃ、と誰かが云った。認識票のことだ。船は碇泊して、燈火管制をしているので室内だけがぼんやりと薄暗い。小隊長が来て、怒ったような表情をし、そろそろ乗船準備をしろ、と云った。それを聞くと、私は不意に髯を剃っておこうと思った。安全剃刀を出して水に石[image: ]をつけてがりがりと剃った。痛かった。我々は昨日まで皆競争のように髯を延ばしていた。髯の寸法を計って比べ合い、髯を落したものは罰金五十銭と冗談を云っていた。不意に私は髯だらけで死にたくないと思ったのだ。私が髯を剃り始めると、何か忘れものでも急に思い出したように、四五人髯を剃り始めた。乗艇開始、と甲板で小声で命令しているのが聞えた。それを聞くと、私は急に又大便を催した。今朝眼をさましてからもう二度も行ったのだ。すっかり武装していたので困ったけれども、どうにもしたいので便所に行った。何人も便所に殺到していた。帰って来ると、階段を上って甲板に出て行くところである。皆、さしせまったような眼付をして、ものを云わない。甲板に出ると外は真暗である。闇やみの中に、右手に二つの眼のように燈火が瞬またたいている。闇の中で、あれが上陸地点を示す信号燈だと誰かが云っているのが聞えた」。


　つぎに、数日後のトーチカ攻撃の場面。


　　「部落は五六軒の家があるばかりである。銭家浜という所と聞いた。すると着いたと思うと、第二分隊はトーチカ占領に行け、と山崎小隊長の声が聞えた。小隊長は何かすさまじい表情をして、私の肩を叩き、気をつけて行け、と云った。私は、俺について来いと兵隊に云い、示されたトーチカの方へ駆けだした。私達の眼前に現われた墓のようなトーチカを前にして、暫く堆土の蔭に伏せていた。私達はぎょろりと見開いた二つの大きな眼のような銃眼から、首も挙げられないほど機関銃弾を浴びた。私は右の耳を何かで弾かれたように感じた。次第に火でもつけたように熱くなって来た。指で触ってみると血がついた。分隊長、これは正面からでは駄目ですよ、と阪上上等兵が云った。私もそう思っていた。銃眼から銃口が覗のぞいているのがはっきり見えた。私は裏に廻る見当をつけた。私達は一応部落に帰り、そこを抜けて竹林の中に入った。竹林の中には友軍の兵隊が蹲しやがんでいた。私達がそこを通ろうとすると、射たれるぞ、と云った。私達は壕を飛び越え、トーチカの後にあると思われる一軒の民家に飛び込んだ。その家を抜け、竹垣を出ると、ぽかんと、私達の眼前にそのトーチカがあった。我々は無論此処で敵と遭遇し、格闘するつもりで来たのであったが、我々の前に、狂暴な偉力を発揮していた敵のトーチカが、まるで置き忘れられたように、ひっそり閑かんとして、そこにあった。私達と一緒に部隊本部の兵隊が居た。私はもう誰も居ないかも知れぬと思った。そのトーチカは横が五間位あり、両側に真新しい白木の扉があった。私達は扉の所に耳をくっつけたり、叩いたりして中の様子を探ってみた。確かに中に居ると古城一等兵が云った。すると、向うから私の方へ弾丸が飛んで来始めた。友軍が我々を射ち始めたのだ。私は雑ざつ[image: ]のうから小さい日の丸の旗を出して竹につけ、トーチカの上に立てた。弾丸が来なくなった。トーチカの上に三つ空気抜きがあった。私達はそこから手しゆ榴りゆう弾だんを入れることにした。安全栓を抜き、発火させて、幾つもそのパイプの中に手榴弾を転がし込んだ。轟ごう然ぜんと音立てて手榴弾は炸さく裂れつした。私は兵隊に、扉の一個所を照準して続けさまに弾丸を射ちこませた。厚い扉はびくともしなかった。兵隊は大きな石をぶっつけたが、矢張り駄目だった。私は扉の前に立って扉を叩いた。銃じゆう把はでごとごと叩いた。それから、[image: ]ニー、来ライ来ライ、出て来い、と云った。私の知っているたった一つの支那語だ。[image: ]、来来、と私は何度も叫んで扉を蹴けった。そうして耳を澄したが、暫く何の返事も無かった。すると、ようやく、話声のようなものが聞え始め、此方こつちに向って支那語で話しかける声が聞え、中から扉が開いた。私は用心して銃剣をそこへ擬した。中から汚れくさった顔をした支那兵が覗いた。あまりに近く敵兵の顔を見て、私は一寸ぎょっとした。支那兵は何か首を振りながら、私の方に銃を向けた。すぐに銃を倒さかさに持ち直し差し出した。次から次に銃を出して来た。駭おどろいたことには、次々に小銃や[image: ]銃の数は三十挺ちようを越えたのだ。来来、出て来い、と私は手振りで云った。次々に支那兵が出て来た。どれもひ弱そうな若い兵隊だった。それは、しかし、歯がゆいことには、どれも日本人によく似ていた。彼等は手榴弾のためにやられたらしく、気息奄えん々えんとしているのや、真黒に顔が焦げたのや、顎あごが飛んで無くなっているのや、左[image: ]の千ち断ぎれたのやが、次々に現われた。彼等はぺこぺこお辞儀をし、手を合せて、助けて貰もらいたいというような哀願の表情をした。最初出て来た四人の支那兵の一人が逃げようとした。阪上上等兵がそれを射ち殪たおした。何人かずつ出て来ては、その後がまた中々出て来なかった。あまり沢山居るので私は古城一等兵に、小隊長にそう云って応援を求めにやった。やがて、手伝いの兵隊と一緒に山崎少尉もやって来た。中々出て来ないので、私と中川上等兵とは中に入って行った。煙硝の匂いが鼻をついた。私は銃剣を構え、暗闇に向って、[image: ]、来来、快カイ々カイ的デ来来、と呶鳴った。中は銃剣からの光だけである。おどおどした眼付で板壁から顔を出し、残っているのもぞろぞろ出て来た。すると、もう居ないだろうと思っていると、私は暗闇の中で、大声で呻いている声を聞いた。瞳を凝らしてみると、中央の土間に何か黒い者が蠢き転げ廻っているのを見た。私は銃剣を構えて、それに近づいた。手榴弾でやられてのたうっているのであろうと思ったのだ。入口の近くには既に二人死んでいた。私達が近づくと、その呻き声は一層はげしくなった。然し、それは呻き声ではなかった。それは泣いていたのだ。私はそこに転って身も世もあらぬほどの声を立てている兵隊に手を掛けた。来来。するとその二人の兵隊はやっと立ち上った。私は暗闇からにゅっと銃眼の光の中に出た兵隊の顔が、あまりにも若く美しかったので、どきりとした。二人とも同じ位若く、殆ど少年であったのだ。しかも二人とも女かと見まごうばかり美しかった。二人は顔中を泣き腫はらし、私の肩に両方からより縋すがった。彼等は何か云い始めたが、無論、私には判らなかった。一人の兵隊は、ポケットから手帳を出し、頁ページを繰って私に一葉の写真を示した。それは母の写真かと思われた。彼等の云うことは無論私には充分に想像された。二人は兄弟かも知れぬと私は思った。私はふいと、この二人だけはここに残して行こうかと考えた。然し私は両肩にぶら下るように縋る二人の兵隊を連れて表へ出た。兵隊はしきりに首に手を当てて、殺さないでくれ、と身振りをした。私は、よしよし、というように首肯うなずいた。」







　引用が長すぎてしまったが、人間くさい上陸寸前の状況と、戦闘に直面して人間が変わってしまうようなトーチカ攻撃の描写とは、この作品の特色をよく示している。火野は召集された下士官として戦闘に従事し、そのありのままを記録した。陸軍はやがて彼を報道班員とし、徐州作戦に従軍させ、以後、火野は陸軍専属作家になっていくのである。よかれあしかれ、『土と兵隊』は、この時代の異常な雰囲気を──そして、軍部が「銃後」の国民をもひき込みたいと願っていた空気を、率直に伝えているのである。火野の『麦と兵隊』のなかには次の一節がある。







　　「私は祖国という言葉が鮮かに私の胸の中に膨れ上って来るのを感じた。それは無論私が今日突然抱く感懐ではないけれども、特にこの数日、眼まのあたりに報告された兵隊のたとえようなき惨苦とともに、私の胸の中に、それは、ひとつの思想のごとく、湧いて来た。杭州湾上陸以来、常にそうであったように、今度の徐州戦線でも多くの兵隊が殪たおれた。私はそれを眼前に目撃して来た。私も一兵隊である。何時戦死するやも測られぬ身である。しかしながら、戦場に于て、私達は死ぬことを惜しいとは考えないのである。これは不思議な感想である。そんな馬鹿なことはない。命の惜しくない者は誰も居ない。私も人一倍生命が惜しい。生命こそは最も尊きものである。然しかるに、この戦場に于て、何かしら、その尊い生命を容易に棄てさせるものがある。多くの兵隊は、家を持ち、妻を持ち、子を持ち、肉親を持ち、仕事を持っている。しかも、何かしら、この戦場に于て、それらのことごとくを、容易に棄てさせるものがある」。







　この異常な死への恐怖感の消滅も、戦場においては、少なくとも一時的には本当のことなのであろう。火野が戦意昂揚のために果たした役割と、火野の正直な記述とはある程度区別されるべきであろうと考える。戦争への批判がないのは、執筆の環境を考えればやむをえまい。しかし、ここでとくに火野の作品を引用したのは、日中戦争とともに、この種の文学や映画や演劇や、ラジオ・ドラマやらが社会に氾濫したことをいいたかったからである。以後、戦争が長引き、熾烈化するにしたがって、多くの戦争「文学」が、国民を戦争に動員するためにつくり出され、たちまちその役割を終えて消えていった。『土と兵隊』は、その種の作品のなかでは、おそらく最良のものであった。


　久保栄の『火山灰地』は、戦前の新劇の最後を飾るモニュメントといわれ、一九三八年六月から七月にかけて新協劇団が築地小劇場で初演、戦後も二度にわたって上演された。いま読んでみても、まことに晦渋で焦点のはっきりしないこの作品は、戦時におけるマルクス主義者の良心を、たとえば北海道十勝国の農業実験所長雨宮聰の次のような言葉のうちに秘めている。




　雨　宮　──青木君。


　青　木　は？


　雨　宮　──────掠奪農業の──掠奪といふ字ね……


　青　木　はあ。


　雨　宮　あれは、君──たゞ自然から作物を奪ふとだけ考へたんぢや──まだ──たりないんぢや──ないだらうか？


　青　木　……ちふと？


　雨　宮　──つまりね──人が──人に対して──何か、有利な──社会的にだよ──有利な条件をもつてゐないと──成り立たないんぢやないかね──すべて──この言葉にあてはまるやうなことは……




　これは第一部の終りに近いところでの、大肥料会社の方針に疑問をもつ雨宮の断片的な発言である。そして第二部の末段に近いところで、雨宮はもう一度思い詰めたようにいう。




　　　　　雨　宮　──ふと、卓上に置いてあつた農学協会雑誌を手にとる。──読むうちに、ひき入れられる。




　雨　宮　（やがて顔をあげて）青木君──間違つてゐるのだらうか──僕の結論は……


　青　木　いゝえ──そんなこと絶対にないと思ひますが──あんだけ正確な数字を……


　雨　宮　いや──そのことぢやない──そりや、君、僕らは農業の生産指導者には違ひないんだから、三枝君のいふとほり──反当りの収益の増大といふことが、たしかに職分であるわけだがね──いや、ここに書いてある、それ以上の社会的発言を慎しめといふことさ……


　青　木　はあ……


　雨　宮　僕のは、反当りの収益の増大といふことから、割り出した結論ぢやないのかね──ほんたうの集約経営には──大農組織が前提だといつたのは……？


　青　木　あんな──誰がみても、そらあ──あんな卑怯な反駁ないですよ──これほど慎重に論じとられる場長のことを──わたしも、いつか軽はずみな常ママ談いつて──申しわけないと思つとりますが……


　雨　宮　社会主義者かい。──ねえ、君、僕は農業の資本主義的な方向を──さうだらう──考へただけぢやないか──そんな、君、三枝君みたいな言ひ方をすれば──ほら、蜂須賀農場ね──瀧本博士なんかの先生にあたる斎藤総長が、れいの大農論をとなへて──ベルギイね──せめてヨーロツパの最小農国のレベルぐらゐに、耕地の面積を改めたいと主張してをられた時分だが──明治二十二三年だつたか……。


　青　木　はあ──さうでしたでせう……


　雨　宮　あの農場のアメリカ式大農法が崩れて、小作地に分割してから──ほら、この間の製糖会社のトラクタア農場の失敗ね──ずうつと、君、この問題は尾をひいてるんだから──三枝式に言へば──斎藤総長も、志村課長も──志村のやつは、別のはうで不徳義漢だが──みんな僕とおんなじ汚名を着せられるわけぢやないか。


　青　木　はあ──そらあ、しかし……


　雨　宮　だがね──いま、大農経営を言ひ出した僕が、こんな風に──ねえ、君、僕の書棚の──どこに、社会主義の本がある？　──こんな風に、三枝君なんかに罵られるといふところにね──僕らの研究にとつて──きつと、何か──日本と外国の土壌の違ひなんていふことよりも──何か大事な──隠れたヒントがあるんぢやないかと──かう、僕には思はれるんだがね……


　青　木　場長──やつぱり、お出かけ願へないですか、今夜──あとのことなら、わたし、お帰りまでどんなにでもしますけんど──いますぐ、自動車でなら……


　雨　宮　だめだよ、君、この嵐のあとぢや……


　青　木　あゝ、さうでした……


　雨　宮　──────莫迦だよ、青木君、僕も──今になつて──ここまで来て、やつと農家の人たちの氣もちが、うすうす……




　ここでは雨宮は、大資本の配合肥料には、火山灰地に不可欠のカリウムが欠けていると批判したために反撃を浴び、場長を辞める覚悟をし、そこで自説の批判にこたえる会議にも欠席するつもりになっている。そのなかで、雨宮は技術だけでは片づかない社会制度の問題に目覚めていくのだが、それがここに引用した一節に集約されているのである。初演のさいには、「きっと、何か──日本と外国の土壌の違ひなんていふことよりも──何か大事な──隠れたヒントがあるんぢやないかと」というところで、毎夜、拍手と掛け声が起こり、作者は胸をなでおろしたのだそうである。この口ごもったような切れ切れのセリフのなかに、資本主義批判と階級意識の芽生えと、社会主義への目覚めを読みとる観客が劇場を埋め、作者と観客とが一体化していたのである。筆者は戦後の再演を観ているのだが、正直にいって、退屈で、それほどの感動を覚えなかった。『火山灰地』は『土と兵隊』とは反対に、戦時下の言論弾圧のもとで、マルクス主義者の良心を守り抜こうとする苦境の芸術だったのである。







■三木清の「東亜協同体」論




　第二章第四節に用いた例を思い出すならば、日中戦争以後、共産党員の「転向」が進んだ一九三〇年代前半とほぼ同様に、日本の社会全体の平面は、もう一度右方に移動しはじめた。その一例を当時の代表的な思想家三木清についてみよう。マルクス主義にはっきりした同情を示しつつ、京都学派左派の姿勢を維持してきた三木清が、近衛のブレーンとしての「昭和研究会」に深く関係するようになったのは、一九三八年から四〇年までのことで、日中戦争が長期化し、東亜新秩序の建設という目標が次第に唱えられるようになった時期であった。昭和研究会から「日本の世界政策の諸問題」の研究会に招かれたのがきっかけで、その文化研究会を主宰し、「新日本の思想原理」、その続編「協同主義の哲学的基礎」をとりまとめたのである。


　いまは、「新日本の思想原理」のはじめの部分を引用しつつ、三木のこの時期の変容をたどるにとどめよう。まず「支那事変の意義」は日本にとっては次のようである。







　　「支那事変の発展は、国内改革なしには事変の解決の不可能であることを愈々明瞭ならしめるに至った。事変の解決と国内改革との不可分の関係は、国内改革の問題も単に国内的見地からでなく日満支を含む東亜の一体性の見地から把握さるべきことを要求してゐる。思想並びに文化の問題もまさにこの立場から考察されねばならぬ。……日本文化の大陸への進出は、古来多く一方的に支那文化から影響されてきた日本文化が今度は積極的に支那文化に影響することになり、かくして東亜に于ける文化の全面的な交流が可能になり、これによって東亜文化の統一の基礎が与へられることになるのである」。


　それを世界的にみれば、


　　「支那事変の世界史的意義は、空間的に見れば、東亜の統一を実現することによって世界の統一を可能ならしめるところにある。これまで「世界史」といはれたものは、実はヨーロッパ文化の歴史に過ぎなかった。……ヨーロッパ主義の崩壊はヨーロッパ思想にとって同時に世界史の統一的な理念の抛棄となったのである。かやうなヨーロッパ主義の自己批判の後を承けて積極的に東亜の統一を実現することによって真の世界の統一を可能ならしめ、世界史の新しい理念を明らかにするといふことが支那事変の有すべき意義でなければならぬ」。







と大上段にふりかざして、さらにつづける。







　　「却って支那の近代化は東亜の統一にとって前提であり、日本は支那の近代化を助成すべきである。支那が近代化されると同時に近代資本主義の弊害を脱却した新しい文化に進むことが必要である。東亜の統一は欧米の帝国主義の覊絆から支那が解放されることによって可能になるのであって、日本は今次の事変を通じてかかる支那の解放の為めに尽くさねばならぬ。もとより日本が欧米諸国に代ってみづから帝国主義的侵略を行ふといふのであってはならぬ。却って日本自身も今次の事変を契機として資本主義経済の営利主義を超えた新しい制度に進むことが要求されてゐる。資本主義の問題の解決は現在の世界のすべての国にとって最も重要な課題である。それ故に支那事変の意義は、時間的に云へば、資本主義の問題の解決にあると云はねばならぬ」。







　ここまでの引用は、簡潔な文章をさらに抜粋したものではあるが、ほぼ要点は明らかであろう。その要点は、「資本主義の営利主義を超えた新しい制度」──国内改革の実現を期しながら、同時に「日満支を含む東亜協同体」、「東亜の統一」、「真の世界の統一」を期するところにある、というのである。三木は、その新理念の基礎を「協同主義」に求めようとする。その内容を三木は、その「続編」において「新しき思想原理は、既に破綻の徴歴然たる近代主義を一層高い立場から超克し、自由主義、マルクス主義、全体主義等の体系に優るもの」としたうえで、次のようにそれを要約する。







　　「西洋の利益社会的文化に対して、東洋には古来の共同社会的文化が、その特徴を失はぬままに今日まで存してゐる。我々が日本精神の美点とするものは、概ねかかるところに発するものであった」。


　　「我々が東洋に発見し、以って西洋の思想を是正するに足ると見るものは、その独特なる連帯の思想であり、協同の思想である。帰一と云ひ、王道といひ、その根底には極めて実践的なる協同思想が働いてゐるのである。日本の国体の根源をなす一君万民、万民輔翼の思想は正にその精華と云はなければならぬ。


　　新思想原理は、機械的な平等主義ではなく、独裁的な強権主義でもない。それは真の指導者原理に立ち、大衆の自発性と有機的に結合したものでなければならぬ」。







　以下にめんめんたる哲学的考察がつづくのだが、この発想は、既成思想の批判と、あるべき規範を示すだけで、どうしても明晰な理念像を結ぶことができない。三木清の才能をもってしても、それは不可能だったのである。三木は、戦時下の日本にあって表向きは時局向きの「思想」を展開しながら、資本主義批判をこめて、何か新しいサムシング・ものニユウへの希望──「新体制」論を展開したのだとみられよう。それはひとり三木に限ったことではなく、笠信太郎の「経済新体制論」もほぼ同じ性格の議論であった。


　ここで、さきの伊藤隆に従って、「革新派」という表現を用いるとすれば、三木は自由主義、個人主義、共産主義の否定を建前にして、国体論やナチス型の指導者原理をちりばめながら、一種の「革新」された社会体制を、漠然と描いてみせたのである。それらはやがて、近衛「新体制」論の源流を形成することになった。同時に、戦時下であることを奇貨として、社会主義化をはかろうとする「アカ」の運動として、観念右翼の攻撃の対象とされたのである。







８　日中戦争期の経済







■窮迫する経済状況




　日中戦争勃発ののち、日本の経済状況はすでに窮迫といっていい状況に陥っていた。戦時経済統制の開始が、外貨不足のために、円ブロック以外との貿易収支の赤字を処理することができず、輸入制限を行わなければならなかった結果であったことはすでに述べたとおりである。


　しかし、経済統制を開始した後も、軍需品の輸入の削減はほとんど不可能である一方、英米を中心とする、いわゆる第三国への輸出の促進はかえって困難になった。その理由は、限られた輸出品を、皮肉なことに日本の占領下にあった中国に輸出するのがいちばん有利であったからである。当時の円ブロックにおいては、いわゆる円元パーが大原則になっていた。日本の円と満州国幣の元と、中国、ことに華北の連合準備銀行券（連銀券）の元とがすべて等価であるという原則が定められていたのであった。戦争が長引くにつれて、日本内地に比べて、満州国、とくに占領下の中国におけるインフレーションは著しく昂進した。そのために満州国、とくに中国に輸出すれば、その現地価格は高価であって、しかもその代金を等価で日本円に替えることが可能であったために、輸出業者は大きな利益をあげることができた。したがって、他のどの国と貿易するよりも華北との貿易がもっとも有利だったのである。


　このために、日本からの輸出は、直接華北に向けられるもの以外、たとえば満州国の大連や香港、国民党政府の法幣が流通していた上海を経由したものまで華北に流れ込む状況になった。そのために日中戦争開始以後の日本の貿易収支は、円ブロック向け輸出超過が拡大し、英米を中心とする第三国向けの赤字はむしろ増加の傾向があった。英米向けの支払いのためには、輸出代金のほか、外貨建て資産や、金製品などを回収しなければならなかった。一九四〇（昭和一五）年、永井荷風が、金供出の噂を聞き、若いときにつくったたばこ入れの金のこはぜを隅田川に投棄したのはこのときのことである。このために、国内経済はますます輸入の削減によって逼迫した。一九三九年秋に、満州国、華北に対する輸出を制限する輸出調整令が実施されたのは、このような事情からであった。そのためには満州国、華北を含む地域に対しても、日本内地とほぼ同様の経済統制の実施が必要になった。産業別、地域別の輸出組合をつくり、これが輸出を規制する。その一方で、華北、満州国においても輸入組合をつくって、輸入品を統制することになったのである。しかし円ブロック向け輸出の増加はやまなかった。


　一九三九年はまた、電力不足と米不足が表面化した年であった。電力不足は主として渇水のための水力発電量の減退の結果であったが、そのために軍需生産にも悪影響が及んだ。また内地の米自体はかならずしも不作ではなかったが、たとえば朝鮮からの輸入米が現地の消費の増加のために減少したことなどから、農村の売惜しみを生じて、米の不足が表面化したのである。
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　こうした経済的な窮迫が続く一方、第二次世界大戦の影響も現れはじめて、国際物価は高騰をつづけ、軍需品の輸入も思うにまかせない状況となった。陸軍省の主計局の提唱といわれる「九・一八賃金・物価停止令」が発動されたのは大戦勃発後まもなくの三九年一〇月のことであった。すべての物価と賃金とを、九月一八日の水準に凍結させておき、その間に、一切の物価、賃金について公定の水準を定めることにしたのである。これによって、公定価格制は部分的な臨時措置ではなくなって、生鮮食品からごく少量しか生産されない各種の物品にまで適用されることになって、中央で四万品目、地方で四三万品目に及ぶ公定価格が設定された。賃金についても同様で、新規学校卒業者の初任給から勤続年数別の昇給までが細かく規定されるにいたった。家族手当や住宅手当などもこれに含まれる。年功序列制による賃金体系が政府によって公示され、強制されるようになったのである。日本経済の計画化はこのときさらに一段階を進めたといってよいであろう。


　すでにみたように、日中戦争期の物動計画の最大の規制要因は輸入力──外貨調達力であった。第３－２表の輸入力の規模と内容の動向は、そのまま当時の経済の状況を物語るものとみることができる。国内・国外の物価は高騰しているのに、輸入規模は一九三八年以来漸減しているうえ、肝腎の鉄鋼、非鉄金属、燃料の金額は次第に低下していき、四〇年度後半からの落込みはとくにはげしい。それは、アメリカの対日輸出制限がきびしくなったことと、日本の対外支払手段が底をついたためであった。
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　もっとも、第３－３表に示したように、一九四〇～四一年度の輸移入にははっきりした特色があった。まず、中国（満州国を含む）からの輸移入が塩、石炭、鉄鉱石などについて増加したことである。それは、満州国の石炭、鉄はもちろん、華北の石炭の大量輸入を、無理を押して強行したからである。とくにイギリス系の開かい[image: ]らん炭はコークス用炭として製鉄に不可欠であった。一九四〇年はじめには、石炭輸送のために華北の食糧輸送列車を削減するというような非常手段をとった結果、北京、天津などでは暴動がおこりそうになって、内地から小麦粉を輸送するなど急いで対策を講じなくてはならなかった。外貨の不足を円ブロックでまかなおうとする政策が、このような事態を生んだのである。次に目立つのは、朝鮮・台湾からの米の移入の減少と、ビルマ、タイ、仏印からの米の輸入の増加であった。植民地における米の消費の増加を、南方からの輸入に切り替えなければならなくなったのである。その支払いは、横浜正金銀行とインドシナ銀行の預け合い勘定によって決済されることになったのである。それは仏印を事実上円ブロックに組み込むことを意味していた。
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　一九四〇（昭和一五）年に入ると、石炭の配給統制令が公布され、その担当機関として日本石炭株式会社が設立された。日本石炭が、各炭鉱のコストに見合う価格で、名目上、石炭をいったん買い上げた形とし、これを必要とする産業に配分することになったのである。米、みそ、[image: ]油、塩、マッチ、木炭、砂糖などの生活必需品も、この年以後、逐次切符制による配給が実施されるようになった。また、この年の七月には「奢侈品等製造販売取締規則」が公布され、いわゆるぜいたく品の生産が禁止されることになった。女性の和服の袖を短くする運動が展開され、街頭で長い袖をはさみで切断するというような非常識な行動さえ行われた。経済新体制運動が本格化したのもこの年の夏からである。







■経済新体制論議




　すでにみたように、やがて大政翼賛会に結実する新体制運動が近衛文麿を中心にはじめられたとき、経済新体制論議が巻き起こされた。酒井三郎（『昭和研究会』中公文庫）によれば、この発想は、当時教授グループ事件で保釈中の有沢広巳の着想といわれるが、朝日新聞社の論説委員であった笠信太郎が、一九三九年九月に『日本経済の再編成』という書物で世に問うて以来、注目を惹いていた。このとき企画院が本格的にとりあげたために、政府と財界を二分する大問題になったのである。


　笠によれば、戦時下の日本経済は、膨大な戦時の消耗のために縮小再生産の危機に陥っている。この危機を打開するためには、たんにモノやカネの「上から」の統制を行うだけでは解決できない。むしろ、「下から」企業自体の体質を変えることが先決である。企業は一般に、株式会社組織であって、当然のことながら、利潤追求を目的としている。しかしながら、この危機に対応するためには、その理念を改めて、生産の増加を第一義としなければならない。株式会社の形態を存続させ、一定の配当を行いさえすれば、あとは生産増強を第一義として行動すべきものである。企業の経営者は、したがって、大株主の中から選出されるのではなく、生産増強のために有能な経営者でなければならない。当時アメリカで唱えられていた所有と経営の分離の構想が、そのためにも必要であるというのが笠の発想であった。


　もちろんこの意見に対しては、財界からの批判が加えられたのは当然だったし、ハイエク、ミーゼスらオーストリア学派を信奉する山本勝市らの利潤追求を目的とする企業組織を否定する発想は赤──共産主義であるという批判も巻き起こされていた。しかし、笠の発想は当時の企画院の中央にあった秋永月三大佐らの注目するところとなり、彼とともに企画院にあった迫水久常、美濃部洋次、毛里英[image: ][image: ]ら企画院中枢の革新官僚たちは、笠の発想にヒントを得て、経済統制の基本的な機構として、企業の性格を転換して、増産を容易にするような経済新体制をつくりだそうと企てた。当時の経済新体制確立要綱の原案は、国による企業への命令によって増産を実現するため、企業の責任者に官吏の身分を与え、その命令に従って増産を行う発想を強調していた。この案が経済界に漏れると、当然のことながら、財界は激しく反発した。


　当時の近衛内閣の商工大臣は、阪急社長であり、宝塚少女歌劇の創始者であり、東京電力の建直しのため社長に迎えられた小林一三であったから、大臣みずからこの案に真っ向から反対し、革新官僚の総帥だった商工次官岸信介に辞表提出を求めるという非常手段に訴えるにいたった。こののち、企画院にはアカがいるというので、捜査の手がのび、和田博雄、勝間田清一、稲葉秀三らが検挙された企画院事件もその余波である。笠信太郎は朝日新聞社の欧州特派員としてあわただしくベルリンに赴任して、かろうじて検挙を免れた。しかしながら、陸軍は原案に賛成であった。経済新体制確立要綱は、一二月までもみにもんだ末、所有と経営の分離、あるいは企業責任者に公的人格を与える等々の部分を削った形で公にされた。


　なお、この要綱のなかには、中小企業をめぐってもきわどい論点が存在していた。当時の物資の欠乏のために、中小零細企業はすでに経営が困難になり、開店休業の状態にあるものが多くなっていた。商工省や厚生省は、その余剰労働力を軍需産業に動員したいと希望し、中小企業の整理の必要を経済新体制確立要綱に盛り込むつもりであった。当然のことながら、中小企業団体を中心とする反対運動が巻き起こされ、この部分も次のような妥協が成立した。「中小企業はこれを維持育成す」、ただし、やむをえない場合にはこれを整理するというのである。事実においては、維持育成の意思は当初からなく、これを整理することによって、余剰労働力を軍需産業に投入することがホンネであって、それが以後実現されていったのである。


　一九四一年に入ると、「経済新体制確立要綱」にもとづいて、産業統制の制度づくりが開始された。その要点は、重要産業については、民間団体として強制カルテル──


統制会を組織させ、政府が生産の目標を指令し、原材料等を割り当てる。統制会は生産目標や配分された原材料を所属企業に配分し、統制実務を担当するというのであって、統制会は官僚統制の下部機構の役割を果たすのである。その法制は、一九四一年八月に「重要産業団体令」が公布されて確立し、以後鉄鋼、石炭、自動車、航空機など、統制会が順次設立された。産業統制はこのようにして徐々に制度化されていったのである。







■農業問題




　この時期における農業の問題も興味深い事件であった。さきに述べたように、一九三九年末に米不足が深刻化してのち四〇年産の米の流通を政府が統制することにし、米は配給制（成人一人当り二合三勺）となり、四一年からは、農林省を中心に「食糧管理（食管）制度」が実施された。この制度が幾多の変遷を経ながらも今日まで存続しているのである。食管制の基本は、不足がちな米を公平に配給するために、すべての米を政府が買い上げて配給制とするところにあった。しかし、農林省は、この制度に結びつけて懸案の地主小作関係の改善を企図した。従来、地主に現物で支払われていた小作米もすべて直接生産者である農民から政府に供出させ、地代相当分は買上げ米の代金として地主に現金で支払われることにしたのである。同時に農林省は直接生産者に対しては米価のほかに生産奨励金を交付することとした。当初は米一石（一五〇キログラム）の買上げ代金は五〇円、生産奨励金は一石当り五円であった。しかし、敗戦当時の一九四五（昭和二〇）年になると、米価は五〇円に据え置かれたままであったが、生産奨励金は二〇〇円にはね上がった。地代は、事実上、大幅に切り下げられたうえ、金納化されたことになる。戦後の農地改革はこの時点でなし崩しに準備されていたのである。


　この時期になると、もはや物動計画自体が年間一本では立案できなくなり、一九四〇年後半からは四半期別に計画されるようになった。貿易その他による重要物資の入手が困難になったことの反映である。とくに一九四一年七月、アメリカが在米日本資産を凍結し、次いで石油の輸出を禁止した後は、物動計画の見通しは著しく暗いものになっていた。こうして太平洋戦争への開戦が決定されたことはすでに述べたとおりである。







９　開戦への途







　白紙還元の御諚を受けた東条は、そのまま現役にとどまって、大将に昇進し、みずから陸軍大臣、内務大臣を兼摂して、官僚内閣を組織した。外務大臣兼拓務大臣東郷茂徳、大蔵大臣賀屋興宣、海軍大臣嶋田繁太郎、商工大臣岸信介、逓信大臣兼鉄道大臣海軍中将寺島健、農林大臣井野碩哉、厚生大臣小泉親彦、企画院総裁兼国務大臣には陸軍中将鈴木貞一、星野直樹が書記官長であった。政党出身者は一人もいれず、陸海軍出身者と革新官僚のそろい踏みの観があった。とくに東条が陸相および内相を兼ねたことは、国内外の警察力を一手に握ったことになり、文字どおり和戦両様の構えをとったものということができる。ただし、入閣に当たって東郷茂徳は、中国への駐兵を陸軍が固執するならば、日米交渉は無意味であるとして東条の真意をただし、東条は交渉をまとめたい、諸問題につき再検討を加えると明言したために入閣を受諾したのであった。賀屋興宣も「戦争をするのかしないのか」と尋ね、東条が交渉をまとめたいという返事をしたので入閣したのであった。


　東条内閣は一〇月二四日から三〇日まで、連日、政府統帥部連絡会議を開き、政府から総理、陸、海、外、蔵、商の各大臣および企画院総裁が、統帥部からは両総長が出席し、再検討を開始した。しかし、軍部は当初から再検討自体に不満であり、会議に提出される事務当局のプランが開戦に傾いたものになったことは否めない。結局、一一月一日に再開された連絡会議においては、次の三案を議題とすることが定められた。第一案、戦争を極力避け、臥薪嘗胆する。第二案、ただちに開戦を決意し、諸施策をこの方針に集中する。第三案、戦争決意のもとに作戦準備を完成するとともに、外交施策を続行して、これが妥結に努める。


　海軍の立場は、この時点においてもなお微妙であった。当時の海軍内部の資料によれば、嶋田海相は、竣工間近の大戦艦「大和」、「武蔵」の建造を一時中止しても、人造石油プラントの完成を図り、石油を自給できないかと尋ねたと記録されている。しかし、一一月一日午前九時から開催された連絡会議では、嶋田海相は、海軍に対する鋼材の割当てを増加することを要求し、陸軍および企画院はこれに応じた。その段階で、嶋田海相もまた第一案を放棄したのであった。


　同日夕刻からの最終討議では、第一案に対する反対が強かった。企画院総裁鈴木貞一陸軍中将も、物的国力について、現状のまま推移することは、国力の物的生産の増強のためにもすこぶる不利であるとして反対の意を表した。しかし文官出身の東郷外相、賀屋蔵相は、交渉不成立の場合にも開戦には反対であるとし、アメリカがヨーロッパの戦争に参加するまで事態を見送るべきであると主張した。


　軍部によれば、アメリカ、イギリス、オランダの経済封鎖のもとにあっては、物資の欠乏が次第に激しくなり、とくに石油については、極度の規制を行っても、二年ほどのうちに日本海軍はその機能を喪失するであろう、開戦するのならば今よりほかに機会はないというのであった。この時期のわが国の石油貯蔵量は極秘にされていたが、約八四〇万キロリットルであり、海軍が作戦行動を行うならば、二年間にストックを使い切って一五万トンになってしまうと予想され、即時開戦して、南方、とくにスマトラ、ボルネオ等の油田を確保する以外に対策はないとされたのである。


　ただし、戦争の見通しについては、海軍にも確たる勝算はなかった。永野修身軍令部総長は、現在の海軍兵力は対米七割以上に達していて、二年目までは勝算がある、しかし戦争は十中八九長期戦になるので、予断を許さないという判断を示した。東郷、賀屋は、極力これに反論して開戦の危険を説き、とくにアメリカが海上決戦を三年目以後に引き延ばしたらどうなるかと追求した。これには永野も「それが一番困る」と答えたという。東条首相も統帥部が責任をもって言明しうる限度は、開戦二年間は勝算があるが、三年目以降は不明であるということに了解すると結論を下した。この段階で第一案は放棄され、第二、第三案の検討に入ったが、最終的には第三案をとることになり、一一月末を期限とする外交交渉が継続されることになった。


　このとき、東郷外相は、第三案の内容として二つの対米提案を作成した。甲案は、九月二五日案に沿った日米間の懸案の全面解決案であり、乙案は、甲案が不調の場合、当面の問題を解決する代案であって、仏印以上に武力進出を行わないことを条件に、アメリカは日本への石油をはじめとする物資の輸出を再開するというものであった。


　甲案は、野村大使からハル国務長官に一一月七日に提示されたが、ハルはほとんど関心を示さなかった。東京は、野村大使を応援するためという名目で、来栖三郎大使を急遽渡米させ、来栖は一七日から対米交渉に参加した。二〇日には、野村らが乙案を提示したが、ハルは表向き関心を示さなかった。アメリカ軍部は、日本との開戦を引き延ばすことを考え、向こう三カ月間、日本は南進も北進もせず、アメリカは民需用の石油、綿花、食糧、薬品を毎月一定量供給するという代案を作成し、イギリス、オランダ、オーストラリア、中国などの各国代表に提示して協議を行った。ルーズヴェルト大統領も、この案に興味を感じていたことは確かであった。しかし、この暫定案に対しては、イギリス、中国の強い反対があって、結局、アメリカ側はその提示をあきらめた。それと同時に、国務省は、モーゲンソー財務長官らが作成した、きわめて強硬な一〇項目を提示することに決心し、二五日夕方には、大統領、ハル国務長官、軍部首脳の会議が開かれ、この提案を行うときは、対日開戦を決意しなければならないが、アメリカに多大の危険を招かぬように配慮しつつ、日本にまず攻撃させるように仕向けることが合意された。


　翌二六日、いわゆるハル・ノートが野村、来栖に手交された。その内容はきわめて厳しいもので、日、米、英、ソ、中、オランダ、タイとの多辺的不可侵条約の締結、日本の中国（満州を含む）、仏印からの一切の軍隊の撤退、重慶政府のみを中国の正統政府と認めること、日独伊三国同盟の否認がその主要な内容であった。日本が一九三一（昭和六）年の満州事変以前の状況に戻ることがハル・ノートの主旨だったのである。アメリカ側は、これをアメリカ側の一提案と称し、交渉の素材であると述べたけれども、日本側はこれを最後通告と受けとめた。ハル自身も、二七日にはスティムソン陸軍長官と電話して、私は交渉から手を洗ったウオツシユド・ハンド、あとは君とノックス（海軍長官）の仕事だと伝えた。ハル・ノートを受け取った東郷外相は、もはや手の打ちようもなく、日本政府の空気は戦争に一決した。


　最後の御前会議は一二月一日に開催され、英米蘭に対する開戦を決議した。翌二日、それまでに開戦の準備を行っていた統帥部は、一二月八日開戦を意味する「ニイタカヤマノボレ」の電報を陸海軍の司令官に発した。このときまでの陸海軍の状況を一瞥しておけば、およそ次のようであった。


　戦争が太平洋上に展開される以上、その主力となるものは当然海軍である。連合艦隊司令長官山本五十六は、一九三九年九月以来、その職にあった。よく知られているように、山本は「大局より考慮すれば日米衝突は避けられるるものならば此を避け此の際隠忍自重臥薪嘗胆すべきは勿論」と考えていた（嶋田海相宛書簡）。しかし、主将として対米戦争の可能性を考えるとき、南方資源地帯を攻略するに当たって、アメリカ艦隊が横合いから出撃する危険を未然に防止するために、開戦と同時に、ハワイにある米艦隊を奇襲、撃破することが不可欠の要件であると考えた。そのために、約一年余りにわたってハワイ奇襲の作戦を立て、手中にある六隻の第一線級航空母艦を集めてハワイを攻撃する案を作成したのである。東京の軍令部は、第一線空母をすべて投入する危険をおそれてこれに反対したが、結局、職を賭してもこれを実施したいとする山本の意思に負けて、この作戦が決定されたのであった。その一方で、山本の見通しは、三国同盟成立に当たっての近衛首相の質問に対する返答に尽きていた。「それは是非やれと云われれば初め半年か一年の間は随分暴れて御覧に入れる。然しながら二年三年となれば全く確信は持てぬ。三国条約が出来たのは致方ないが、かくなりし上は日米戦争を回避する様極力御努力願いたい」。開戦前夜の一九四一年一〇月にも、親友堀悌吉あてに「個人としての意見と正反対の決意を固め、其の方向に一途邁進の外なき現在の立場は誠に変なもの也。之も命といふものか」と書き送っていたのである。


　この一方、南方資源地帯の攻略は、西回りおよび東回りの二つの方向で進められることになった。開戦と同時に、まずマレー半島北部に上陸してタイ国に進駐し、やがてビルマに進入する一方、マレー半島を南下してやがてシンガポールを攻略する西回りの部隊と、フィリピン、グアム等を経て、ボルネオ島からさらに南方を指向する東回りの部隊とが、最終的には蘭領東インド（ジャワ、スマトラ）に向かうというものであり、作戦期間はおよそ半年と定められた。もちろん開戦と同時に、上海その他の租界や香港はただちに攻略される予定であった。


　陸軍の南方軍総司令官は寺内寿一であって、南方軍総司令部はサイゴンに設けられた。連合艦隊は山本の指揮下に、開戦の準備をした。ハワイを奇襲する航空艦隊は、南雲忠一の指揮のもとに、一一月二二日、千島の択捉島に集結し、北方航路をとって、同二六日すでにハワイに向けて出撃していた。こうして、陸海軍は一二月八日の開戦に向けての作戦行動を開始したのである。


　一方、東京においては、開戦を決意するとともに宣戦布告文書を作成し、暗号電報をもってワシントンの大使館に逐次送達された。しかし、信じられないことだが、当時の駐米日本大使館は事務体制が整っておらず、宿直者も置かれていなかったために、ワシントン時間の一二月七日の正午を期して国務省に通達されるはずの電報は、同日の朝、まだ山積みされたままだったから、暗号を解読しタイプするのに手間がかかって、一二月八日朝、ハワイ空襲が開始されたとき、宣戦布告文書はまだ国務省に届けられていなかった。この遅延が日本の奇襲、だまし討ちという、絶好の宣伝材料をアメリカに提供してしまったのである。












第四章　「大東亜共栄圏」の夢















１　緒戦の勝利







■開戦当初




　開戦当初の戦局は、予想以上の成功をおさめた。千島を出て北方海上を無線発信を厳重に封止して進んだ第一航空艦隊は、一九四一（昭和一六）一二月八日未明、一八三機を発進させ、日曜日早朝の真珠湾を奇襲した。アメリカ軍は上空に日本機が出現するまでこれに気づかず、攻撃は成功して、在泊する戦艦八隻中五隻を撃沈し、日本側はほとんど損害なしに無事に本国に帰ることができた。ただ、このとき航空母艦はすべて港内におらず、六カ月後のミッドウェー海戦で仇討をされる結果となった。シャム湾からマレー半島のシンゴラ、コタバルに上陸した陸軍は、一方はタイに侵入してその地域を制圧し、タイ政府は日本と同盟を結んで協力を誓った。マレー半島を南下する日本軍は、イギリス軍の抵抗を排除しながら、自転車を利用して、快速力で南下を続けた。開戦直前にシンガポールに回航されていたイギリス東洋艦隊の主力艦二隻、プリンス・オブ・ウェールズとレパルスとは、上陸作戦実施中の日本の輸送船団と艦隊を襲撃する目的で北上したが、やがて潜水艦と飛行機とに発見され、一二月一〇日には、南部仏印の基地を発進した日本の海軍航空隊に雷撃されて、二隻とも撃沈された。陸軍の南下は急に進み、二月初旬にはジョホール・バルに達してマレー半島全土が日本軍の占領するところとなり、二月はじめにはシンガポール島への上陸が行われ、二月一五日にはシンガポール守備隊も日本軍に降伏した。
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　フィリピンの米軍基地の航空機も、台湾からの航空隊の先制攻撃によってほとんど撃破され、制空権を握った日本軍は、一二月一〇日、ルソン島に上陸し、破竹の勢いで首都マニラに迫った。翌年一月二日、アメリカ軍はマニラを放棄して、バターン半島の先端コレヒドール要塞を死守したが、五月六日、結局これも攻略された。これより先、軍司令官ダグラス・マッカーサー元帥は、三月下旬、潜水艦によってオーストラリアに脱出した。彼が「アイ・シャル・リターン」と放送したのはこのときのことである。


　この間にも、フィリピンのミンダナオ島、セブ島等、主要な島々が日本軍の攻略するところとなった。セレベス島、ボルネオ島等も次々に海軍を主力とする部隊によって攻略された。三月一日にはジャワ島への上陸作戦が開始された。ジャワ島の主要港湾にあったイギリス、アメリカ、オランダの東洋艦隊は、決戦を求めて出撃したが、そのほとんどが撃沈された。


　日本軍はさらにニューギニア、ソロモン群島の線に進出し、当初の計画どおり、ほぼ六カ月足らずで、西はビルマから、マレー半島、ジャワ、スマトラの大スンダ列島を経て、オーストラリア西南のソロモン群島にいたる広大な領域を占領下に収めたのであった。


　これより先、ボルネオおよびスマトラの油田は、二月中旬の落下傘部隊による奇襲攻撃の結果、ほとんど破壊されることなく、日本軍の占領するところとなった。南方作戦の結果、連合軍の捕虜は二五万人、撃沈した軍艦は一〇五隻、大中破九一隻等々であり、日本軍の損害は戦死者約七〇〇〇人、戦傷者一万四〇〇〇人、喪失した飛行機は五六二機、艦船は二七隻であったが、巡洋艦以上の大型艦の損害は皆無であった。


　ここまでの戦争は、フィリピンのバターン半島攻略が予定より手間どったのを除けば、計画どおり順調に進捗した。国内は戦勝に湧き立ち、砂糖や学童のゴムまりが特別に配給され、なんとなく戦争が終わったような安堵感に満たされた。


　実際、東条内閣も、このころには、戦時を理由に四年の任期を延長してきた衆議院の改選に取り組んでいた。一九四二年二月には元首相阿部信行大将を会長とする翼賛政治体制協議会が成立し、旧政友会の前田米蔵、山崎達之輔、旧民政党の大麻唯男、永井柳太郎、それに小会派の太田正孝らが選衡に当り、四月六日までに四六六名の推薦候補者を決定した。自由主義者、反政府的言動があるとみなされたものは除外され、親軍的な現職の代議士や、退役の軍人や、右翼系の人物などが推薦をうけた。尾崎行雄、鳩山一郎、中野正剛らは非推薦で立候補して当選を果たした。四月三〇日の選挙結果は、推薦候補三八一名、非推薦八六名が当選。この数字は強権的な政治へのささやかな抵抗の表現といえよう。


　ところが政府にとっての問題は、緒戦の勝利ののち、その後の戦争指導の計画がほとんどなかったことである。二月下旬から三月にかけての政府大本営連絡会議においては、きわめて楽観的な判断が採択された。今後とるべき戦争指導の大綱は、イギリスを屈服させ、アメリカの戦意を喪失させるため、戦果を拡充して、長期不敗の体制を整えつつ、機をみて積極的な方策を講ずる。イギリスを屈服させるというのははっきりしているが、アメリカを屈服させる自信はなく、戦意を喪失させるとなっていたところは意味深長である。また占領地域および主要交通線を確保して、「国防重要資源の開発利用を促進し、自給自足の体制の確立及び国家戦力の増強に努める」というのである。


　この機に乗じて、英米に対する和平提案を行うという案も一部には存在したが、陸海軍にその意図はなかった。加えて、陸軍と海軍の間には、今後の戦略についての重大な意見の相違があった。陸軍はこの占領地域を確保し、資源を開発して、長期戦体制を築くべきだと主張するのに対し、海軍は攻勢作戦を持続する以外の方法はないと主張して対立したのである。海軍の発想は、大本営よりも山本五十六の意思が強く反映されていたといわれる。「戦艦と異なり、短期間で兵力整備のできる航空の威力を熟知し、また長年の米国駐在の経験から、米国の底知れぬ国力を認識していた山本大将は、長期戦を不可とし、攻勢につぐ攻勢でなければ勝算がないとし」ていたのであった（野村実『歴史のなかの日本海軍』原書房）。両者の妥協の結果、いったんは南西のフィジー、サモアの攻略（ＦＳ作戦）が採択され、それによってアメリカとオーストラリアとの連絡を絶つことが計画されたが、そのさなかの四月一八日、アメリカ軍は航空母艦に長距離飛行の可能な陸軍の爆撃機を乗せて、東京を空襲し、中国基地に着陸させるという破天荒な作戦に成功した。実質的な被害はほとんどなかったが、はるか南東の海上の空母から発進した飛行機によって東京が空襲されたことは衝撃的なできごとであった。こうして六月はじめのミッドウェー海戦が引き起こされたのである。







■戦勢の転換点──ミッドウェーとガダルカナル




　連合艦隊の作戦は、輸送船を含む機動部隊がミッドウェーを空襲し、陸軍を上陸させてこれを確保するとともに、アメリカの機動部隊の出撃を待って、これをたたこうというのであった。アメリカ側は、手中のわずかな航空母艦をやりくりし、五月末の珊瑚海海戦で傷ついた航空母艦まで突貫作業で修理して、この海域に出現させ、日本機の捜索の間隙を衝いて、日本の四隻の主力航空母艦を爆撃した。日本側はアメリカ艦隊の発見が遅れ、陸上攻撃用爆弾を急ぎ魚雷に取り替えて、発進寸前の攻撃機が甲板に並び、とりはずされた爆弾もそのままになっていた。爆弾を浴びた「赤城」、「加賀」、「蒼龍」の三空母はたちまち炎上し、残る一隻の「飛龍」もやがて爆撃を受け、すべて沈んだ。機動部隊の主力を失って、ミッドウェー攻略作戦は中止されたが、それよりも重要なことは、太平洋の制空権が日本海軍の手中を離れたことであった。太平洋戦争の転機が訪れたのである。この敗戦の結果、これ以上の進攻作戦はもはや望めないことは明らかであった。しかしながら、当時の軍部は政府に対してまでも、ミッドウェー海戦の実情をひた隠しにしたのである。政府も、これによって戦局が一転したという深刻な意識はもっていなかったように思われる。当時つくられた大東亜審議会においては、将来にわたる大東亜共栄圏建設のためのバラ色の構想が打ち出され、今後二〇年を期して、大東亜各地に日本人を指導者として送り込み、その地域の開発を行おうという、夢のような提案に熱中していた。戦争は一時お留守になっていたのである。


　一方、アメリカ軍は、ソロモン群島からの反攻を真剣に立案しつつあった。ソロモン群島の一角ガダルカナル島に大兵力のアメリカ軍が上陸を開始したのは八月七日のことである。ニューブリテン島のラバウルを基地とする巡洋艦隊は、ただちにこれを夜襲してアメリカ艦隊を壊滅させたが、輸送船の攻撃には手がまわらず、上陸したアメリカ軍を撃退することはできなかった。送り込まれた陸軍一木支隊は全滅の憂き目に遭い、やがてガダルカナル島をめぐる攻防戦が、翌四三年二月にかけて太平洋戦争の天王山の様相を呈するにいたった。


　この間、日本軍は、川口支隊を、ついで第二師団をガダルカナル島に送り込み、海軍も戦艦を含む艦隊が同島の飛行場を夜間砲撃するなど、すさまじい戦闘が繰り広げられたが、二度目の夜襲のさいには戦艦二隻を失い、砲撃は不可能に終わった。飛行場の占領を企図した陸上の戦闘も不成功に終わり、輸送船の損害は急増するばかりであった。輸送船による輸送が不可能となってからは、駆逐艦や潜水艦にドラム缶に詰めた食糧、弾薬等を搭載して、わずかに補給をつづけるという窮状がつづくことになった。陸軍将兵は文字どおり飢えに悩まされ、ガ島は〝餓島〟とよばれる悲惨な状態におちいった。大本営がその状況を認識し、撤退を決意したのは一九四二（昭和一七）年末であり、実際に撤退が完了したのは翌四三年二月はじめであった。当時、大本営はこの事実を「転進」と公表し、撤退ないし退却という表現を避けたのであった。


　このときになると、戦局の将来はきわめて困難であることがだれの目にも理解されるようになった。とくに重要だったのは、南方資源を内地に輸送しなければ戦力にすることができないのに、船舶の損害が著しく、物資輸送のための船舶が確保できなくなることであった。


　開戦当時、日本は六六三万トンの外航用船舶を確保していた。開戦に当たっては、その約半分以上の三九〇万トンが陸海軍の作戦用に徴用され、開戦八カ月後まで二八〇万トンを徴用する計画であった。残る三百数十万トンが当時の言葉で民需船とよばれ、物資の輸送に使用されたのである。開戦時の計画によれば、作戦が一段落した一九四二年五月ごろからは、徴用船が逐次民需に復帰するはずであって、それによって南方資源の内地への輸送（当時は還送とよばれた）が順調に行われるはずであった。同年夏には一部の船舶の徴用解除が行われたが、やがてガダルカナルの消耗戦が展開され、優秀船が相次いで沈没したため、陸海軍はふたたび合計六二万トンの優秀船舶の徴用を主張するにいたった。企画院はこの要求を容れれば、南方はもちろん、中国からの物資輸送にもただちに影響を及ぼし、鉄鋼生産は四二年度の四二七万トンから二〇〇万トンに減少するであろうと激しく反対し、政府と陸海軍の対立は日を追って激しくなった。一二月一〇日、徴用量は陸軍三八・五万トン、海軍三万トンでまとまったが、この間、首相の東条と激しく渡り合った参謀本部第一部長田中新一が、「このばかやろう」と叫んで左遷されたというエピソードさえあるくらいである。


　こうして一九四二年後半以後、戦局は日本側に不利になったことは明らかであった。ソロモン、ニューギニアをめぐる攻防戦は、これ以後もつづいた。アメリカ空軍の圧倒的な勢力のもとで島や海岸線にはりついた日本軍の苦戦がつづく。そのさなかの一九四三年四月、海軍は航空母艦搭載機までも動員して四〇〇機以上をラバウルに集中し、航空撃滅戦を展開した。かなりの戦果をあげたあと、同一八日、ブーゲンビル島のブインまで前線将兵激励のために飛んだ連合艦隊司令長官山本五十六は、暗号を解読して待伏せしていた米軍機に撃墜されて戦死した。ミッドウェー海戦と同時に攻略して、陸軍部隊が守備にあたっていたアリューシャン列島のアッツ島にも米軍が上陸し、救援の道もなく、守備隊は全滅した。同時に占領したキスカ島も維持がむずかしくなって、辛うじて濃霧を利用して撤退に成功した。ビルマには、イギリスのウィンゲート少将の率いる空挺部隊が反攻を開始した。各方面の戦線は全面的に守勢に立つことになったのである。







■「大東亜共栄圏」の状況




　このころ、「大東亜共栄圏」の建設はどのように進められたのであろうか。まず、一九四二（昭和一七）年一一月には大東亜省が発足した。これは大東亜地域の指導者としての日本が、この地域における政治、経済、文化等の政務の一元化を図ろうというものであった。外交権の一元化を主張する外務大臣東郷茂徳は、興亜院創設のときの宇垣一成と同様に、これにはげしく反対して辞職し、外相には谷正之が任命された。


　政府の方針は、一九四三年五月三一日に決定された「大東亜政略指導大綱」によれば、ビルマ、フィリピンの早期独立を図るが、「重要資源の供給源」たるマレー、スマトラ、ジャワ、ボルネオ、セレベスは当分軍政を継続し、住民の民度に応じて政治に参与させるというものであった。同年一〇月には、南京の汪精衛、満州国の張景恵、フィリピンのラウレル、ビルマのバー・モ、タイのワン・ワイタヤコーンら各国の指導者を東京に集めて大東亜会議が開かれて、戦争完遂の決意と大東亜共栄圏の確立とを中外に宣明した。


　この時期には、ビルマにおいては、独立運動指導者バー・モを中心に行政府が一九四二年八月に成立し、四三年八月にはラングーンで独立式典が挙行された。フィリピンでも独立運動の指導者バルガスを長官とする行政府がつくられていたが、やがて四三年一〇月にはホセ・ラウレルを大統領とするフィリピン共和国が発足した。インドについても、日本にいた独立運動家ラス・ビハリ・ボースと、ドイツに亡命中のスバス・チャンドラ・ボースの提携によって独立運動が進められ、四三年一二月にはシンガポールに自由インド仮政府が樹立された。また、ジャワでは同年八月にスカルノ、ハッタらを指導者とする現地人の政治参加がはじめられた。


　しかし、大東亜共栄圏の中でもっとも重要であったのは、中国の問題であった。すでにみたように、南京に成立した汪精衛の国民政府は、事実においては日本軍の支配下に置かれ、日本による権益の要求と、軍部の干渉の結果、ほとんどなすすべを知らぬ状況にあったのである。南方作戦が開始されて、中国戦線から一部の陸軍が南方に引き抜かれ、共産軍の活動が活発化し、やがてアメリカの反攻がはじまるという状況のもとで、中国政策の見直しが真剣に考えられたのは、一九四二年後半以後であった。


　南京の国民政府は、かねてから太平洋戦争への参戦を希望していたが、一九四二年一〇月の連絡会議はこれを承認し、これを機会に中国に対する政策転換を行い、国民政府の政治力の強化による民心の把握に努めるべきだという方針が定められた。その結果、同年一二月二一日の御前会議で、「大東亜戦争」の完遂のための対支処理根本方針が決定された。その内容は、「日支提携の根本精神にのっとり、もっぱら国民政府の政治力を強化するとともに、重慶抗日の根拠の覆滅を図り、真に更新支那と一体戦争完遂に邁進する方針をとり、重慶に対する和平工作は一切行わない」とするものであった。そして、四三年一月九日、南京政権はイギリスとアメリカに宣戦を布告し、戦争完遂についての日華共同宣言が発せられた。同じ日、租界還付および治外法権撤廃に関する日華新協定が調印された。同年一〇月にはさきの基本条約を廃棄して同盟条約が締結された。この一連の措置によって、少なくとも形式のうえでは、南京の国民政府は日本と対等の地位を得ることになったのである。中国に対する権益確保の方針を長く批判してきた石原莞爾門下の堀場一雄中佐は、この変化について、遺著『支那事変戦争指導史』（時事通信社）において、「勢盛んにしては権益を謂い、時非にして道義を叫ぶ」と痛烈に批判している。まさに戦況の不利化を背景にして、はじめて対中国方針の転換が実現したのであった。事実、この時期において、中国戦線の重要性が減少したわけではなかった。延安に根拠地を置く中国共産党政府、とくにそのもとにある共産軍の活動は次第に活発化し、日本軍の占領地域を脅かした。中国における日本軍は、鉄道沿線と都市とを──点と線を確保していたにすぎなかった。それ以外の地域、とくに華北においては、共産軍の力が次第に活発化し、一九四〇年の百団大戦以来、繰り返し、日本軍の細い線と点を襲撃して活発にゲリラ活動を行っていた。


　一方、重慶にある国民党政権は、日本軍に対するとともに、共産軍勢力の強化を恐れて、しばしば共産軍との戦いを展開し、一九四一年一月には、国民党軍は共産軍（新四軍）を攻撃して同軍を壊滅させるにいたった。しかし、共産軍の戦力はそれ以後も衰えず、事実においては、揚子江以北のかなりの地域が共産軍の支配下に置かれることになった。


　中国戦線においては、アメリカ軍が奥地の基地を利用して、日本を空襲する計画を進めていた。そのために日本陸軍は、中国奥地への侵攻を繰り返し、揚子江をさかのぼって、長沙、宜昌等の攻略を展開し、一九四四年には大兵力を動員して、広東（現在の広州）と武漢を結ぶ鉄道を確保し、さらに桂林・柳州作戦を展開したが、結局、国民政府を屈服させるにはいたらなかった。中国戦線は、太平洋戦争下においても、依然、陸上の戦線としては最大のものだったのである。一九四三年後半の太平洋の戦局は悪化の一途をたどっていた。米軍はソロモン群島の島々を飛び石伝いに攻略し、ニューギニアの日本軍は、補給も絶え、飢えに苦しみつつ敵にとりかこまれて撤退をつづけた。







２　「絶対国防圏」の崩壊







■戦局の悪化




　戦局の悪化が次第に意識されるようになった後、一方においては、戦線を縮小して、その範囲内を絶対に確保し、決戦の体制を確立するということで、「絶対国防圏」といわれる地域を確保することが一九四三（昭和一八）年九月三〇日の御前会議で決定された。その範囲は、千島、小笠原、内南洋および西部ニューギニア、スンダ（現在のインドネシア）、ビルマを含む圏域である。これはかつての戦場であったソロモン群島や日本の委任統治地であったマーシャル群島までも放棄したうえ、その範囲内の防備を強化し、共栄圏の主要部を維持しようとする発想であった。


　当時、ドイツのソ連における戦況もようやく不利が明らかになり、とくに一九四三年はじめには、スターリングラード（現ヴォルゴグラード）の攻防戦が展開され、力尽きたドイツ軍がソ連軍に降り完敗を喫して以後、ソ連戦線におけるドイツの攻勢は挫折するにいたった。一九四三年夏にはまた、ヨーロッパにおいてシシリー島から南部イタリアへの連合軍の上陸が行われ、イタリア政府はエマヌエル国王と謀議して、ムッソリーニを首相の地位から追い、バドリオ将軍を首相とする政府を樹立し、連合軍と単独講和するにいたった。解任とともに監禁されていたムッソリーニは、ヒトラーの手で救出され、北イタリアにファシスト政府を再建して抗戦をつづけたが、昔日の勢威を復活しうべくもなかった。日本においても、ヨーロッパ戦線の後退、太平洋戦線の不振などのもとで、危機感は次第に高まっていった。


　一方、一九四三（昭和一八）年一一月のカイロ会談（チャーチル、ルーズヴェルトおよび[image: ]介石が参加）においては、第一次大戦以後、日本が占領した太平洋島嶼の[image: ]奪、満州、台湾など日本が中国から奪った一切の地域の中国への返還、朝鮮の独立など、具体的な領土処理方針を明示するカイロ宣言が発表された。


　さらにこれにつづいて開かれたテヘラン会談（[image: ]介石に代わりスターリンが出席）においては、翌一九四四年、フランスにおける第二戦線を結成する一方、スターリンはドイツ降伏の後に対日参戦することを約束した。また、スターリンは、対日参戦の代償として、千島列島と南樺太の領有、旅順、大連における優越的地位、満州の諸鉄道における優越的権利を要求したのであった。このようにして連合国側は、すでに勝敗は明らかであるとし、戦後計画を着々と立案しつつあったのである。


　一九四四年に入ると、アメリカの太平洋における攻勢はいっそう激化した。四三年の一一月には、ギルバート諸島のマキン、タラワが、四四年一月にはマーシャル群島の一角、ケゼリン、ルオット島が攻略され、同年二月にはアメリカ軍機動部隊が、日本海軍の南方最大の基地であったトラック諸島を急襲し、その地にあった航空隊と輸送船を壊滅させ、トラック島基地はその機能を喪失するにいたった。前年に樹立された絶対国防圏の一角が、早くも崩壊したのである。


　トラック攻撃の直後、連合艦隊は司令部をトラックから西方のパラオに移し、反撃を企図したが、やがて三月末にパラオが急襲された。連合艦隊司令部は、二機の大型飛行艇に分乗して、フィリピン・ミンダナオ島のダバオに向かったが、一番機搭乗の連合艦隊司令長官古賀峯一は乗機が行方不明となり殉職したものと推測され、二番機に乗っていた福留参謀長以下は、セブ島のゲリラにとらえられ、重要書類がすべて敵に奪われる始末となった。古賀長官は、前年四月戦死した山本長官の後を受けて、海軍作戦の再建に努めていたが、有効な作戦を行いえないうちに殉職してしまったのであった。後任には豊田副武が任命されたが、この時からは長官は前線に赴くことなく、はじめは東京湾の巡洋艦「大淀」に、のちには日吉の慶応大学に将旗をかかげて作戦を指揮したのである。


　トラック島の大打撃は、東条首相をして、政治と戦略の双方の中枢に坐って戦争を指導すべく決意せしめた。統帥権の主張は根強く、この期に及んでも、作戦の機微は首相にさえも明らかにはされていなかった。東条は杉山参謀総長を更迭してみずから総長を兼ね、嶋田海相にも永野に代わって軍令部総長を兼任させたのである。この措置には、政治と統帥の混同であるとの批判も強かったが、東条は所信を曲げなかった。


　一方、陸軍は一九四四年三月、ビルマ方面軍を新設し、第一五軍司令官牟田口廉也中将のもとにインパール作戦を企てた。ビルマ国境のインパールを攻略し、インド独立軍とともに北部インドを脅かそうとしたのである。この地方は急峻な山岳地帯で、道路もなく、補給の困難がはじめから予想されていた作戦であった。第一五軍の三個師団は、当初は破竹の勢で進撃し、インパールにあと一歩というところまで迫ったが、補給がつづかず、イギリス軍とインド軍の反撃は強化されて、攻勢は挫折した。各個師団は、いずれも傷病者は続出し、補給の不足に苦しみ、退却を余儀なくされた。三人の師団長のうち第三三師団長柳田中将は、進撃が遅く全作戦を狂わせた責任でまず解任された。インパール北方のコヒマに迫った第三一師団の佐藤師団長も、補給のない戦線で死傷者は急増し、弾薬も尽きたとき、師団の自滅をみるに忍びないとして、独断によって退却を行ったために解任され、また第一五師団長山内中将も病気のために解任されるという、日本陸軍史上未曾有の不祥事が発生した。六月、牟田口司令官もついに作戦中止を上申し、インパール作戦は完全な失敗に終わった。この作戦における日本軍の損害は、戦死者三万、戦傷病者四万二〇〇〇、計七万二〇〇〇名の多きにのぼった。精神力だけに頼り、物的条件を軽視する陸軍の悪い面がもっともはっきりあらわれた失敗であった。


　アメリカ軍の決定的な攻勢は、同年六月のマリアナ諸島作戦でクライマックスに達した。日本軍の戦力の弱さを知ったアメリカ軍は、一〇月に予定されていたマリアナ攻略作戦を六月に繰り上げ、サイパン島、グアム島、テニアン島を空襲して航空兵力に大打撃を加えたのち、六月一五日未明、大機動部隊に守られたサイパン島攻略軍が上陸作戦を開始した。連合艦隊はこれを聞いて、機動部隊との決戦を企図し、サイパンに向かって進撃したが、途中、潜水艦の魚雷攻撃をうけて、「大鳳」、「翔鶴」の空母二隻を失った。すでに発進していた攻撃隊も敵艦隊に遭遇する前にほとんど撃墜の悲運にあった。航法の未熟から敵部隊を発見できぬままサイパン島やグアム島に着陸後、撃破されたものもあった。このとき、アメリカ軍は、レーダーを装備した戦闘機から、敵機に近づくと、その近傍で爆発するＶＴ信管を備えた機関砲を発射して、日本軍を圧倒したのである。レーダーはともかく、ＶＴ信管については、日本側は敗戦にいたるまで全く知るところがなかった。サイパン島守備隊は七月五日に全滅し、南雲忠一司令長官以下は自決した。在留邦人の多くも自決し、七月九日、アメリカ軍はサイパン島の占領を声明した。これに続き、テニアン島およびグアム島もアメリカ軍の手中に帰した。このことは、まもなく日本本土全部がＢ29の爆撃圏内に入ることを意味していた。絶対国防圏のかなめともいうべきこの地域の防衛については、海軍は陸上に航空部隊を展開し、絶対にアメリカ軍の攻撃に耐えうると確約していた。陸軍もこれを信じて陸軍部隊を送り込み、万全の体制をとっていたはずであった。しかし、事実においては、航空艦隊は上陸以前の作戦のために勢力が半減し、最初の攻撃でほとんど全滅してしまい、かつ機動部隊も壊滅してしまったのである。







■東条内閣の退陣




　このような状況をみたとき、海軍部内において、権力を一手に握っていた海軍大臣兼軍令部総長嶋田繁太郎の更迭を求める声が高くなった。海軍の先輩である岡田啓介らは、前年来、東条内閣の更迭を希望し、近衛、平沼、若槻ら前首相グループはもちろん、木戸内大臣とも連絡してひそかな動きを続けていたが、この時期になると、まず嶋田を辞任させるのを第一段のねらいとして、東条内閣更迭のためにはっきり動きはじめた。東条の参謀総長兼任についても、同様に批判の声が高くなった。


　こうした状況をみた東条首相は、七月一三日、木戸内大臣と懇談して、陸海軍の大臣と総長の分離、嶋田海相の辞任、重臣および指導者層の抱擁の三つの注文を聞かされた。それは天皇の希望とうけとられた。この時期になると議会においても、東条内閣に対する不信感が強まり、代議士会において、政府に対する不信感があらわに表明されるようになっていたのである。


　そのさなかの七月一四日、東条は木戸内大臣を訪ね、自分と嶋田の総長兼任を解いて専任者を置くこと、内閣に重臣級の閣僚を参加させて、これを強化することなどを申し入れた。東条はなお内閣を存続し、戦争を完遂しようとしたのである。しかしながら、重臣グループは、もはや東条内閣の更迭を決意していた。その中心となった近衛文麿や岡田啓介は、木戸と連絡をとり、重臣会議において内閣更迭を決議することも一つの世論であるという示唆を受けて、七月一七日、平沼騏一郎邸において、前首相である近衛、岡田、若槻、米内、阿部、広田らが参集し、内閣更迭が必要であるという結論を得て、木戸に連絡した。


　東条は、この日、嶋田海軍大臣の辞任を求め、後任として野村直邦の親任式を行った。翌一八日、米内、阿部の入閣を求めて拒否され、また、辞任を求めた岸信介国務大臣兼軍需次官が辞表提出を拒否するなどのことがあって、ついに総辞職のやむなきにいたった。東条内閣は、一九四一（昭和一六）年一〇月以来、二年七カ月の間太平洋戦争を指導したが、戦局の不利と国内における不人気のために退陣を余儀なくされたのである。


　東条内閣が太平洋戦争において果たした役割については、ほぼ次のように考えることができるであろう。東条自身、陸軍の軍人であり、戦争を回避しようとする強い決意をもっていなかったのは事実である。ただし、東条自身は天皇に対して忠誠であり、天皇の意を体して、九月六日の御前会議の決定を白紙に戻して再検討する努力を払ったことは認めなければならない。けれども、当時の陸海軍統帥部はすでに開戦を決意していた。それまでの事情を知らずに海軍大臣となった嶋田は、はじめ非戦に傾いていたが、前軍令部総長伏見宮の開戦の意見を聞いて動揺し、次官以下の反対に耳をかさず、開戦の決意をかためた。ここに至って、再検討自体がいわば形式に終わった。東条は、この流れに乗って太平洋戦争に突入せざるをえなかったのである。


　政治家としての東条は、しばしば指摘されるように、陸軍大臣として、かつての関東軍憲兵司令官としての経験から、憲兵を駆使して、政治的反対者に対する弾圧を加えた。東条の政治運営に反対する中野正剛は『朝日新聞』の一九四三（昭和一八）年一月一日号に「戦時宰相論」という文章を発表し、戦時の宰相は謙虚に人の意見を容れるべきだと主張したとき、東条は怒ってこれを発売禁止処分にし、またその後同年一〇月、彼を憲兵隊に拘束して峻烈な取調べを行い、ついに彼を割腹自決に追い込んだことは有名である。


　東条は、太平洋戦争開戦の直後、推薦選挙を行って大政翼賛会と翼賛壮年団を動員して翼賛選挙を推し進めた。この結果、当選者の約八〇％は推薦候補者であった。しかしながら、旧政党人を一掃するという意図は、推薦の段階から貫徹されず、結局達成されなかった。推薦候補者たちを中心とする翼賛政治会は、事実上一国一党の形で戦争に協力するはずであったが、その中心は旧政党政治家たちであった。升味準之輔によれば、大政翼賛会も翼賛政治会も翼賛壮年団も、いずれも戦時動員体制の主軸ではなく、事実上は内務省の行政系統と伝統的な名望家層が体制を支えたとされている。東条は、この体制に乗って、強力に戦時の政治を推し進めようとした。東条がときどき東京市内や出張先の都市で早朝視察を行い、ゴミ箱のなかまで点検し、それが写真いりで新聞に載ったのは有名な話である。しかし、それがあまりに独裁的で、細部にわたりすぎると各方面の反発を招き、戦局の不利と相まって、退陣を余儀なくされたのである。


　東条自身、軍人政治家として、かつての桂太郎や宇垣一成のような幅広い包容力や判断力をもつ人物ではなかった。彼は几帳面な事務家であり、その点では、まれにみる有能な人物であったかもしれないが、多様な政治勢力を統合していく能力には欠けていたし、国際政治や経済についての知識も不十分であった。とくにイギリスとアメリカの国力や国民性についてはほとんど知るところがなく、したがって、戦争の帰結についての見通しも正確ではなかったといわざるをえない。戦局の大勢をにらんで戦争を指導していくためには、少年時代から軍人教育を受けてきた彼の視野はあまりにも狭く、健全な良識を備えた人物であったかどうかははなはだ疑問である。


　敗戦時の侍従長であった藤田尚徳は次のように回想する。敗戦直前の一九四五（昭和二〇）年二月、久しぶりに参内した東条の顔を見た藤田は、父兄として長男の東京帝大における卒業式に列席したことを想起した。このとき東条は、首相として式辞を述べた。その大要は、「人は卒業の席次によってその将来を決するのではない。要は長じて社会に出てからの人格の陶冶である。卒業に際して凡庸の評があっても、後に大成した人は少なくないが、いずれも後年、修養に努めた結果である」と、それまでは当を得た式辞であった。ところが、その後に、「その好例がかくいう東条である。余は幼にして凡中の凡人であったが……」と、東条首相は自画自賛をつづけた。これには苦笑を禁じえなかったのは父兄ばかりではない。列席の学生たちも失笑していた──とある。これはおそらく一九四二年末のことで、東条の全盛時代のことであろう。敗戦直前の四五年二月にいたっても、天皇に対して戦局についての判断を述べるにあたっても、著しく強気に終始し、実情から遊離した戦争継続論を述べたのであった。彼の辞書には「敗戦」という文字はなかったのである。


　このような人物を首相にいただかなければならなかったことは、当時の日本の不幸であったが、同時にこのような軍部勢力の台頭を統御しえなかった政治機構の欠陥を痛感せざるをえない。太平洋戦争はおそらく避けられたものであったが、軍部とこれに結びついた官僚の政策決定が戦争をもたらしたことは否定できないからである。戦争が激化し、国民生活水準が窮迫するにいたっても、軍部にとっては戦争の完遂こそが第一の目的であり、国民の生活や生命はそのために犠牲にして当然と考えられていたのである。







３　小磯内閣とフィリピン決戦論







■レイテ作戦の誤算




　さて、東条内閣退陣後の首相としては、朝鮮総督であった陸軍大将小磯国昭が任命された。東条を打倒した近衛、平沼、岡田らも、後任の目安をつけていたわけではなかった。重臣会議の席上では、この危急にあたっては、軍人、それも陸軍出身者以外に首相となりうる者はいないという結論に達して、南方派遣軍総司令官寺内寿一、畑俊六元帥などの名前があがったが、結局小磯に落ち着いたのである。召電に接した小磯は、急遽帰京したが、その重臣会議の直後、近衛文麿は中央の政情にも戦局の実態にもうとい小磯一人に戦争の帰趨を託するのは心細いと考え、木戸と協議して、再度重臣会議を開き、小磯とともに米内光政にも組閣の大命が降下するように取り計らった。その結果、首相は小磯、海相は米内となったが、米内と連立のような変則な形で大命降下が行われたのである。小磯は、首相となると同時に、みずから現役に復帰して陸相を兼ねるか、首相として大本営に列するか、なんらかの方法で作戦用兵（統帥）事項に関与できるようにしてほしいと陸軍に要望したが、いずれも拒否された。軍部の統帥権意識は、この期に及んでも強烈で、陸軍出身の小磯にも例外を認めようとはしなかったのである。


　小磯内閣は、東条内閣の崩壊の状況を考え、国内の融和を目的とすると同時に、陸海軍の主張する本土、台湾、フィリピンを防衛の第一線とする決戦に備えることを当初の目的として発足した。小磯自身も、フィリピンの決戦に勝ったところで手を打ちたいと考えていたと回想している。しかし、この場合にも、「決戦」して勝利をうることのほうが強調され、その段階で講和を求めるという発想はついに政府の文書には記載されることはなかった。


　小磯内閣は、従来の政府大本営連絡会議に相当する最高機関を最高戦争指導会議と改称し、基本戦略を討議する場としようと努めたが、陸海軍の姿勢は、ほとんど変わらなかった。東条にかわる陸軍大臣は杉山元であり、外務大臣には重光葵が就任した。


　一九四四（昭和一九）年八月一九日、御前会議において決定された「今後採るべき戦争指導の大綱」は、「現有戦力及び本年末ごろまでに戦力化し得る国力を徹底的に結集して、敵を撃破し、もってその継戦企図を破摧す」るという言葉ではじまる強気の文章であったが、その裏面には、国力の減退が進行していることから、早く決戦してその勝利を機会に講和するよりほかはないという状況認識が秘められていたのである。実際、その付属文書の中には、国民生活も窮迫し、主食はなお基準量を維持できているが、本年の不作と台湾からの輸送不安を考えると、満州の雑穀の輸送に努めなければ、明年度の基準量維持はむずかしいと述べ、同年末には、国力の弾撥性はほぼ失われるという判断が示されていた。しかも、ここには、本土空襲による被害は考慮されていなかったから、結果的にはそれでも見通しが甘かったといわざるをえなかった。


　こうして発足した小磯内閣は、同年一〇月、台湾沖海空戦からアメリカ軍のフィリピン上陸という衝撃を受けた。マリアナ諸島を抑えたアメリカの機動部隊は、同年一〇月、大挙して台湾に展開していた日本の航空隊を襲った。これを迎え撃った日本の航空隊は、事実はほとんど戦果をあげることができなかったが、空母一一隻撃沈、八隻撃破という絶大な戦果があったと報告した。大本営は色めき立ち、久し振りに勝利を告げる軍艦マーチが鳴り響いた。しかし、実際には大型巡洋艦二隻が大破しただけで、アメリカ艦隊は無傷であった。アメリカ軍は予定どおり一〇月一七日、レイテ島沖に集結し、二〇日にはレイテ島への上陸を開始した。マッカーサー元帥が、私は帰ってきたと放送したのはこのときである。この報をえた海軍航空隊は、第一航空艦隊司令長官大西滝治郎中将の決断のもとに、ついに特別攻撃隊を編成し、みずから爆弾とともに敵艦に突っ込んで、体当たりによって敵を倒そうとする戦法を公式に採用した。特攻隊は、以後の絶望的な戦局のなかで、最後の戦を挑み、若い命を散らしたのである。阿川弘之の『雲の墓標』は、学業を中途で放棄し、心中の動揺をおしかくして、特攻で戦死した友人たちへの鎮魂の歌であった。


　レイテ島へのアメリカ軍の上陸が開始されたとき、小磯首相は、レイテ決戦がこの戦争の天王山であると呼号した。事実、連合艦隊は、機動部隊はわずかに内地に一部分が残存するのみであったけれども、戦艦を中心とする海上部隊はまだ南方に残っていたので、最後の決戦を挑むことにして、ルソン島南方のシブヤン海を東進した。アメリカの潜水艦と機動部隊の航空機は、これを襲い、戦艦「武蔵」を撃沈し、大型巡洋艦にも大量の損害を与えた。司令長官栗田中将は、いったんは西方に退避したけれども、再度反転して、夜明けにフィリピン東方の海上に出て小型空母部隊に遭遇し、砲撃して一隻を撃沈した。この間、小沢中将の率いる機動部隊は九州南方海上に出撃してアメリカの主力機動部隊をひきつけ、栗田艦隊を援護したが、みずからは「瑞鶴」、「千代田」、「瑞鳳」の三空母のすべてを失う大打撃をうけた。他方、栗田艦隊はその近海にあると信じられたアメリカ機動艦隊を攻撃すべく、レイテ島への突入をあきらめて、反転して航路を北方に転じたが、敵を発見することができず、そのまま基地に帰還した。栗田艦隊は、レイテ島に群がる輸送船団に突入してこれを撃滅する計画であったが、実際にはこのとき、アメリカの戦艦は湾口にあって栗田艦隊の接近を待ち受けていた。その前夜、南方のスリガオ海峡をへてレイテに直進した西村中将の艦隊は、この艦隊のために旧式戦艦「山城」、「扶桑」以下が全滅させられている。栗田艦隊もおそらく突入の機会は得られなかったかもしれない。栗田の反転は、その後もその当否をめぐる論争が絶えないところである。


　いずれにせよ、この海戦の結果、戦艦三隻、空母三隻、巡洋艦六隻など、日本の海上部隊は組織的な戦力を失い、しかも米軍の上陸を阻止しえなかった。そのために、レイテ作戦は結局、決戦の意味を持ち得なかったのである。大本営はレイテにおける決戦をあきらめて、主戦場をルソン島に移したが、この変更は小磯首相に告げられず、小磯のレイテ天王山説は不発に終わった。ルソン島への上陸は、翌年一月九日に行われた。シンガポール攻略で勇名を馳せた山下奉文を司令官とするルソン島の第一四方面軍も、圧倒的なアメリカ軍に対抗することができず、次第に北部山岳地帯で持久戦を展開する作戦に切りかえざるをえなくなってしまった。


　アメリカ軍が機動部隊をもって関東各地を襲い、ひきつづき硫黄島に上陸作戦を開始したのは、一九四五（昭和二〇）年二月一九日である。二万三〇〇〇の日本軍はすべて洞窟に潜み、水際で敵を撃退する作戦を放棄した。このためにこの作戦はアメリカ軍に対して大量の死傷を強いたが、やがて三月一七日には訣別の電報が打電され、結局、ほとんど全軍が戦死した。アメリカ軍の死傷者も日本軍とほぼ同数の二万三〇〇〇にのぼった。作戦の変更は、出血を強いるという意味では成功したのである。


　一方、サイパン島を基地とする日本の大都市への空襲が同年三月以降激化した。とくに三月九日のＢ29三三四機による東京空襲は、江東はじめ下町地区一帯を猛火に包み、焼失家屋二三万戸、死者八万四〇〇〇余、負傷者四万余という記録的な大被害となった。以後、焼夷弾攻撃は名古屋、大阪、九州、四国、呉とつづき、日本本土の大都市はたちまちのうちに消滅するにいたった。


　つづいて沖縄にアメリカ軍が上陸した。三月二六日の慶良間島を手はじめに、四月一日には沖縄本島への上陸作戦が開始された。牛島満司令官のもと日本軍は、ここでも水際で決戦することなく、塹壕や洞窟に潜み出血作戦をとるほかはなかった。







■小磯内閣から鈴木内閣へ




　この間、小磯は、宇垣一成大将らを中国に派遣し、重慶と接触して講和の機会をつかもうとするなど、各種の和平工作を進めていたが、戦局の不利が明らかになってのちの和平の働きかけが成功するはずはなかった。小磯内閣が崩壊したのは、いわゆる繆みよう斌ひん工作の結果である。南京の汪政権の立法院副委員長であった繆斌は、重慶との連絡があることが知られて、汪精衛の信任を失い、孤立していた。重慶との連絡を望む小磯と国務大臣緒方竹虎らは、繆斌を通じて和平工作を進めようとして、彼を東京に招いた。しかし、繆斌工作に関しては、重光外相が強く反対し、陸軍も海軍も疑問を提出した。このため、一九四五年四月一日、繆斌工作の続行を上奏したが、天皇は陸軍、海軍、外務省のすべてが反対であることを確認し、繆斌を帰国させるように小磯に命じた。このころ小磯は、レイテ天王山説がいつの間にかルソンに変更されていたことへの不満もあって、現役に復帰して、みずから陸軍大臣を兼ねることを希望したが、ついに陸軍の受け容れるところとならなかった。八方ふさがりの形となった小磯首相は総辞職を決意し、四月五日、辞表を奉呈した。小磯は、辞職に際し、後継内閣は大本営内閣でなければならないと言い残した。たしかに小磯の立場からすれば、戦局の変化を知ることもできず、事態に即応できないままでは、首相の任務は務まらないと身にしみて感じていたにちがいない。そのために、小磯内閣はなすところなく退陣を余儀なくされたのであった。


　内閣総辞職とともに重臣会議が開催された。この席において、東条は強く発言した。こんどの内閣は最後の内閣でなければならぬ。ところで、いま、国内には最後まで戦い抜いて国の将来を開くべしとする説と、無条件降伏をも甘受して、早急に和平すべきだという論がある。これを先決する必要があるというのである。これは明らかに早期和平を策する近衛、岡田、平沼らへの牽制であった。岡田、平沼らは諮問の範囲を越えると反対し、とりあえず首相を決定することだけに議題を限定することとした。つづいて首相候補についての議論が翌日にかけて展開され、やはり陸海軍人でなければならないとされたが、前もって岡田、近衛、若槻らが木戸と協議していたシナリオどおりに、海軍大将鈴木貫太郎が重臣会議の多数によって推された。鈴木はすでに七九歳の高齢であり、現役を離れてもはや久しく、戦争の指導には必ずしも適任とはいえなかったであろう。東条は、本土決戦に備えて陸軍、それも現役軍人が望ましいと主張し、畑俊六元帥を推したのであったが、多数の意見で鈴木が天皇から組閣の大命を受けたのである。鈴木に決まりかけたとき、東条は「国内が戦場にならんとする現在、よほど御注意にならないと陸軍がソッポを向くおそれあり。陸軍がソッポを向けば内閣は崩壊すべし」と発言した。和平の底流を感じた東条が精一杯の抵抗を行ったものとみるべきであろう。


　鈴木貫太郎は、侍従長として長く天皇に仕え、天皇もその気心を知り抜いていた。そのために、天皇は鈴木に対して単に内閣の組閣を命ずるという一言を発したのみで沈黙してしまった。通常は、組閣のうえは憲法の条規を遵守するよう、また外交のことは慎重に考慮し、無理押しをせぬよう、国内の経済についての大変動を起こさぬよう、急激な財政政策をとらぬことというような注意がつけ加えられるのが慣例であったが、天皇はあえてそれをしなかったのである。鈴木はいったん固辞したが、天皇は、頼むからどうか曲げて承知してもらいたいと答えた。当時の侍従長藤田尚徳によれば、鈴木こそ天皇の唯一の持駒であった。これによって鈴木内閣が成立したのである。


　鈴木内閣は、陸軍大臣に阿南惟これ幾ちかを、海軍大臣には米内光政（留任）を、また外務大臣には東郷茂徳を迎えて発足した。当時の雰囲気は、まさに本土決戦に集中し、アメリカ軍は四月一日沖縄に上陸し、激闘の火ぶたが切られようとしていた。夏には本土上陸も必至と考えられ、陸軍は、陸海軍を統合して統一指揮の態勢を望んでいた。米内は、それまでつねに統合を拒否してきたために、陸軍は更迭を望んでいたが、鈴木首相の要望もあって、留任と決まったのである。


　沖縄の戦闘は次第に非勢にかたむいた。沖縄本島には、当初三個師団を配置する予定であったが、一個師団が台湾に転用されたため、手薄な兵力でアメリカ軍を迎え撃たなくてはならなくなった。作戦は、沖縄本島の南部において持久戦を展開する計画であったが、結局じりじりと南部に押され、六月二三日に司令部全員が自決して、沖縄本島は完全にアメリカ軍の手に帰した。沖縄女子師範や第一高女の生徒からなる「ひめゆり部隊」が戦死し、あるいは自決したのはこのときのことである。沖縄の戦死者は九万、一般国民の死者は一〇万に達した。


　この際、沖縄に対しては、九州南部の基地からの特攻作戦が繰り返し展開された。最後に残った戦艦「大和」が、生き残った無傷の艦艇を集めて輪型陣をつくり、沖縄への突入を企てたが、機動部隊の航空兵力の集中攻撃を受けて沈没したのは四月七日のことである。このときをもって、日本の主力艦隊はほぼ完全に消滅したのであった。沖縄に向かった航空機の特攻隊は、海軍一六三七機、陸軍九三四機、合計二五七一機であった。そのおもな戦果は、戦艦九隻、空母一〇隻、巡洋艦四隻に損傷を与えたことで、小艦艇をも含めて一八七隻を沈没させ、あるいは損傷を与えたのである。







４　敗　　　戦







■本土決戦の危機と天皇の決意




　一九四四年六月のノルマンディ上陸作戦以来、ドイツは東西の戦線を維持することがむずかしくなって、敗勢が明らかとなった。ヒトラーが自決し、ベルリンがソ連軍の手に落ちたのは翌四五年五月二日、ドイツが降伏したのは五月八日であった。この戦況をみるにつけ、アメリカ軍の本土上陸は必至と考えられた。陸軍はいよいよ本土決戦に向けて本格的な準備を開始した。前述のように、六月八日の御前会議において、本土決戦を含む戦争指導大綱が決定された。この御前会議の決定は、「今後採るべき戦争指導の基本大綱」と題され、方針として楠木正成の七生尽忠の信念にもとづき、地の利、人の和をもって戦争を完遂し、国体を護持し、国土を保衛し、聖戦目的の達成を期するという強気一点張りであった。ただし、読みようによっては、戦争目的を「国体護持、国土保衛」に限定した点にふくみを残したものともみることができる。しかし講和へのわずかな手がかりは、本土決戦のために主戦力を集中するとしながら、世界情勢変転の機微に投じ、対外諸施策、とくに対ソ対支施策の活発強力なる実行を期するとして、わずかに講和の機会をつかむことに期待した点だけであった。


　しかしながら、この御前会議の資料「国力の現状」は、著しく悲観的な国内状況を率直に述べていた。戦局の窮迫にともない、陸海の交通と生産活動はますます阻害され、食糧の逼迫は深刻さを加え、近代的物的戦力の総合発揮はきわめて至難となるであろうし、民力の動向もまた深く注意を要すると、重大な状況を率直に認めていたのである。民心の動向は、敵の上陸に対しては抵抗の気構えをもっているけれども、他面、「局面の展開を希求するの気分あり」と厭戦気分が広がっていることを認めていた。輸送力の面では、船腹量の急減のため、本年末には、船腹量はほとんど皆無に近くなるだろうし、鉄道輸送力も前年の二分の一程度に落ちている。鉄鋼生産は前年同期の約四分の一、石炭については、生産輸送の減少のため、中枢地帯の工業は相当部分運転休止となる。工業塩を大陸から輸送することができなくなり、ソーダ工業の生産は加速的に低下している。さらに食糧の逼迫は深刻で、本年秋の端境期は開戦以来最大の危機である。大陸の穀物と食料塩の計画輸入ができたとしても、今後の食生活は強度に規制された基準の糧穀と生理的必要最小限度の塩分をようやく摂取しうる程度になることを覚悟しなければならないことを認めていた。


　このような状況のもとで本土決戦を迎えることの無理はだれもが気づいていたが、問題は和平への転換をだれが言い出すかであった。天皇のイニシアチブが必要となったのはまさにこのときであった。天皇が終戦に対して直接その意思を明らかにしたのは、六月八日の御前会議の直後であった。天皇は木戸内大臣に戦争を終結させる必要を語り、木戸はこれを受けて、「時局収拾試案」を起草して鈴木首相と会談し、六月二二日には首相、外相、陸相、海相、参謀総長、軍令部総長のみの御前会議が開かれた。この席上、天皇はみずから発言して、先般の御前会議決定により、あくまで戦争を継続するのはもっともであるが、また一面、時局収拾につき考慮することも必要であろう、右に関する所見はどうかと問題を提起した。これに対し、鈴木首相、米内海相、東郷外相らは、ソ連を通じて戦争の終結を斡旋させる方針を述べ、陸海軍もあえて反対せず、極秘裏にソ連を通じて和平交渉を行うことが決定された。もちろんその一方で、本土決戦のための準備が続いていた。六月九日、一〇日に開かれた臨時議会においては、「戦時緊急措置法」が成立し、国家総動員法よりもはるかに広範な政府に対する委任が決定された。


　ところが、鈴木首相は、その議会の施政方針演説において、あえて次の一節をつけ加えた。自分が一九一八（大正七）年、練習艦隊司令官としてアメリカ西海岸に航海したとき、サンフランシスコにおける歓迎会の席上で、日米戦争の可能性に言及したことがある。日本人はけっして好戦的な国民ではない。太平洋は名のとおり平和の海であって、日米交易のために天の与えた恩恵である。もしこれを軍隊輸送のために用いるようなことがあれば、必ず両国ともに天罰を受けるだろう、と。これは鈴木の長男で秘書官であった鈴木一はじめによれば、戦争への反省と、平和を求めての、アメリカに対する呼びかけアピールであった。しかし、議会においては、この発言が紛糾を呼び、一時は露骨な反鈴木運動が展開された。


　さて、東郷外相は、広田元首相を送って、当時箱根に疎開していたマリク・ソ連大使を訪問させ、ソ連との交渉を開始した。しかしソ連側はほとんど反応せず、中断の形となった。七月に入って、近衛文麿を特使としてソ連に派遣する案が浮上し、最高戦争指導会議の議をへて、七月一二日には近衛は天皇に拝謁し、戦争終結のためにソ連に使いしてもらうことになるかもしれないから、そのときはよろしく頼むとのお言葉を受けた。特使派遣の提案は直ちにモスクワに伝えられたが、モスクワにおいては、まさにポツダムにおける戦後処理会議のために、スターリン首相、モロトフ外相が出発するということで、特使の派遣については何の回答も与えられなかった。ソ連側はドイツの屈伏ののち、兵力を極東に急送しはじめていて、対日参戦を決意していたのである。


　和平工作のパイプは、このほかにもいくつか存在していた。駐日スウェーデン公使バッゲを仲介とする和平打診、スウェーデン駐在陸軍武官小野寺少将を中心とする和平工作はその例である。また、スイス駐在の加瀬俊一公使の諒解のもとに、ドイツ駐在海軍武官藤村義一、朝日新聞社の笠信太郎らがスイスにあったアメリカの戦力情報機関（ＯＳＳ）欧州総局長アレン・ダレスとのパイプをつなぎ、アメリカとの直接交渉を企図したこともあった。しかしながら、これらのルートはいずれも条件付きの和平を求めるには仲介者の力が弱いとして重んぜられず、中絶してしまった。







■原爆投下とポツダム宣言受諾




　七月一七日から八月二日にかけて、ベルリン郊外のポツダムで開かれた米英ソ三国首脳会談は、ドイツ占領の基本方針、東欧諸国の措置など、ヨーロッパ戦後処理問題が中心議題であったが、そのさなかの七月二六日にポツダム宣言が発表された。その原案は、元駐日大使グルー国務次官の手元で作成されたものであった。日本の無条件降伏の障害は、天皇の運命に対する懸念にあるという発想から、グルーの原案には、天皇制の存続を許容する旨が明記されていた。陸軍長官スティムソンの宣言案にも同様の内容が盛り込まれていた。けれども、バーンズ国務長官をはじめとする国務省幹部も、対日世論も天皇制の存続に批判的であったから、対日宣言案は未決定のままポツダムに持参された。


　七月一六日、ポツダムに原子爆弾の実験成功の報がもたらされると、宣言発出自体に反対する意見も強まった。トルーマン大統領は、七月二六日、原案を修正して宣言を発表したが、天皇制の存続を許容する旨の文言は削除されていた。


　ポツダム宣言の主要内容は、およそ次のとおりである。日本国民を欺き、世界征服の挙にいでしめた権威と勢力を永久に抹殺すること。新秩序が確立され、日本の戦争力が破砕されるまでの領土の占領。カイロ宣言の条項を実施し、日本の主権を本州、北海道、九州、四国、その他の小島に限定すること。軍事力の完全な武装解除後の平和的、生産的生活を遂げる機会を付与すること。日本国民を奴隷化したり、国民として破壊する意図はないこと。戦争犯罪人の厳格な処断。民主主義的傾向の復活強化に対する障害の除去。基本的人権の尊重、言論、宗教、思想の自由の確立。経済を支持し、現物賠償を可能ならしめるような産業の維持を容認すること。戦争のための軍備を可能にしないこと。究極においての世界貿易への参加の容認。そして以上の目的が実現し、自由に表明された日本国民の意思に準拠して、平和的傾向の責任ある政府が確立ししだい、連合国の占領兵力は日本から撤収すること。


　ポツダム宣言が発表されたとき、日本政府はこれに論評を加えないで新聞に掲載することにした。それは戦争終結の可能性をそれとなく国民に暗示するための措置であったと思われる。なおこのとき、モスクワにあった佐藤尚武大使は、ただちにこれを受諾すべきであるという電報を東郷外相に送り、東郷はなおソ連を仲介とする和平交渉に期待をつないで、無条件降伏でなく条件付きにするための努力をつづけたいとして電報の往復がなされていた。


　しかし、日本内地においては、軍部の強い要求もあって、ポツダム宣言に対する政府の見解を表明すべきだという圧力が加えられた。そのため、特使派遣問題が決着するまでは論評を加えないのが賢明であると判断されていたにもかかわらず、首相は記者会見においてこれを「黙殺」すると言明した。翌日の新聞は、この発言を大見出しで報道した。また、海外向け電報においては、黙殺がリジェクト──拒否と訳され、結局日本側はこれを受け容れないと理解される結果となった。鈴木貫太郎は戦後、この一事は後々にいたるまで余のまことに遺憾と思う点であると『自叙伝』に書いている。


　広島に原子爆弾が投下されたのはそれから一〇日もたたぬ八月六日のことであった。広島市は一瞬にして壊滅した。陸軍はこれをただちに原爆とは認めなかったが、一〇日にいたって仁科芳雄博士らの現地調査によって原爆であることを確認した。つづいて八日、ソ連は対日宣戦を布告した。ポツダム宣言を拒否した以上、日本が戦争終結のための調停をソ連に求める提案はその基礎を失った。ソ連は戦争終結をはやめ、犠牲者を少なくするために参戦するというのである。九日以後、ソ連軍はソ満国境を越え、あるいはモンゴルを通過して満州国内に侵入した。主要兵力をすべて太平洋方面に引き抜かれていた関東軍は、これに対抗することができず、ソ連軍は無人の野を行くように急進撃をつづけた。八月九日にはさらに長崎に原子爆弾が投下された。八月に入って、戦局は急に悪化したのである。


　八月九日、海外放送からの情報や事態の窮迫を東郷外務大臣が天皇に伝えたとき、天皇は、ああいう新しい武器があらわれた以上、戦争を継続することは不可能である。速やかに戦争の終結をみるように努力せよと東郷に伝えた。天皇の意向を受けて、最高戦争指導会議構成員会議が開かれたのは同日午前一一時前である。まず鈴木首相が、周囲の情勢から、これ以上の戦争継続は不可能であるから、ポツダム宣言を受諾せざるをえないのではないかと提案した。これに対し、米内海相は、ポツダム宣言を受諾しても無条件でいいのか、あるいは条件を付けるかが問題だ、私の思いつきであるが、次の四項目について研究してみたらどうか。天皇制の問題、武装解除を自発的に行う問題、戦争犯罪人の処罰を自主的に行う問題、保障占領を回避すること、これらの条件を付けるか付けないか、付けるとすればどういうふうに付けるかであると提案した。


　東郷外相はこれに対し、従来の経緯を説明して、皇室の安泰のみを留保してポツダム宣言を受諾するのが適当と認めると述べた。阿南陸相、梅津参謀総長、豊田軍令部総長は、他の三条件を付加する必要を主張して、議論は対立した。もっとも、四条件を付する意見を主張した者も、ポツダム宣言受諾自体に反対ではなかった。ただし、四条件が受け容れられない場合には、究極的に勝つという確たる見通しは立ちえないが、本土決戦において敵に一撃を与えるべきだというのであって、ついに決着はつかなかった。


　同日午後開かれた閣議においても、四条件を付することについて閣僚の意見も対立した。情報局総裁であった下村海南によれば、阿南陸相は、そろばんずくでは勝利にめどがないけれども、大和民族の名誉のため戦い続けているうちにはなんらかのチャンスがある、武装解除は受諾できないと主張した。米内海相は、原子爆弾やソ連の問題よりも、現在国内情勢の判断では、戦争を継続しうるやを疑う、米英に対しては勝ち目はない、さらにソ連に対してもしかりと考える。最後に一撃を加えて勝ちうる機会は、陸相の言のごとく一度は考えられるが、二度三度となると大きな疑問がある。現状の判断は、軍需、農商、内務の各相はご承知のはずである。私は物心両面よりみて勝ち目がないと思う。降伏して日本を救うべきか、一か八か戦い続けるのがよいか、きわめて冷静かつ合理的に判断すべきであると主張し、会議は結論を得なかった。


　閣議は午後一〇時を過ぎても結論を得ず、首相はふたたび最高戦争指導会議を開いて聖断を仰ぐことを決意し、同日午後一二時近くから翌朝午前二時半まで最高戦争指導会議が開催された。この会議には、とくに召されて枢密院議長平沼騏一郎が参加した。会議の席上においても、東郷外相、米内海相、平沼枢相らは、皇室の安泰の一点を条件として受諾の説を述べ、阿南陸相、梅津参謀総長、豊田軍令部総長は依然として四条件を付けることに固執した。


　このとき首相は、天皇の前に進み、その決断を要請した。このときの天皇の発言は、ほぼ次のとおりであった。「私は外務大臣の案に同意する。その理由は次のとおりである。陸海軍統帥部の従来計画されたものはつねに錯誤し、時機を失している。本土決戦が始まろうというのに、米軍の上陸が予想せられる九十九里浜の防御陣地は非常におくれ、陸軍大臣の報告によれば八月末でなければ完成しないという。内地の増設部隊も装備はいまだ整っていないという。これでは米軍をどうして撃退できるか。空襲は毎日激化している。これ以上、国民を塗炭の苦しみに陥れることや、文化を破壊し世界人類の不幸を招くことは私の欲しないところである。この際、忍びがたきを忍ぶべきである。忠良なる軍隊を武装解除したり、また、昨日まで私に忠勤を捧げてくれた者を戦争犯罪人とすることは情において忍び得ない処である。しかし、これも国家のためには己むを得ない。今日は明治大帝の三国干渉のときの心を心とすべきであると思う。この理由で、わたしは外務大臣に賛成する」。


　天皇の決断はただちに文書化され、「天皇の国家統治の大権を変更する要求を含んでいないという了解のもとにポツダム宣言を受諾する」という電報が、八月一〇日午前七時一五分に発電されたのであった。


　アメリカ側にはただちにこの電報が伝えられた。そして、予想どおりの要求が付せられたと感じたアメリカ側は、バーンズ国務長官の発意で、天皇大権の存続を認めるという表現をことさらに避けて、「日本国政府の最終的形態はポツダム宣言に従い、日本国民の自由に表明する意思により決定せられるものとす」という条項を回答とした。


　ところが、バーンズの回答文をめぐって、もう一つ新しい問題が発生した。降伏のときより天皇および日本国政府の国家統治の権限は、降伏条項の実施のため、その必要と認める措置をとる連合軍最高司令官の「制限のもとに置かれるものとす（subject to）」という条項が付加されていたからである。サブジェクト・トゥという言葉は、直訳すれば、従属するとも訳しうる。このために、陸軍内部においては、これを国体の破壊と叫び、戦争継続を叫ぶ省部の中堅将校らの勢いが激しくなった。制限のもとに置かれるという訳文は、外務省苦心の作であったが、原文が知られている以上、その苦心はあまり役にたたなかったのであった。


　こうして阿南陸相をおし立ててクーデターを行い、天皇を軟禁し、鈴木、木戸、東郷、米内らを兵力を用いて隔離して、あくまで戦争を継続しようとする陸軍省部の動きが激しくなった。阿南もつきあげられて、一四日朝、梅津参謀総長と協議したが、梅津は宮城内に兵を動かすことを否認し、ついで全面的に反対したため、阿南もこの計画を断念したのであった。


　ポツダム宣言の受諾とこれに対する回答の発出は、アメリカ軍飛行機によるビラの形で日本内地に散布された。もはや決定を引き延ばすわけにはいかないが、閣議においても賛否はまちまちであった。陸海軍はなおバーンズ回答を拒否すべきだと考え、参謀総長と軍令部総長は天皇に拝謁してその旨を上奏した。しかし、天皇は東郷外相に対し、自分の意思は変わらないとして、このままポツダム宣言を受諾するべきだとする意見を表明した。


　しかし、事務的にはこの決定を公式なものにするための障害が存在した。最高戦争指導会議はその構成員全員が同意しなければ開催することができない。宣言受諾のための会議を開催することは制度的には不可能であった。そのために非常手段として、天皇の命によって閣僚全員および最高戦争指導会議構成員および枢密院議長を加えた御前会議が開催された。そして、鈴木首相は開会を宣すると、陛下の前に進み、連合国側の回答の要点など前回の会議後の経過を述べ、次のように結んだ。「ここに重ねて聖断を煩わし奉るのは罪軽からずと存じまするが、この席において反対の意見のある者より等しくお聞き取りの上、重ねて何分のご聖断を仰ぎたく存じます」（藤田尚徳『侍従長の回想』）。梅津、豊田は宣言受諾に反対し、阿南も同じ趣旨を述べながら、半ば慟哭し、半ば訴えるような姿であった。その後はもはや発言する者もなく、天皇がふたたび発言した。


　この天皇の発言の要点はほぼ前回の御前会議の場合と同様であったが、最後に、「今日まで戦場にあって陣没し、あるいは殉職した者、またその遺族を思うとき、悲嘆にたえない。また、戦傷を負い、戦災をこうむり、家業を失った者の生活を私は深く心配する。この際、私としてなすべきことがあれば何でもいとわない。国民に呼びかけることがよければ私はいつでもマイクの前に立つ」という有名な発言がなされたのであった。こうして日本の敗戦が決定されたのである。会議が終了したのは一四日正午少し前であった。


　詔勅案は、この以前から、迫水久常書記官長の手許で準備され、一四日午後の閣議において原案が決定された。ただし、そのなかの「戦局日に非にして」という一句が阿南陸相の希望で「戦局必ずしも好転せず」と直されたことなどは当時の雰囲気をよく伝えるものであろう。こうして宣言受諾が決定された後、天皇はこの詔書をみずから朗読して、録音した。放送は翌一五日正午とされ、録音盤は侍従職に預けられた。


　ところが、この日の夕方、陸軍省軍務局の畑中健二少佐、竹下正彦中佐、椎崎二郎中佐らは、あくまで戦争を継続するために近衛師団によって宮城を占拠することを考え、同日夜、森赳たけし師団長に蹶起を要請したが、これを拒否されると、拳銃をもって師団長を射殺し、師団長のにせ命令によって宮城を交通遮断して録音盤を捜索した。しかしながら、この報が入ると、東部軍司令官田中静壱大将が、みずから手兵を率いて宮城に入って鎮圧し、録音盤奪取の計画は失敗に終わった。この事件を起こした責任者らは翌日自殺した。八月一五日未明、阿南陸相も割腹自殺した。こうして八月一五日正午に、予告どおり天皇の放送が行われ、日本は戦争を終結させたのである。


　個人的な回想をつけ加えたい。この放送は雑音がはげしくて非常に聞きにくいものであったが、「朕は帝国政府をして、米英支ソ四国に対し、その共同宣言を受諾する旨通告せしめたり」という一節は、はっきり聞き取ることができた。長い戦争の終了という解放感と敗戦の虚脱感が強く身に迫ってきた。ドーデーの「最後の授業」という短編小説が急に思い出された。太平洋戦争はこのようにして終りを告げた。終戦のために大きな役割を果たしたのはまず天皇であり、その意を体して行動した木戸内大臣、鈴木首相、東郷外相、米内海相らのチームワークであった。それによって、日本はかろうじて本土決戦を回避することができ、大量の人命を救い、復興の条件を整えることができたのである。望みのない戦争をこれからもつづけようとした陸軍省部も、天皇の意思が明らかになると、なかば悲憤しながらも、なかばは安堵したというのが真相だったのではないであろうか。


　この処理が終わったとき、鈴木内閣は総辞職した。後継首相には東久邇宮稔なる彦ひこ親王が任命された。この際、陸軍を抑えるためには、陸軍大将である皇族の出馬が要請されたのであった。副首相格として近衛文麿が入閣し、内閣書記官長には緒方竹虎が就任した。陸軍大臣には東久邇の指名で北支那方面軍司令官であった下村定大将が就任し、米内海相は留任した。これ以後も戦争継続を叫ぶ陸海軍の飛行隊は盛んに東京上空でビラをまき、アメリカ軍が進駐するならば一戦を交えると叫んで、状況は必ずしも穏やかではなかったが、皇族が天皇の命を奉じて各地方におもむいて説得し、ようやくその勢いは衰えた。その一方で、蓄積された物資をひそかに運び出して、いち早く逃亡する将校の姿も数多くみられた。また宮城の前には多くの市民が集まって号泣し、軍人や右翼の一部には自殺する者も数多くあった。


　このような状況のもとで、アメリカ軍の進駐に備えて、参謀次長河辺虎四郎を長とする使節団がマニラに赴き、マッカーサー最高司令官の指令を受けて、八月二〇日に帰国した。このときの予定は、マッカーサーの厚木到着は二六日、正式降伏調印は二八日とされていたが、台風その他のために遅延して、結局、マッカーサー司令官は八月二七日に厚木に到着し、降伏文書の調印は九月二日、東京湾において、アメリカの戦艦ミズリー号上で行われた。日本の全権は政府からは重光外務大臣、軍部からは梅津参謀総長であった。







５　太平洋戦争期の経済







　開戦と同時に、政府はこの年（一九四一年）の夏以来準備していた非常金融対策を発表し、通貨の供給制限等を行わないことを公約して、財界の安定を図る一方、統制の強化を企て、企業許可令、物資統制令等が相次いで公布された。実際、この時期には国民の生活もすでに窮迫しており、一九四二（昭和一七）年の二月には繊維製品について切符制が採用され、国民一人当り繊維製品の購入が点数によって制限されることになった。ただし、当時すでにその点数の範囲ですら購入しうる物資が店頭になく、使い残りの衣料切符が手元に残るばかりであった。


　三月には戦時金融金庫が設立された。これは軍需生産等緊急なものではあるが、一般の金融機関の採算からは融資が困難な産業等について金融を行うという特殊な目的の銀行であった。戦後有名になった復興金融金庫等の発想は、このあたりから出ているとみることができる。


　同時に、南方開発金庫が設立された。これは南方占領地においては、現地通貨表示の軍票が使用されていたが、その発行をつかさどるということを企図したものであり、同時に、日本国内の金融と南方占領地の金融とを切り離す目的で設立されたものと考えてよい。円ブロック（日本、満州国、華北）では現地通貨と円とが等価で、交換が自由に行われていたけれども、南方占領地においては、住民の必需物資の供給も十分ではなく、インフレーションはこの時期から必至と考えられていたので、現地通貨と円との関係を南方開発金庫が調節することによって、インフレーションの日本国内への波及を防止することが考えられていたのであった。日本銀行法が改正されたのもまた一九四二年の二月であった。


　従来、政府から独立した機関とされていた日本銀行は、このとき大蔵大臣の指揮下にあって、必要な通貨の供給と金融政策をつかさどるものとされ、中央銀行の中立性は明確に否定された。日本銀行の結城豊太郎総裁は、これに対して不満であり、間もなく辞任する結果となった。日銀法の再改正問題は、戦後まもなく部分的に実現したが、基本的にはこのときの発想は大きく変更されていない。


　経済新体制問題のときからくすぶっていた、中小商工業者の整理、統合、転職促進が閣議決定の形で公にされたのも一九四二年三月であった。繊維業界など、いわゆる民需産業の生産者と流通業者について、まず整理、統合が強行され、企業数はほぼ一〇分の一とされて、余剰人員は軍需産業に吸収されることが方針として定められた。翌四三年には、さらに大規模な企業整備が実現し、綿紡績をはじめ大企業も工場を軍需生産に転用し、労働者も軍需産業に移行させ、機械類はスクラップ化されることが決まった。戦後、繊維産業の残存生産能力が異常に低かったのは戦争被害よりもこの時の企業整備のためである。


　開戦とともに強化された統制のもとで、ソ連型の中央指令による計画経済の体制に近い状況になっていたことはすでに述べた。しかし、それは戦争のための生産が急増したことを意味していなかった。緒戦が順調すぎたために、軍部も政府も軍需生産の拡大に真剣な努力をしていなかったのである。たしかに日中戦争期の臨時軍事費によって生産された兵器弾薬の半分以上は将来のために備蓄されていたが、太平洋戦争にともなう巨大な消耗に耐える力はもちろんなかった。太平洋戦争は巨大な「物量」の戦であったが、開戦にあたって少なくとも日本側はこれほどの消耗を予想してはいなかった。日本が真剣に軍需生産の増強に取り組んだのは、ガダルカナル戦の消耗が目にみえてはげしくなった一九四二年秋以後のことであった。


　船舶の喪失と、陸海軍の徴用によって、生産の減退の危機が生じたため、一一月二七日の閣議において、現在の行政機構の枠内において、鉄、アルミニウム、石炭、船舶および飛行機（五大重点産業）の緊急増産のために、企画院総裁を委員長とし、各官庁の幹部を委員とする臨時生産増強委員会が設置された。その業務は、軍需企業を四種に分かち、優秀なものほど許認可などについて総括的に処理するほか必要な支援を行うことを定めたのにはじまり、軍需生産の隘路打開策が順次検討された。船舶輸送の第一順位はボーキサイト、第二順位は石炭、鉄鉱石、鉄、鋼、コークス……。石炭割当ても第一は造船、航空機、軽金属、ガスコークス、船焚料、鉄道、鉄鋼……。鉄鋼不足対策としては、中国、満州国、朝鮮などに小型溶鉱炉の急速建設を決定。大谷重工業の二基の溶鉱炉は、原料の供給容易な中国北京郊外の石景山に移設。四三年二月には、電力不足対策として、一般民需大幅削減を決定。こうした決定とあいまって経済を五大重点産業に傾斜させていったのである。同年三月には、戦時行政職権特例なるものが公布された。その要点は、当時の最重点産業であった鉄鋼、石炭、軽金属、船舶、航空機については、行政権限を首相に集中し、一元化を図ろうとしたのであった。こうした努力がすべて制度上の手直しに終わったのは物資輸送の動脈としての海上輸送力の低下のためであった。


　前年末進められていた民需産業の整理、統合が急激に行われるようになったのも、一九四三年においてであった。とくに同年八月は、綿スフ紡績業整備要綱が決定され、紡績業者は一〇社に統合されたうえ、二五一工場、一〇六三万錘の設備のうち、一八〇工場は転用され、二七二万錘はスクラップ化された。転用工場は軍需産業に売却されたり賃貸することが定められた。従業員も軍需工場に転用させられた。紡績、織物、ビール等軽工業二四業種を合計すると、四六万人弱が転用されたのである。なおスクラップの不足が深刻化し、橋の欄干や市内電車のレールまでが「応召」するにいたって、しばらく保留されていた紡機や織機も相次いでスクラップにされ、四四年三月までに、繊維工業設備約一〇〇万トンのうちほぼ七割が溶鉱炉に注ぎ込まれたのである。


　軍需省が設置されて、「軍需会社」制度が発足したのは一九四三年一一月のことである。その方針が定められたのは、同年九月二八日の閣議においてであった。企画院と商工省は廃止されて軍需省に移管され、商工省の軍需に関係ない業務は農林省と合体して農商省となった。軍需省の最大の業務は、航空兵器総局を設置して、目標五万五〇〇〇機（事実上の目標は四万機）という航空機増産に国の総力をあげることになったのである。「軍需会社」とは、重要企業を指定し、その社長には生産責任者という「公的身分」を付与されて、株主総会の決定にかかわらず、原案の執行を行ったり、主務大臣の命令を実行したりする権限が認められるとともに、主務大臣は生産責任者の任免権をもつという企業の全面的国家管理の制度である。全従業員は責任者の指揮に従うことを命じられ、徴用されたものとみなされた。政府の命令は企業の内部にまで徹底することになったのである。その半面、原材料や資金の調達については、軍需会社は特別の便宜を与えられ、補助金の交付、損失補償、利益保証が認められることになっていた。軍需会社に指定された企業は合計約六〇〇社であった。


　以後五大重点産業、とくに航空機について最後の増産努力が展開される。ここでは、戦時中の中島飛行機の状況を高橋泰隆氏の『中島飛行機の研究』（日本経済評論社）によって要約しよう。中島の場合、一九二〇年代から群馬県太田に二工場、東京荻窪にエンジン工場をもっていたにすぎなかった。それが、太平洋戦争開戦のときには七工場、一九四四年には一七工場に膨脹し、その分布は三重県四日市、愛知県半田から岩手県黒沢尻に及んだ。その生産機種は陸海軍の戦闘機、爆撃機が中心で、太田、小泉、武蔵野等の主力工場では早くからジョブショップ方式や流れ作業方式が採用されていた。ただし、夜間勤務を含む二交替制が採用されたのは、生産量がピークに達した四三年一一月から四五年一月までの短期間にすぎなかったようである。中島飛行機の生産量の推移は、第４－１表にとりまとめてある。中島飛行機は三菱重工業とならぶ最大の航空機生産者であって、両社の生産は国内生産の過半数に達していたが、そこにも生産上の隘路は多く存在した。その一つは原材料の不足であって、そのために無理な代用品を使用しなければならなかった。ニッケルのかわりにモリブデン、さらにマンガン、ステンレス鋼のかわりに低炭素鋼やアルミ合金、アルミ合金のかわりに木材、等々。その結果、飛行機の品質は低下せざるをえなかった。一九四四年末以後、東京空襲の結果、武蔵工場からのエンジンの供給は激減したし、多くの協力工場からの部品供給も途絶した。中島といえども生産の減少を避けられなかったのである。加えて、空襲に備えての地下工場の建設や、疎開の必要も、生産の能率を引き下げた。第４－２図は、全国の航空機生産量と従業者数を示すが、生産が一九四四年第二・四半期をピークに下がりはじめているのに、従業者数だけは四五年第一・四半期まで上昇しているのは、能率の低下と、生産の崩壊を物語るものといってよい。
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　これほどの努力をして進められた軍需生産の帰結を表にとりまとめておこう（第４－２表）。たしかに、一九四三年には、航空機をはじめ主要品目の生産が増加していることが知られる。しかし、「決戦」のために増産を行ったにしては四四年の伸びは少ない。それは、この年の前半が増産の頂点であって、後半にいたって、生産が急落したからである。マリアナ失陥ののち、鉄鋼もアルミニウムも、もはや原料の入手がほとんど不可能になった。小磯内閣成立の際に行われた天皇を迎えての最高戦争指導会議における報告「帝国国力ノ現状」は、物的国力は「輸送力ノ激減、在庫物資ノ枯渇、民需圧縮ノ略ホ々ボ限度ニ達セルコト等ノ為、昭和一九年度初頭ヲ頂点トシテ爾後低下ノ傾向」にあり、来年度は空襲を考慮しないとしてもさらに相当低下する、と悲観的見通しを述べていた。
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　以上のような生産減退の状況の背景をなすものは、海上輸送力である。日中戦争当時には、日本経済の最大のボトルネックは外貨保有量であったが、「大東亜共栄圏」の物資を入手した直後から、ネックはその物資を内地に送って戦力とするための海上輸送力に変化したのである。海上輸送力の状況を要約するためには、日本の保有船舶量と民需用船舶量の動向をみるのがいちばん簡単であろう。民需船の数量は、一九四二年六月に運行可能なもの二三四万トン、同年一二月二七一万トンを維持していたが、四三年六月にはこれが二四九万トンに減少し、以後、同年一二月には二一七万トン、四四年六月には一九二万トン、同年一二月には一六三万トン、四五年八月には六七万トンにまで減少するにいたった。この間の造船量（捕獲、買船を含む）は、開戦当時の見通しであった年間六〇万トンの水準をはるかに上回り、四二年には六六万トン、四三年一〇七万トン、四四年一七四万トンに達していた。しかし喪失量はこれをはるかに上回り、四二年一一〇万トン、四三年二〇七万トン、四四年四一一万トンになったため、保有船舶量は急減してしまったのである。船舶の被害の増加のために、南方航路は逐次放棄されていった。四三年から四四年はじめにかけてマーシャル群島との航路が使用できなくなり、五月には蘭印東部の航路が使用できなくなった。九月にはボーキサイト輸送優先のため海南島からの鉄鉱石輸送が断念された。マニラ─サイゴン間の航路をはじめ南方諸地域間の連絡は途絶えた。そして一九四五年に入ってのちは、南方と内地との連絡はほとんど断絶してしまった。四五年には台湾と上海、香港の航路も途絶え、最後には中国、朝鮮と内地の間の連絡も危険視されるにいたった。「大東亜共栄圏」の各地はすべて孤立してしまったのである。そして、第４－３図はこの状況をそのままに説明する海上輸送量の低落を如実に示しているのである。
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　さて最後に、戦争によって日本人の産業別有業人口がどれほど変わったかを第４－３表にかかげておこう。軍需産業への動員がどんなにはげしいものであったか、平和的な産業がどれほど圧縮されたのかを、この表はまざまざと物語ってくれるからである。食料供給源としての農業人口はほとんど減っていないが、兵力としての動員のために男子は九〇万人余が減少し、その分だけ女子が増加した。軍需の中心であった金属機械工業は二五〇万人近くふえ、逆に紡績業では八〇万人、商業では二〇〇万人の減少をみた。戦争は、これだけの人口を強制的に産業間で移動させてしまったのである。
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６　戦争下の社会と生活







　太平洋戦争勃発は、ほとんどすべての日本人を興奮のるつぼにまき込んだ。大正昭和最大の歌人斎藤茂吉もまたその一人であった。







　　　たたかひは始まりたりといふこゑを聞けばすなはち勝のとどろき


　　　おのずから立ちのぼりたる新しき歴史建こん立りふのさきがけの火よ


　　　レパルスは瞬目のまに沈みゆきプリンスオブウェルスは左傾しつつ少し逃ぐ







　開戦の興奮を、茂吉はこれらの歌に託しているのである。その茂吉も、けっしてはじめから軍国主義者シヨービニストではなかった。五・一五事件で犬養老首相が海軍軍人に射殺されたときには、「卑怯なるテロリズムは老人の首相の面部にピストルを打つ」と憤激を歌っていたのである（加藤淑子『斎藤茂吉の十五年戦争』みすず書房、による。以下茂吉の引用はすべて同じ）。約一〇年の間に茂吉の歌は──というよりも考え方はこれだけ変わった。しかしそれは茂吉個人が変わったというよりも、日本の社会が、満州国建国以後に右方に地すべりを起こしたと考えて、地すべりがもっとも右側にゆきついたとき、この歌がつくられたとみるほうが当を得ているであろう。すべての──ほぼ九九％の日本人が同じように考え、開戦をきいて感激し、戦勝を謳歌したのであった。


　もう一つの例を、克明な戦時中の日記を残した作家伊藤整についてみよう。私小説の傑作とされる『得能五郎の生活と意見』や『得能物語』の仕事のかたわら、日大芸術科で文学を教えていた伊藤整も、開戦と勝利の報に心わきたつ。一二月八日「……半蔵門に来ると池にもやが立ち、とても、今までに見たこともなく美しい。日本は美しいなと思う。宮城の横の十字路をカーキ服の学生が駆けて行く。百人ばかり。足がそろって美しい。宮城を拝むのであろう。……ラジオで軍歌『敵は幾万ありとても』をやるとわくわくして涙ぐんでくる」。「感想──我々は白人の第一級者と戦う外、世界一流人の自覚に立てない宿命を持っている。はじめて日本と日本人の姿の一つ一つの意味が現実感と限ないいとおしさで自分にわかってきた」。一二月一六日「先日学校で高須氏が文学の中の自由主義排撃云々と言っていたときに痛かったことも考え、今後十年か二十年のため、今の機会に自分の思想的内部改造をする必要あり。自分流の行き方で早く日本的意識の組織化を行わねばならぬ」。一二月二八日「『明治天皇の聖徳』（渡辺幾治郎）を買う。この種の本初めてであるが、この日読売へ書いた感想文に、今度の御詔勅の精神に添い奉る覚悟をしたと、一種の宣言のようなものを一枚半書いた。それを郵便で出し、そしてその結果自らこの本のようなものを買う気持になったのだ。覚悟も一通り出来ているが、自分でそう書いたことから自分が遂に規定されているような感じもする」（伊藤整『太平洋戦争日記』[image: ]、新潮社）。この誠実な知識人も、時代のなかで若干のためらいを感じながら、自己改造の方向を選ぼうとする。そして、結局は未完成に終わったが、日露戦争を題材に『爾霊山』という長編に本気で取り組むのである。


　いくたの戦争詩をつくった高村光太郎も、『海戦』を書いた丹羽文雄も、アッツ、サイパンの玉砕を描いた藤田嗣治も、戦後、戦争犯罪人呼ばわりをされたけれども、開戦の感動の質はこの両者とほとんど変わるところはなかったであろう。戦争はいったんは勝利への期待をもたらし、全国民は大東亜共栄圏の夢に胸をときめかせたのである。冷然と戦争を傍観した永井荷風や正宗白鳥らは、獄中の共産主義者らとともに例外的な傍観者であった。


　戦争が一九四二年なかばのミッドウェー海戦とガダルカナル戦によって転機を迎えたことは、やがて少しずつ一般の耳に入るようになる。四三年二月一八日「日本楽器社長星野嘉市が読売に書いているところによると、現在日本の多くの重工業は二十四時間制をとっておらず、また港の荷上げに簡単に出来る木製ベルトコンベーヤーも使っていないとのこと、何ということだ。アメリカなどはつとに二十四時間を三交代でやっているという。こんなことでわが国の武器生産は間に合うだろうか」（伊藤日記）。三月一五日「児玉医師の宅では近いうちどこからか米を一俵五十円で買うことにした由。……隣の中野家では麦粉一袋二十七円で買う（三倍位の値か）ことにして私の所にも一俵買えと言っている」。四月二一日「銀座のニュートーキョーで行列する。ボーイが顔なじみを先に入れるので一悶着。街頭のおでん屋について友人が『いやあれはいかん、あれはぼるのでね、酒を一本出してサツマアゲか何か一皿食うと三円位とるんだよ』」。「砂糖一袋八貫目闇で買うと百六十円の由」。この年から伊藤家では庭に甘薯と馬鈴薯を植えて食糧の足しにする。秋にはイモが一〇〇貫目ぐらいとれるが、五人家族ではなかなかたいへんだったようだ。九月二二日「今夜から十日間、毎夜七時から九時迄銃剣術の稽古があるから、男も女も老人も子供も出るように、と言ってくる。世田谷区内の在郷軍人分会の主催らしい。家では行かないことにし……」。ところがこれが評判が悪い。十月八日「埼玉県児玉の友人宅訪問。ある高官が講演に来て、「実は」、と言い、その家の女の子を女中にほしい、と言ったという。「かなり高給を出すから是非ほしい。それもその女の子に一週間に一度ぐらいずつ家へ戻って食物を運んでもらうのが目的だという。家族十人もあって、どうしても子供たちの食物が足りないし、身分上家の近くで闇食いも出来なく、本当に困っている」（伊藤日記[image: ]）。


　以上の引用は、開戦後二年足らずの間に次第に窮迫してくる生活の苦難をひしひしと感じさせる。とくに四三年に入ってからの変わりかたは著しい。婦人、子供まで狩り出しての銃剣術の練習、毎週のように繰り返される防空演習、そして「星に錨に闇に顔」の跋扈。学生のうち、文科系の徴兵延期が全面的に認められなくなり、学徒出陣が強制されたのはこの年の一〇月のことであった。生活物資の不足の状況は、第４－４表によっても知られる。この表は、国民一人当りの衣、食、燃料の供給量を指数化したものであるが、一九四〇年代に入ってのちのモノ不足が深刻化していく状況がはっきり看取される。とくに四三、四四年の食料品供給量の低下は急激で、それがさきの伊藤日記にも反映されているのである。
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　しかし、戦争がもっと広範囲に国民生活を直撃したのは一九四四年以後である。まず都会地における建物疎開が決定され、東京都では四三年一一月にこの計画が発表され、四四年春から東京、名古屋で建築物の強制取壊しがはじめられた。要所には一〇〇メートルぐらいの幅もある防火帯をつくるほか、鉄道沿線、河川周辺などの建物が除去された。東京の第一期計画だけで、総面積一六八万坪。マリアナ失陥後はピッチがはやまり、軍隊や学生までが出動して住宅を倒壊させたのであった。学童疎開が急にはじめられたのも同じ四四年の夏からである。地方の寺院や学校の建物などに疎開した学童らは、設備も乏しく、食料も不足な環境に苦しむことになった。


　中等学校以上の生徒が、高学年から順次工場に動員され、ついに一、二年生までほとんど授業が行われなくなったのも、同年秋ごろからである。前年末はじめられていた未婚女性の勤労女子挺身隊制度が徴用の形ではじめられた。空襲必至とみて、都市をはなれ、故郷に疎開したり、知るべを頼って移住する人も多くなった。ピアノも、タンスも、蔵書も二束三文で買いたたかれた。ガソリン不足のため、松根油の増産が決定され、農村の学童までが、松林に駆り立てられた。


　三～四月からは、高級料理店、待合、バーが閉鎖を命じられ、歌舞伎座、京都南座などの一九の大劇場が休場し、宝塚少女歌劇が公演を許されなくなった。ビヤホール、百貨店の食堂が玄米に海草、野菜などが入った雑炊食堂に変貌した。それでも乏しい食事のたしにしようとする人でたちまち行列ができてしまうありさまであったが、やがて雑炊食堂さえも材料不足で休業する店がふえていった。紙不足から、新聞は朝刊だけになり、四四年一一月からはそれも二ページに減ってしまった。


　四四年一〇月には中国基地の米空軍が八幡製鉄所を中心に北九州を爆撃した。つづいて、マリアナの基地から、日本本土の空襲が準備されたのは同年一一月からである。爆撃は四五年三月九日の東京下町地区の大空襲（二三万戸焼失、死傷者一二万人）をはじめ、同一四日大阪（一三万戸焼失）とつづき、東京は以後四月一三日、一五日、五月二四日、二六日の連続空襲によって、中心部はほとんど廃墟となった。以下、八月までの間に、京都、奈良、金沢をのぞく日本本土の大都市と中都市は全滅してしまったのである。ここで、もう二つ、当時の庶民の記録をかかげておきたい。前者は静岡市在住の村上せん氏、後者は東京本所の島野康子氏の文章である（いずれも『暮しの手帖96、特集戦争中の暮しの記録』）。







　　「月日の立つのは早い物、終戦になってはや二十何年、思ばぞっとする戦争中、あの昭和十六年十二月八日、ラジオ放送きいておどろき、親類知人にあちこちに召集の声、家も長男が十七年一月現役で入隊、三月満州へ、次女も軍事で満州製鉄会社へと心配は日々に増し、こまる時の神だのみ、神仏に無事を祈りあるき、それにすべての物は品すくなく、第一番米が配給、始はよかったが、だんだん少なく、一カ月に五、六日分、十七才を頭に親子六人家族、食べ盛りの小供で、山へ川へ、口に入る物なら何んでも取り、山へゼンマイ、ワラビ、セリ、ヨメナ、川へシジミ、フキ、イナゴと取りあるき、農家には親類も知人もなく、こまり買出を始め、近くにはなく、富士三島へさつまいも、にんじん、大根を十貫目も買い帰り、真青のワラビ、真赤のにんじん、たくさん入れた御飯で、見た目はきれいですが、じきあいて、豆カス、コブ、ひじき、なんでも入れて分量を多くし食べさせ、そのうち、西は掛川、袋井、磐田とだんだん遠く、今度は汽車のキップに限りが有り、買うに一苦労、いつ売るかわからぬが、人のうわさで立ち並び、モーフやフトンをかぶって外の寒い所で夜を明し、やっと一枚のキップを手にして行こうと思ば警戒警報で、一時やめ、解除になって、すぐ出かけ行く時は、家族と最後のわかれなどと思いて出かけるのでした。行った先で又帰りのきっぷで一苦労、やっと手にして出掛るが、なかなか売って呉れず、方々歩き、こじきみたいにお願ひ申して、やっとイモの荷物が出来、十貫目以上もせおい、二里も先から、夕方駅近くで先に来た人が様子を見に行き、警官が居れば帰られず、遠い所でまち、終車又明朝一番までまち、そうなると汽車は物すごくこみ、貨車にのせてもらい、それものれない時は、一番先の石炭の上にしがみ付き乗ったこともあり、寒くて身体中ひえて着いた時は立つ事もすぐには出来ず、泣きたい思いでした。又警官におわれ、お寺へにげこみ、えんの下や墓の立ちならぶところに、二時間近くいたが見つかり、やっと苦労して買ったやみのイモを公定（価格）で取られ、四貫目しかで、二日がかりでなみだの出る思いでした。」


　　「三月九日の就寝の時には、モンペをはいておりました。子供が四人おりますが、それぞれの所に疎開されてありましたので、長男と次女は手許におき、どんな時でも床の中で仕事が出来る様に各自電灯と大切な物はいつも枕元において寝るのが習慣でした。主人は警防団の事をしておりましたので私が子供を見ながら自分ですべてのことをするのが常でした。三月九日の夜は空襲もなく安心して床についてしばらくたった時、空襲警報がなり出しました。多分十時頃だったと思います。何か大事が起きそうな気配がしましたが、それも慣れてしまって、それほどにも思わずに外に出てみると、今迄見たこともない大きな敵機が低空飛行をして今にも襲いかかって来る様でした。あたり一面昼の様な明るさでした。公園などに据えてある高射砲がお腹に響く様な凄まじさでなり立てているが、一万米の所を飛んでいる飛行機にとどかず、低空を飛んでいる飛行機などは高射砲が思う様に動かず、皆逃がしてしまっていました。あちらこちらから火が出てしまっているので、主人も帰って来ました。家の前の防空壕に布団を二、三枚ほうり込み、二人の子供の手を引いてどこといってあてもなく出かけました。どこも手の施こしようがない位にあたり一面火の海です。広い道路などなめる様ないきおいで火が走っているので、どこか大きな公園にでもと思い、三ツ目通りを隅すみ田だ公園方面に行って見たが、行けそうにもなく、警防団の人が刺子を着てズブヌレになって立っていたので、『隅田公園は大丈夫ですか』と聞いたら、『サア何とも申し上げられません、あなた方のお気のむくままになさって下さい』とたよりない返事であったので、仕方なく焼きつく街の中を横川小学校へむかいました。その回りは強制疎開してあったので大丈夫と思って行って見たら、すでに人でいっぱいでした。何とかして学校の入口まで入り、後にしょっている子供の事も見てやらねばと子供を下ろし、やれやれと思ったとたんに後ろの方からガラスがバリバリと割れていく音がしました。いきよいよく火が建物の中へ入ったので、またこれではいけないと思い表に出て見たが、どこにも行き様がなかった。どこから拾って来たかわからないが、主人が一枚薄い布団を手にしていたので、それを被って防火用水の中に入り、警防団の人もズブヌレになって長い柄で、御経を唱えながら、防火用水の水を皆んなの頭の上へかけてくれました。でも火の粉が落ちてきて、四、五個程の穴があいて、この穴から覗いて見ると、長い髪に火がついた人が、あっちへいったりこっちへいったりして、気違いの様に走り回っています。……簡単に入った防火用水でしたが、上る時には全身水を含んで上がれなくなり、人に助けられて上がりました。今迄入っていた防火用水の中に死体が沢山あり、私達はびしょびしょになった布団のおかげで命拾いをしたのでした。」







　このはげしい戦争のなかで、冷静なはずの伊藤整さえも、一九四三年一二月二日には、「ここに至って東京が毒ガスで襲われると言っても私は不思議なことに、大して驚きも怖れもしない。……家族が散り散りになって誰か一人生き残るというよりは、むしろ、ある時まで皆で楽しく暮し、そして死ぬならまた皆で死ぬのもいいではないか。……私自身も大分気持が変わって来ているのだ。ぎりぎりの所まで来ると、自分の考が、古来からの日本人の『城を枕に一族揃って死ぬ』という古典的な考えかたになって来るのだ。面白いことだ」と書くようになっていた。ところが、空襲と、疎開と、病気が重なる一九四五年の日記には、もはやこのような感想めいた文章はほとんど見出せなくなる。かろうじて命一つを守ることに専念するというのが、国民の大部分の姿であった。


　敗戦の日、斎藤茂吉は「聖断はくだりたまひてかしこくも畏くもあるか涙しながる」など六首をつくったが、その数日後の作と思われる次の二首のほうが、はるかに心うたれるものがある。







　　　秋たちてうすくれなゐの穂のいでし薄すすきのかげに悲しむわれは


　　　かすかなるわれの命の過ぎなむもこの山河よさきくありこそ







　実際、八月一五日に日豊本線竜ケ水駅で駅長代務の仕事をしていた白石虎信氏は、この日の午後から「待合室の人々の雰囲気が急激に変った」、「人々の絶対的の緊張が、俄にてい観と安堵と、そして恐怖に移行した」と書いておられるそうである（原田勝正『国鉄解体、戦後四〇年の歩み』筑摩書房より引用）。戦争はこのようにして終わったのであった。







７　太平洋戦争とは何だったのか







■「帝国主義以後」の帝国主義戦争




　第一次世界大戦が終結したあと、ヴェルサイユ条約とワシントン会議にともなう諸条約が締結された。それは一九世紀以来の帝国主義の時代の終結を宣言し、このとき成立していた世界の秩序を恒久化することを目的としたものであった。入江昭のことばを借りれば、「帝国主義以後」の時代が訪れたのである。しかし、このときの世界秩序は英、米、仏を中心とする連合国の主流にとって有利であった。そのメンバー以外の諸国にとって、その中に組み込まれることは不満であった。その一例は、序章にみた北一輝の『国家改造法案大綱』にもっとも激烈な表現で呈示されているが、ちょうど同じころ近衛文麿もまた、第二章の終りに紹介した「英米本位の平和主義を排す」と題する論文を雑誌（『日本及日本人』）に掲げて、その政治的生涯に船出したのであった。


　同様の不満は敗戦国ドイツはもちろん、イタリアにも、スペインにも、広がっていった。ムッソリーニのファシスト政権の成立が一九二二年、トルコでケマル・パシャが王政を廃して独裁政権を樹立したのも同じ二二年、ナチスのミュンヘン一揆が二三年である。日本においても、二〇年代後半には永田鉄山、小畑敏四郎、東条英機ら中堅将校の組織化が進み、関東軍は張作霖爆殺に走り、海軍はロンドン条約締結を巡って統帥権干犯と叫ぶ艦隊派の勢力が拡大していった。それが爆発したのは、一九二九年にはじまる世界恐慌のさなかにおいてである。一九三〇年の浜口首相狙撃にはじまり、三一年の陸軍による三月事件、満州事変、十月事件、三二年の血盟団事件と五・一五事件、と国の内外にわたってテロや陰謀が集中的に引き起こされた。ワシントン条約体制は満州建国によって崩壊の危機にさらされた。同じころ、恐慌下のドイツでは、ワイマール体制がナチスと共産党の勢力の増大のもとで苦闘をつづけていたが、一九三三年一月、ヒトラーは首相に任命された。少数党だったヒトラーは議会を解散して、三月五日の総選挙に持ちこんだ。選挙に勝ったヒトラーは、四年間、ヒトラーとその内閣に独裁的全権を委任する「国民および国家の危難を除去するための法律（授権法）」を成立させた。彼は大統領の死後その地位を襲い、軍部を支配下におき、その抱く大ドイツの再建に向って歩を進めた。再軍備宣言、ルール非武装地帯への進軍をきっかけに、ヒトラーはヴェルサイユ体制打破の政策を打ち出したのである。ムッソリーニは、一九三五年、エチオピア征服の作戦を開始した。スペインの軍部が左翼的な共和政権に対する叛乱を起こし、二年余の内戦を誘発したのは三六年七月である。こうして、おひざもとのヨーロッパでも既成秩序打破の動きが、武力を用いて公然と展開されたが、英仏を中心にする国際連盟は、これに対処する有効な手段を持っていなかった。


　日本陸軍が、万里の長城の内部、中国本土に本格的な侵入を策し、第二の「満州国」建設を企図するのは、一九三五年夏以後である。その強引な画策はやがて一九三七年以後、八年にわたる日中戦争を引き起こす結果になった。ドイツが牙をむき出してオーストリアを合併し、やがてチェコスロヴァキアのズデーテン地方に爪を伸ばすのは一九三八年である。イギリス首相チェンバレンとフランス首相ダラディエはミュンヘンに飛んでヒトラー、ムッソリーニと会談し、これ以上の領土要求をしないという条件でヒトラーの要求を容れた。しかしヒトラーは翌三九年チェコを併合し、ポーランドに進入するに及んで、第二次世界大戦が勃発したのである。


　この戦争が、固定された現状への不満をもつ日本、ドイツ、イタリアの三国──枢軸国を一方とし、イギリス、フランス、ついでアメリカを他の一方──連合国として戦われたのは偶然ではない。第一次世界大戦以後、「帝国主義以後」の時代を築こうとした「持てる」連合国と、その広大な領土・植民地をうらやみ、世界の再分割を志した「持たざる」枢軸国の戦争が、第二次世界大戦であった。日本においては、上海に籠居していた北一輝やまだ若かった近衛文麿やらが、ドイツにおいては旧軍人や右翼的な政治家たちが、漠然と夢見ていた「帝国主義以後」の帝国主義戦争が、ヒトラーやムッソリーニや日本の好戦的な軍人たちが政権を掌握したことによって現実化したのである。


　レーニンは第一次戦争を帝国主義国同士の植民地再分割戦争と規定し、その再発を予想した。第二次世界戦争も、連合国と枢軸国にとってはまさにそのような性格を持っていたといいうる。連合国は自らが正義と規定した世界のシステムを護ろうとしたし、枢軸国は体制自体を打破しようとしたのである。ただレーニンが予想しえなかったことは、ソ連が、ナチス・ドイツと組んでポーランドを分割し、やがてドイツの攻撃を受けて連合国の一員になったことであった。スターリンはレーニンよりも変転する現実に対して大胆に適応したのである。しかしそれはドイツを敵とするという一点だけが共通する同床異夢の「連合」であった。ソ連はスターリンの主導のもとに世界革命を意図していた。ドイツの敗勢が明らかになってから東ヨーロッパに共産政権を樹立し、北朝鮮に金日成の政府をつくらせ、中国における共産軍の勝利によって中国をその領域に加えたのは、その証明といってよい。北海道の北半分をその支配下におく計画があったことも五百旗頭真らの研究によって知られている。世界革命の発想を引き継いだ点においてスターリンはレーニンの忠実な後継者だったが、帝国主義的であった点で彼はレーニンを超越したのである。そこに、米ソ冷戦の起源があった。氷炭相容れないアメリカ型「民主主義」とソ連型「民主主義」とが、ひとしく「民主主義」の名のもとに団結し、ドイツと日本とが敗れたのち、直ちに分離対立したのは、当然の帰結であったといえよう。


　それにしても、第二次世界戦争は、世界の「帝国主義」的支配の秩序を打破するきっかけになった。東アジアに限ってみても、イギリス支配下のインド、ミャンマー（ビルマ）、マレーシア、シンガポール、オランダの植民地であったインドネシア、フランスの統治下にあったヴェトナム、カンボジア、ラオスなどが独立を勝ちとったのは、第二次大戦の重要な帰結であった。ただしそれは、当初日本の企図したシナリオではなく、勢いの赴くところ生じた事後的な結果であった。太平洋戦争開戦の詔勅は、ただ「自存自衛」をうたうのみで、「東亜の解放」はそもそも戦争目的にかかげられてはいなかったのである。帝国主義国間の相剋が、帝国主義的支配の終焉をもたらした。それは歴史の皮肉とも、弁証法的帰結ともいうことができよう。日本は東亜の解放者と自らを誇ることは許されないけれども、後世の史家によって、その一点においてのみ評価されることになるのかもしれない。







■軍部支配の性格




　戦時日本の政治を事実上支配したのは、軍部、とくに陸軍であった。陸軍といっても、政治にかかわるのは陸軍大臣とそれを補佐する陸軍省軍務局長と軍務課のスタッフが中心であって、これに参謀本部第一部（作戦）が強い発言力を持っていたのである。そこから、軍部をファシスト集団ととらえる考え方が生じる。また、それを拡大して当時日本の支配体制全部を日本ファシズム（ナチズム）ととらえる見方がある。その点については伊藤隆は、ファシズムという言葉の意味が明晰に定義されていないのに、どうしてそういえるのか、という疑問を提出し、論議が盛んに行われたことがある。たしかに当時の日本は軍国主義を鼓吹し、ナチス・ドイツ、ファシスト・イタリアと同盟して第二次世界大戦への道を歩んだのだから、広い意味でファシズム諸国に共鳴して、帝国主義的膨脹を企図したといえるであろう。また国内においても、経済、社会運動、思想、国民生活の隅ずみまでを政府の統制下に置き、反軍、反戦的な一切の行為を取締りの対象とした。その意味で、日本の戦時体制とファシズムとを対比するのは無理からぬことと思われる。


　しかしながら、日本の戦時体制とドイツ、イタリア、あるいはソ連の戦時体制とには、大きな相違があったことははっきり指摘しておくべきであろう。序章でみたように、明治憲法のもとでの政治体制は、多くの国家機関が存在し、それぞれが天皇に直属する形になっていたために、内閣の権力も限定され、首相兼陸相の東条さえ、統帥に関与できなかったことはよく知られている。戦争末期になっても、この意味における明治憲法体制には一切の変更が加えられなかった。国家総動員法以下の広範な委任立法制によって、立法府の地位が低下したのは事実であるが、制度的には変更されなかった。議会の力が低下したことは、その分だけ行政府の力が強まったことを意味しているであろう。諸官庁、商工、農林、鉄道、逓信などの経済官庁は統制の権限を振るってにらみを利かせたし、警察と隣組を通じて内務省は国民生活の末端まで支配網を形成した。そして行政府のうちで最強の力を発揮して国家の運命を左右したのが陸軍だったのである。


　しかし、その陸軍も官僚機構の一部であった。荒木貞夫、真崎甚三郎、林銑十郎、板垣征四郎、石原莞爾、東条英機、鈴木貞一、武藤章、富永恭次、佐藤賢了、有末精三ら政治的軍人の勢力はたしかに大きいものであった。一九三九年に反英運動を展開し日独伊三国同盟の成立のために画策した有末精三、大政翼賛会の創立のさいナチス張りの一国一党制を強力に推進した武藤章らはその代表的な実例である。けれども、彼らにしても、有末なり、武藤なりという個人に力があったのではなく、軍務課長、軍務局長の地位にあったから発揮されえたのである。東条英機が独裁的な権力を振るったことはよく非難されるが、それも、首相、陸相を兼ね、当初は内相を、のちには参謀総長をも兼務したことによってはじめて可能になったのである。それは、変貌していたにせよ、官僚制の枠内でのできごとであって、その政治力はその地位を離れれば失われてしまうものであった。東条も、重臣や議会内の反東条勢力に抗し切れずに職を去らねばならなくなったし、有末や武藤は、人事異動の辞令ひとつで戦場に転出させられたのである。


　今も昔も変わらない日本型官僚制下の決定機構は、課長ないし課長補佐クラスが政策の立案に当り、順次上位者に説明して承認を得て、やがて政府の決定になっていくというシステムである。もちろん、上司の意向があらかじめ示されることもあり、立案の修正が必要になることもあるけれども、むしろ例外である。日本の運命を決めるような和戦の岐路においてもそのシステムに基本的な変わりはなかったのである。それはヒトラーのドイツ、チャーチルのイギリスや、ルーズヴェルトのアメリカ、スターリンのソ連とは基本的に異なっていた。彼らはトップが大綱を定め、その細部を官僚機構に委ねたのである。日本では、たとえば一九四一年七月末のアメリカの石油全面禁輸が決められたあと、それまで慎重だった海軍や陸軍省の物動担当部局までが主戦論に変わり、「一〇月中旬」までに日米交渉妥結の見通しが立たなければ開戦という九月六日の御前会議決定になだれこんでいったのである。その主導者は陸海軍の関係部局であって、近衛首相でも、東条陸相でも、及川海相でもなかった。外側からみれば一枚岩のようにみえた陸軍も、稟議制のシステムのもとで「曠古」の大戦への突入を決めていったのであった。


　すべての機構に優越する独裁者のいないファシズムというものがあるのだろうか。あっても差し支えないにしても、少なくとも戦時日本の支配の実態が、ドイツとも、ソ連とも異なっていたことはたしかである。同時に、その異なった支配形態のもとで、ソ連に近い社会体制が実現したのもまたたしかなのである。







■戦争被害




　太平洋戦争の敗戦は、すなわち第二次世界大戦の終結であった。ドイツの敗戦の後、日本はさらに三カ月余独力で戦争を継続し、その間にさらに戦争の打撃を受けたからである。第二次世界大戦は、それまでの戦争とくらべても比較にならぬほど規模も大きく、もたらした災害も大きかった。ヨーロッパとアメリカを合計した人命の損失は、四〇〇〇万人に達した。それはロシア革命後の内戦の一〇〇〇万人、スペイン内乱の六〇万人、第一次世界大戦の七七〇万人にくらべても、比較にならない大きさであった。一説では、アジアにおける死者も約三〇〇〇万人といわれる。日本の場合は、第４－５表のように、ごく限られた範囲での死者二三三万人、在外邦人、シベリア抑留者の死者などを加えれば死者のみで二五〇万人以上に達すると考えられる。総人口に対する比率で三・一ないし三・五％となる。沖縄県に限れば実に一六％に達する。もっとも、ヨーロッパの戦争では第４－６表に示すように、ポーランドでは人口の一七％、ドイツ、ソ連では一〇％内外の死者を出している。近代戦の災害の恐しさを今さらのように物語る数字である。





[image: ]


　国富の被害は、終戦時の価格で六五三億円、終戦残存国富の三分の一に当たっている。都市の住宅の被害率はとくに高かった。わずかな救いは、鉄道や工業生産設備の被害が少なかったことである。水力発電所は無疵であったし、鉄鋼、機械、電気機械、化学工業等の生産設備も三分の一程度の被害ですんだ。それがやがて復興の足がかりになったのである。




（昭和史（上）　終り）
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